
 

令和３年度 

 

 

建設施工と建設機械シンポジウム 

論文集・梗概集 

 

 

 

 

 

 

 

 

令 和 3 年 1 2 月 1 日 ～ 1 2 月 ２ 日 

機 械 振 興 会 館 

 

 

主催：一般社団法人 日本建設機械施工協会 

後援：経済産業省 国土交通省 (国研)土木研究所 





令和 3 年度 

 

建設施工と建設機械シンポジウム 

論文集・梗概集 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 3年 12 月 1 日～12 月 2 日 

機 械 振 興 会 館 

 

 

主催：一般社団法人日本建設機械施工協会 

後援：経済産業省 国土交通省 (国研)土木研究所 

 





 

論文審査規定概要 

１． 審査方法 
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行う。 
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１．無電柱化のためのトレンチャーを用いた施工試験 

(国研)土木研究所 寒地土木研究所 ○ 永長 哲也 

中島 淳一 

１．はじめに 

防災機能の向上，安全で快適な通行空間の確保，

良好な景観の形成や観光振興等の観点から，市街

地等を中心に電線類地中化による無電柱化が進め

られている。その代表的な整備手法は電線共同溝

方式であるが，限りある予算の中で電線共同溝方

式だけでは無電柱化の迅速な推進を図ることは難

しい。また，景観を活かした観光振興面では，郊外

の農村自然域において無電柱化の潜在的なニーズ

は高く，今後様々な整備手法や低コスト工法活用

による，より一層の普及拡大が期待される。 

一方，無電柱化が進んでいる諸外国では，無電柱

化にケーブル埋設用の専用掘削機械（トレンチャ

ー）を使用しており，日本の主工法であるバックホ

ウによる掘削と比較し，大幅なスピードアップが

図られている。バックホウによる掘削を写真-1 に

示す。

そこで，国内における郊外部への無電柱化推進

に寄与するため，トレンチャーを用い，掘削から埋

戻し，締固めまで一連の作業を想定した試験施工

のうち掘削機械及び締固め機械について報告する。 

試験フロー及び使用機械を図-1 に示す。 

２．トレンチャーを用いた掘削試験 

試験は，令和 2 年 11 月 13 日から 16 日の 4 日

間，北海道苫小牧市にある，苫小牧寒地試験道路の

路体（未舗装部）にて実施した。試験箇所を写真-

2 に示す。

図‐1 試験フロー及び使用機械 

写真-1 バックホウによる掘削 写真-2 試験箇所 
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2.1 使用機械 

歩道又は路体での作業を想定し機械の選定は

「ケーブル埋設用掘削機械（トレンチャーを活用

した施工の手引き（案）」により，機械総質量 7.5t
未満，日本国内でレンタル可能な専用機械を使用

した。また，掘削幅が 305 ㎜から 610 ㎜に拡大し

た機種を用い試験を行った。トレンチャーの機械

諸元を表-1 に示す。

2.2 試験結果 

トレンチャーでの掘削状況を写真-3，掘削深さ

と掘削速度の関係を図-2 に示す。比較のために過

年度に試験 1)を行った，専用機械チェーン式の掘削

幅 150 ㎜及び 305 ㎜についてもグラフに示す。 
掘削幅 610mm になっても，バックホウに比べて

大幅に掘削速度が速いことが確認できた。掘削幅

610mm は，掘削幅 305mm と比較して，約 4 割の

施工速度となった。これは，施工箇所の不陸や降雨

による泥濘みにより，運転操作に支障が生じたこ

とが影響していると考えられる。

また，トレンチャーを使用することにより掘削

底部が平坦かつ滑らかな仕上がりとなった。これ

はバックホウが上下に円弧を描いて掘削するのに

対して，トレンチャーは刃が溝断面に対し平行移

動する動作のためである。出来映えに関しては，バ

ックホウとは異なりオペレータの熟練度の影響は

少ないことがわかった。図-3 にバックホウとトレ

ンチャーの掘削イメージ，写真-4 にトレンチャー

の掘削後の仕上がり状況を示す。

表-1 トレンチャーの機械諸元

写真-3 トレンチャーの掘削状況 

３ 締固め試験 

 締固めの効率化を目的に，掘削幅 150 ㎜及び 610

㎜に対応可能な２機種について試験を行った。 

3.1 使用機械 

掘削幅 150 ㎜は，従来ランマでのみ締固めが可

能であったが，掘削幅 150 ㎜に対応した締固めが

可能な専用機（コンパクタ）について試験を行った。

コンパクタは転圧部の円盤の外周に装着している，

転圧盤の幅を変更することにより，150 ㎜から 280

㎜まで変更可能で，今回は掘削幅と同等の 150 ㎜

幅を試験した。また，機械側面の操作レバーにより

操作を行う方式のため，操作員は，掘削溝を目視で

確認しながら作業が可能となり，締固め機械にみ

られる振動など，操作員の負担も少ないため，従来

のランマと比較して，長距離の作業に適している

と考える。機械諸元を表-2 に示す。

また，掘削幅が 610 ㎜になったことにより，一

般的な締固め機械のバイブロコンパクタが使用可

能になったため，合わせて試験を行った。機械諸元

を表-3 に示す。 

図-2 掘削深さと掘削速度 

図-3 バックホウ（左）トレンチャー（右）の 

掘削イメージ 

0

200

400

600

800

1000

1200

200 400 600 800 1000 1200

掘
削
速
度
[m
/
h]

掘削深さ[mm]

ﾄﾚﾝﾁｬｰ(掘削幅150㎜)

ﾄﾚﾝﾁｬｰ(掘削幅305㎜)

ﾄﾚﾝﾁｬｰ(掘削幅610㎜)

バックホウ

機 械 構 成 専用機械 

掘 削 機 構 チェーン式

最 大 掘 削 深 1,000mm 

掘 削 幅 610mm 

全 長 8,850mm 

全 幅 2,310mm 

全 高 2,450mm 

機 械 質 量 7,000 ㎏ 

- 2　-



 
写真-4 トレンチャーの掘削後の状況 

 

表-2 コンパクタの機械諸元 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表-3 バイブロコンパクタの機械諸元 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-5 コンパクタの締固め状況 

 

 

3.2 試験結果 

 試験結果を図-4，コンパクタでの施工状況を

写真-5，バイブロコンパクタでの施工状況を写真-

6 に示す。比較のために過年度に試験 1)を行った，

ランマ，バックホウ用アタッチメント型振動コン

パクタについてもグラフに示す。 
試験の結果，コンパクタは，ランマ（締固め幅 150

㎜）と同程度の締固め速度となった。しかし，機械

側面からの操作であるため，ランマのように操作

員が直接振動を受けなく，負担が軽減されるため，

有効な機械であると考える。ただし，最大転圧深さ

が 660 ㎜までであり，使用に当たっては作業条件

など締固め深さに注意が必要である。ランマの締

固め状況を写真-7に示す。 
バイブロコンパクタは，試験結果からも締固め

深さが深いほど時間を要する傾向にあるが，従来

の施工方法と比較しても，締固め幅が広いにも関

わらず，締固め速度が速いことが確認できた。 
 

 

図-4 締固め深度と締固め速度 

 

 

 
写真-6 バイブロコンパクタの締固め状況 
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写真-7 ランマの締固め状況 

４．考察 

トレンチャーを用いた掘削試験を実施し，掘削

幅が 305 ㎜から 610 ㎜に拡大しても，従来のバッ

クホウより施工速度が速くなることを,また,トレ

ンチャーを使用することにより掘削断面がきれい

に仕上がることを確認した。

コンパクタは，ランマと施工速度にあまり違い

が生じなかったが，操作員の負担の軽減につなが

ることが確認できた。

掘削幅が 610 ㎜に広がったことにより，一般的

な締固め機械であるバイブロコンパクタが使用で

き，締固め速度も向上していることかが確認でき

た。

締固めに関して，掘削幅 150 ㎜は締固め深さに

制限はあるがコンパクタ，305 ㎜はバックホウ用ア

タッチメント型振動コンパクタ，610 ㎜はバイブロ

コンパクタと，それぞれの掘削幅に対する締固め

機械の省力化が可能となったため，施工の効率に

貢献できたと考える。写真-8 にバックホウ用アタ

ッチメント型振動コンパクタの締固め状況を示す。 

写真-8 バックホウ用アタッチメント型 

振動コンパクタの締固め状況 

５．まとめ 

トレンチャーによる掘削試験を実施し，掘削幅

が広くなっても，従来のバックホウより施工速度

が速いことを確認した。また，トレンチャーを使用

することにより，掘削断面がきれいに仕上がるた

め，床均しなどの作業も不要になる。

 掘削幅が広くなったことにより，多様な配管埋

設が可能となった。また，コンパクタ，バイブロコ

ンパクタなどの締固め機械が使用可能になり，施

工が効率的に行える。

今後は，無電柱化のための電線類地中化の普及

に向けては，掘削幅 610 ㎜から更に拡大する方法

について検討を行うことで，多条な配管埋設が可

能となるよう検討を進めていく。また，トレンチャ

ーによる掘削速度を活かすためには，埋戻しから

締固めまでの一連の施工速度の向上が必要となる

が，掘削に付随する関連作業も含めた効率化を念

頭に，検討を進めて行くことで，無電柱化のための

電線類地中化の普及に貢献できると考える。

参考文献 

1）（国研）土木研究所寒地土木研究所寒地機械技術チーム：

ケーブル埋設用掘削機械（トレンチャー）を活用した施

工の手引き（案）https://kikai.ceri.go.jp/download/，2021
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２．海上地盤改良工事における施工の自動化および 

3D 施工管理システムの導入事例報告 

東亜建設工業株式会社 ○ 那須野 陽平

１．はじめに 

名古屋港金城ふ頭では，我が国の基幹産業であ

る自動車関連産業の国際競争力を維持・強化する

ことを目的とし，施設利用の再編に合わせて水深-

12m の国際物流ターミナルの整備を進めている

（図-1）1)。平成 29 年度から整備が開始された新

規岸壁は，災害発生後の緊急物資輸送を担う耐震

強化岸壁にも位置付けられており，その性能を確

保するため，地盤改良（CDM改良）を伴うハイブ

リッドケーソン式構造が採用された。

図-1 金城ふ頭地区における整備位置図 

当該工事で採用された地盤改良工法である深層

混合処理工法（以下，CDM工法）は，軟弱土その

ものを現位置で硬化材とともに攪拌混合・固化さ

せ，軟弱地盤を堅固な地盤に改良する工法で，港湾

では防波堤，岸壁，護岸などの基礎地盤で適用され

ている。港湾では，専用の作業船（深層混合処理船

＝CDM船）による施工が行われており，1サイク

ル当たりの改良面積（5.47m2）で水面下 52m まで

改良することができ，陸上の地盤改良工事で用い

られる施工機械（改良面積=1.5m2，適用深度=45m）

の 3倍以上の施工能力を有する。

本稿では，i-Construction の推進に向けた取り組

みとして，東亜建設工業（株）が保有する深層混合

処理船「黄鶴」（写真-1, 表-1）による海上地盤改

良工事で実施した 

① 施工の自動化による省人化，品質安定化および

担い手育成・早期自立の実現

② リアルタイム3D施工管理システム導入による

施工の見える化と受発注者間の情報共有

③ 帳票・BIM/CIMモデルの自動作成による業務効

率化

について報告する。 

写真-1 深層混合処理船「黄鶴」 

表-1 「黄鶴」船体諸元 

船
体
主
要
寸
法

長さ [m] 70.0 

幅 [m] 32.0 

深さ [m] 4.5 

喫水 [m] 2.65 

処 
 

理 
 

機

改良面積 [m2] 5.47 

改良深さ（水面下） [m] 52.0 

処理能力 [m3/h] 90以上 

処理機位置 船首 

処理機重量 [t] 275 

トルク [kgm] 7,500 

排水トン数 [t] 5,700 

櫓高さ [m] 61.0 
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２．工事概要 

本工事は，名古屋港金城ふ頭において輸送の効

率化，大型船への対応，大規模地震発生時の物流機

能の維持に対応するために行う，ふ頭再編改良事

業による耐震強化岸壁整備に伴う海上地盤改良工

である。工事概要と工事内容及び数量は，以下のと

おりである（表-2, 3）。 

表-2 工事概要 

工事名 
令和元年度名古屋港金城ふ頭岸壁（-12m） 

地盤改良工事 

発注者 国土交通省中部地方整備局 

受注者 東亜・大本特定建設工事共同企業体 

工期 令和元年9月13日 ～ 令和2年3月27日 

施工場所 愛知県名古屋市港区金城ふ頭地先 

表-3 工事内容及び数量（実施） 

工事名称 規格 数量 単位 参考数量 

海上地盤改良工 

固化工 4軸φ1,400 

深層混合処理杭 長杭 323 本 改良土量 

1工区（壁式） 35,932m3 

短杭 152 本 改良土量 

4,221m3 

深層混合処理杭 長杭 19 本 改良土量 

2工区（壁式） 1,988m3 

３．施工上の課題と解決のための取り組み内容 

3.1 施工の自動化 

近年，建設業就業者の高齢化と若年入職者の減

少による，次世代への技術継承が課題となってい

る。港湾工事で使用する作業船においても，熟練技

術者が減少しているという事実を鑑み，少人数で

も施工が行える環境の構築が必要であった。ここ

では，深層混合処理船を対象とした「セメントスラ

リーの製造」，「処理機の引抜速度（改良速度）や翼

回転数の調整」，「施工データの記録」，「作業負荷に

応じて運転する発電機台数の増減」など，オペレー

タのノウハウをプログラム化し，これらの作業を

自動化すると共に，省人化や品質の安定化，担い手

の育成と早期自立を実現した。具体的な取り組み

内容は，以下のとおりである。

① 支持層に着底すると，改良深度（改良長）に合

わせてセメントスラリー（硬化材）の製造量を

自動で計算し，製造・注入。

② 処理機の引抜速度や翼回転数の調整，施工デー

タの記録を施工フローに従い，自動で実施（図

-2）。

③ 地盤の拘束力の違いによる作業負荷に応じて，

運転する発電機台数を自動で増減できる発電

機自動発停機能を開発・導入（図-3）。

④ 船内機器の作動状況や作業状況を一元管理す

るため，WEBカメラを32台設置（写真-2）。

図-2 施工状況監視モニター表示例 

図-3 発電機自動発停装置表示例 

写真-2 Webカメラによる設備監視画面モニター 
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3.2 ネットワーク化されたリアルタイム 3D 施工

管理システムの導入 2), 3)

港湾工事におけるCDM 工法は，作業船位置誘

導システム，スラリープラント制御機器，施工管理

機器や計器類をオペレータが監視しながら運用し

ているが，遠隔地で工事関係者が施工状況・進捗な

どの情報をリアルタイムに共有したいというニー

ズがあった。そこで，水中及び海底地盤中といった

不可視部分の見える化に焦点を当てた「リアルタ

イム3D施工管理システム」（図-4）を開発し，以下

に示す項目の実現を図った。

① 設計データを基に作成した改良体（杭）の3Dモ

デルに，作業船から得られる施工情報（施工時

間や打設管理データなど）を取込み，不可視部

分をリアルタイムに3D描画して可視化した。

② これらの情報を，ネットワークを介して複数拠

点（発注者，現場事務所，本支店等）で同時に

閲覧可能とした（図-5）。

図-4 リアルタイム3D施工管理システム画面例 

図-5 見える化による施工管理情報の共有イメージ 

3.3 帳票や BIM/CIMモデル自動出力機能の導入 2)

これまで，出来形管理帳票を作成するためには，

打設日報と施工データから転記する方法を採用し

ていたが，転記ミスなどのヒューマンエラーが発

生する可能性もあり，作業効率や確実性の面で課

題があった。そこで，書類作成等の業務の効率化を

目指し，以下に示す項目の実現を図った。 

① BIM/CIMモデルで，各々の改良杭の打設位置，

杭出来形，スラリー量，着底時トルク・荷重な

どの施工データを，属性情報として確認・活用

できるようにした（図-6）。

② 出来形管理帳票や，改良体のBIM/CIMモデル

の自動出力機能を開発・導入した（図-7）。

図-6 属性情報の表示イメージ 

図-7 BIM/CIMモデルイメージ 

４．本取り組みの成果 

4.1 施工の自動化 

1982年に建造した CDM船「デコム 7号」では，

他社に先駆けて 60%程度の施工の自動化を行って

きたが，2010年に建造した「黄鶴」では，オペレ

ータのノウハウをプログラミングしたことにより，

セメントスラリーの製造及び改良作業の完全自動

化を実現。これにより，以下の成果が得られた。

① オペレータのノウハウをプログラミング化し，

施工の自動化を進めたことにより，3 名体制か

ら 2 名体制にできた（33%の省人化）。

目標情報 船体位置情報 船体情報 改良杭情報 

現在の施工位置 

処理機・撹拌翼情報 施工進捗情報 配杭データ（未施工） 
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② 操作にオペレータが介在しないため，品質のば

らつきが無くなり，品質の安定化を実現した。 

③ 施工の自動化に伴い，オペレータは運転操作に

気を取られることなく，施工のポイントを習得

できるため，技能習熟期間が従来 5 年以上必要

だったものが，2 年程に短縮した。

④ WEBカメラによる操作室からの一元管理によ

り，監視業務省力化，安全性向上，トラブル等

の早急対応に繋がった。

⑤ 発電機自動発停機能の開発・導入により，機関

部員の作業負担軽減とエネルギーの効率化（5

～15%）を実現した。

作業船の乗組員は，陸上の一般作業員とは異な

り，特殊な施工機械のオペレートを行う必要があ

る。また，海の法律の知識や海域ごとの海象・気象

情報，海底形状など，多くの知見が必要なため，誰

もがすぐになれるものではない。施工の自動化は，

省人化や習熟期間の短縮など，担い手不足対策と

して，今後ますます必要となる技術である。 

4.2 ネットワーク化されたリアルタイム 3D 施工

管理システムの導入 

ネットワーク化されたリアルタイム 3D 施工支

援システムは，ICT 活用工事の工種拡大に先駆け

た取り組みとして，港湾の地盤改良工において業

界で初めて開発・導入した。本システムの導入によ

り，以下の成果が得られた。 

① 水中や海底地盤中の不可視部分の状況をリア

ルタイムに 3 次元で確認可能になった。

② 複数拠点での同時閲覧により，受発注者間の連

携が強化され，施工の確実性が向上すると共に，

打ち合わせ回数の削減や移動時間の削減につ

ながるなど，省力化を図ることができた。

③ トラブル発生時，複数拠点において状況把握が

可能となり，復旧体制を早期に整えることがで

きる。

この取り組みは，現場の施工状況や材料の立会

確認に適用することで，遠隔臨場が可能となり，大

幅な監督・検査の省力化が図れ，広く波及するもの

と考えている。 

4.3 帳票やBIM/CIMモデルの自動出力機能の導入 

帳票や BIM/CIM モデルの自動出力機能の導入

により，以下の成果が得られた。 

① 帳票作成時のデータ転記ミスがなくなった。

② 施工管理や書類作成等の時間を約 80%削減す

ることができた。

帳票や BIM/CIM モデルの自動出力機能は，ネッ

トワーク化されたリアルタイム 3D 施工支援シス

テムを含め，今後，海上地盤改良工の ICT 活用工

事における電子納品データとして，直接活用でき

るようになるものと考える。

５．おわりに 

現在，インフラ分野の DX の推進が図られている

中，当該工事を通じて実施したこれらの取り組み

は先進性に富み，作業船による他の地盤改良工法

や浚渫工事にも応用が可能である。施工の自動化

は，省人化や習熟期間の短縮など，担い手不足対策

として必要不可欠な取り組みである。また，「作業

船 3D 施工管理システム」の活用は，海上地盤改

良工事において水中および海底地盤中といった不

可視部分における地盤改良状況の確認に加え，現

場事務所や発注者事務所などの遠隔地においても

施工の進捗確認が可能で，遠隔臨場のための有効

なツールにもなりうる。熟練技術者が減少して人

手不足が深刻化していく中，本技術の導入により，

管理精度や作業効率の向上が図れるため，生産性

向上に寄与できる。 

本取り組みを通じて得られた成果に基づき，更

なる生産性向上を推進するため，以下の取り組み

を進めている。 

① 撹拌翼等に付着した泥の洗浄作業の AI による

自動化により翼洗浄要員の削減

② スラリープラント洗浄作業の自動化

③ 属性情報を付与した BIM/CIM モデルの活用に

よる，後続工事での施工検討や維持管理等での

活用

④ 作業日報や完成書類の自動作成機能の付加

施工の自動化や効率化を図る取り組みは，CDM

船のみにとどまらず，その他の作業船においても

推進していくことが望ましい。少人数でも安全な

施工が実現できるよう，港湾工事全体の生産性向

上を目指し，今後も更なる技術開発に取り組んで

いく所存である。 

参考文献 
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土木建設技術発表会 2019.
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後の開発の方向性，令和元年度 中部地方整備局管内事
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３．硬質地盤に対応したオープンケーソン工法 

－硬質地盤が掘削可能な水中掘削機の開発－ 

 
 

アーバンリング工法研究会 ○ 小倉 剛 

  内山 敬二 

  本田 啓 
 
 
１．はじめに 

ケーソン工法は基礎工法の一種であり，ケーソ

ンと言われる円形や矩形，小判形の筒状構造物を

陸上に構築して所定の支持地盤まで沈設させ，基

礎あるいは地下構造物を構築する工法である。ケ

ーソン工法は，オープンケーソン工法とニューマ

チックケーソン工法に大別される。 

オープンケーソン工法は，ケーソン内の地盤を

大気中または水中においてグラブバケットなどに

より掘削を行い，ケーソン自体の重量及び圧入ア

ンカーによる沈下荷重を利用して沈設させるもの

である。 

ニューマチックケーソン工法は，ケーソン下部

に隔壁を設けて気密作業室をつくり，この中に圧

縮空気を送り込み地下水の浸入を防ぎ，人力また

は専用機械により掘削を行い，ケーソン自体の重

量及び気密作業室に発生する揚圧力を調整して沈

設させるものである。 

オープンケーソン工法は地下における有人作業

はないので安全性に優れる一方，掘削地盤が硬質

な場合，ケーソン刃口部の直下を掘削しないとケ

ーソンを沈下できない。しかし，グラブバケットで

は刃口部直下を直接掘削できないため，ケーソン

を陸上に構築する前に地上から刃口部の硬質地盤

を掘削の容易な砕石などに置き換える必要がある。

そのため，オープンケーソン工法は平面形状や深

度，対象地盤など適用範囲を限定されたり，硬質地

盤の置換掘削の費用増加や工期の延長などの課題

があった。この課題解決を目指し，新たな水中掘削

機（写真-1）を開発した。 
 

２．水中掘削機の概要 

水中掘削機は，通常のグラブバケットなどによ

り直接掘削できない硬質地盤が出現した時に，地

上部からクローラクレーンを用いて投入し，ケー

ソン刃口部直下の沈設に必要な範囲を掘削する

（図-1）。 
さらにケーソン刃口部直下だけではなく，ケー

ソン中心部の硬質地盤を先行削孔して緩めること 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

によって，グラブバケットなどによる掘削作業の

効率化を可能とする。そして，掘削土砂は水中掘削

機に搭載された排土ポンプを使用してケーソン中

心側に集めることによって，グラブバケットや水

中サンドポンプなどを使用して地上への効率的な

搬出を可能としている。 
水中掘削機の概略仕様（図-2，図-3）は次のとお

りである。 

図-1 ケーソン刃口部掘削イメージ図 

水中掘削機 

ケーソン 
躯 体 

水中掘削機 

ケーソン 
躯 体 

写真-1 硬質地盤対応水中掘削機 

-　9　-



 

外 形 寸 法 ：L4.3ｍ×W4.3ｍ×H5.8ｍ 
重     量  ：14.8ｔ(水中：約 13.0ｔ) 
掘削ブーム旋回角度：70°（左右 35°） 
掘削ブーム起伏角度：最大 37° 
掘削ブーム伸縮長 ：2,300 ㎜ 
カッターサイズ ：φ945 ㎜×H1,110 ㎜ 
カッター回転数 ：最大 60rpm 
カッタートルク ：最大 8,000Nm 
不陸調整範囲 ：0.90ｍ(±0.45ｍ) 
掘削可能壁厚 ：最大 2,600 ㎜程度 
使用可能水深 ：100ｍ 

水中掘削機は，ケーソン立坑内の掘削位置に設

置完了後，3 本の不陸調整脚（調整範囲±0.45ｍ）

で水中掘削機本体が水平になるようにレベル調整

し，硬質地盤の掘削を開始する。

硬質地盤の掘削は初めにカッターヘッドを右回

転または左回転（最大 60rpm）させる。次に掘削ブ

ームを伸長（最長 2,300 ㎜）させ，掘削ブームを 0
度から徐々に倒し（最大 37 度），カッターヘッド

を掘削位置に合わせる。そして，掘削ブームを左右

に旋回（左右 35 度）させながら硬質地盤を掘削す

る。

掘削土砂は，水中掘削機に搭載された排土ポン

プを使用してカッターヘッドから吸い込み，掘削

ブーム内を通し水中掘削機後方へ排土する。

３．水中掘削機の特長 

水中掘削機の主な特長は，以下のとおりである。 
3.1 機動性に優れ，メンテナンスも容易 

水中掘削機は，通常のケーソン工事に使用する

掘削設備の一部であるクローラクレーンにより揚

重，移動できるため，機動性に優れ，ケーソンの規

模や平面形状に関係なく使用できる。

また，水中掘削機は掘削時の反力を自重により

保持する機構であり，水中掘削機をケーソン本体

に固定する必要はないため，グラブバケットによ

るケーソン内掘削に移行する時やメンテナンスの

際の地上への引上げは容易である。

3.2 GNSS や各種センサーによる姿勢管理

水中掘削機の設置深度や平面位置，姿勢は，GNSS
（測位衛星を利用した全世界測位システム）や水

中掘削機に搭載された各種センサーの情報を遠隔

操作室に集約し，遠隔操作モニタ画面（図-4）に表

示して視覚的に把握することによって，精度よく

掘削することを可能としている。遠隔操作モニタ

画面には，画面左側に掘削ブームの旋回トルクや

カッターヘッドの回転トルク，水中掘削機の姿勢，

不陸調整脚の伸縮ストロークなど各種センサーや

計測機器の出力値を表示する。そして，画面右側に

水中掘削機の姿勢や掘削状況をグラフィックによ

り確認することができる。さらに，掘削深度は 10
㎝ごとに色分け表示しているため，直感的に掘削

状況を把握することもできる（図-5）。

また，高性能水中音響カメラなどを用いて，施工

前や施工完了後の掘削状況を確認することも可能

である。

3.3 硬質地盤に対応 

硬質地盤が出現する地盤条件でのオープンケー

ソン工法は，刃口部直下は地上部から硬質地盤部

まですべての深度において事前に砕石への置換え

を必要としたが，出現した硬質地盤を直接掘削で

きるように硬質地盤を一軸圧縮強度 5.0N/㎜ 2 程度

と想定し，機械の設計及び製作を行った。

これにより，事前の置換えは不要となり、コスト

ダウンと工期短縮を図ることができる。

図-3 水中掘削機側面図

図-2 水中掘削機平面図

不陸調整脚 

（調整範囲±0.45m） 

掘削ブーム 

掘削ブーム 

起伏角度＝

カッター

ヘッド

排土ポンプ

排土口 

カッターヘッド

掘削ブーム 

旋回角度＝右

掘削ブーム 

旋回角度＝左

掘削ブーム 
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４．性能確認試験の実施 
新規製作した水中掘削機が設計した動作や要求

する能力を満たしているか確認する必要があるた

め，性能確認試験を実施した。性能確認試験は陸

上（大気中）と水中の 2 回に分けて実施した。 
4.1 陸上性能確認試験の確認項目と結果 

陸上性能確認試験では，水中掘削機の基本的な

動作である掘削ブームの旋回や起伏，伸縮，不陸

調整脚の伸縮の確認，水中掘削機本体の安定性確

認，掘削位置精度確認，事前に構築した模擬地盤

（一軸圧縮強度 5.0N/㎜ 2 程度）を用いた掘削能力

確認を実施した。 
試験項目は，以下に示す①～⑥を実施した。 
①水中掘削機の吊重心位置の確認 
②無負荷状態における各アクチュエータの動作

及びセンサー作動の状況確認 
③インターロックの作動可否確認 
④水中掘削機本体を最大 3 度傾斜させた状態に

おける安定性確認 
⑤実掘削位置（＝カッターヘッド先端位置）と

遠隔操作画面表示値の精度確認 
⑥水中掘削機の掘削能力（旋回・起伏・伸縮・ 

正転逆転）確認及びサイクル計測 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
試験項目①～③については，各アクチュエータ，

各センサーやインターロックが設計どおり作動す

ることを確認した。 
試験項目④は，写真-2のように水中掘削機を最

大 3 度傾斜させた状態においても安定的に掘削で

きることを確認した。 
試験項目⑤は，掘削位置（＝カッターヘッド先

端位置）の実測値と遠隔操作画面の表示値の比較

による精度確認を実施し，最大誤差 19 ㎜以内であ

り，許容値 20 ㎜以内であることを確認した。 
試験項目⑥は，試験ヤード内の L5.5ｍ×W3.5ｍ

×H1.5ｍ×3 箇所を掘削した後，設計強度 5.0N/㎜
2 のエアモルタルを打設して模擬地盤を構築した。

この模擬地盤を使用して水中掘削機の掘削能力

（旋回・起伏・伸縮・正転逆転）確認を実施した

結果，掘削ブームの旋回掘削による純掘削能力は

3～5ｍ3/h であることを確認した。 
模擬地盤を掘削している状況を写真-3 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4 遠隔操作モニタ画面 

図-5 掘削深度表示モニタ画面拡大図 

写真-2 水中掘削機安定性確認状況（3度傾斜） 
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4.2 水中性能確認試験の実施状況と実績 

水中性能確認試験は陸上性能確認試験終了後，

陸上性能確認試験に使用した模擬地盤を撤去，地

盤を復旧して内径φ9.0ｍ×高さ 9.3ｍの大型水槽

を組み立てた。大型水槽内には，砕石を 1.0ｍの厚

さに敷き均し，水槽天端から約 1.5ｍ下がり（約 420
ｍ3）まで注水した。そして，水中掘削機を大型水

槽内に投入し，水中掘削機に搭載された水中油圧

ユニットを稼働させ，陸上性能確認試験により確

認した動作確認と排土ポンプの作動確認を実施し

た。

試験項目は，以下に示す①～⑤を実施した。

①水中における水中掘削機の吊重心位置の確認

②水中油圧ユニットの稼働による無負荷状態に

おける各アクチュエータの動作及びセンサー

作動の状況確認

③水中油圧ユニットの稼働によるインターロッ

クの作動可否確認

④水中掘削機本体を最大 3 度傾斜させた状態に

おける安定性確認

⑤排土ポンプの作動状況確認

試験項目①～③は，水中掘削機に搭載された水

中油圧ユニットを稼働させて実施したが，陸上性

能確認試験と同様に各アクチュエータ，各センサ

ーやインターロックが設計どおり作動することを

確認した。

試験項目④は，水中において水中掘削機を最大 3
度傾斜させて動作確認を実施し，安定して稼働す

ることを確認した。

写真-4 に大型水槽内への水中掘削機投入状況を

示す。

試験項目⑤は，排土ポンプを作動させ掘削ブー

ムを旋回と起伏，伸縮させて水槽底面に敷き均し

た砕石を掘削して作動状況を確認した。大型水槽

内は強い水の濁りにより目視や光学カメラによる

確認はできないため，濁水中においても可視化で

きる音響カメラや 3Ⅾソナーを使用して確認作業

を実施した。

水中掘削機の掘削ブームを左右35度旋回させな

がら，掘削ブームを 0 度から 37 度まで起伏させて

連続的に掘削した後，3Ⅾソナーによって撮影した

結果を図-6 に示す。掘削した跡は，ほぼ掘削ブー

ムを旋回・起伏させた軌跡どおりの形状（そら豆よ

うな形状）を確認した。そして，砕石を掘削したた

め掘削した跡は再び埋め戻されていることも考え

られたが，掘削前の基準面に対し最大 30 ㎝程度掘

り下げられ，排除された砕石は周りへ 30 ㎝程度の

山となっていた。

５．現場への適用計画

通常のオープンケーソン工法に必要な建設機械

は，ケーソンの組み立てやケーソンの圧入に必要

となる圧入装置の組立解体，グラブバケットによ

る掘削作業などに必要な 100ｔ吊級クローラクレ

ーン，掘削残土の搬出に必要な油圧ショベルとコ

ンテナダンプである。

写真-3 模擬地盤（qu=5.0Ｎ/㎜2程度）掘削状況

写真-4 大型水槽内へ水中掘削投入状況

図-6 3Dソナー撮影による連続掘削状況図

水中掘削機

100ｔ吊 
クレーン

大型水槽

（φ9.0ｍ×H9.3ｍ） 

掘削ブームを左右 35 度旋回させ 

0 度から 37 度まで起伏させた 

基準面より 31 ㎝低い

連続掘削位置

基準面より 29 ㎝高い

基準面
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そして，硬質地盤が出現し水中掘削機を使用す

る場合，水中掘削機本体のほか電気室，電気室か

ら水中掘削機へ電源供給するための複合ケーブル

を巻き取るアンビリカルウィンチ，立坑上におい 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
て複合ケーブルを吊り上げるための専用金物を吊

る 25ｔ吊級ラフタークレーンを必要とする。現場

における資機材配置計画図を図-7に示す。 
この水中掘削機はケーソン立坑深度 100ｍ，ケ

図-7 現場での資機材配置計画（案） 

図-8 水中掘削機の施工手順 

遠隔操作室 

複合ケーブル 

吊上げ専用金物 

25ｔ吊級 

ラフタークレーン

オープン 

ケーソン立坑 

水中掘削機 
アンビリカル 

ウィンチ 

100ｔ吊級 

クローラクレーン

※ＰＤＵ：Power 

 Distribution Unit 

電気室 
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ーソン刃口部の躯体壁厚約 2,600 ㎜まで掘削可能

である。

水中掘削機のケーソン立坑内の掘削及びケーソ

ン圧入の手順は次のとおりとなる。通常はグラブ

バケットによってケーソン立坑内を掘削するが，

硬質地盤の出現によりケーソン刃口部直下，立坑

中心部の掘削及びケーソン圧入も不可能となるた

め，水中掘削機を必要とする。水中掘削機の施工

手順図を図-8 に示す。

①100ｔ吊級クローラクレーンにより水中掘削

機を吊り込み，ケーソン立坑内に設置する。

②ケーソン刃口部直下（②-1）や立坑中心部（②

-2）を掘削する。ケーソン立坑内において水中

掘削機の移動・設置・掘削を繰り返し，ケーソ

ン沈設に必要な範囲を掘削する。掘削した土

砂は水中掘削機に搭載された排土ポンプによ

り，水中掘削機後方へ排出する。

③水中掘削機をケーソン立坑内から引上げる。

100ｔ吊級クローラクレーンはグラブバケッ

トを吊り込み，ケーソン立坑内の中心側に排

出された土砂を掘削し，立坑外へ排土する。

④グラブバケットによる掘削完了後，ケーソン

の圧入を実施する。圧入完了後は再び手順①

へ戻り，手順を繰り返す。

６．おわりに

今日，労働環境と環境負荷に対する制約は，こ

れまでになく強まっている。たとえば，欧州にお

いては洋上風力発電設備の建設から潜水作業を排

除し，すべて ROV 作業に置き換えられている。こ

れはヒトを危険作業に従事させないという社会の

意思を請負契約として具現化したものである。立

坑や基礎の建設も例外ではない。世界最大のシー

ルドマシンメーカーである Herrenknecht 社は，オ

ープンケーソン工法を念頭に全自動・無人・岩盤

対応可能の掘削構築システムを商品化し，安全・

高速・環境負荷ゼロを前面に出して世界に事業展

開している。

欧米におけるこの傾向は徹底的かつ圧倒的であ

り，かつて日本の建設業界は同様の経験をしてい

る。1960 年代，日本ではいまだ人力掘削作業を主

流としていた頃，フランスのポクレン社からパワ

ーショベルを導入し，建設現場の様子は一変した。

そのころは，ポクレンという固有名詞はパワーシ

ョベルを意味する普通名詞として使われるほどで

あった。1970 年代に日本国内において小型のディ

ーゼルエンジンや油圧ポンプの製造を始めて，都

市部の狭隘な現場においても国産の油圧パワーシ

ョベルが活躍するようになった。

今回の当研究会において開発した硬質地盤を掘

削可能な水中掘削機は，上記のポクレンにも相当

すると考えている。今後，当研究会は水中掘削機

の現場適用を繰り返すとともに，オープンケーソ

ン工法に係わる周辺技術開発や水中掘削機の軽量

化・コンパクト化などをさらに図っていく所存で

ある。

当研究会の活動によって，特殊環境における有

人作業を排除した安全性に優れるオープンケーソ

ン工法の適用範囲は確実に広がっていくものと考

えている。

参考文献 

1) 小倉 剛・内山 敬二・本田 啓：硬質地盤の沈下掘削

を可能とする水中掘削機の開発，建設機械施工，通巻852
号，pp.42～49, 2021年

- 14　-



４．圧入施工データを利用した圧入機の自動運転と地盤情報の推定 

(株)技研製作所 石原 行博 

〃 ○ 岡田 浩一

１．背景 

圧入工法は，施工済みの杭／矢板から反力を得

ながら新たな杭／矢板を静荷重で地盤に貫入させ

る施工技術である（図-1）。施工に伴う振動騒音が

限定的で，施工に必要なスペースも小さくて済む。

近年ではウォータージェット併用圧入やオーガー

併用圧入（硬質地盤クリア工法），先端刃付きの鋼

管杭を回転させながら押し込む回転切削圧入（ジ

ャイロプレス工法）といった工法が開発され，硬質

な地盤への適用性が大幅に向上している。 

国内では近年，労働人口や熟練技術者数の減少

を背景として，自動化・省力化によって建設工事の

生産性や魅力を向上させることが i-Construction

という名のもとに推進されている 1)。また，最近の

建築基礎杭工事における支持層未到達問題を受け，

適切な施工体制の確保・現場立ち合いや施工デー

タの活用を通じた支持層到達確認，施工記録の管

理が求められるようになった 2)。

２．圧入施工データの利用 

圧入工法では一本一本の杭／矢板の施工データ

を取得可能である。各圧入機には情報端末が取り

付けられており（図-2），施工時の様々なデータが

杭一本ごとに電子データとして自動的に記録され

る。施工時のデータには圧入力，トルク，貫入深度，

時間，回転数，機械傾斜などが含まれ，これらを総

称して圧入施工データと呼ぶ。圧入施工データは

これまで杭の施工管理記録としてそのまま使用さ

れてきたが，筆者らは，施工データを加工すること

により，杭／矢板で構成される構造物の設計や施

工の合理性を高める技術の開発に取り組んでいる。

圧入施工データの利用技術の概念の一例 3)を図-3
に示す。 

1 つ目の活用方法の「施工条件の選定」とは，貫

入技術（単独圧入，WJ 併用圧入，オーガー併用圧

入，回転切削圧入）の選定や，各貫入技術における

圧入機の運転パラメータ値（圧入速度，引抜速度，

回転数，圧入長，引抜長など）の選定のことを指す。

圧入機の自動運転技術は，この活用方法の好例で

ある。 
2 つ目の活用方法の「地盤情報の推定」は，圧入

中の杭／矢板の先端部の地盤に関する情報を推定

することを意味する。打止め管理の信頼性の向上

や，工法変更（他の貫入技術への変更）や設計変更

（杭／矢板の根入れ長の変更）の客観的な判断材

料の提供といった効果を期待している。 
3 つ目の活用方法の「杭／矢板の性能の推定」で

は，鉛直支持力，剛性，水平抵抗などの杭／矢板の

性能を施工データから推定することを想定してい

る。これにより，通常の載荷試験に要する付加的な

時間とコストを軽減しつつ全ての杭／矢板の品質

を一定のレベルで保証できると考えられる。 

図-1 圧入工法 

図-2 圧入機に装備された情報端末 
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筆者らは現場データの収集や実証試験・模型実

験の実施などを通じてこれらの方法論の開発を進

めてきた。圧入施工データを活用した技術は 2017
年に NETIS4)に登録され（登録番号：SK-170006-A），

現在の適用範囲は表-1 のようになっている。次節

では，圧入施工データの 3 つの活用方法のうち「施

工条件の選定（自動運転技術）」と「地盤情報推定

技術」について，最近の実施事例を含めながら報告

する。 

３．自動運転と地盤情報推定 

3.1 自動運転技術 

3.1.1 従来の運転方法 

最初に述べた通り，圧入工法は施工済みの杭／

矢板から反力を得ながら新たな杭／矢板を静荷重

で地盤に貫入させる施工技術である。圧入機の運

転では，杭／矢板を貫入させるのに必要な圧入力

やトルクが，施工済みの杭／矢板の引抜抵抗力な

どから得られる反力よりも十分に小さくなるよう

に，運転パラメータの値（押込み・引抜の距離や速

度，ウォータージェットの吐出流量やオーガーの

回転数など）を管理する。これには一定の技術レベ

ルが必要とされる。

圧入機の自動運転技術は従前から存在していた

が，従来の自動運転は，オペレータ自身が設定した

運転パラメータの値に従って圧入機が自動的に動

作するという運転方法であった。より完全に近い

自動運転を実現するためには，圧入機が適切な運

転パラメータ値を自動的に決定するようなシステ

ムが必要であった。

3.1.2 新しい自動運転システムの開発

施工データを活用することにより，運転パラメ

ータの設定自体を自動化した新しい自動運転を開

発し得ることに着目し，2007 年に本格的なデータ

収集を開始した。新しい自動運転では，圧入施工デ

ータをもとに地盤条件や施工状態を推定し，それ

らに応じた適切な運転パラメータ値を逐次自動的

に選定し，圧入機にフィードバックする（図-4）。
リアルタイムに変化する地盤条件や施工状態に対

応するためには，施工時に高い頻度で圧入施工デ

ータを分析し，パラメータを更新する必要がある。

これを可能にするために，データ処理性能を高め

た最新機種を用いて開発を進めた。

圧入工法の 4 つの貫入技術のうち，まずはオー

ガー併用圧入を対象として開発を行った。オーガ

ー併用圧入は，N 値が 50 を超えるような硬質地盤

を対象とした圧入技術で，オーガーヘッド部で地

盤を掘削しながら矢板を圧入する。オーガー併用

圧入の場合の主な施工データは，時間，貫入深度，

圧入力，トルク，圧入機傾斜，である。これらの施

工データから，矢板の先端位置の地盤条件（地盤の

場合は N 値，岩盤の場合は一軸圧縮強度）や現在

の施工状態（鋼矢板の継手部の嵌合状態など）を推

定し，これらの推定結果に基づいて適切な運転パ

ラメータ値を選定して，圧入機にフィードバック

する。

最近は，新しい自動運転の開発対象を回転切削

圧入にも拡大し，現場での試運用を進めている。回

転切削圧入では，杭の先端にビットと呼ばれる切

削刃を取り付け，鋼管杭を回転させて地盤を切削

しながら圧入を行う。 

図-4 新しい自動運転のイメージ 

図-3 圧入施工データの利用技術の概念の例 

表-1 圧入施工データの利用技術の 

現時点での適用範囲 

施工条件選定 

（自動運転） 

地盤情報の 

推定 

杭／矢板の 

性能の推定 

単独圧入 ― 〇 ― 

WJ 併用圧入 ― ― ― 

オーガー併用圧入 〇 〇 ― 

回転切削圧入 △ 〇 ― 
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3.1.3 実施事例 

①オーガー併用圧入 

図-5 は，オーガー併用圧入で矢板を施工した際

の圧入時間（圧入以外に要した時間を除外した時

間）を比較したものである。矢板は III 型鋼矢板，

圧入機は F201，オーガーヘッドは外径 330mm・羽

根数3のものを使用した。地盤は砂礫で構成され，

最大 N 値は 30 程度である。新しい自動運転では，

手動運転と比較して所要時間がやや短縮され，平

均値で比較すると 17%の時間短縮となった。なお，

表層から1.6mは手動運転となっているため比較対

象から除外した。 
図-6 は，オーガー併用圧入で矢板を施工した際

の圧入時間を比較したものである。矢板は III 型鋼

矢板，圧入機は F201，オーガーヘッドは外径

330mm・羽根数 3 のものを使用した。地盤は主に

花崗岩で構成され，最大 N 値は貫入不能である。

結果として，従来の自動運転と比較して 20%程度

の時間短縮効果を得られた。 
これまでの運用を通じて，深度方向に地盤条件

の変化が大きい場合ほど，新しい自動運転の効果

が大きい（圧入時間が短縮される）ことを確認して

いる。オーガー併用圧入の場合には，たとえば礫・

玉石まじりの典型的な地盤条件において，30%程

度の時間短縮効果が得られている 5)。 
 

②回転切削圧入 

図-7 は，回転切削圧入で杭を施工した際の圧入

時間を比較したものである。杭は外径 1000mm・板

厚 10mm，圧入機は F401 を使用した。地盤は砂礫

で構成され，最大 N 値は 45 である。結果として，

従来の自動運転と比較して 35%程度の時間短縮効

果を得られた。なお，深度 7m までは障害物を撤去

する目的で先行削孔が行われたため，比較の対象

外とした。 
③今後の課題 

本節で紹介した事例では，いずれの場合にも圧

入時間が短縮された。他方，地盤条件や現場条件に

 

 

図-5 自動運転方法による圧入時間の違い 

（オーガー併用圧入・砂礫地盤） 

 

 

 

図-6 自動運転方法による圧入時間の違い 

（オーガー併用圧入・岩盤） 
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図-7 自動運転方法による圧入時間の違い 

（回転切削圧入） 

0 20 40 60 80 100

手動運転

新しい自動運転

平均圧入時間[min]
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よっては，時間短縮効果が得られないケースや，限

定的ではあるが圧入時間が増えるケースも確認さ

れている。新しい自動運転の特徴を踏まえて現時

点の適用範囲を見極めながら運用を進めつつ，自

動運転プログラムの改良の努力を継続して信頼性

のさらなる向上や適用範囲の拡大に取り組むこと

が，今後の課題である。 
3.2 地盤情報推定技術 

3.2.1 地盤情報の推定方法 

圧入工法では，施工データを全数取得すること

が可能である。施工データを利用することにより，

施工管理や，施工時に想定外の地盤条件に遭遇し

た際の工法変更の判断を，より合理的・客観的に行

うことが可能となると考えられる。筆者らは，圧入

施工データの利用方法の一つとして地盤情報推定

技術の開発を進めており，単独圧入（通常の圧入），

オーガー併用圧入，回転切削圧入の場合の施工デ

ータを用いて地盤情報を推定する方法を構築して

いる 。これま での知見は ，国際圧 入学会

（International Press-in Association, IPA）の技術委員

会による評価を受け，技術資料 6)としてとりまとめ

られている。

通常の圧入（単独圧入）では，杭／矢板は補助工

法（ウォータージェットやオーガ）なしで静荷重に

より地盤に押し込まれる。すなわち，杭／矢板の貫

入過程は，地盤調査方法の一つである CPT のコー

ンの貫入過程と似ている。この類似性に着目し，寸

法や貫入速度の違いを考慮することにより，圧入

中の杭の先端抵抗（Qb）と周面抵抗（Qs）を CPT
のコーン指数（qc）と周面摩擦（fs）の情報に読み

替えることが可能である 7）。しかし，施工時に全て

の杭に計測装置を取り付けて先端抵抗を計測する

のは費用と手間がかかり，非現実的である。そこで，

圧入施工時の「打抜」（圧入・引抜きの繰返し）と

呼ばれる動作を活用することで，杭／矢板に計測

装置を取り付けることなく先端抵抗を推定する方

法を開発した 8)。この方法では，ある深度を杭／矢

板の先端が 1 回目に通過する際の杭頭荷重と 2 回

目に通過する際の杭頭荷重との差として，杭／矢

板の先端抵抗を得る。単独圧入の施工データから

N 値を推定する流れをまとめると，図-8(a)のよう

になる。

オーガー併用圧入については，岩盤掘削の分野

の知見を参考に，圧入施工データから SPT の N 値

を推定する 2 つの方法を構築した 9)。１つ目の方

法では，パラメータ Tb/(dc)γ（Tb はオーガーヘッド

に作用するトルク，dc は切り込み深さ，γ は係数）

と岩盤の一軸圧縮強度との間の線形関係 10)11)12)を

活用する。2 つ目の方法では，MWD（Measurement 
While Drilling）と呼ばれる地盤調査方法で用いら

れている推定方法 13)を活用する。いずれの方法に

おいても，推定式に含まれている係数の値を，オー

ガー併用圧入の施工データと SPT の N 値とのデー

タセットを用いて逆解析して得た値に置き換える。 
回転切削圧入では，杭先端直下の地盤を体積 δV

だけ変形させるのに要するエネルギーδEとSPTの

N 値との間に線形的な相関があると仮定すること

により，施工データから SPT のN値を推定する 14)。

この仮定は，岩盤掘削における単位体積エネルギ

ー（= δE/δV）と岩盤の一軸圧縮強度との間の線形

的な相関性に関する知見 15)16)に基づいている。単

位体積エネルギーの算出には，杭頭に付与される

荷重（Q）とトルク（T）ではなく杭先端に作用す

る荷重（Qb）とトルク（Tb）の情報が必要となる。

Qbと Tbを先端抵抗力度 qb によって表し，かつ，杭

の外周面に作用する摩擦力が貫入速度と回転速度

との比によって鉛直方向と水平方向に分配される
17)ことを考慮すると，Q と T から Qbと Tbを推定す

ることができる。回転切削圧入の施工データから

N 値を推定する流れをまとめると，図-8(b)のよう

になる。

3.2.2 推定方法の改良

①オーガー併用圧入

前節で述べたように，オーガー併用圧入の場合，

推定式に含まれている各係数の値は，施工データ

と SPT 結果のデータセットから逆解析して得られ

たものである。この場合の施工データは，「外径

(a) 単独圧入

(b) 回転切削圧入

図-8 圧入施工データから地盤情報を推定する流れ 
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450mm・羽根数 3」のオーガーヘッドを用いた施工

データに限定されていた。結果として，IPA 技術資

料 6)では，オーガーヘッドの規格が「外径 450mm・
羽根数 3」に限定されている。 
地盤推定技術の実用性を高めるためには，この

制約を緩めて様々な規格のオーガーヘッドに対応

する必要がある。そこで，任意の規格のオーガーヘ

ッドに作用するトルクを図-9 に示すようなモデル

で計算し，「外径 450mm・羽根数 3」のオーガーヘ

ッドに作用するトルクに換算することにより，前

節で述べた推定式をそのまま適用することを考え

た 18)。 
図-10 は，7 種類のオーガーヘッドを用いた施工

データから推定した N 値と SPT で得られた N 値

を示したものである。トルクの補正をしない場合

（図-10(a)），推定 N 値は大きくばらつき，大きな

外径のオーガーヘッドを用いた場合の推定値が課

題となる傾向が確認できる。他方，トルクを補正し

た場合（図-10(b)）には，推定値のばらつきが抑え

られていることが分かる。 
②回転切削圧入

回転切削圧入の場合，推定 N 値は施工時の閉塞

状態の影響を強く受けることが指摘されている 6)。

前節で紹介した通り，回転切削圧入の場合には，単

位体積エネルギー（δE/δV）を介して SPT の N 値

を推定する。δV は，鋼管の閉塞状態を加味した有

効断面積 Ab,eff（次式）に貫入深度増分 dz を乗じて

求める。 

Ab,eff = 
πDo

2

4
− IFR ×

πDi
2

4
(1) 

ここで，Do および Di は杭の外径および内径，IFR
は閉塞状態を表す指標で管内土長増分と貫入長増

分の比，である。IFR の把握には管内土長の連続計

測が必要となるが，施工時に連続計測が難しい場

合には，IFR のかわりに PLR（施工完了時の管内土

長と貫入長の比）を用いることが考えられる。しか

しながら，閉塞状態は深度とともに変化するのが

一般的であり，例えば図-11 に示すように深度 10m
以深で完全閉塞状態となるような場合，PLR を用

いるとこの深度区間で推定結果が過大となる（図-
12）。他方，IFR を用いると 10m 以深の過大評価傾

向は解消されるが，他の深度では深度方向に大き

く増減を示すような推定結果となる。この主要因

として，式(1)が閉塞状態（IFR）に対して過剰に敏

感であることが考えられる。 
閉塞状態を IFR により評価する支持力推定法と

して，UWA-05 法が知られている。この方法におけ

図-9 オーガーヘッドに作用するトルクの 

計算モデル 

(a) 補正なし (b) 補正あり

図-10 トルクの補正の有無による推定結果の違い 
図-11 閉塞状態が急激に変化する事例 
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る先端支持力推定式を参考にして，Ab,effを 

Ab,eff = 

πDo
2

4  ቈ0.15+0.75 ቆ1 − IFR
Di

2

Do
2  ቇ

0.9

(2) 

と表現すると，図-12 で確認できるように，推定 N
値の深度方向の過剰な増減傾向はある程度解消さ

れる。 

４．まとめ 
圧入施工データを利用した圧入機の自動運転と

地盤情報の推定技術について，実施事例や最近の

改良の取り組みを含めて報告した。今後は，現時

点の技術レベルでの適用範囲を見極めながら現場

での運用を進めつつ，適用範囲を拡大するための

技術研鑽を継続する。また，他の計測技術やデー

タ加工技術などを活用して当技術の信頼性・応用

性をさらに高める所存である。
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図-12 推定結果に対する Ab,eff の影響 
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15．ICT 活用による除雪トラック作業装置自動化の取り組みについて 

 

 
 

国土交通省北陸地方整備局北陸技術事務所施工調査・技術活用課 ○ 武石 清一 

同 前原 正之 
 
 
１．はじめに 

北陸地方整備局では，管内 3 県（新潟県・富山

県・石川県）の直轄国道 14 路線，管理区間延長約

1,073km の冬期道路交通を確保するため，約 500 台

の除雪機械を配置し，除雪作業を実施している。 

除雪機械の運転は路面状況，道路構造，沿道状況

等の変化に適応した操作が必要であり，経験と熟

練した技術を必要とするが，昨今は，熟練技能を持

つオペレータの高齢化に伴う引退や，新規入場者

の減少により，担い手の確保及び技能の維持が課

題となっている。 

このような背景のもと，オペレータの負担軽減，

経験の浅いオペレータの作業支援を目的として，

ICT（情報通信技術）を活用した除雪機械の情報化

施工技術の検討に取り組んでいる。 

本稿では，除雪トラック作業装置自動化の検討

における2020年度までの取り組みについて報告す

るものである。 
 
２．除雪トラック作業装置自動化の検討 

 
2.1 作業装置自動化の検討方針 

除雪トラックによる新雪除雪は，路面に降り積

もった雪を路側にかき寄せるもので，作業装置と

しては，新雪などを除雪する「フロントプラウ」，

圧雪などの路面を整正する「グレーダ装置」，交差

点や沿道施設の出入り口といった雪を置いてはい

けない区間において，一時的に雪を抱え込む「サイ

ドシャッタ」で構成されている。（図-1） 
除雪トラックのオペレータは，車両本体の運転

と同時に 8 本のレバー，20 個のスイッチにより作

業装置の操作を行わなければならず熟練した技能

が求められる。（写真-1） 
このため，除雪トラックの作業装置（フロントプ

ラウ，グレーダ装置，サイドシャッタ）の操作（動

作）を自動化することにより，オペレータは車両の

運転に専念できるため，作業の安全性が向上し，ま

た，オペレータの負担軽減が図られることにより，

担い手の確保に寄与するものと考えている。 

2.2 制御方法 

作業装置を自動化するための制御方法は，モー

ビル・マッピング・システム（以下「MMS」とい

う）で取得した 3 次元点群データから，自動化に

図-1 除雪トラック作業装置 

写真-1 除雪トラック作業装置操作パネル 

実施／開発計画

2019年 2020年
2021年
以降

進行角可変 ○ ○

上 下 ○

左 右 伸 縮 ○ ○

上 下 ○

サイドシャッタ 開 閉 ○ ○ ○

フロントプラウ

グ レ ー ダ 装 置

作業装置名 動作内容

表-1 自動化開発計画 
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必要となる地物等の情報を抽出したベクタデータ

を生成し，これにオペレータの操作位置情報（実操

作での操作記録）を反映させた①除雪作業用地図

データを作成し，②GNSS 受信機（準天頂衛星シス

テムみちびき対応型）を組み合わせることにより，

作業装置の動作を自動化することとした。（図-2） 
自動化に用いる機器としては，①作業用地図デ

ータをインストールした「自動操作制御装置」，②

GNSS 受信機（準天頂衛星システムみちびき対応

型），③各作業装置へ動作信号を出力する「除雪ト

ラック制御装置」で構成し，自車位置と地図上の動

作位置情報が一致した際に動作信号を出力する。

また，今回の試作機では自動操作制御装置の表

示機能として，衛星信号の受信状態，作業装置自動

制御のオン・オフ，作業装置の状態と縁石等の地物

情報と作業装置の動作位置を線画で模式化して表

示し，作業装置の状態をオペレータが認識できる

ようにしたほか，作業装置の動作位置接近に合わ

せ，ブザー音で動作を予告する機能を搭載した。

（写真-2）なお、作業装置の状態表示としては，フ

ロントプラウの進行角の角度，グレーダ装置の伸

縮量とした。

2.3 除雪作業用地図データの作成

前述の除雪作業用地図データに反映させる作業

装置の操作情報は，フロントプラウの進行角変更，

グレーダ装置の伸縮，サイドシャッタ開閉のそれ

ぞれについて登録を行った。（図-3） 

３．サイドシャッタの自動化検討 

2019 年度に着手したサイドシャッタの自動化は，

降雪期前に現道上の駐車帯を利用して試験調整を

行った。

試験の当初，除雪トラックの走行速度の変化や，

動作信号発信後に作業装置が動作し始めるまでの

タイムラグにより，あらかじめ設定した動作位置

からずれる不具合が生じた。この不具合への対応

として，走行速度の変化に追従させるための演算

方法や，作業装置が動作を開始するまでの時間を

（GNSSで受信した自車位置情報）

（ＭＭＳで取得した地図データ）

（除雪作業用地図データ）

計
算
処
理

制御用ソフトウェア

【① 自動操作制御装置】

位置情報

構造物情報

地図情報

ディスプレイ表示

（地図情報）

スピーカ出力
（警告音声）

制御信号出力

② GNSS受信機
（みちびき対応型）

③ 除雪トラック制御装置
（作業装置の動作信号を出力）

図-2 制御ユニット概念図 

写真-2 自動操作制御装置 

図-3 除雪作業用地図データの例 

写真-3 サイドシャッタの動作 
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見込んだプログラムへの改良を行った。

その結果，不具合は改善され，改良後の試験に参

加した除雪トラックのオペレータから，実操作と

違和感が無い位置で開閉しているとの評価を得た。 
2020 年 2 月 7 日の降雪時には，一般国道 49 号に

おいて，サイドシャッタの自動制御を使用した除

雪作業を実施し，現道試験においても，実際の除雪

作業で使用できる技術レベルであることを確認し

た。

４．フロントプラウ、グレーダ装置自動化検討 

4.1 制御方法の検討 

サイドシャッタに続き、2020 年度においてはフ

ロントプラウの進行角を変化させる動作及びグレ

ーダ装置を伸縮させる動作の自動制御に着手した。 
フロントプラウ及びグレーダ装置の自動化に向

けては，それぞれの作業装置について操作してい

る場所や操作の目的を，ドライブレコーダーやデ

ータロガーにより作業実態を記録し整理した。

フロントプラウの操作は，交差点，バス駐車帯，

沿道施設への出入り口など，雪を残せない箇所で

フロントプラウの向きをまっすぐにして，雪を前

送りにする場合に行われている。

グレーダ装置では，車線数の増減や導流部（ゼ

ブラゾーン），バス停車帯など，道路の幅が変化す

る箇所で操作が多く行われていた。

これらの操作実態から，フロントプラウについ

ては，雪を残せない箇所において，雪を前送りす

る一連の動作の自動化を，また，グレーダ装置に

ついては，部分的に道路幅が広くなる箇所におい

て，一時的にグレーダ装置を外側に張り出し，通

過後には縮小させる一連の動作の自動化をそれぞ

れ取り組むこととした。（図-4） 

4.2 除雪トラック試験機の改良 

フロントプラウ及びグレーダ装置の自動化を図

るためには，それぞれの作業装置の状態を把握す

る必要があるため，作業装置を動作させる油圧シ

リンダの伸縮量を計測できるよう，ストロークセ

ンサー付き油圧シリンダに改良を行った。これに

より，フロントプラウでは，車両本体の進行方向に

対しての角度，また，グレーダ装置については，左

右それぞれのブレードの伸縮量を把握できるよう

にした。なお，フロントプラウの進行角は，35°，

25°，15°，0°（水平），-15°の 5 段階で設定，

また，グレーダ装置は左右とも最大 570mm の伸縮

を把握できるものとした。（図-5） 

4.3 自動操作制御装置の改良 

前年度までに試作した自動操作制御装置につい

て，フロントプラウ及びグレーダ装置を自動化す

るための改良を行った。

基本的な制御方法はサイドシャッタの自動化と

同様に，作業用地図データ上に設定した動作地点

を目標として，作業装置に所定の動作を行わせる

ものとしている。また，除雪トラックの運転室に

設置している自動操作制御装置のモニター表示に

ついても改良を加え，フロントプラウ及びグレー

ダ装置の状態と動作状況をオペレータに知らせる

内容を追加した。

4.4 構内での動作試験 

改良した除雪トラック試験機及び自動操作制御

装置が所定の動作となるかどうかを検証するため，

降雪期前に除雪ステーション構内（新潟県南魚沼

市塩沢地内）で動作試験を実施した。試験は，フロ

ントプラウ及びグレーダ装置について，あらかじ

め設定した角度や伸縮量となる動作が完了する位

図-4 作業装置の動作イメージ 
図-6 自動操作制御装置の表示画面例 

図-5 除雪トラック試験機改良箇所 
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置を基準として，自動操作制御装置で動作させた

時に，その基準位置とのずれを計測する方法とし

た。作業（走行）速度を25km/h，15km/hの2パター

ン設定し，それぞれの動作状況を確認した。

除雪ステーション構内での試験結果は，それぞ

れ0.1m程度のずれが生じたが，概ね設定どおりに

動作することを確認した。 

4.5 現道上での動作試験 

除雪ステーションでの構内試験に続き，降雪期

における現道上での動作試験を実施した。現道上

での試験は，一般国道17号及び一般国道49号に試

験区間を設定し，動作確認を実施した。（写真-

4） 

動作試験の方法は，道路上にある目標物（交差

点手前の停止線やデリニェータポールなど）と一

致する位置までに，作業装置が所定の動作を完了

させるよう設定し，その動作状況をドライブレコ

ーダーに記録した画像から，設定どおりに動作し

ているかどうかを検証した。 

目標とした動作完了位置に対し，概ね良好に動

作することを確認できたが，積雪が無い時期に行

った除雪ステーションでの構内試験では見られな

かった目標地点とのずれが発生した。目標地点と

のずれが生じた原因は，除雪トラックの走行（作

業）速度の変化，作業装置の動力である油圧出力

の変化によるものと推定された。油圧の変化はエ

ンジン回転数の変化に起因するもので，これらは

除雪トラック特有の機構であり，作業装置の動作

特性に応じた制御プログラムの改良を検討するこ

ととしている。

また，国道17号の試験区間において，GNSS受信

機から現在位置とは大きくかけ離れた座標値が出

力されるという異常が発生した。この異常値の出

力は受信機固有の特性もあり，完全に無くすこと

はできないため，自動操作制御装置に座標の異常

値を排除するフィルタリングプログラムを追加し

た。その後，誤動作は発現せず，設定どおりに作

業装置が動作することを確認した。 

５．除雪作業における課題への対応状況 

フロントプラウ及びグレーダ装置についても，

熟練オペレータが行っている作業装置の操作情報

をGNSSにより取得した自車位置情報に基づき，道

路上で再現できることが確認された。 

現状，車両本体の運転操作と複数のレバー及び

スイッチを同時に操作しながら行っている除雪作

業に対して，作業装置の動作を自動化すること

で，オペレータは車両本体の運転操作に専念する

ことができるため，安全性の向上につながり，除

雪作業の新規入場者であっても一定レベルの安全

作業が可能になると考えている。

６．今後の計画 

2020年度までに，フロントプラウの進行角可変

動作，グレーダ装置の伸縮動作，サイドシャッタ

の開閉動作の自動化に取り組んできた。2021年度

においては，フロントプラウ及びグレーダ装置

の，路面の構造物（橋梁ジョイント，マンホール

等）への接触を回避する上下動作や，トンネル，

同門，消融雪区間等，除雪の必要が無い区間で行

われている，上下（一時格納）動作にについて自

動化の検討を行う予定としている。（図-7） 

また，上空遮蔽区間等のGNSS不感帯における，

自車位置測位を補完する技術について検討を行

い，作業装置自動化の取り組みを進めていく計画

である。 

写真-4 国道 17 号での現道試験の実施状況 

図-7 2021 年度自動化検討箇所 
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６．自動式墨出しシステムによる墨出し精度および 

実用有効性の検証 

西尾レントオール株式会社 ○ 野瀬 健一

日立チャネルソリューションズ株式会社 堀  盛豊

１．はじめに 

建築設備工事において，配管やダクト，生産設

備などの墨出し作業は，熟練技術者が補助作業員

とともにレーザー墨出し器などの測量機を用いて

位置を確認しながらの手作業となり，膨大な手間

と時間を要す上，墨出し作業でのミスは，据付工

事での手戻りにもつながるという課題がある。IT

システムを活用した墨出し作業を自動化するシス

テムにより，従来よりも効率が上がり熟練技術者

と変わらない高精度な作業が実現できれば，この

課題解決に有効と考え，今般弊社は日立チャネル

ソリューションズ株式会社が開発した自動式墨出

しシステム（以下，本システム）を導入した。

本システムは，自動追尾型測量機（以下，測量

機）との通信により，墨出し位置に移動・到達し

た後，ロボットに内蔵されたインクジェットプリ

ンターで直線や文字情報を自動で描くことができ

るシステムである。建設工程の中で付随作業とな

る墨出しの効率化により本作業の時間を増やし工

程全体の生産性向上に貢献するシステムであると

期待している。本稿では，現場での実用有効性を

確認するために実施した検証結果について報告す

る。

２．本システムについて 

2.1 システムの構成 

本システムの構成は，写真-1 に示す，「墨出しロ

ボット」，「測量機」，「コントロールアプリ（タブ

レット）」に加え，「墨出しデータ作成アプリ」の 4

つで構成されている。ロボットへ指示する図面情

報は，CAD データを活用し，効率良く作成できる。

表-1 に墨出しロボットの主な仕様を示す。ロボッ

トは，図面に基づき，測量機と連携して自分の位

置を認識し，高精度な位置決めを行う。最大約 5 時

間の自動運転が可能でありバッテリも交換可能な

ため長時間となる作業でも運用可能である。また，

障害物を検知する機能により， 動かない障害物で

あると判断した場合は，回避ルートを探索して作

業を継続するため，ロボットのみでの自動走行も

可能となり，ロボットが墨出し中の時間を他の作

業に有効活用できる。 空調や電気など，各設備の

墨出しが同時に行えることも特徴であり，墨出し

工程の作業効率向上に貢献する。 

写真-1 自動式墨出しシステム構成 

表-1 墨出しロボットの主な仕様 

No. 項目 仕様 

1 外形寸法 W553×L720×H413 mm 

2 質量 約 25Kg（バッテリ除く） 

3 走行速度 360mm/s 

4 乗越え段差 最大 20mm(段差状態による) 

5 墨出し範囲 測量機から 50m の範囲 

6 連続稼動時間 約 5 時間（バッテリ） 

7 印字サイズ φ120mm 

8 印字位置精度 ±0.6mm（測量機精度含まず） 

9 安全機能 ・前方障害物検知センサ

・衝突検知用バンパセンサ

・落下防止センサ

・非常停止スイッチ

2.2 運用手順 

本システムの運用手順については，図-1 に示す

とおり，以下の手順で行われる。 

①墨出しデータの準備：墨出しデータ作成アプリ

で CAD データを読み込み， ロボットへの指示デ

ータを作成し，コントロールアプリに登録する 。 
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②測量機の準備：通り芯が広く取れる場所に測量

機を設置し電源を入れる。測量機とプリズムを使

い， コントロールアプリの指示に従いながら，墨

出し作業の基準となる通り芯を計測し登録する。

③墨出し作業の開始：墨出しボタンを押すと，測

量機がロボットに搭載された 360°回転型のプリズ

ムを自動的にサーチし，捕捉が完了すると測量機

の自動追尾が開始され，ロボットが動き出し自動

墨出しが開始される。

④墨出し結果の確認：コントロールアプリの機能

によって，測量機連動の確認計測を実施する。

図-1 運用手順 

2.3 システムの特徴 

以上に説明した構成，運用手順により本システ

ムは以下の特徴を持つ。

① ヒューマンエラーのない高精度墨出し

測量機の操作はタブレットのコントロールアプ

リで行うため，作業者が測量機の専門知識が無く

とも設定でき，データに基づき全墨出しポイント

に対して測量機と連動した自動作業により，計測

ミスや操作ミスによる墨出しの失敗がなくなる。

② 省力化を実現する連続自動運転

タブレットのコントロールアプリによる稼動

（禁止）エリア設定と，ロボット自身の踏破性能

（段差走行），障害物回避機能が連続自動運転性を

高めている。また，万が一，自動墨出し中に測量

機と墨出しロボット間の自動追尾が途切れた場合

でも，ロボットが自動的にプリズムをサーチし自

動追尾を復帰させ，人に頼らずに墨出し作業を自

動的に再開する機能を備えている。 

③ 導入を容易化するスキルフリーな運用

タブレットのコントロールアプリのナビゲーシ

ョンにより，直感的に操作可能なため，現地作業

は比較的容易に運用開始できる。CAD データから

ロボットへの指示データを作成する作業は，詳細

な手順があるが，半日程度のレクチャーにより運

用可能である。

また，墨出しロボットの重量はバッテリ搭載時

約 30kg であるが，本体下部にキャスターが取り付

けられているため，一人で現場内の移動をするこ

とが可能である。 

３．精度検証 

本システムを実際の現場で活用するためには，

ロボットの墨出しした結果の位置精度を確認する

必要があるため，テストフィールドにおける実験

により検証を行なった。

3.1 テストフィールド実験内容

実際の現場での運用を想定し測量機と墨出しロ

ボットとの距離を 3 段階で確認するために，Y 軸

基準芯上の 10ｍ，30ｍ，50ｍポイントからそれぞ

れ X 軸方向に 200mm，400mm，600mm の合計 9

点の墨出しポイントを設定したデータ（図-2）を準

備し，テストフィールドを設定して実施した。 

また，ロボットが移動する際に誤差が蓄積され

る可能性を考慮し，移動距離が長くなるように墨

出しの順番を設定した（図-2 の①～⑨の順）。 

なお，検証はロボットが墨出ししたポイントを

基準芯からの距離をスケールで計測する方法によ

り比較した（写真-2）。 

3.2 テストフィールド実験結果 

実験結果は，測量機と墨出しロボットとの距離

50m の場合においても 2mm 以内に収まった。な

お，測量機単体での精度は測距精度±3mm，測角精

度 5”となっている。本システムの精度について，

測量機の精度と同様の精度が得られることが確認

できた。 

図-2 実験用墨出しデータ 
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表-2 テストフィールド実験結果 

Y 軸 墨出し順 設定値 結果 較差 

10m ① 200mm 198mm 2mm 

⑥ 400mm 398mm 2mm 

⑦ 600mm 598mm 2mm 

30m ② 200mm 198mm 2mm 

⑤ 400mm 398mm 2mm 

⑧ 600mm 599mm 1mm 

50m ③ 200mm 198mm 2mm 

④ 400mm 398mm 2mm 

⑨ 600mm 599mm 1mm 

 

 
写真-2 テストフィールド実験風景 

 

４．連続自動運転に必要な機能の検証 

本システムには，現場において無人の自動墨出

し作業を想定し，障害物や小さい段差があっても

作業が継続できるよう，障害物を回避する機能と，

段差を乗り越える機能が備わっている。現場での

実用有効性を判断する要素として，これら機能の

性能を検証した。 

4.1 障害物回避 

墨出しを行なうエリア内に，柱などの予め分か

っている障害物がある場合，墨出しデータ作成時

に禁止エリアとして設定しておくと，障害物をス

ムーズに避けて墨出しを行なうことができる。し

かし，実際の建築現場では資機材の残置など想定

外の障害物がある場合がある。連続自動運転性の

ためには，そうした障害物を回避できる必要性が

ある。ここでは，3 種類の大きさの段ボールを障

害物と仮定し，障害物回避機能の検証を実施した。

結果は，どのサイズにおいても障害物回避機能が

有効に動作した（表-3）（写真-3）。 

 

表-3 障害物回避実験結果 

 障害物 A 障害物 B 障害物 C 

1 回目 〇 〇 〇 

2 回目 〇 〇 〇 

3 回目 〇 〇 〇 

 ＜障害物のサイズ＞ 

 A：W240×D140×H165mm 

             B：W390×D250×H270mm 

             C：W660×D550×H370mm 

 

写真-3 障害物回避実験風景 

 

4.2 段差乗越え 

建築現場を想定し，墨出しを行なう範囲内にキ

ャブタイヤケーブルが残置されていたと仮定し段

差乗越え性能の検証を実施した。実際の現場を想

定しロボットの進行方向に対し 90°で横切るよう

に外径の異なる電線を置き，ロボットの乗越え可

否の確認，および乗越え直後にロボットが墨出し

したポイントを測量機により検測した。 

結果は φ20mm の電線までは乗越えが可能であ

り，乗越えた後でも計測精度に影響が出ないこと

を確認できた（表-4）（写真-4）。さらに，ロボット

による墨出し精度の再現性を確認するため，墨出

しした印刷面を消去せずに，3 回続けて φ20mm 電

線の段差乗越え検証を行なう実験を追加で実施し

た。写真-5 に示すように，3 回の印字は，ほぼ完

全に重なっており誤差は 1mm 未満であった。表-

4 の検証結果の較差は，測量機による計測の誤差

を含んでいることが考えられる。 

 

表-4 段差乗り越え実験結果 

障害物 計測 

回数 

乗

越 

本システム 較差  

x y x y 

電線 A 

φ15mm 
1 回 〇 0.431 0.419 1mm 0mm 

2 回 〇 0.429 0.420 1mm 1mm 

3 回 〇 0.429 0.420 1mm 1mm 

電線 B 

φ20mm 
1 回 〇 0.430 0.419 0mm 0mm 

2 回 〇 0.428 0.419 2mm 0mm 

3 回 〇 0.428 0.428 2mm 1mm 

電線 C 

φ25mm 
1 回 × 0.429 0.419 1mm 0mm 

2 回 × 0.429 0.419 1mm 0mm 

3 回 × 0.429 0.419 1mm 0mm 

比較値は x=0.430，y=0.419 とする。 

＜使用した電線＞ 

 電線 A：CVV-S 2sqx6c（外径約 14.5mm） 

 電線 B：VCT 14sqx2c（外径約 20mm） 

 電線 C：VCT 22sqx2c（外径約 25.8mm） 
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写真-4 段差乗り越え実験風景（電線 B） 

写真-5 3回連続墨出し後の印字面 

4.3 安全センサ 

 本システムは，安全機能として4.1に述べた非接

触の障害物検知センサの他に，表-１No.9に示した

ものを備えている。表-5に機能検証した結果を示

す。ロボット単体での各安全機能が正しく働き，

安心して連続運転を行えることを確認した。 

表-5 安全センサの検証結果 

安全 

センサ
目的 検証方法 検証結果 

衝突 

検知用 

バンパ 

センサ

万が一の，

人と接触時

に素早く停

止させる 

バンパ接触して停止

する様子を動画撮影

し，停止するまでの

時間を測定 

○ 

0.2s 程度で 

動作停止 

落下防止 

センサ

床面開口部

から誤って

落下するこ

とを防ぐ 

深さ 50mm の窪み部

に向かって走行さ

せ，停止時の窪みま

での距離を測定 

○ 

窪み～タイヤ

部 100mm 

手前で停止 

非常停止 

スイッチ 

異常時に監

視員によっ

て動作を停

止させる 

スイッチ押下して停

止する様子を動画撮

影し，停止するまで

の時間を測定

○ 

0.1s 程度で 

動作停止 

５．現場試験運用における検証 

これまでの検証により墨出し精度および機能の

性能確認ができたことから，次に実際の設備工事

において試験運用を行ない，本システムによる墨

出し作業の実用有効性を確認した。 

5.1 現場試験運用における精度検証 

実際の現場での試験運用として，建築設備工事

において，機器設置位置の墨出し作業を実施した。

現場での運用における実用上有効である精度とし

て，従来の手法により墨出しした場合と，ロボッ

トが墨出しした場合との差を比較し，検証するこ

ととした。

その比較を行なうために，事前に従来の手法で

墨出しした後で，ロボットによる墨出しを実施し

た。例として3か所の結果を写真-6に示す。黒い文

字と線はロボットが描いたものであり，青い文字

は事前に従来の手法にて墨出ししたものである。

2色の線がきれいに重なっており，誤差はいずれも

1mm未満であり，本システムの実用有効性が確認で

きた。また，従来2人作業で実施する作業が1人の

作業で実施できたことについて，省人化に貢献す

るとして評価を得られた。 

写真-6 現場試験運用の墨出し結果 

６．おわりに 

本システムは，十分な墨出し精度を確保できる

だけでなく，連続自動運転を実現するための障害

物回避機能やさまざまな安全機能も備わっており，

現場での運用に対して，実用有効性があることが

実証できた。 

本システムの現場への展開が進んでいくこと

は，運用の習熟度向上とともに，省人化の効果，

生産性向上効果の拡大に繋がると考える。レンタ

ル会社として展開の加速へ繋がるようなサポート

を行ない，業界への貢献を目指したい。
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７．台形 CSG ダムにおける保護コンクリート構築の 

合理化施工システム 

鹿島建設（株） ○ 丹 秀男

１．はじめに 

台形 CSG ダムの施工では，CSG の高速打設技術

は確立されており，追随して打設する上下流面の

保護コンクリートの型枠設置作業が堤体の打設速

度に対するクリティカルとなっている。型枠の吊

り上げや設置には堤体打設面にクレーン等の揚重

機械の設置を必要とし，CSG 打設作業と干渉する

ため施工速度の低下や安全面の課題であった。ま

た，目地・止水板設置は，狭隘空間における作業と

なるため手間がかかることに加えてコンクリート

の締固め不足による品質低下の懸念もあった。 

これらの課題を解決するため，型枠および目地・

止水板の設置を自動化・合理化する「保護コンクリ

ート構築の合理化施工システム」を開発・実用化し

た。本システムは，置き型枠自動スライドリフタ，

止水板台車，おもり台車の 3 種類の台車により構

成され，安全性，生産性の向上を実現するものであ

る。今般，秋田県において施工中の成瀬ダム堤体打

設工事に初適用し有効性を確認した。 

本稿では，台形 CSG ダムにおける保護コンクリ

ート構築の合理化施工システムの概要について紹

介する。 

２．台形 CSG ダムの概要 

台形 CSG ダムとは，現地発生材（石や砂れき）

とセメント，水との混合材料である CSG（Cemented 
Sand and Gravel）を使用し，堤体の断面を上流面，

下流面とも同様の勾配をもつ台形形状にしたダム

である。現地の材料を有効活用し，環境に配慮する

とともに低コストの材料であるCSGの外側に従来

のコンクリートを使用した耐久性の高い保護コン

クリートによって覆うため，永久構造物としての

品質基準も満たす最新のダム形式である。

図-1 に台形 CSG ダムの概要図を示す。 

図-1 台形 CSG ダムの概要図 

３．保護コンクリート構築の合理化施工システム 

3.1 開発の背景 

 国土交通省東北地方整備局発注の成瀬ダム堤体

打設工事は，堤高 114.5m，堤頂長 755m，堤体積

4,850,000m3 の超大型台形 CSG ダムを施工するも

のであり，堤体内部の CSG は 1 層 75cm をブルド

ーザにより敷き均し，振動ローラによって締固め

て高速打設する計画である。 

これに対し，上下流面の保護コンクリートの高

速施工方法として，これまでは，保護コンクリート

の型枠としてプレキャスト型枠を使用し施工速度

向上に効果を発揮してきたが，プレキャスト型枠

の搬入に際し堤体内に揚重機を設置する必要があ

り，CSG 打設をはじめ堤体における作業と干渉す

ることから課題であった。 

高速施工を行う成瀬ダムでは，外部からの型枠

搬入が発生しないこと，型枠を鉛直とすることに

よって型枠際における作業性を向上させる等の利

点から，上下流面の保護コンクリートを階段形状

とし，H 型鋼を置いて型枠とする打止め型枠（以

下、置き型枠）を採用して，保護コンクリートの打

設進捗に合わせて置き型枠を盛替えることにより，

外部からのプレキャスト搬入に伴う揚重機設置を

不要とする計画とした。 

図-2 に置き型枠を用いた保護コンクリートの概

要図を示す。 
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図-2 置き型枠を用いた保護コンクリートの概要図 

 置き型枠は，保護コンクリート 1 層の打設高さ 
75cm に対して H 型鋼（H-400×400）を 2 本積み重

ね，高さ 80cm，1 本あたりの長さ 5m の構造とし

た。また，保護コンクリートの養生期間を確保する

ため置き型枠を 3 段設置することとした。CSG を

1 層（75cm）打設した後に，最下段（3 段下）の置

き型枠を吊り上げ，最上段の所定位置に設置し，置

き型枠と CSG との間に保護コンクリートを 1 層

（75cm）打設することを繰り返して堤体を構築す

る。通常は，3 段下の置き型枠に玉掛けし，CSG 打

設面に配置したクレーン等の揚重機により最上段

の所定位置に位置合わせを行い設置して，保護コ

ンクリート打設時に置き型枠を動かないよう固定

する手順である。

置き型枠の採用により外部からの型枠材の搬入

は不要となったが，置き型枠盛替えのために CSG
打設面にクレーン等の揚重機を配置する必要があ

り， CSG 打設との干渉による施工速度の低下や安

全面の課題は残った。これらの解決のため，置き型

枠の設置から保護コンクリートの打設までの一連

の作業を合理的に施工するシステムを開発した。 

3.2 システムの概要 

本システムは， 
①置き型枠を自動で吊り上げ，所定の位置に設置

する「置き型枠自動スライドリフタ」

②保護コンクリートの打設進捗に合わせて止水板

を吊り上げる「止水板台車」

③保護コンクリートの打設時に，置き型枠の滑動・ 
転倒を防止する「おもり台車」

の 3 種類の台車によって構成される，保護コンク

リート構築の合理化施工システムである（写真-1）。 
各台車は，置き型枠として用いる H 形鋼をレール

として，電気モータ駆動の車輪により走行する構

造であるため，堤体打設面のクレーン等の揚重機

を配置する必要は無いことにより，CSG 打設や堤

体上における作業と干渉することなく保護コンク

リートの構築は可能である。

写真-1 置き型枠自動スライドシステム 

(1) 置き型枠自動スライドリフタ

写真-2 置き型枠自動スライドリフタ 

 置き型枠自動スライドリフタは，保護コンクリ

ート打設完了部の最下段（3 段下）の置き型枠を 1
本（長さ 5m）毎に吊り上げ，最上段の所定位置に

位置合せを行い設置する台車である（写真-2）。 
置き型枠自動スライドリフタには，上部に 2 本

のレールとそのレールに沿って走行する電動チェ

ーンブロックを有し，置き型枠に設けた玉掛け部

に吊りフックを掛けて玉掛けを行った後に，置き

型枠を吊り上げ最上段の所定位置に移動し，位置

合せを行い先行して設置した置き型枠に合わせて

設置する（図-3）。 
設置完了後，自動スライドリフタは 5m 走行し次

に吊り上げる置き型枠の位置に横移動し，同様の

作業を繰り返し行う。これら一連の作業は，タブレ

ット端末のボタン表示をワンタッチすることによ

って自動的に行うことが可能であり，置き型枠の

吊り上げ・設置作業をワンマンによりで合理的か

つ安全に行うことを可能としている。なお，置き型

枠端部には自動で位置決め可能な調芯機構を設け

ている。 
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図-3 置き型枠の吊り上げ・設置 

(2) 止水板台車

保護コンクリートは，堤体左右岸方向 15m 毎に

鋼製目地板と 2 枚の止水板を設置する構造である

（図-4）。 
止水板台車は，上部に 1 本のレールとそのレー

ルを走行する電動チェーンブロックを有し，ロー

ル状に巻いた止水板を保護コンクリート打設の進

捗に合わせて吊り上げ，鋼製の止水板固定架台に

設置する（図-5 および写真-3）。
止水板の設置完了後，止水板台車を 15m 走行さ

せ次の止水板位置に横移動し同様の作業を繰り返

し行う。止水板台車はリモコンによる遠隔操作を

可能とし，止水板の吊り上げを CSG 打設面の外側

から行うことができるため，CSG 打設を阻害する

ことなく作業を行えるとともに，保護コンクリー

トの打設面にスペースを確保できるため，コンク

リートの締固め作業を十分に行えることから，止

水板周りの作業の合理化と、品質の確保を可能と

した。

図-4 保護コンクリートの止水構造

図-5 止水板の吊り上げ 

写真-3 止水板台車 
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(3) おもり台車

おもり台車は，保護コンクリートの打設時に発

生するコンクリートの側圧による置き型枠の滑

動・転倒を防止するための「おもり」として，置き

型枠に荷重を掛ける台車である。これにより，サポ

ートやセパレータ溶接等による固定作業を不要と

した。保護コンクリートの打設は，幅 5m のおもり

台車を 3 台並べて，1 ブロック（幅 15m）の保護コ

ンクリートを一度に打設する（写真-4）。
打設時に打設箇所の置き型枠上に自走により移

動させ，置き型枠に荷重を掛けることにより発生

するコンクリート面との静止摩擦力によって打設

時のコンクリート側圧に対抗する。（図-6）また，

摩擦力は置き型枠の設置面の状況により変化する

ため，おもり自体を水タンクとし加水により荷重

を増加させられることが可能である。また，おもり

台車の移動は，リモコンによる遠隔操作により行

う事ができることから，安全性の向上と省力化も

図った。 

写真-4 おもり台車（上：全景，下：設置状況） 

図-6 おもり台車によるコンクリート側圧への対抗 

４.システム導入の効果

本システムの導入効果として，置き型枠の設置

作業と止水板設置作業について，クレーン等の揚

重機を用いた従来の作業方法を行った場合との比

較を行った（表-1）。 
作業時間短縮による保護コンクリート構築速度

の向上及び，CSG 打設との干渉回避による安全性・

生産性の向上により，保護コンクリート構築の合

理化に効果があることを確認した。 

表-1 従来の作業方法との比較 

5.おわりに

本稿では，台形 CSG ダムにおける階段状の保護

コンクリート構築の合理化施工システムについて，

概要と導入効果を報告した。

台形 CSG ダムは，今後も上下流面を階段状にす

ることを想定しており，本システムによる施工の

合理化は期待できる。 
また，台形 CSG ダム以外においても堤防，防潮

堤，護岸など，階段形状による延長の長い構造物の

構築にも適用可能であり，さらなる普及・展開を期

待している。 
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８．ケーブルクレーン自動運転システムの開発

GNSS測位技術を活用したシステムの構築及びダム堤体工への適用 

西松建設株式会社  戸田 泰彰 

〇 井上 洸也 

田中 勉 

１．はじめに 

我が国における労働人口の減少の流れは今後さ

らに加速するとされており，特に建設業における

施工の省人化，無人化への取り組みは喫緊の課題

である。このような状況の中で，ダム堤体工におけ

る生産性向上，CIM や ICT 技術を活用・組み合わ

せる「i-Construction」の実現を目指し，今回ケー

ブルクレーンを使用したコンクリート打設の自動

化技術開発に取り組んだ。 

開発したシステムはコンクリート打設作業の際

に都度遷移する打設位置や，バケット積載重量の

変化に応じて，運搬の軌道や速度を変化させ，最適

化された自動運転を実現する。システムの特徴は

GNSS 測位技術を活用した高精度な位置決めと，状

態フィードバック制御を利用したバケット振れ止

め制御である。 

本システムは，熊本県 立野ダム建設工事の堤体

工において試験運用を実施し，コンクリート打設

作業への適用性を確認した。 

２．開発システムの構成 

2.1 軌索式ケーブルクレーン 

ダムコンクリート打設で用いられるケーブルク

レーンは，左右岸にかけ渡したワイヤーロープ（主

索）を軌道として横行トロリが移動するクレーン

である（写真-1）。本開発で対象としている軌索式

ケーブルクレーンは，片岸の上下流方向に軌索鉄

塔を設置することで，主索を移動する横行トロリ

と，軌索を移動する走行トロリの位置を調整し，ケ

ーブル固定塔を結ぶ平面上の任意の位置に吊荷を

移動させる。（図-1）。

2.2 開発システムの概要

本システムは GNSS（衛星測位システム）から受

信した信号を利用してコンクリートバケットの位

置を測位し，ダム堤体 CIM（Construction Information 

Modeling）データと連携させることで，目標位置と

なる打設点までの運搬を自動制御するシステムで

ある。主に以下の 3 つのサブシステムで構成され

る（図-2）。 

(1) 堤体打設オペレーティングシステム

ダム堤体 CIM データが包含するブロック区分，

3 次元位置データを利用し，タブレット端末のタ

ッチパネル上に打設エリアの平面図を表示させて，

自動運転の目標位置となるコンクリート打設点を

指定する。 

(2) 自動運転システム

軌索式ケーブルクレーンにおける横行トロリ，

走行トロリ，フックブロック（バケットを吊るす装

写真-1 ケーブルクレーンによるコンクリート打設 

図-1 軌索式ケーブルクレーン 
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置）に GNSS 受信装置を設置してバケット位置を

測位し，指定された打設点に向けて自動でコンク

リートを運搬する。

(3) 統合管理ディスプレイ

自動運転中の打設進捗状況をリアルタイムで確

認できる。さらにコンクリート品質情報，打設位置

等の打設結果データを取得し，ダム堤体全域のコ

ンクリート品質データを蓄積・管理する。

2.3 開発システムのハードウェア構成

システムを構成するハードウェアの情報を，設

置個所毎に示す（図-3）。以下の(1)～(6)で各設置

機器とその機能について説明する。 

(1) 横行トロリ／走行トロリ

GNSS 受信モジュールを内蔵した制御ユニット

と，GNSS アンテナを各トロリに搭載している。取

得した測位データ等の各種データ伝送用として無

線アクセスポイントを設置している。各機器への

給電については，ソーラーパネルからの電力を，充

放電コントローラを介してバッテリーに蓄電して

利用する（写真-2,3,4）。全ての設置機器はボルト締

結による固定に加えて，ワイヤーロープによる脱

落防止を施しており，万が一のトロリからの機器

の落下を防いでいる。 

(2) フックブロック及びコンクリートバケット

前述のトロリと同様の機器によって GNSS 測位

及び無線によるデータ伝送を行う。給電について

は既設のコンプレッサを利用する。コンクリート

バケットの側面にレーザー距離計を下向きに設置

し，出力値によってバケットの地面への着床を検

出している（写真-5,6）。 

(3) GNSS 基準局

クレーン操作室の近傍で上空の見晴らしの良い

場所に，GNSS アンテナと制御ユニットからなる基

準局を設置する。クレーン操作室へのデータ伝送

図-2 ケーブルクレーン自動運転システムの概要 

図-3 システムを構成する機器及び設置個所 
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は有線（LAN ケーブル）で行う（写真-7）。 

(4) クレーン操作室 

操作室内には自動運転制御用 PC とデータ管理

用 PC を設置する．室外には無線アクセスポイント

を設置し，横行/走行トロリ，フックブロックから

のデータを取得して制御用 PC に伝送する。制御用

PC はケーブルクレーン制御用 PLC と有線（LAN

ケーブル）で接続し，産業用オープンネットワーク

規格（FL-net）を使用して，自動運転システムから

ケーブルクレーンへ動作指令を伝送する（写真-8）。

(5) バッチャープラント 

骨材供給／コンクリート製造設備制御用 PLC か

らのデータ取得用として，伝送用 PLC 及び PC を

設置する。各 PLC 間の通信は FL-net を使用してお

り，バッチャープラントの稼働状況，コンクリート

配合情報等の各種データを，自動運転システムの

データ管理用 PC に伝送する。 

 

写真-2 GNSS受信装置（横行トロリ①） 

 

 

写真-3 GNSS受信装置（横行トロリ②） 

 

 

写真-4 GNSS受信装置（走行トロリ） 

 

写真-5 GNSS受信装置（フックブロック） 

 

 
写真-6 コンクリートバケット 

 

 

写真-7 GNSS基準局 

 

 

写真-8 クレーン操作室 
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(6) トランスファーカ管制盤

バッチャープラント操作室内に設置されている，

トランスファーカ管制盤に伝送用 PLC を接続し，

トランスファーカ稼働状況等の各種データを取得

する。取得データは FL-net で自動運転システムの

データ管理用 PC に伝送する（写真-9）

３．自動運転システムの制御 

3.1 自動運転による打設フロー 

本システムの打設１サイクルにおける動作フロ

ーを示す（図-4）。ケーブルクレーンとバッチャー

プラント・トランスファーカの各システムが連動

して，動作信号をやり取りすることで，一連サイク

ルの自動運転を実現する。

3.2 バケット位置制御 

前述の横行トロリ，走行トロリ，フックブロック

に設置した GNSS 受信装置を使用して，リアルタ

イムの測位データを取得する。本システムでは現

場に設置した基準局との相対測位（RTK 測位）に

より，誤差数センチメートルでの測位を可能とし

ている。

測位データはグローバル座標系で与えられるた

め，ケーブルクレーン動作ベクトル（横行方向，走

行方向，鉛直方向）と整合したローカル座標系への

座標変換を行う。自動運転の目標位置（打設点）に

ついても同じ座標変換を行う。変換後の位置デー

タを使用してケーブルクレーンの 3 次元方向の制

御（横行トロリ移動，走行トロリ移動，バケットの

巻上下げ）を行うことで，バケットを目標位置に向

けて自動で運搬する。

3.3 バケット振れ止め制御

横行トロリとそこから吊り下げられたフックブ

ロックの測位データを 0.1 秒毎に計測することで，

バケット振れの挙動をリアルタイムで取得する

（図-5）。得られたバケット振れ角度及び角速度，

振れ方向（横行トロリ進行方向の成分を算出）を制

御パラメータとして使用し，横行トロリを加減速

する制御（状態フィードバック制御）をシステムに

実装している。

自動運転において，バケットを高い位置精度で打

設点に停止させ，且つその地点でバケットの振れ

を十分抑えることが必要であり，その複合的な制

御を状態フィードバック制御によって実現してい

る。 

具体的には目標位置に近づいた際の横行トロリ

減速停止制御において，（横行トロリとフックブロ

ック，バケットの機械的な機構を単振動の振り子

として扱い）振り子の周期 T と，減速開始前の初

速度 V の 2 つの既知の値から，規定の振れ止め制

御を与えた場合の停止までに必要な距離（制動距

離）L を算出している。横行トロリの減速停止制御

プログラムにおいてこの L を使用することで，バ

ケットの振れを抑え，且つ目標位置に高精度で停

止させる，複合的なバケット停止制御を実現する。 

４．適用試験 

4.1 立野ダム建設工事への適用 

本開発にあたって，試運転から導入までを熊本

県内の立野ダム建設工事にて実施した。本工事は，

熊本県内白川 沿川の洪水被害を防ぐことを目的

とした洪水調節ダム（流水型ダム）を建設する工

事である。 

工事概要及び立野ダム諸元を示す（表-1,2）。 

写真-9 バッチャープラント通信機器 

図-4 自動運転打設フロー 

図-5 バケット振れ止め制御 
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4.2 試験内容と結果 

(1) バケット到達位置精度の検証

堤体打設オペレーティングシステムにより，タ

ブレット端末から目標位置（打設点）を指定して

（図-6）自動運転を行い，指定した目標位置とバケ

ット停止位置を比較した結果，X 方向（東）及び Y

方向（北）いずれも±150mm 以内であることを確

認した。この位置精度は，際の打設作業において打

設点付近でのバケット位置の修正を必要としない

ため，スムーズな作業を実現し，打設サイクルタイ

ムの短縮に寄与する。

(2) バケット着床動作の確認

コンクリート打設後は，トランスファーカから

次のコンクリートを受け取るために，バンカー線

上にバケットを着床させて待機する必要がある。

このバケット着床動作の自動運転プログラムを作

成し，適用試験を実施した。 

着床プログラムの中で，バンカー線の上空付近

でバケットの振れを抑えながら高い位置精度で停

止させるために，前述の状態フィードバック制御

を使用している。約 120m に及ぶバンカー線上にお

いて着床試験を行い，上流部，中央部，下流部でい

ずれも安定して自動運転でバケットを着床できる

ことを確認した。 

(3) 自動化による打設サイクルタイムの短縮

上記の自動運転での打設点への到達及びバン

カー線上への着床では，概ね手動運転と同等の作

業時間で一連の動作ができることを確認している。 

手動運転における作業上の制約として，クレー

ン運転士が目視確認でバケットを着床させる際に

死角となるため，トランスファーカをバケット着

床位置よりも 60m 後方で一旦停止して待機させる

必要がある。これを自動運転では目視確認が不要

なため，待機位置を近づけることができる。 

待機位置を 6m まで近づけた場合の打設サイク

ルタイムの短縮効果について，実打設での計測結

果を示す（表-3）。トランスファーカの動作シーケ

ンスから算出した理論値には及ばないものの，1 サ

イクル当たり 18.8 秒の作業時間短縮が可能である

ことが確認できた。今後は理論値との差異の分析

を行い，さらに作業時間を短縮させるための検討

を進める。

打設サイクルタイム短縮に関してはこの他に

も，専用のリモコンを使用したバケット位置調整

機能をシステムに実装しており，打設点近くでの

合図者のリモコン操作によって（クレーン運転士

を介せずに）最終的なバケット位置調整を可能と

している（写真-10）。自動運転制御による高精度の

表-1 工事概要 

表-2 立野ダム諸元 

図-6 打設位置指定画面 

表-3 自動化による作業時間の短縮 

写真-10 自動運転によるコンクリート打設 
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位置合わせと，合図者によるリモコン操作を組み

合わせることで，柱状打設において発生するクレ

ーン運転士が目視確認出来ないエリアに対しても，

作業を迅速かつ安全に進められ，サイクルタイム

短縮に寄与する。 

4.3 統合管理ディスプレイ 

(1) デジタルサイネージによる打設進捗管理

ケーブルクレーンやバッチャープラントなどの，

各設備の稼働状況を示す動作信号を収集してグラ

フィック表示する（図-7）。デジタルサイネージと

して統合的に情報を表示することで，現場職員及

び作業員が自動運転中の打設進捗状況をリアルタ

イムで確認できる。

(2) コンクリート品質情報管理

バッチャープラントからコンクリート品質デー

タ（配合データ及び試験データ）を取得し，これ

を打設位置データ（GNSS 測位データ）と紐付け

ることで，ダム堤体全域のコンクリート品質デー

タの蓄積と管理を行う。この蓄積データをダム堤

体 CIM モデル上に付与・表示させることで，日々

の打設データの管理を効率化できる。

4.4 安全対策 

システムの現場導入にあたって，予期しないシ

ステム不具合等による事故発生を未然に防止する

ための安全対策を実装しており，その内の主な３

項目について以下に記載する。

(1) 横行トロリ移動制限域の設定

自動運転中に横行トロリが移動できるエリアを

設定し，エリアの境界ではソフトリミットによっ

てトロリを非常停止させる。具体的にはバンカー

線付近のプラント設備や通路等のエリアを進入不

可とすることで，バケットとの接触等の事故を未

然に防止する。 

(2) バケット巻下げ高さ制限の設定

打設位置（バケット目標位置）情報から，堤体

面のエレベーションを取得する。堤体面から5m上

部をバケット接近不可エリアとすることで、自動

運転中の巻下げ時に，バケットが堤体面や重機と

接触することを防止する。 

(3) レバー操作による手動モードへの切替機能

自動運転中であっても，クレーン運転士が手動

運転用の操作レバーを作動させた瞬間に自動運転

は終了され，手動運転によるクレーン操作が可能

となる。これにより緊急時に運転士がクレーン異

常動作を認知したと同時に，手動運転による回避

行動を取ることができる。 

５．まとめ 

本開発で得られた成果を以下に記載する。 

(1) GNSS測位（RTK測位）によってトロリやバケッ

トの位置を取得し，得られた位置データを使

用してコンクリートバケットを打設点まで自

動運搬することが可能である。

(2) 開発したバケット振れ止め制御を用いること

で，目標位置（打設点）で振れを十分抑えつつ，

高い位置精度でバケットを停止させることが

可能である。また戻り動作についても同様に，

バンカー線上の既定位置に安定してバケット

を着床させることが可能である。

(3) デジタルサイネージにより，自動運転中の打

設進捗状況をリアルタイムで確認でき，さら

に日々の打設データを蓄積し，ダム堤体全域

のコンクリート品質データを管理できる統合

管理ディスプレイを開発した。

本システムの現場運用について，実打設での

試験運用を通してサイクルタイム短縮効果が確認

できたことで，さらに本格的な運用を進めている

段階である。今後は制御プログラムの作り込み

や，運用する中での改善検討を進めることで，ダ

ム堤体工の生産性向上に寄与する，自動運転シス

テムの構築を加速させる。

図-7 統合管理ディスプレイ 
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９．機械式ビット交換技術の開発 

大成建設株式会社 ○田村  憲

大成建設株式会社 志田 智之

日立造船株式会社 吉川 健一

１．はじめに 

近年、都市部での施行となるシールド工事では、

地下構造物の輻輳、振動・騒音や交通渋滞の誘発に

より中間立坑の築造が困難であり、またその築造

コストを削減するために掘削径を問わず長距離化

する傾向にある。

一方、長距離化と併せて、大深度化により砂礫や

軟岩等の硬質な地盤が掘削対象となり、カッター

ビットの摩耗量は増大している。これに対応する

ため、ビットの耐摩耗性、耐衝撃性を向上させる技

術が開発されてはいるが、ビット無交換での施工

には限界があり、掘進に伴い許容摩耗量を超える

カッタービットに対しては、交換が必要となる。

従来のビット交換には、地盤改良等により安定

化した域内にシールド機を停止させた後に人が切

羽に出て交換する方法や立坑を築造して交換する

方法、シールド掘進機に特殊な装置を取り付け交

換する方法等がある。前者は危険作業、工期の長期

化、高コストといった問題があり、後者は機械設備

が高額であるものや、小口径シールドに適用が困

難なもの等がある。このような状況から、地上工事

を必要とせず、補助工法の省略により経済的に、か

つ安全に行える機械式ビット交換工法は、今後、

益々需要が高まると考えられる。 

本稿では、「大口径シールドはもとより中小口径

シールドにも適用可能」で「地盤改良等の補助工法

が不要」かつ「任意の場所で全ての先行ビットを無

制限に交換可能」をコンセプトに開発した新しい

機械式ビット交換技術について報告する。

２．従来のビット交換工法との比較 

従来の機械式ビット交換工法は、カッタースポ

ーク内に人が入って交換する方法 1）や、カッター

ヘッド内部に機械式の交換装置を装備する方法 2）

等がある。

これらは、カッター自体が大きい大口径シール

ド機には容易に適用可能であるが、中小口径シー

ルド機の場合は、形状寸法の制約から、全てのビッ

ト交換に適用することは難しいのが現状である。

一方、上記課題の解決を目指し開発した本工法

は、シールド機隔壁（バルクヘッド）に設けた可動

式マンホールをカッタースポーク背面に接続する

ことで、シールド機内と連続したビット交換用の

作業スペースを確保して、地山を先行掘削しティ

ースビットの保護を担う「先行ビット」を全て交換

可能としている。（図 1参照） 

ここで、可動式マンホールは、バルクヘッドにカ

ッターモーターや排土装置（土圧式：スクリューコ

ンベヤー 泥水式：送排泥管）に干渉しないように

配置することが必要であり、ビット交換時の作業

性からは、水平直径位置に配置することが望まし

い。また、可動式マンホールとカッタースポーク背

面との接続箇所は、機械的な凹凸の噛み合せ構造

である印籠継手で構成し、カッタースポークには

シャッタースライド機構（図 2 参照）を装備する

ことで、止水性を確保している。

図 2 シャッタースライド機構 

図 1 機械式ビット交換工法の構成 
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本工法の特徴を以下に示す。 

(1) 任意の場所でビット交換可能

ビット交換を非開削で行うための地盤改良や、

交換用の立坑の構築が不要となるため、地下構

造物や沿道環境に左右されることなく、任意の

位置でビット交換が可能。このため、予め位置

を定めることなく、摩耗状況に応じてビット交

換を行うことも可能になる。

(2) 全ての先行ビットを繰り返し交換可能

外径 4ｍを超えるシールド機では、可動式マン

ホールから手が届かない位置の先行ビットも

あるが、後述するビット交換機械（カッタース

ポーク内を横行し先行ビットを交換する機械

装置）を用いることで、全ての先行ビットを交

換することが可能となる。

(3) 小口径シールドへの適用が可能

外径 3ｍを超えるシールド機であれば、シール

ド機駆動部と干渉せずに可動式マンホールを

配置可能であり、小口径シールド機にも装備可

能である。

(4) カッタースポーク形状の変更不要

本工法はビット交換時にカッタースポーク内

に人が立ち入る必要がないため、小口径シール

ド機の場合でも、スポーク形状寸法（幅、厚さ）

を大幅に変更する必要がなく、掘削に影響のな

いカッター形状での装備が可能。

(5) 交換時間の短縮

ビット交換のための準備作業は、可動式マンホ

ールをカッタースポーク背面に接合し、それぞ

れのハッチを開放するのみである。このため、

準備のためのシールド機の部品撤去・復旧や交

換装置の取付け・取外し等に要する時間が不要

となり、ビット交換期間の短縮に寄与する。

３．実証試験 

外径 3ｍのシールド機のカッタースポークを模

試した試験装置を製作し、可動式マンホールとカ

ッタースポーク背面との接合部の止水性およびビ

ット交換の効率を確認した。 

試験装置は、カッタースポーク部、チャンバー部、

可動式マンホール部からなり、チャンバー部には

水を封入し、その上方に設けたシリンダーにより

加圧できる構造とした。（写真１） 

実証試験の手順を以下に示す。 

(1) 可動式マンホール押出し（カッタースポークと

接合）

チャンバー部を 0.5MPaに加圧した後、可動式マ

ンホールを押し出し、カッタースポーク背面と接

合する。接合後、両者のハッチを取外し、加圧下に

おいても止水性が確保できていることを確認した。 

（写真 2~4）

 

ハッチ

ハッチ

カッター
ヘッド チャンバー

可動式
マンホール

最外周ビット

内周ビット

カッター
ヘッド

加圧用
シリンダー

可動式
マンホールチャンバー 

可動式マンホール 可動式マンホール
ハッチ取外し

カッター側ハッチ

印籠継⼿

可動式
マンホール

写真 1 試験装置 

写真 2 接続前状況 写真 3 接続後状況 

写真 4 可動式マンホール接続中状況（水中） 
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(2) 内周側ビット交換 

内周側のビット交換は、①旧ビットをビット収

納箱に引込み（写真 5）②ビット収納箱を上側にス

ライドさせてビットを地山と分離（写真 6）③ビッ

ト収納箱の背面蓋を外し、旧ビットを機内に回収

（写真 7）④ビットをビット部、台座部、収納背面

蓋に分解（写真 8）した後、ビット部を新品に交換

し、回収と逆の手順で戻す（写真 9）。 

ビット引込みから交換して押出し完了まで、約6分

であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 最外周ビット交換 

最外周ビットも内周側と同様の手順で交換する

が、交換時のスペース確保のために、ビット引込み

方向を斜め下方向とした（写真 10）。交換時の滑落

防止措置が必要となるため、一連の交換作業に約

19分を要した（写真 11） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 実証試験により、以下の内容を確認することが

できた。 

 

① 本工法によるビット交換作業は、外径 3ｍの小

口径シールド機においても適用可能であり、従

来の機械式ビット交換工法と比較しても、短時

間で交換が可能である。 

② 地下 50ｍを想定した加圧下においても止水性

が確保でき、シールド機内から大気圧下での交

換が可能である。 

 

４．実工事への適用 

総合評価落札方式における技術提案において本

工法を提案し、地方公共団体の下水道工事を受注

した。 

現在計画中のシールド機は、掘削外径φ5.56ｍの

複合式（スクリューコンベアを装備した泥水式）シ

ールド機で、可動式マンホールから手が届かない

範囲にもビットが配置されることから、遠隔操作

によりビットを交換可能とする機械装置を考案し

た。これにより、外径 5ｍを超えるシールド機であ

っても、全ての先行ビットを交換することが可能

となり、特に大口径シールドでは可動式マンホー

ルを複数個所に配置することで、作業効率の向上

が見込まれる。 

考案したビット交換機械（以下、交換機械）のイ

メージ図を図 3に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ビット収納箱 

ビット引込み後 

上側にスライド 

ビット部 台座部 

収納箱背面蓋 

①

②

③

④ 

⑤

⑥

⑦ 

⑧ 

①カッタービット 

②ビット収納ケース 

③スライドシャッター 

④ガイドレール 

⑤ビット交換機械 

⑥位置合わせ用カメラ 

⑦エアーシリンダー 

⑧ギヤードモーター 

可動式マンホール 

写真 5 旧ビット引込み 写真 6 前方シャッター閉 

写真 7 旧ビット機内回収 写真 9 新ビット交換完了 

写真 8 ビット分解 

写真 10 旧ビット引込み 写真 11 新ビット交換完了 図 3 ビット交換機械 
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可動式マンホールをシールド機の水平直径位置

に 1 基装備し、カッタースポークが水平となる位

置で交換を行う。カッタースポーク内には交換機

械が横行するためのラック式ガイドレールを装備

しておき、ビット交換時に交換機械を可動式マン

ホールより装着する。目視できない場所でビット

の取外しを行うために、カッタースポークの所定

位置に目印となる位置合わせ用のマーキングを施

しておき、交換機械に装備したカメラで視準して

位置合わせを行う。

ビット収納箱ごと交換機械で把持し、後方に移

動することで、カッタースポークから先行ビット

が分離される。 

交換機械によりビット収納箱を可動式マンホー

ル位置まで横移動することで、ビットを交換でき

る。（図 4参照）

５．まとめ 

 本工法は、可動式マンホールをカッタースポ

ークに接続して作業スペースを確保するため、小

口径シールド機でもカッターヘッドの厚みや、カ

ッタースポークの幅を極端に大きくする必要がな

く、シールド機の掘削性能として重要な要素であ

る掘削土のチャンバーへの円滑な移動を妨げるこ

となく装備が可能である。 

 

 

このため、安定した掘削性能と安全なビット交

換機構を兼ね備えたシールド機を実現することが

可能である。 

また、中口径以上のシールド機においては、先行

ビットの交換を遠隔で可能にする交換機械を開発

し、これを利用することで、ビット交換作業の効率

化をはかることもできる。 

今後は実証試験により得られた知見を改善し、

実施工にフィードバックしていくとともに、更な

る作業の効率化と安全性の向上に努めていく所存

である。 

参考文献 

1） 永森邦博，真鍋 智，小林孝志：シールド掘削機カッ

タビット交換技術の適用実績と今後の展開，土木建

設技術シンポジウム論文集，pp.125-130，2003.7 

2）杉山雅彦，赤木朋宏：スライド式カッタビット交換シ

ステム（トレール工法）の開発，三菱重工技報，Vol.36

No.4，pp.180－183，1999.7 

① 交換ビット位置に移動 ② ビット取外し ③ 可動式マンホールへ移動 ④ シールド機内に回収

① 交換装置により把持 ② 旧ビット引込み ③ シャッタースライド

図 4 カッタースポーク内での交換機械の動き 

図 5 交換機械によるビット取外し手順 
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10．ICT バックホウの施工履歴データを用いた 

土工の出来形管理に関する検討

国土交通省国土技術政策総合研究所 ○ 大岩 憲史 

国土交通省国土技術政策総合研究所 山下 尚 

国土交通省国土技術政策総合研究所 大槻 崇 

１．はじめに 

国土交通省では，「ICT の全面的な活用（ICT 土

工）」等の施策を建設現場に導入することによって，

建設生産システム全体の生産性向上を図り，もっ

と魅力ある建設現場を目指す取組である i-

Construction（アイ・コンストラクション）を進め

ている。令和 2 年度は，直轄土木工事の ICT 施工

の公告件数、実施件数ともに増加しており、公告件

数の約 8 割で実施されている。都道府県・政令市

における ICT 土工の実施件数も，昨年度に対して

増加している 1)。また，ICT の活用のための基準類

の拡充も順次進んでおり工種の幅が年々広がって

おり、ICT 建設機械の活用も求められている。 

２．研究目的 

本研究では，ICT バックホウの施工履歴データ

を用いた土工の出来形管理への適用を検討した。

ICT バックホウの施工履歴データはバケット刃先

位置などのログデータを用いて出来形を計測する

技術である。したがって，施工しながらの計測が可

能となることから，UAV や地上型レーザースキャ

ナー（以下，TLS）等一般的に高価な計測機器を準

備して改めての計測作業が省力化される。そのた

め，施工履歴データを用いた出来形管理が実施で

きると，工事期間の短縮だけでなく工事費用の減

少が見込め，生産性向上に大きく寄与することが

期待出来る。 

３．検証方法 

施工履歴データの精度確認を実施し，既に策定

されている土工の出来形管理要領 2)に規定されて

いる出来形計測の要求精度±50mm 以内か確認し

た。また，施工履歴データと既に実用化が進んでい

る TLS との出来形評価結果を比較し、土工の出来

形管理へ適用可能であるか確認した。 

使用した ICT バックホウは，法面バケットを装

着し，マシンコントールにて施工した。衛星測位シ

ステムは固定局を設置し RTK-GNSS とした。

3.1 施工履歴データの精度確認方法 

試験施工は平場（5m×5m）と法面（法長 4m×

幅 5m×勾配 1 割 8 分）の掘削整形作業を掘削深

さ約 0.1m で実施した（図-1）。

施工履歴データは以下の 2 つの記録方式で計測

した。「切り土：バケット刃先が現状の施工履歴

データより下を通るときのみ施工履歴データを更

新」。「切り盛り：設計面データから規定された距

離内のバケット刃先とバケット輪郭点の内，設計

面データに最も近い箇所で施工履歴データを更

新」。施工履歴データの精度評価方法は「3 次元計

測技術を用いた出来形管理要領（案）【河川浚渫

工編】」3)より，施工履歴データの計測点群で形成

する TIN(不等三角網)とトータルステーション

（以下，TS）により計測した点（真値）との標高

較差とした。TS の計測点は試験施工範囲に対

し，約 1m 間隔で検測した（図-1）。また，出来形

評価の比較検証のため，施工後の出来形を TLS で

計測した。 

図-1 試験施工範囲とTSの計測個所 

1m 

1m 

5m 

：TS 計測個所【平場】 

【法面】 

1m

1m 

法長 4m

5m 

5m 
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４．検証結果  

4.1 施工履歴データの精度確認結果 

施工履歴データと TS との標高較差の最大値，

最小値の範囲を図-2 に示す。施工履歴データの記

録方式「切り土」の結果を平場 A，法面 A。「切

り盛り」の結果を平場 B，法面 B とする。標高較

差は，平場 A は-1～32mm，平場 B は 21～

43mm，法面 A は-16～43mm，法面 B は-6～44mm

であり，全ての水準で出来形計測の要求精度±

50mm 以内であった。

図-2 施工履歴データとTSの標高較差 

平場と法面を比較すると，法面の誤差範囲が 2倍

ほど大きくなっている。これは法面の場合は，ICT

バックホウの水平方向の誤差が標高較差に加わる

ためである（図-3）。そのため，施工履歴データの

精度確認は TS の計測点との標高較差だけでなく，

UAV など他の要領と同様に標高/水平方向の較差

各±50mm 以内であることを確認する必要がある。 

図-3 平場/法面の横断図での標高差イメージ 

4.2 施工履歴データと TLS の出来形評価比較 

出来形評価は，施工履歴データと TLS それぞれ

の出来形評価用データの各ポイントと設計面デー

タとの標高較差により出来形の良否判定を行った。

出来形評価用データは，1m×1m の平面正方形の

グリッドを設定し，グリッド中央に評価点を設置

し，評価点の標高値は，評価点を中心とする 1m2

以内の実計測点と設計面との差の最頻値を設計面

に加算した値を用いた。 

施工履歴データと TLS の出来形管理基準の管理

項目である標高較差の規格値に対する-100％～

+100％の範囲での平場 B と法面 Bのヒートマップ

を図-4 に示す。出来形管理資料で記載する規格値

の±50％以内，±80％以内に収まっている計測点

数は，施工履歴データと TLS は同じ結果となって

いる。これは、平場 A と法面 A も同様であった。 

図-4 施工履歴データとTLSの出来形評価比較 

５．結言 

本試験での施工履歴データは，土工の出来形管

理要領の面管理に必要な出来形計測精度±50mm

以内を達成できていた。また，施工履歴データと

TLSの出来形評価は規格値の±50％以内まで同様

の結果となっており，出来形管理図表の帳票も概

ね相違ない結果となった。以上より，本試験の施工

履歴データが土工の出来形管理へ適用可能である

ことを確認できた。ただし，今回の試験は施工場所

や使用機械を限定して実施したものである。施工

履歴データの精度はGNSSの受信精度やその他セ

ンサ，ICTバックホウの機械摩耗に依存するため，

ICTバックホウの日々の精度確認，施工日ごとの施

工範囲に対するTS等を用いた数点計測による出来

形への影響を補完することが必要である。

参考文献 

1) 国土交通省：ICT導入協議会（第11回）， 2021

2) 国土交通省：土木工事施工管理基準及び規格値（案），

令和3年3月

3) 国土交通省：3次元計測技術を用いた出来形管理要領（

案），pp5-1~5-76，令和3年3月
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11．路面切削工における施工履歴データを用いた出来形管理の検討 

前田道路株式会社 〇 宮内 賢徳 
 〃  宇田川 健治 

 〃   葛原 淳  

１．はじめに 

令和 2年度から新たに追加された ICT舗装工（修

繕工）では，路面切削工において ICT 施工機械と

作業装置の施工中の軌跡（以下，施工履歴データ）

を組み合わせたデータを使って出来形管理を行う

手法が、国土交通省の「3 次元計測技術を用いた出

来形管理要領（案）」（以下，管理要領）に示された。

従来工法では必要な切削深さなどのマーキング作

業や施工のための準備作業に時間を要しており，

また，交通規制など時間制限があるなかで切削面

の出来形計測作業を行っていた。管理要領で示さ

れた手法により，高精度の施工やデータ管理の簡

略化・書類の作成に係る負荷の軽減等が可能とな

るため、出来形管理作業の大幅な効率化・省力化が

期待できる。しかしながら管理要領に則った管理

ができるシステムは少なく，現場へ普及していな

いのが現状であった。 

既報 1)では，路面切削機の ICT 施工方法として

GNSS を用いたマシンガイダンス(以下，GNSS 式

MG)についてのシステム構成や施工方法を紹介し，

取り扱いの簡便さや施工精度などについて検証結

果を報告した。その後，管理要領の内容を踏まえて

GNSS 式 MG システムを利用した施工履歴データ

の取得方法についての検討を重ねてきた。 

本論文は，市販のレーザ距離計を使って路面切

削工の切削深さを計測・記録するとともに，GNSS

式 MG システムの位置情報とレーザ距離計による

計測結果を時刻同期により施工履歴データを生成

する方法について，その精度検証結果と実用性を

報告するものである。 

２．目的と概要 

2.1 施工管理システムの要求性能 

管理要領に示された施工履歴データによる出来

形計測システムに求められる機能・精度を以下に

示す。 

① システム上にてリアルタイムに施工機械（刃先）

の位置と該当位置における設計標高値と切削

高さ，あるいは設計厚さと厚さ（切削深さ）の

表示が得られること。

② 施工履歴データによる出来形計測は，計測対象

範囲内で 1m²（1m×1m メッシュ）あたり 1 点

以上の計測点が得られる設定で計測を行こと。

ただし，縦断方向においては切削方向 1m ごと

に 1 点取得し、横断方向においては切削幅に応

じて，施工履歴データを算出しても良い。 

③ 各施工日の施工開始前に，作業装置位置の測定

精度が x，y 座標の各成分とも±50mm 以下であ

ることを確認すること。また，標高較差の管理

を行う場合は履歴取得位置との較差が 0mm 以

下であり，深さ管理を行う場合は履歴取得位置

との較差が 0mm 以上である事を確認すること。 

2.2 目的 

ICT 舗装工（修繕工）では事前測量として地上型

レーザスキャナ（以下，TLS）による 3 次元測量を

行う。既報 1)では、3 次元測量で取得した現況点群

データから作成した 3 次元現況路面データを使っ

て GNSS 式 MG を行う方法を紹介した。この 3 次

元現況路面データと GNSS による 3 次元位置デー

タ，そしてレーザ距離計による切削深さデータを

組み合わせて 3 次元座標を持った切削面の施工履

歴データを生成するシステムを構築し，得られた

施工履歴データの精度を検証することとした。

2.3 GNSS 式 MG と施工履歴システムの構成

GNSS 式 MG システムおよび施工履歴システム

の設置状況を写真-1 に示す。 

写真-1 GNSS 式 MG と施工履歴システムの設置状況 

GNSS 式 MG の施工および施工履歴システムに

必要な機材類およびデータは以下のとおりである。 
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出来形管理用トータルステーション（以下，TS）

は，作業開始時に施工履歴システムの精度確認試

験で使用した後，作業中は GNSS 式 MG における

施工精度の適宜チェックのために用いる。 

表-1 は施工履歴システムで用いたレーザ距離計

の諸元を示したものである。路面切削工は通常 10

～15m/min の速度で作業を行うため，レーザ距離

計によるデータ取得間隔は 1 秒に 1 点程度が望ま

しく，この要求性能を満足する装置を選定した。 

【GNSS 式 MG システム】 

・VRS 方式 GNSS ローバ

・ローバ用マスト

・ガイダンス表示用モニタ

・出来形用 TS（用途：施工精度確認）

・3 次元切削厚さデータ

【施工履歴システム】 

・レーザ距離計 2 個

・白色反射板 2 個

・履歴取得用 PC 2 台

・出来形用 TS（用途：精度確認試験）

・3 次元現況路面データ

表-1 レーザ距離計の諸元 

項目 内容・性能 

メーカ及び型式 Leica 社製 DISTO X3 

測距精度※ 1mm 

測距範囲※ 0.05～150m 

最小測定単位 0.1mm 

Bluetooth® Smart の範囲 10m 未満 

温度範囲 -10～50℃

※：白の反射板(白塗りの壁)、周囲に強い光がなく、一

般的な生活可能範囲の温度状態の条件の時 

2.4 施工履歴システムの概要 

写真-1 に示したように施工履歴システムにおけ

る計測装置は，切削ドラム左右のワイヤセンサ付

近にレーザ距離計を，レーザ距離計直下のサイド

カバー部分に白色反射板を設置したものである。

レーザ距離計による施工履歴取得方法の概念図

を図-1 に示す。サイドカバーは常に既設路面の高

さに位置しているのに対し，切削ドラムは切削深

さに応じて上下移動するため，レーザ距離計でこ

の間の距離を計測すれば切削深さを測定している

ことになる。 

路面切削工の施工履歴データを取得するには一

定間隔の時間で切削深さを記録必要がある。そこ

でレーザ距離計と履歴取得用 PC を Bluetooth で接

続し，計測した時刻（PC 時刻と同期）と距離を  

1 秒間隔で Excel に自動記録するよう設定した。 

図-1 レーザ距離計による施工履歴取得方法の概念図 

2.5 施工手順 

施工履歴システムを使った GNSS 式 MG の施工

フローを図-2 に示す。

図-2 施工履歴システムを使った GNSS 式 MG の施工フロー 

事前準備として，TLS で計測した 3 次元の現況

点群データに基づいて切削面の設計を行い，3 次元

設計データを作成し，これらのデータを用いて 3次
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元切削厚データを作成する。また，GNSS を使用す

るために現地においてローカライゼーション作業

を行う。 

現場作業における GNSS 式 MG システムのキャ

リブレーションは，MG のモニタ表示値と TS の表

示値との差異を確認してシステムの調整を行う。

その後，切削機の切削ドラム部分に GNSS ローバ

を付けたマストを，オペレータが操作する位置に

ガイダンス表示用モニタを設置する。 

施工履歴システムの準備として，まず，施工履歴

システムの精度確認用に日々の施工開始地点付近

の GNSS ローバが通過する位置を選定し，その位

置の設計値を路面にマーキングする。その後，切削

ドラム左右のワイヤセンサ付近にレーザ距離計を，

レーザ距離計直下のサイドカバー部分に白色反射

板を，リアルタイムに計測結果を保存する PC をそ

れぞれ設置する。 

施工履歴システムのキャリブレーションは，作

業開始時に延長 2m 程度の予備切削を行って現況

面と切削面の差（切削深さ）をスケールで計測し，

PC に表示されたレーザ距離計の数値とスケール

による実測値が一致するようシステムを調整する。 

GNSS 式 MG システムおよび施工履歴システム

のキャリブレーションが完了後，施工履歴システ

ムで計測を行いながらGNSS式MGの作業を行い，

作業終了後に各装置を切削機から取り外す。 

 

３．施工履歴データの生成手順 

施工履歴データの生成に必要なデータを以下に

示す。まず，GNSS ログデータの点群処理を行い，

この高さデータを 3 次元現況路面データの値に置

換する。次に，その処理データに対応する時刻の切

削厚さをレーザ距離計のログデータから抽出し，

両データを合成させるという手順で行う。 

 

・3 次元現況路面データ 

・GNSS のログデータ(時刻,x,y,z) 

・レーザ距離計のログデータ(時刻,切削深さ) 

 

3.1 GNSS ログデータの点群処理 

GNSS ログデータは使用するシステムや計測時

間によって異なるものの，1 日の施工あたり 10,000

～100,000 点程度のデータが得られる。このデータ

には施工履歴として必要となる作業中のデータだ

けでなく，ノイズと呼ばれる路面を切削していな

い（切削ドラムが路面より高い位置にある）時のデ

ータが含まれている。 

点群処理方法を試行錯誤した結果，まず切削機

の進行方向に対し 0.25～0.5m 毎に 1 点の GNSS ロ

グが残るよう表計算ソフトで点群密度調整を行い，

次に施工レーン毎にデータが得られるように点群

処理ソフトで各点群の計測時刻に注意しながらノ

イズ処理を行い，最後に，施工レーン毎のデータと

なるよう区分けを行う方法とした。施工履歴デー

タをレーン毎に作成する概念図を図-4 に示す。 

 

 

図-3 切削レーン毎の施工履歴データ 

 

3.2 現況高さのログデータの生成 

レーザ距離計は切削ドラムの両端に設置してい

るものの，GNSS ローバは切削ドラムの片側のみの

設置である。そこで，GNSS ローバと反対側のレー

ザ距離計の位置は，GNSS ログデータから得られる

切削機の進行方向に対して直角方向に 2.05m（切削

ドラムの幅）の位置として新たに点群を設けた。 

次に，GNSS 測量は ICT 舗装工（修繕工）で要求

される高さ精度が確保できないため，TLS 測量で

求めた 3 次元現況路面データを使って各点群の高

さ（z 方向）データを置換して現況高さのログデー

タ（時刻 x,y,現況高さ）を生成した。 

3.3 出来形評価用施工履歴データの生成 

生成した現況高さのログデータ（時刻,x,y,現況高

さ）とレーザ距離計のログデータ（時刻,切削深さ）

を使って切削高さの施工履歴データ（時刻,x,y,切削

高さ）を算出し，これを施工履歴データとした。 

算出した施工履歴データは切削機の進行方向か

ら直角に 2.05m 幅で配置されたデータ群である。

管理要領では横断方向においては切削幅に応じて

施工履歴データを算出して良いとなっていること

から，前工程で得られた両端 2 点を使って点補間

を行い，密度調整をすることで，出来形評価を行う

ための計測点が 1m²に 1 点以上となる施工履歴デ

ータを生成した。 

 

４．施工履歴データの精度検証 

4.1 検証内容の概要 

今回の手法により取得した施工履歴データの検

証を目的に，施工履歴システムを使った GNSS 式

MG を行った切削面について TLS 計測を行い，そ

れぞれの面管理による出来形評価結果を比較した。 

検証を行った工事概要を表-2 に，施工状況を写

真-2 に示す。現場は片側 2～3 車線のうち上り追越
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車線の直線部分で計測を行った。なお、路面切削機

はホイール式の酒井重工業社製 ER552F であり，

熟練オペレータが機械操作を行った。 

表-2 施工履歴データの検証を行った現場概要 

項目 内容 

工事名 Ｒ２神奈川出張所管内舗装修繕他工事 

発注者 国土交通省 横浜国道工事事務所 

施工場所 神奈川県横浜市戸塚区東俣野町付近 

施工数量 上り車線、L=65.71ｍ,W=約 3.5ｍ 

施工内容 

切削オーバーレイ工 

路面切削（t≒100mm） 

オーバーレイ（基層 t=50mm、表層 t=50mm）

写真-2 施工履歴データ取得の施工状況 

4.2 検証結果 

施工履歴データと TLS 計測それぞれの面管理に

よる測定結果一覧を表-3 に，出来形評価結果をヒ

ートマップで比較したものを図-4 に示す。 

なお，測定項目は標高較差であり，データ処理は

管理要領に基づき以下の方法で行った。 

① 計測対象面について 1m²以内のグリッドを設

定し，グリッドの中央あるいは格子点に評価点

（ｘ,ｙ）を設置する。

② 評価点の標高値は，評価点を中心とする 1m²

以内の実計測点と設計面との差の最頻値又は

差の平均値を設計値に加算した値を用いる。

表-3 測定結果一覧 

項目 施工履歴データ TLS 計測データ 

データ数 223 223 

平均値 1mm 0mm 

最大値 8mm 10mm 

最小値 -5mm -8mm 

ばらつき(±80%以内) 100% 100% 

ばらつき(±50%以内) 100% 99.5% 

ばらつき(±20%以内) 81.1% 81.1% 

図-4 ヒートマップ 

4.3 検証結果の考察 

図-4 より，施工履歴データと TLS 計測データの

ヒートマップは色区分の分布が類似していること

が分かる。施工履歴データのヒートマップにおい

て青色よりも黄色が多い分布である理由は，点群

データより平均値が 1mm 程度高くなったことが

原因として考えられ，施工開始時のレーザ距離計

の調整を正確に行うことで解決できると考えられ

る。

表-3 において平均値，最大値，最小値を比較す

ると，各項目とも非常に近い結果が得られている。

最大値、最小値それぞれの差については TLS 計測

の評価対象点数が約21,000,000点であるのに対し，

施工履歴データの評価対象点数約 2,000 点と点密

度に差があり，最大値，最小値の振れ幅に違いが出

たと考えられる。しかし，評価点全点におけるばら

つきはほぼ一致しており出来形評価に使用する施

工履歴データとして，十分な精度が得られている

と判断できた。 

５．まとめ 

今回得られた結果から，本手法による施工履歴

データは出来形資料として十分利用できると判断

できる。本技術を路面切削機の MC・MG と併用する

ことで，従来の路面マーキング作業や切削面の出

来形管理を削減することができ，生産性・安全性の

向上に寄与できると考える。今後は様々な現場条

件に適応できるよう改良を行い、路面切削工にお

けるさらなる生産性の向上を目指す。 

参考文献 

1） 宮内ほか：路面切削機での GNSS を用いたマシンガ

イダンス活用事例について,令和 1年度 建設施工と

建設機械シンポジウム論文集・梗概集
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12．重機の履歴データを用いた出来形管理に関する考察 

ICT 施工の効率化へ向けて 

株式会社大林組 ○ 田島 僚

１．はじめに 

ICT 活用工事では最終的な３次元の出来形管理

の方法として，UAV や LS などで計測することが

必要である。このような計測方法は３次元計測に

おける一般的な方法として活用が広まっている。

本稿ではこのような計測作業に加えて、３次元計

測をより効率的に実施するために検討した事例を

報告する。 

なお，本試行の取組み内容については，図-1 に

示す 2020 年度国土交通省の「民間等からの提案に

基づく ICT を活用した出来形管理に関する基準類

整備」へ応募し採択され，検証した内容の一部であ

る。 

２．３次元計測にかかる課題と解決策について 

土工事の出来形管理業務は，UAV や LS などを

用いて効率化されているが，現場全域で実施する

には天候などの状況に左右されやすく，現場情報

を反映するのに時間を要するという課題がある。

そこで，ICT 建機が取得する衛星測位の情報を活

用することを検討することとした。 

写真-1及び図-2に ICT建機の概要について示す。 

ICT 建機は、通常の建機に衛星測位用のアンテナ

と角度センサーを取り付けることにより，リアル

タイムに重機の施工箇所の計算を行っている。オ

ペレータはこの計算された計測個所を運転席のモ

ニターで確認することができる。また施工箇所に

加えて，設計位置を重ねて表示することにより，所

定の作業までの掘削深さなどを確認することがで

きる仕組みとなっている。

このように計算された重機の計測データはログ

が記録されており，図-3 に示すように不要なデー

タを削除することで，施工箇所の計測データとし

て活用することができる。このようなデータを本

稿では建機の施工履歴データと呼び，必要に応じ

て確認できるシステムを構築すれば，リアルタイ

ムに近い出来形の確認を行うことが可能になり，

業務の改善が望まれる。特に小規模な現場におい

ては，計測業務にかかる時間が短縮され，業務改善

になることが予想される。

図-1 ICT 施工の基準類作成に関する募集体制

写真-1 ICT 建機全景

図-2 ICT 建機オペレータ画面
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３．検証内容について 

そこで，ICT建機を使用して，盛土法面の施工を

行い，ICT建機から得られるデータを取得し，精度

検証を行うこととした。 

使用機械：0.7BH（日立建機製 ZX200X） 

対象盛土面積：5,000㎡ 

写真-2に示すように自己位置計測可能な ICT建

機を用いて法面での施工を行った。マシンガイダ

ンス機能を用いて施工を行い，重機の刃先の測位

データを取得した。施工方法は下記の 2 通りとし

た。

① 刃先を法面に押しつけながら施工，計測

② 刃先を法面に沿わせながら施工，計測

２通りの施工を実施した理由は、①の場合は実際

の法面整形の施工途中を行っている状況を再現し

た状態、②の場合は法面整形後に計測のために再

度法面をはわせるという状態を再現するためであ

る。 

また不要なデータを排除するために作業開始時及

び作業完了時の時刻を記録した。重機の刃先位置

の測位を記録した時刻からフィルタリングし，法

面施工時の出来形点群の生成を行った。写真-3 に

示すように，別途精度検証用にＴＳを利用して，地

上に配置する検証点の真値計測を行った。履歴デ

ータから得られる 3 次元座標と TS にて計測した

検証点の3次元座標を比較し，精度検証を行った。

３次元データの確認のために，写真-4 に示すよう

に従来の UAV を用いた計測についても実施した。 

４．検証結果 

4．1 静止座標比較 

刃先データの抽出し点群化したものが図-4 であ

図-3 建機の施工履歴データ例

写真-2 検証状況

写真-3 TS 計測状況試験状況

写真-4 UAV 計測状況
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る。点群は実際の施工期間中の時刻歴を用いて、該

当箇所のデータをフィルタリングしたものを使用

している。これをもとにメッシュを形成し，TSか

ら得られるデータと標高値の比較を行った結果が

図-5 である。TS との比較では最大 19ｍｍであっ

た。施工方法の比較では標高差の平均が押しつけ

で 0ｍｍ，なぞりが 9ｍｍとなり，法面に対して押

し付けて施工するほうが TS との標高差は少ない

結果となった。 

 

 

 

4．2 3 次元設計との比較 

履歴データを施工時に使用した 3次元設計デー 

タと比較したものが図-6 及び図-7 である。国土

交通省が定める土工事の 3 次元出来形管理基準に

従いヒートマップを作成した。出来形判定の結果，

すべての対象において出来形が確保されているこ

とを確認した。TS との比較から計測精度も±5cm

を確保できているため，出来形計測についても十

分に使用できるデータを取得できていることを確

認した。 

 

 

５．検証結果 

本検証から得られた結果を表-1 にまとめた。今

回の手法を用いることで，土工事における出来形

管理を効率的に計測することができた。特にこれ

までは切土面への適用のみに限られていたが，時

刻歴データによるデータフィルタリングを行うこ

とで，盛土面へも適用が可能であることが確認で

きた。今後の課題は大きく 3 点ある。1 点目はデ

ータ取得の確実性の向上である。今回の検証では

衛星測位データが部分的に抜ける現象が発生した。

最終的な出来形判定には大きく影響はしなかった

ものの，施工途中で確認するなどの対応が今後必

要と思われる。2 点目はデータのフィルタリング

方法についてである。今回は時刻歴を用いて行っ

たが，実際の施工を考えると運用は難しいと思わ

れる。今後は時刻歴以外でのデータのフィルタリ

ング方法を検討し，さらなる効率化を検討するこ

ととする。3 点目は出来形要領への記載取り組み

である。計測方法としては現状では要領に記載が

ないため，本施工での適用が難しい。 

 

 

 

 

 

 

図-4 取得データ 

 

図-5 標高値比較結果 

 

図-6 取得データ 

 

図-7 3 次元設計データ比較 

-　51　-



６．おわりに 

本検証内容に関しては，日建連を通じて 2020年

度国土交通省の「民間等からの提案に基づく ICT

を活用した出来形管理に関する基準類整備」の提

案に応募した。その結果，本検証内容が採択され，

2021年度の ICT活用工事の規準に反映された。改

定内容の概要については図-8 に示す通りである。

改定内容により，建機から得られる測位データか

ら土工事における出来形管理を行うことができる

ようになった。 

本検証にあたっては，日立建機株式会社様，福

井コンピュータ株式会社様，株式会社宮本組様に

は多大なるご支援いただきましたことをこの場を

借りて深く御礼申し上げることとし，本稿を終え

ることとする。 

 

既存の管理手法 ＩＣＴを用いる新管理手法 評価 

出来形 

品質 

(性能) 

UAVやLSを用いた計

測手法 

重機の履歴データを用いて切土・盛土面の計測を行う手

法 

3 次元の出来形管理の計測精度は±5ｃｍを確保 

◎ 

効率 

計測のための機材

の準備や解析作業

が必要 

ICｔ建機による施工を行った段階でデータの取得は完

了しており，システム上でのデータ処理のみで計測デー

タを取得することが可能

◎ 

安全性 

計測のために施工

現場内での作業が

必要で，事故災害等

の恐れがある。 

計測データ取得は重機から行うことができ安全 

◎ 

コスト

UAVやLSの機器及び

ソフトウェアのコ

ストがかかる

ICT 建機の費用はかかるが，標準化できれば汎用品を使

用する等でコスト縮減が可能。 〇 

その他 
これまで切土面のみの確認に限られていたが，盛土面へ

の適用も可能 
◎ 

表-1 検証結果まとめ

図-8 出来形管理要領改訂概要
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13．建設現場へのアシストスーツ導入の可能性について 

建設現場への導入促進のための検証の取組み 

国土交通省総合政策局 ○ 味田 悟  

株式会社日本能率協会総合研究所 平石 浩之 

１．はじめに 

建設業界特有の課題として就労者の高齢化、就

労者数の減少、低い労働生産性などがある。その一

方、災害対応やインフラの老朽化対策の必要性は

高まっている。 

国土交通省では、2016 年より i-Constrction と

して、機械施工における ICT 技術の活用等により

建設現場の生産性向上に取組んでいる。しかし、建

設現場には人による施工が多くあり、この人によ

る施工の生産性向上を目的に農業や介護の現場に

導入されているパワーアシストスーツ（以下、「PAS」

と言う。）について着目し、導入を図るための取組

みを始めた。 

２．令和２年度検証試験の概要 

本検証は令和２年度に建設作業の基本動作を検

証するために模擬的な建設作業空間を設営し、

PASの効果検証を行った。 

2.1 検証建設作業 

検証は、以下の 3 種の模擬の建設作業（図-1）

で行った。短期間での検証のため、作業間の疲労

が蓄積しにくい負荷設定とし、一作業は概ね５分

内で完結する作業とした。 

① 人力土工：掘削及び一輪車運搬

多くの現場で作業される掘削及び一輪車による

運搬作業。掘削時の腰負担や積込の土の持上げ、

一輪車移動時の負荷への助力を検証。 

② 小運搬：建物階段

通路幅がある建物階段において資材を抱えた運

搬。約 15㎏の資材を持った状態で階段昇降におけ

る腰や脚部への負荷への助力を検証。 

③ 小運搬：仮設足場

建物２階高の仮設足場において約15㎏の資材を

持った運搬。狭隘な足場内における動き易さや、助

力による作業しやすさを検証。 

図-1 作業および負荷の概要 

2.2 検証 PAS 

検証対象 PASは２種４タイプ（図-2）とした。

ゴムや空気圧で助力を得るパッシブ型２タイプ

（図-2）、モータなどにより助力を得るアクティブ

型２種（図-3）で行い。助力部位はパッシブ方が腰、

アクティブ型は腰と腿である。また、形状は外骨

格型３種と身体フィット型１種である。

図-2 検証 PAS と機能概要 
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図-3 検証 PAS（パッシブ型２種） 

図-4 検証 PAS（アクティブ型２種） 

2.3 被験者と検証作業の対応 

被験者は職能別に３群、年代も 20代から 50代

の合計 12人。経験状況、身体的な状態、PASに関

わる事前の認知状況などは表-1となる。 

表-1 被験者属性と検証作業の対応 

３．検証結果と現状 PAS の評価 

検証は、装着および未装着で同一作業を実施し、

未装着と比べ装着したことにより作業の早さ、負

荷に変化が生じるかアンケート方式で行った。ま

た、グループヒアリングにより装着作業による各

種の評価を得た。 

3.1 作業の早さと負荷の軽減 

(1)人力土工：掘削と一輪車運搬

人力土工（図-5）では、監理者等で PAS を装着

した土の持上げや中腰作業において、未装着時に

比して作業が早くなるとの体感を得た（図-6）。特

にアクティブ型ではその効果を強く感じた。実際

の作業時間は、未装着での作業時間の方が早く（図

―7）、身体負担が軽減し疲労感が低下する事で作

業が早くなったと感じていると考えられる。新規

入職者の移動を伴わない掘削作業に有効であるこ

とが確認された。 

図-5 人力土工（掘削作業と一輪車への積込み） 

図-6 装着による人力土工作業の早さへの貢献： 

監理者等（4人平均） 

図-7 未装着時と装着時の作業時間： 

監理者等（年代別、作業に要した時間） 

 監理者等（図-8）と普通作業員（図-9）で負担軽

減の評価が異なった。 

これは、掘削作業に慣れている普通作業員は

各々の身体にあった動作が身についており、意図

しない助力や普段と違う作業姿勢などを強いられ

ることに抵抗感があったと思われる。  

一方、新規入職者に相当する監理者等は、不慣れ

な作業で助力が働くことによる負担軽減が感じら

れこのような評価となったと考えられる。 

物の持ち上げ 斜め持ち上げ 中腰のままの 上への押上作 単独の歩行作 運搬時の歩行 作業全体を通
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図-8 装着による人力土工作業の負担軽減の貢献： 

監理者等（4人平均） 

 

図-9 装着による人力土工作業の負担軽減の貢献： 

普通作業員等（4人平均） 

 

(2)小運搬（建物階段） 

監理者等による建物階段の小運搬(図-10)では

15kgの資材持上げ時に助力が働き、足にも助力が

働くことで負担の軽減（図-11）になると評価され

た。アクティブタイプによる資材を抱えての運搬

昇降に有効であることが確認された。 

 図-10 小運搬（建物階段の昇降と資材持ち上げ） 

図-11 装着による資材抱えての建物階段の昇降負担 

軽減の貢献：監理者等（4人平均） 

(3)小運搬（仮設足場）人力土工 

とび工による仮設足場内の小運搬では、単管パ

イプや資材を抱えての昇降移動、頭上に制約があ

る中で移動作業（図-12）を実施し、中腰作業、上

への押上作業において負担軽減になるとの評価が

された。歩行時の助力による負担軽減（図-13）も

評価された。重量物の持上げ、下げ作業に有効で

あることが確認された。 

 

図-12 小運搬（仮設足場の昇降と中腰の潜抜け） 

 

図-13 装着による仮設足場作業の負担軽減の貢献： 

とび工（4人平均） 

 

3.2 装着感や活用全体 

装着感や今後の利用意向等のヒアリングを実施

した（表―2）。スーツの重さ等は概ね容認の範囲

であり、掘削や重量物の持上げ作業、中腰が継続

するような作業において継続利用の意向が示され

た。さらに操作性の改善などを行うと、利用度は

高まるとの声が聞かれた。 

一方、用具等をつける腰ベルトや、高所作業時

のフルハーネス型安全帯との同時装着が１種を除

き困難であり、現状の形状では高所作業に適して

いないとの意見が挙げられた。また、現状の価格

面等からは個人購入が難しいのではないとの意見

も聞かれた。 
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表-2 グループヒアリングなどからの評価 

3.3 現状 PAS の評価 

 建設模擬作業における動作要素を踏まえ、人力

作業の適用において、現状の PAS は次の５種の動

作に一定の適用可能性（図-14）がある点が確認さ

れた。 

①連続の掘削：盛り土や床掘など

②中腰を維持しての作業

③重量物の持上・下げ（据付）等： 地面・床面か

らの重量資材等の持上げや、荷台などからの地

面・床面への持下げ

④資材抱え上げの運搬歩行・昇降：鉄筋や鉄骨、建

設構造材などを抱えての運搬歩行や昇降

⑤目線高さや頭上への持上げ

図-14 検証からの適用作業動作 

４．令和３年度の試験検証の取組み 

4.1 PAS 適用の作業工種候補 

 PAS の助力特性、５種の動作への適用が把握出

来たことより、令和３年度は次の作業工種（図-15）

を約２０の実建設現場で導入に向けた検証を行う。 

①連続で行う床掘、重量物の持上げ作業②道路

や河川などにおける PC ブロックや玉石等の敷設、

作業、③水路工等における U 字溝および同蓋の敷

設、④河川などにおけるブロック敷設やじゃかご、

ふとんかご工における石詰め作業、⑤中腰維持作

業が続く鉄筋組や芝張り付け、除草作業、⑥資材や

施工用具の抱え上げや移動が伴うコンクリート打

設や吹付作業、⑦目線高さなどへの持上げがある

ボーリング作業などの建設作業。 

また、災害時の国土交通省保有の排水ポンプ車

の排水ポンプおよび排水ホースの設営作業。 

図-15 適用作業の候補イメージ 

4.2 実現場における長期検証 

 新たに PAS を公募し、実際の工事現場における

効果の検証を行う。さらに昨年度の短時間作業で

の評価で得られなかった装着習熟による PAS 効果、

10日間の連続作業や長時間での苦渋作業における

負担軽減効果の検証を行う。 

５．建設施工における PAS の可能性 

建設現場における作業は機械化が一定進展しつ

つも、作業環境や工種の特殊性から多様な面で人

力作業に負う場面が引き続き残る。これらにおい

て建設作業者が装着して助力を得られる PAS は、

建設現場における生産性向上に貢献するものと期

待される。 

建設作業において、作業時の力の入れ具合や作

業時の適切な作業姿勢を習熟していない新規入職

者においては、作業時の助力が得られることによ

り負荷が減り、一定の生産性が得られるとともに、

経験不十分故の身体故障の発生を予防することも

期待される。 

また、作業に応じて力の入れ具合や作業姿勢を

最適に近い方法で行えるようなベテラン作業者に

おいても、加齢に伴う瞬発力や持続力の低下を

PAS で補うことで、安定した作業の持続に繋がり

生産性の向上が期待できる。 

現状は、建設作業のうち高所作業などで必須の

安全帯や腰装具ベルトとの共用が構造上未だ十分

でない点から、これらを必須とする高所作業等に

は適用が難しい。さらに、着脱や調整に一定の習

熟や都度に時間や手間が必要な点で小まめな移動

や、作業内容が頻繁に変わるような場合には適用

や効果発揮が難しい面もある。このような課題に

は、開発者に対し建設現場における各種のニーズ

や要求項目を明確にすることで、新たな開発、改

善や改良が進むことを期待する。 
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14．ＩＣＴ施工に関する人材育成の取組について 

国土交通省公共事業企画調整課 古川 伸一 

１．はじめに 

我が国の人口構造に起因する労働力不足は全産

業に共通する課題であるが，建設産業においては，

他産業と比較して就業者の高齢化が進んでいる。  

国土交通省では，2016 年度から調査・測量から

設計，施工，検査等のあらゆる建設生産プロセスに

おいて ICT 等を活用する i-Construction に取り組ん

でおり，2025 年度までに建設現場の生産性を２割

向上させることを目標としている。 

２．ICT 施工の現状と課題 

i-Construction の取り組みは「ICT の全面的な活

用」「全体最適の導入」「施工時期の標準化」の３つ

のトップランナー施策から構成されている。 

ICT 施工については，表-1 に示すとおり，直轄

工事で対象になり得る工事のうち約 8 割で実施さ

れており，図-1 のとおり延べ作業時間が約 3 割縮

減するなどの効果が現れている。一方，地方自治体

における ICT 施工の実施率は約 2 割にとどまって

いる。また，中小建設業における ICT 施工の経験

企業の割合も図-2 に示すとおり，受注企業全体の

約半分にとどまっており，中小建設業への普及拡

大が課題となっている。 

表-1 ICT 施工の実施状況 

図-1 ICT 施工における縮減効果（土工） 

図-2 一般土木工事の等級別 ICT 施工経験割合 

「i-Construction」 を推進していくためには，全

国の建設現場に ICT 施工が浸透する必要があり，

地方自治体工事を担う中小建設業者への普及が不

可欠である。しかし，中小建設業者には ICT 施工

の効果的な利用方法が判らず，ICT 施工に踏み出

せない者や，踏み出しても ICT の利用に手間取る

者もいることから，課題解決のためには発注者で

ある地方公共団体や中小建設業の技術者に対し

ICT施工に関する支援を行う必要があることから，

本取組を実施し，令和 2 年度は 9 自治体に対し支

援を実施した。 

３．ICT 施工に関する知見習得支援 

ICT 施工に関する支援を実施するに当たり，各

地方公共団体の取り組み状況に合わせた支援内容

となるよう 9 つの自治体の状況を整理した。その

※ 活用効果は施工者へのアンケート調査結果の平均値として算出。

※ 従来の労務は施工者の想定値

※ 各作業が平行で行われる場合があるため、工事期間の削減率とは異なる。
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中で取り組み状況により２つのグループに分けた。

その結果を表-2 に示す。 

表-2 各地方自治体における取組状況 

地方公共団体の職員等（発注者および施工者）を

対象とした ICT 施工の知見習得に向けて，ICT の

活用目的と手段の関係性を理解できる内容を支援

内容とした。 

また，知見習得のための研修テキストには，多様

な現場条件に対応できるようにするため，現場事

例を題材として，既存技術の併用や ICT 導入が

様々なケースで効果的であることを盛り込んだ。 

3.1 Ａグループにおける知見習得支援 

Ａグループである a～d に地方公共団体に対し，

各地方公共団体における ICT 推進の取り組みの発

表及び ICT 推進の課題と対応に関する意見交換を

実施した。 

Ａグループによる ICT 推進の取り組みにおいて

は，全地方自治体にとっての参考になることから，

Ｂグループの自治体の希望者に傍聴できるように

手配した。 

3.2 Ａグループの研修内容の立案 

意見交換の結果，Ａグループついては，ICT 担当

者の人事異動により今までの知見が失われてしま

う懸念がある。現在の知見を次の代へと繋ぐため

にも，新任 ICT 担当者の教育が必須である。 

また，他県への情報提供による知見の公開が，各

地方自治体における ICT の推進に必要ということ

で認識が一致した。 

3.3 Ｂグループにおける知見習得支援 

 Ｂグループにおいては，習得レベルに差がある

ことから個別にヒアリングを行い，各県における

現状の ICT 活用実績の把握，支援の必要性の確認

を行った。 

3.4 Ｂグループの研修内容の立案 

Ｂグループついては，ICT 活用工事に向けた推

進意欲はあるが，各自治体における ICT の認知度

が少ないなど，受発注者双方に対し情報の公開が

必須である。 

また，Ａグループの ICT 担当者による積極的な

ICT 運用の仕組みがあり，現場の情報収集を意欲

的に実施している自治体の実施方針，現場での運

用事例は，Ｂグループの自治体の運用方針の参考

になることから，本業務で支援を行う全ての自治

体を含めた，意見交換会を地方自治体における ICT

活用工事推進に向けた意見交換会を実施すること

とした。 

3.5 地方自治体同士の情報交換会の実施 

既に ICT 活用推進に向けて先進的に取り組まれ

ている地方自治体において，地方自治体における

課題とその対応策，今後の進め方についての意見

を収集し，ICT 推進を進めていく上での考え方や

注意点などを整理することを目的とした意見交換

会を開催した。 

3.6．Ａグループ，Ｂグループそれぞれの課題  

Ａグループ，Ｂグループそれぞれにヒアリング

調査をし，ロードマップ作成における課題を整理

した結果を表-3 に示す。 

Ａグループに関しては ICT 担当者が異動になっ

た場合に知見がなくなってしまい，新任 ICT 担当

者の再教育が必須である。 

Ｂグループに関しては２～３年の期間にて，現

場の情報収集を意欲的に実施している自治体と成

長するために，各種 ICT 技術に関する認知度を上

げるための研修を実施する必要がある。また，各地

方自治体は国土交通省の実施方針を参考に，自ら

の自治体に合わせた ICT 実施方針の作成を行い，

自らの自治体に合わせた運用を実施する必要があ

る。 

表-3 各地方自治体における課題 

４．ICT 人材育成に関するカリキュラム(案)作成 

ICT 人材育成に関するカリキュラムについて，

以下の内容に留意し作成した。 

①受注者・発注者が互いにフルメニューの実施を

前提とはせず，生産性向上に着目した結果とし

て部分的な活用を実施した事例等について，そ

の検討経緯や根拠，積算対応を「好事例」として

講習会資料に盛り込むこととした。

②モデル工事の実施地域で新たに ICT 導入を検討

している技術者に向けて，講習会を企画・提案す

る。

③ICT を有効活用するためのアイデアや参考とな

る利用方法，企業経営者（現場代理人）が ICT 導

入の判断を行うための採算性（工程短縮や原価

低減）を判断するための試算方法や根拠データ

について，過年度までの実施事例も含めて周知

する。
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④身近な作業でも３次元設計データが有効である

ことを体験（自分で実施できる技術である）する

「体験型」の講義を企画・提案する。 

⑤新たな ICT を用いる場合の対応として，ICT の

新たな活用方法や提案事項に対する対応窓口や

対応・判断事例，新たな技術開発や導入を促進す

る施策（Ｑ＆Ａ等）を周知する。 

 

4.1 継続的な学習計画の立案 

各地方公共団体において更なる ICT 活用の促進

を目的とし，継続的な学習計画を立案するため，施

工者・発注者において ICT 活用の促進課題を検討

した。施工者に関しては２つの課題，発注者に関し

ては４つの課題を表-4 のとおり抽出し，課題に対

する対応策をそれぞれ２つについて検討した。 

その結果，受発注者共に ICT 活用に関する目的

を再度共有し，受発注者間における ICT の活用に

関する意識改革が最優先事項であると考える。 

 

表-4 受発注者における ICT 促進の課題 

 

4.2 施工者の課題に対する解決策 

施工者の課題に対応するためには，さまざまな

解決策があげられる。ここでは，解決策の例を２つ

下記に記載した。 

①ICT 部分活用の推進 

ICT の全面的な活用ではなく，部分的な活用を

推進し，３次元設計データの理解度および活用方

法の認知を広げることにより，ICT の核となる３

次元設計データの運用に慣れることが重要である。 

②３次元設計データの作成に注視した発注方法 

施工者自ら３次元設計データの作成に慣れるた

め，内製化を指定した発注方式や，３次元設計デー

タの作成を必ず行うという条件にて工事の発注を

行い，作成した３次元設計データを利用の可否は

施工者による判断をさせ，実現場による３次元設

計データの作成に慣れさせるなど，３次元設計デ

ータの作成・内製化にできるようになることが重

要である。 

4.3 発注者の課題に対する解決策 

上記発注者の課題に対応するためには，さまざ

まな解決策があげられる。ここでは解決策の例を

２つ下記に記載した。 

①ICT 推進員の配置 

各土木事務所を代表し，発注者側の ICT 推進員を

配置することにより，各現場事務所にて発生する

ICT 活用工事の情報収集を行う。また，収集した情

報は推進員会議等により他の現場事務所，県庁と

の情報共有を行う。 

また，推進員会議等により，中部地方整備局等にて

公開されているＱ＆Ａによる情報の周知等を行う

事により，岐阜県における発注者側の認知度を高

める。 

②ICT 支援協議会の運営 

ICT 支援協議会を開催することにより，建設業協

会等と意見交換を行い，現場で発生している ICT

活用工事における情報収集，共有を行う事により，

受発注者間にて意思疎通を行うことができる。 

4.4 ICT 活用促進に向けたロードマップ（案）の

作成 

ICT 活用の促進課題より，課題を解決するため

の対応策を検討する必要がある。そのため，具体的

に実施する研修内容について整理し，ICT 活用促

進に向けたロードマップ（案）を図-3 のとおり作

成した。 

工事における受発注者間それぞれの立場に着目

し，受発注者向けに共通する研修内容，施工者向け

に行うべき研修内容，発注者向けに行うべき研修

内容に分けて整理を行った。 

その結果，各研修内容には各地方自治体の受発

注者双方における ICT の認知度を把握し，各々の

自治体に合わせた教育カリキュラムの検討が重要

である。 

 

図-3 ICT 活用促進に向けたロードマップ 

 

4.5 ICT 活用促進に向けたロードマップ 

各地方自治体は自らの自治体における受発注者
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の ICT の認知度を認識し，ICT 活用の促進を行う

必要がある。そのための ICT の認知度を踏まえた

育成を行うためのロードマップを図-3 のとおり作

成した。ICT の認知度においては受発注者共に共

通する事項として整理が可能であることから，ICT

の認知度について５段階に分類した。 

表-4 ICT 活用促進ロードマップ 

図-4 ICT 活用促進ロードマップイメージ 

4.6 研修の実施 

Ａグループ，Ｂグループ双方の地方自治体にお

ける ICT 活用普及を行うためには，各地方自治体

の ICT 担当者を継続的な教育および情報収集が必

要である。そのため，ICT 担当者の知見を蓄積する

ため，ICT の初心者向け研修および自治体同士の

意見交換会による情報共有を行った。 

５．最後に 

ICT 施工を今後さらに普及させるため，本取組

は続けていきたい。また，人材育成とは別に，小規

模現場への ICT 施工の普及を目的とした「ICT 普

及促進ＷＧ」も令和 3 年 8 月 27 日に設置し令和 4

年度から運用が開始できるよう検証を行っている

ところである。このような取り組みを進め ICT 施

工の普及を進めていきたい。 
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15．新技術情報提供システム（NETIS）のオンライン統合化等の改良

国土交通省 総合政策局 公共事業企画調整課 渡邊 俊彦

○ 明野 光運

１．はじめに

国土交通省では、有用な新技術の積極的な活用

を促進することで、公共工事の品質の確保や施工

の効率化を図るとともに、技術の更なる改善を促

進するための仕組みとして、平成 13年度から「公
共工事等における新技術活用システム」を運用し

ている（図－1）。新技術情報提供システム（NETIS）
は、この活用システム全体の中で、「新技術に係る

情報の共有及び提供」を目的として整備・運用して

おり、令和 3年 8月時点で約 2,940の技術が登録さ
れている。申請情報や評価情報について自由に閲

覧可能であり、公共工事関係者をはじめとした多

くの方々に幅広く活用されている。

現在、新技術情報の共有においては、NETISを
利用することにより、オンラインで簡単かつ即座

に実施することが可能である。しかしながら、新た

な技術の登録申請手続きや、活用効果調査表の作

成はオンラインで完結する仕組みとなっておらず、

関係者間でのメールや電話による頻繁なやりとり

等に、時間と労力を要している（図－2）。
これらの課題に対応するため、今般 NETISの改

良を実施した。既にオンラインで運用している

NETISの枠組みを活用し、登録申請や活用効果調
査表の作成をシステム化するものであり、R3年度、
全国の各地方整備局等にて試行中である。

本報文では、今回実施した改良概要と期待され

る効果について報告する。

２．新技術の登録・活用・評価

新技術活用システムの基本的なサイクルは、前

出の図－1に示すとおりである。
まずは技術開発者が新技術の「登録申請」を行う。

登録された技術情報は NETISによって幅広く共有
され、公共工事等において活用される。

活用の際には、事後評価の基礎となる「活用効果

調査」が行われることとなっており、調査件数が一

定数に達した場合に、産・学・官の有識者等で構成

される新技術活用評価会議で事後評価が実施され、

図-1 公共工事等における新技術活用システム
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評価情報が NETISに掲載される。
その後は、登録申請時の技術情報に加え、事後評

価の結果も参考に、更なる技術の活用や改良・開発

が進められることとなる。

今回の NETIS改良では、この活用サイクルの中
の、「登録申請」と「活用効果調査」に係る事務を

対象として、NETISの枠組みを活用したシステム
化を実施した。

図-2 改良前後の事務手続き

３．登録申請のオンラインシステム化

3.1 登録申請の現状

技術開発者が行う登録申請の受付は、各地域の

技術事務所等に置く相談窓口（以下、申請窓口）に

て行っている。

登録申請は、申請窓口に対し登録の可否につい

て相談するところから始まる。その後、申請書類の

作成方法についての説明を受け、申請書を作成・提

出する。

申請窓口は、提出された申請書類の技術の成立

性や記載事項を確認し、修正必要事項を申請者に

伝え、申請者は資料を修正後、再提出する。内容に

不備が無くなったことを確認出来るまでこれを繰

り返し、NETIS登録に至る。
現在 NETISに登録されている技術数は、前述の

通り約 2,940技術にのぼる。年間約 400技術が新規
登録されているが、登録に至るまでの平均日数は

約 300日であり、多くの日数を要している。
また、上記の一連の作業は対面・メール・電話を

主として実施されており、次の課題を抱えていた。

3.2 課題

(1) 申請者から見た課題

・申請の際に記入する内容で何を記載すれば良い

か分からない項目がある。

・申請の際に記入する項目に重複する記載項目が

あり、記載に負担がある。

・申請内容に対し修正を指摘された内容が理解で

きない。

(2) 申請窓口から見た課題

・申請書類はデータとしてメールで受領しており、

また修正依頼データもメールにて送付する必要

がある。

・申請書類の記載漏れや誤字脱字、文章校正等、確

認項目が多岐に亘る。

・申請技術が新技術に適合するか、同一技術の再

申請でないかの判断のため実施する調査（関係

資料確認）にかかる負担が大きい。

・申請項目で重複している箇所の整合確認に時間

を要する。

・申請が集中する窓口があり、申請確認に時間を

要する。

(3) 新技術活用促進から見た課題

・登録に至るまでに多くの日数を要している。開

発から活用までに時間を要することで、新技術

としての価値（鮮度）が損なわれることが危惧さ

れる。

・申請者及び申請窓口の両者が、NETIS登録に至
るまでに多くの時間と労力を要している。

3.3 オンラインシステム化内容

現状の問題点を解消し、申請者・申請窓口双方の

生産性向上と、申請受付から NETIS登録までの時
間短縮を図るため、以下のオンラインシステム化

を実施した。

(1)オンライン申請機能

申請書類を電子申請出来るようにするとともに、

申請者・申請窓口双方が修正事項をWEB画面上で
直接伝達できる機能を実装した。

NETIS上にデジタルデータとして申請情報（添
付資料を含む）を保存するため、メール等による資

料の受け取り・保管が不要となる他、今後の様々な

データ活用が視野に入ってくる。

(2)入力アシスト機能

申請画面上に、記入時の注意事項やルールを表

示し、精度の高い申請内容となるように申請者を

アシストする機能を実装した。記載漏れ、誤字脱字、

“てにをは”等の不備を自動で指摘し修正候補を

表示する機能、また申請者の質問に AIが回答する
チャットボット機能を搭載しており、申請者・申請

窓口双方の確認、修正に要する時間削減に貢献す

る。

(3)自動確認機能

申請情報内容に遺漏が無いか、登録申請者と技

術開発者が同一であるか、といった申請受理要件

を満足するかを自動で確認し、その結果を申請者
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へ通知する機能を実装した。

図-3 自動確認通知イメージ

(4)入力様式の改良

申請者の重複記入作業、申請窓口の整合・転記確

認作業の無駄を省くため、申請情報入力様式の改

良（重複箇所の統合）を図るとともに、一部重複等

で統合出来ない記入内容については、自動転記機

能を実装した。

3.4 期待される効果

申請から登録までに必要となる作業項目を、従

来とオンラインシステム化後で比較したものが図

-4である。二重枠で示した内容がオンラインシス
テム化に伴い削減される作業項目であり、破線枠

は一部簡略化される作業項目である。

図-4 従来の作業フローとオンラインシステム化後の

作業フロー比較

各機能の実装により、申請者・申請窓口両者の作

業を削減することで、双方における生産性の向上

が期待されるとともに、登録の迅速化が技術の開

発から活用までの期間短縮に寄与し、一層の新技

術活用をもたらすことが期待される。

また、登録申請に関する技術情報を全てデジタ

ルデータとして保管出来るようになったことで、

AIをはじめとした今後のシステム高度化に活用す
ることが可能となり、更なる効率化に繋げていく。

４．活用効果調査のオンラインシステム化

4.1 活用効果調査の現状

直轄工事等において NETISに登録されている新
技術が活用された際には、発注事務所と施工者（当

該工事の受注者）により、工程、品質・出来形、安

全性、施工性、環境等を調査内容とする活用効果調

査表の作成が行われる。

まず最初に施工者は新技術活用計画書を作成し、

監督職員に提出する。

監督職員は施工者から提出された計画書の記入

内容を確認し、発注事務所に報告する。

施工者は新技術を活用し次第、活用効果調査表

の施工者分を記入し、監督職員に提出する。

監督職員は施工者から提出された調査表に発注

者分を追加記入し、発注事務所に提出する。

発注事務所は、監督職員より提出された計画書

に基づき、調査表の提出状況について集計表を作

成し管理する。

これら受発注者間の全ての手続きをメールや

ASPで行っており、関係者間の事務手続きが多く
データ共有が難しい。また、各々が受け渡すデータ

は、その都度 NETISから取り出し・取り込みしな
ければ確認や記載が出来ない仕組みとなっており、

時間と労力を要している。

4.2 課題

(1) 施工者から見た課題

・従来技術との比較評価基準や所見等、不慣れな

者にとっては記載すべき内容に迷う場合がある。

(2) 監督職員から見た課題

・従来技術との比較評価基準や所見等、不慣れな

者にとっては記載すべき内容に迷う場合がある。

・施工者からの提出ファイルに未記入や誤記入が

見受けられ、修正・再提出に手間と時間を要して

いる。

(3) 発注事務所から見た課題

・調査表の提出時期が集中した場合、調査表の確

認や集計表の整理が困難となる。

(4) 技術事務所から見た課題

・調査表修正の依頼や再提出には何人もの関係者

を経由する必要があり、状況の把握に難がある。

(5) 関係者共通の課題

従来の作業項目 本改良後の作業項目

登録可否の相談・確認 登録可否の相談・確認

ID・パスワード申請付与

申請書類の作成方法説明

申請書類の作成 申請書類の作成・登録

申請書類の提出

不備・整合・転記確認

文章校正

新規性等の確認 新規性等の確認

添付資料の確認 添付資料の確認

修正依頼・再提出 修正依頼・再提出

履歴の記録・確認

最終資料の受理 最終資料の受理

登録作業・登録通知

・入力アシスト機能

・質問回答チャットボット

・入力アシスト機能

・自動確認機能

・入力アシスト機能
・自動確認機能

・オンライン申請機能

・オンライン申請機能

・オンライン申請機能
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・関係者間で受け渡すファイルは、NETIS上に取
り込まなければ内容確認が出来ない。また、作成

したファイルも都度 NETIS から取り出し、保
存・提出する必要がある。

・調査表記載内容の確認・修正が不十分な場合、評

価段階になってから再度修正依頼するケースが

ある。

4.3 オンラインシステム化内容

現状の問題点を解消し、施工者・発注事務所双方

の生産性向上を図るため、以下のオンラインシス

テム化を実施した。

(1)オンライン入力・登録機能

施工者・監督職員がWEB画面上で直接調査表を
入力・登録出来る機能を実装した。

これにより、受け渡しの都度必要だった NETIS
へのデータ取り込み等を不要にするとともに、次

担当者への入力依頼が自動で通知される機能も実

装することで、調査表作成に要する時間と労力の

削減を図った。

(2)入力アシスト機能

調査表入力時に、作成者をアシストする機能を

実装した。

記入必須箇所への未記載や必要書類の未添付に

注意喚起する機能や、評価点とコメント内容に整

合がとれない場合に注意喚起する機能、また調査

者の質問に AIが回答するチャットボット機能を
搭載した。施工者・発注者双方の調査表作成に要す

る時間削減に貢献するとともに、発注・技術事務所

による確認・修正依頼作業を削減する。

(3)提出状況管理機能

計画書・調査表の提出（登録）状況が自動的に表

形式に整理されるとともに、関係各所でその情報

をリアルタイムに共有できる機能を実装した。

多くの関係者を経由して作成するため把握が困

難であった状況管理が容易となり、これにより調

査表の確認や修正依頼等が迅速かつ確実に実施さ

れることとなり、各関係者の労力削減と調査表の

精度向上に寄与する。

図-5 提出状況管理画面

4.4 期待される効果

調査から登録までに必要となる作業項目を、従

来とオンラインシステム化後で比較したものが図

-6である。二重枠で示した内容がオンラインシス

テム化に伴い削減される作業項目であり、破線枠

は一部簡略化される作業項目である。

図-6 従来の作業フローとオンラインシステム化後の

作業フロー比較

各機能の実装により、施工者をはじめとする全

関係者の作業簡略化に伴い、生産性の向上が期待

されるとともに、作成・提出状況の早期把握や調査

表の精度向上が、事後評価の迅速化や適切な評価

の実施に寄与することが期待される。

また、活用効果調査に関する情報を全てデジタ

ルデータとして保管出来るようになったことで、

事後評価を対象とした今後のシステム高度化に活

用することが可能となり、更なる効率化に繋げて

いく。

５．おわりに

本改良では、登録申請と活用効果調査を対象に、

オンラインシステム化による迅速化・生産性向上

に取り組んできたが、まだ人の手に依る部分が多

く残されている。今後は、デジタル化された各デー

タも活用しながら更なる効率化を目指すとともに、

事後評価においても、より適切な評価の推進と迅

速化に向けて取り組んでいく。

最後に「公共工事等における新技術活用システ

ム」の趣旨に賛同し、登録・活用に取り組んで頂い

ている新技術の開発者・施工者・設計業者各位に感

謝申し上げます。より使いやすく、より見やすい

NETISを目指し、今後も様々な取組・検討を継続
して実施していく予定であり、関係各位におかれ

ては、引き続きのご支援・ご協力をお願い申し上げ

る。

工事 / 業務
の別

計画書の提出
調査表の提出
（発注者）

調査表の提出
（施工者）

調査表の種別

▼ / ▲ ▼ / ▲ ▼ / ▲ ▼ / ▲
工事 提出 未提出 未提出 未評価
工事 提出 提出 提出 未評価
工事 提出 未提出 提出 未評価
工事 提出 提出 提出 未評価

従来の作業項目 本改良後の作業項目

ID・パスワード申請付与

計画書・調査表（施工者）の作成 計画書・調査表（施工者）の作成

計画書・調査表（施工者）の提出

調査表（監督職員）の作成 調査表（監督職員）の作成

計画書・調査表の提出

修正依頼、再提出 修正依頼、再提出

集計 NETISによる状況確認

アップロード

- 64　-



16．橋梁下部工事における 3D点群データを用いた出来形管理

検査監督業務の効率化 

国土交通省 関東地方整備局 ○ 木村 匡 

篠崎 真弘 

株木建設株式会社 茨城本店  池谷 孝之 

１．はじめに 

国土交通省では，ICT の全面的な活用の推進に

より，建設現場での情報化施工技術の導入が推し

進められ，効率的な施工管理が行われている。その

中でも，点群データで得られた 3D 情報をもとに出

来形管理を行い，出来形寸法・写真管理の簡素化，

生産性の向上，現地確認検査の効率化につながっ

ている。土工事や舗装工事においては，地上型レー

ザースキャナーを用いた出来形管理要領(土工

編)(舗装工事編)(案)に従って管理を行っている

が，構造物については出来形管理要領(案)が作成

されていない。今回，実際の現場をモデルに，地上

型レーザースキャナー（以下，TLS という。）によ

る ICT 出来形管理が，橋梁下部工事でも可能か検

証を行った。 

２．工事概要 

当事業は，茨城県潮来市を起点に茨城県鉾

田市に至る延長 30.9kmの道路を建設中の東関

東自動車道水戸線(東関道)の工事である。本

工事は，茨城県行方市中根地先及び小幡地先

において，東関道本線を超えるための跨道橋

(逆 T 式橋台 4 基)を施工するものである。 

３．TLS による出来形管理（橋台） 

TLS による計測方法は，構造物の出来形に

使用することを目的として正確な位置情報を

得るため，基準点座標を使用し精度の良い

±2mm の TLS を使用している。この計測デー

タは，専用ソフトを使用して点群化を行う。点

群化されたデータは，極座標 XYZ の位置情報

を持ち，パソコン上で表示できるようになる。 
この正確な位置情報を持った実寸法の点群

データを利用して，従来の出来形管理との精

度を比較する。

TLS による構造物の出来形計測手順を，作

業フロー図により行う。

作業フロー図 

3.1 支持杭の出来形確認 

従来支持杭の出来形管理は，杭 1 本 1 本に設計

座標の位置出しを行い，それに対して実際に施工

完了した杭の杭芯位置出しから設計と実測の差を

測定していた（写真-1）。 

写真-1 従来の支持杭出来形計測 

光波による座標値測定

上記確認項目は，監督職員が確認できるよう計測

データの整備を行い，検査時（中間検査 ・既済検査 ・

完成検査）も，検査職員が確認できるものとする。

（３）竪壁確認（型枠解体後，埋戻し前）

基準高・天端幅・天端長・高さ

（４）工事完成時，現場全体の点群データ化

支間長確認 → （今後、次工事への引継ぎ）

施工計画提出 → 承諾

計測・検証方法，出来形規格値等

（１）支持杭の確認（均しコンクリート打設後）

基準高・偏心量

（２）フーチング確認（型枠解体後，埋戻し前）

基準高・敷幅 ・敷長・厚さ
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TLS での支持杭の測定は均しコンクリート完了

後，杭天端に杭と同径の透明アクリル板を置きス

キャナー認識用白黒ターゲットを杭天端中心に設

置し，TLS にて杭中心の点群測定を行う（写真-2）。
その点群データの座標値と設計 3D データを重ね

合わせて，その点群座標値と設計 3D データとの差

で，杭偏心量，基準高を測定する（図-1）。
 杭頭鉄筋がある場合でも杭頭カットオフ施工後，

同様の測定方法で点群測定を行ったが，杭中心の

測定は可能であった。

写真-2 TLS による支持杭出来形計測 

図-1 支持杭出来形計測結果 

従来の測定方法は，杭中心の白黒ターゲットを

光波測距器にて直接座標測定を行い比較した。

その結果は，従来の測定結果と比較して最大値 6 
mm，平均値 1mm の差異であった（表-1）。また設

計データを重ね合わせることにより偏心量が可視

化でき，大幅に偏心している杭の有無はほぼ判断

が可能である。

従来では，杭偏心量の証明は，杭 1 本毎に計測

し，写真を撮り証明していたため，従来は 6 時間

ほどかかっていたものが，TLS では 2 時間程度で

計測でき，人員も半数以下にする事ができた。また

可視化による設計データとの比較・判別が可能に

なる他，実際の位置情報を電子化した属性情報と

して保存できる。

表-1 従来の光波測定値と TLS の偏心量比較 

3.2 躯体コンクリートの出来形確認（フーチング） 

同様に，コンクリートの出来形管理も種別毎の

打設完了後，埋戻し前 TLS による計測を行い，点

群データをもとに計測を行った（図-2）。点群デー

タによる測定値は，寸法管理の敷長，敷幅，厚さ，

基準高において，実際の巻尺及びレベルでの測定

した結果とほぼ同一の結果を得ることができた

（表-2）。また点群データを基に隅角点の座標デー

タと，光波測距での測定結果と同等の値を確認す

る事ができた。

図-2 TLS によるフーチング出来形計測データ 

表-2 TLS によるフーチング出来形計測データ 

スキャナー
測定結果

X座標 Y座標 X座標 Y座標 X（㎜） Y（㎜）
偏芯量ｄ

（㎜）
偏芯量ｄ

(mm)

No.1 9589.175 59538.725 9589.211 59538.726 36 1 36 30 -6

No.2 9589.485 59542.111 9589.484 59542.139 -1 28 28 29 +1

No.3 9591.914 59538.475 9591.891 59538.475 -23 1 23 22 -1

No.4 9592.224 59541.860 9592.204 59541.923 -20 63 66 66 0

No.5 9594.652 59538.224 9594.629 59538.230 -23 6 24 27 +3

No.6 9594.962 59541.610 9594.946 59541.602 -16 -7 18 18 0

No.7 9597.391 59537.974 9597.385 59538.015 -6 41 42 36 -6

No.8 9597.701 59541.359 9597.707 59541.416 6 57 58 56 -2

No.9 9600.130 59537.723 9600.181 59537.772 51 49 71 65 -6

No.10 9600.439 59541.108 9600.434 59541.106 -5 -2 5 9 +4

杭番号

設計値 実測値
光波

測定結果
差

スキャナー用ターゲットを杭中心に設置

偏心量 56 mm 

設計 3D データ 

測定項目

測点又は区別

測定方法

A1-起点側

A1-終点側

A1-L側

A1-R側

隅角点座標

測点又は区別

A1-終点-L

A1-終点-R

A1-起点-L

A1-起点-R +2 +29588.218 59538.009 9588.218 59538.008 9588.220 59538.01

+4 +2

9600.941 59536.845 9600.940 59536.846 9600.938 59536.850 -2 +4

9588.673 59542.988 9588.674 59542.984 9588.678 59542.986

X座標（㎜） Y座標（㎜）

9601.397 59541.824 9601.399 59541.826 9601.401 59541.827 +2 +1

設計値 光波測定値 スキャナー測定値 光波とスキャナー値との差

X座標 Y座標 X座標 Y座標 X座標 Y座標

1806 1806 ±0 26.503 26.502 -1― ― ― 5010 5008 -2

1806 1806 ±0 26.503 26.504 +1― ― ― 5010 5011 +1

1797 1796 -1 26.503 26.502 -112789 12786 -3 ― ― ―

1801 1800 -1 26.503 26.503 ±012778 12777 -1 ― ― ―

差
巻尺 TLS 巻尺 TLS 巻尺 TLS レベル TLS

差
実測値 実測値

差
実測値 実測値

敷長　ℓ2（直角方向） 敷幅　w2（橋軸方向） 厚さ　t 基準高　H

実測値 実測値
差

実測値 実測値
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3.3 躯体コンクリートの出来形確認（竪壁部） 

躯体竪壁部コンクリートの出来形確認では，事

前に設計 3D データを作成し，TLS で測定した点群

データを重ね合わせることで，専用ソフトを使っ

てパソコンデータ上で可視化の判別ができるよう

にする（図-3）。寸法確認は同様に，従来の計測方

法と TLS で測定した点群データと比較した。

図-3 TLS による竪壁出来形計測データ 

表-3 TLS による竪壁出来形計測データ 

3.4 工事完成時，現場全体の点群データ化 

完成した構造物全体を TLS で測定し，各構造物

を点群化する事によって，足場が無い状態でも支

間長を確認することができる（図-4）（表-4）。

図-4 TLS による支間長確認データ 

表-4 TLS による支間長出来形計測結果 

また現場全体をデータ化することにより，次工

事に引き継ぐ事が可能となるため，現地測量等の

調査をパソコン上で行うことができ，事業全体の

生産性向上に繋がることになる（図-5）。

図-5 TLS による完成時現場全体点群データ 

４．検証結果（橋台 1基） 

4.1 出来形管理の精度比較 

従来管理と TLS の比較結果は，最大値-10mm，

平均値+3mm となり，多少のバラツキはあるもの

の，従来管理とほぼ同等の値を確認する事ができ，

測量誤差程度であった（表-5）。

表-5 測定比較結果一覧表（小幡地区 A1 橋台） 

4.2 労働時間の比較 

従来管理と TLS の比較結果は，段階毎において

人員・時間が，約倍以上の削減に繋がった。またパ

ソコン上にて確認できるため，発注者の現地確認

を簡素化することにより，今後オンライン検査が

有効となる（表-6）。

データ 

データ 

A1 橋台

設計データ 

点群データ 

A2 橋台

測定項目

測点又は区別

測定方法

A1-起点側

A1-終点側

A1-L側

A1-R側

A1-CL

隅角点座標

測点又は区別

A1-終点-L

A1-終点-R -6 +29588.510 59541.196 9588.502 59541.193 9588.496 59541.195

X座標（㎜） Y座標（㎜）

9600.212 59540.125 9600.209 59540.123 9600.207 59540.125 -2 +2

設計値 光波測定値 スキャナー測定値 光波とスキャナー値との差

X座標 Y座標 X座標 Y座標 X座標 Y座標

― ― ― 32.450 32.448 -2― ― ― 2433 2431 -2

5959 5963 +4 32.450 32.450 ±0― ― ― 2431 2424 -7

5954 5955 +1 32.451 32.454 +3― ― ― 2430 2436 +6

5950 5940 -10 ― ― ―11752 11754 +2 ― ― ―

5982 5977 -5 ― ― ―9682 9678 -4 ― ― ―

差
巻尺 TLS 巻尺 TLS 巻尺 TLS レベル TLS

差
実測値 実測値

差
実測値 実測値

天端長　ℓ1（直角方向） 天端幅　w1（橋軸方向） 高さ　ｈ1 基準高　H

実測値 実測値
差

実測値 実測値

測定項目

測点又は区別

測定方法

A1-G1～A2-G1

A1-G2～A2-G2

A1-G3～A2-G3

A1-G1～A2-G3

A1-G3～A2-G1 28.589 28.593 28.595 +2

34.257 34.254 34.256 +2

30.800 30.795 30.798 +3

30.800 30.792 30.800 +8

30.800 30.807 30.808 +1

光波 TLS

支間長

設計値
実測値 実測値 光波

との差

最大値（ｍｍ） 平均値（ｍｍ）

偏心量 8本 -6 -1
基準高 8本 +3 -1
敷長・敷幅・厚さ 8箇所 -3 -1
基準高 4箇所 +1 +1
座標位置(隅角点) 4箇所 +4 +2
天端長・天端幅・高さ 9箇所 -10 -2
基準高 3箇所 +3 +1
座標位置(隅角点) 2箇所 -6 -1
長さ 5径間 +8 +3
座標位置（沓座・中心線） 4箇所 -5 -1

支持杭

フーチング

竪壁

支間長

測定種別 測定数
差（TLS - 従来）

- 67　-



５．出来形管理の監督・検査 

出来形検査は，計測結果の確認を専用ソフトに

よりパソコン上にて確認し，躯体竪壁部や支間長

等の可視部分はもちろんのこと，杭偏心やフーチ

ングなどの不可視部分も点群データを基に確認す

ることができる（写真-3）。

写真-3 出来形確認状況 

完成検査時では，足場を設置している状態でし

か計測できない出来形計測箇所も点群データを基

に，パソコン上にて確認することができ，効率的な

出来形確認検査が行えた（写真-4）。 

写真-4 完成検査時ビューアによる出来形確認画像 

６．今後の課題・問題点 

今回，段階毎に TLS による出来形管理を橋台 4
基により行ったが，TLS および 3 次元専用ソフト

が常時必要になる。 

現場で計測した点群データは容量も大きく，ハ

イスペックパソコン，互換性のある専用ソフトも

必要になるため，使用する機器の整備などが，受発

注者共に課題となる。

７．おわりに 

TLS の構造物による現場への活用は，現場管理

全体に波及し，その使い方が監督，検査までに及ぶ

ことが確認できた。今後は，協議，出来形・写真管

理などの簡素化や効率化に必ず繋がるものと考え

ている。 

国土交通省では 2021 年度から ICT 構造物（橋

脚・橋台）の試行を行っている。しかしながら現在

の試行方法では，段階的な出来形管理においては

従来手法にて実施しているため，パソコン上にて

不可視部分の確認が行えるわけではない。今回の

検証方法では，構造物を管理する際に必要な不可

視部分の情報をパソコン上で容易に確認すること

が可能であり将来に渡り確実な構造物管理が出来

るものであると考えられる。また，建設業界が直面

している，担い手確保の問題や，安全な施工，検査

に役立つ物と考えている。今回の取り組みが，様々

な現場での TLS による出来形管理を行うきっかけ

になればと思う。 

参考文献 

1）国土交通省：地上型レーザースキャナーを用いた出来形管

理要領（土工編）（案），平成 28 年 3 月

2）国土交通省：CIM 導入ガイドライン（案）第 1 編，CIM
導入推進委員会，平成 29 年 3 月

3）株式会社トプコン：3D Laser Scanner GLS-2000，
製品カタログ

表-6 現地作業時間比較一覧表 

人数 時間 人数 時間 人数 時間

出来形測定 基準高・偏心量 8本 2 4 1 2 -1 -2

出来形写真 基準高・偏心量 4本 3 1 0 0 -3 -1

出来形確認検査 現地確認検査 8本 2 1 0 0 -2 -1

出来形測定 敷長・敷幅・厚さ・基準高 12箇所 2 4 1 2 -1 -2

出来形写真 敷長・敷幅・厚さ・基準高 6箇所 3 1 0 0 -3 -1

出来形確認検査 現地確認検査 12箇所 2 1 0 0 -2 -1

出来形測定 天端長・天端幅・高さ・基準高 12箇所 2 4 1 2 -1 -2

出来形写真 天端長・天端幅・高さ・基準高 5箇所 3 1 0 0 -3 -1

出来形確認検査 現地確認検査 12箇所 2 1 0 0 -2 -1

出来形測定 長さ 5径間 2 2 1 2 -1 0

出来形写真 長さ 3径間 3 1 0 0 -3 -1

出来形確認検査 現地確認検査 5径間 2 1 0 0 -2 -1

― 28 22 4 8 -24 -14

フーチング

竪壁

支間長

合計

種　別 測定数
従来方式 ＴＬＳ 差（TLS―従来）

支持杭
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17．測量と施工の双方に貢献する汎用性の高い ICT ショベルシステム

の開発 

(株)トプコンポジショニングアジア○小林 雅佳 

１．はじめに 

現在，i-Construction の普及が進んでいるが，

規模の大きい現場での普及に留まっており，発注

件数の多い中小規模の現場での ICT 技術の活用が

課題となっている。規模の小さい現場では，3D 設

計データの作成や ICT 施工に関する技術習得及び

活用に人手を割くことができないことが一つの理

由として挙げられる。そのような課題を解決でき

るシステムとして，測量から ICT 施工まで少人数

で容易に行えるICTショベルマシンガイダンス（MG）

システムとなる製品名 3D-MG LPS ショベル「X-M3x

LN」，通称“杭ナビショベル”（以下本システム）を

開発した。本システムでは，自動追尾型測量機とタ

ブレットにより，3D 設計データを活用した測量及

び施工が可能となる。本システムはミニショベル

にも装着することが可能であるため，中小規模現

場での ICT 技術普及に寄与することが期待され，

測量と施工のどちらにも貢献する汎用性の高い本

システムを紹介する。

２．本システム開発の背景 

従来の ICT 建機のコンセプトは大規模工事を効

果的に施工することに主眼がおかれていた。大規

模工事では，上空視界がひらけた現場の為，GNSS
を用いた施工システムを用いることに問題はなく，

また施工に用いる 3D 設計データも準備されてい

る。しかしながら，中小規模の現場に大型現場に最

適化された ICT 建機のシステムを当てはめようと

するとフィットしないことが起こりうる。そこで，

中小規模の現場での ICT 施工に求められる要件を

考えた。中小規模の土木現場の特徴として，次が挙

げられる。 
①施工土量が少ない。

②施工工期が短い。

③工事金額が小さい。

④都市部の施工の場合，上空視界が悪く安定した

GNSS の情報が取得しづらい。

⑤施工者のスキルが大規模現場に比べて高くない。 
⑥平易な施工が多い。

⑦3D 設計データが無い場合もある。

以上をふまえ，中小規模の現場で ICT 施工を行

う為の ICT 建機システムの開発を行った。従来の

ショベル型マシンガイダンスシステムと比較して

本システムの最大の特徴は，重機の位置を計測す

る測位の手段に GNSS ではなく，トータルステー

ション（以下 TS）型の追尾測量機を用いたことで

ある。また，その測量機は施工以外の測量にも用い

ることができるため，本システムを用いると施工

工期の中で ICT 建機を使わない工程においても測

量機を遊ばせることなく有効に使うことができる

利点がある。

３．開発の主眼と構成品 

本システムを開発するにおいて，その構成品に

中小規模の現場を意識した開発を行った。以下に

その構成品のコンセプトを説明する。 

3.1 測位用追尾測量機 
従来のプリズム追尾型の ICT 建機は一般 TS を

用いていたが，使用者の取り扱いの容易さを目的

として自動整準機能のついた安価型測量機，（以下

LN-150）を採用した（図-１）。LN-150 は取り扱い

が非常に容易なものの，追尾距離が最大 130m と通

常の TS に比べて制限がある。しかしながら中小規

模の土木現場を想定した場合，この最大距離でも

問題は無いと判断した。また，LN-150 は通常の測

量作業にも使用することは可能であり，ICT 建機

を用いない場合は測設や検測などの作業を行うこ

とも可能である。 

図-1 LN-150 

3.2 ディスプレイ用タブレット 
従来の ICT 建機のシステムでは土木現場で求め

られる環境や耐久性から専用のディスプレイが用

いられていたが，本システムでは汎用の耐久型タ

ブレット端末をディスプレイとして採用した（図-
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２）。このメリットとして，システム価格を下げる

だけでなく，端末が故障した場合でも入手しやす

いことが挙げられる。一方耐環境性には課題が生

じたが，中小規模の工事での利用を想定した場合，

大きな影響はないと判断した。 

 

図-2 ディスプレイ用タブレット 
 
3.3 ソフトウェア 
本システムに用いるソフトウェアは，通常の 3D

設計を使った 3D 施工ができることに加え，高さの

管理だけの 2D 施工も可能である（図-３）。又，あ

らかじめ設計データを入力しなくても現場で設計

が作成できる機能を有している。これにより 3D 設

計データを作るスキルが無い場合でも ICT 施工が

できるため，現場施工者が 3D 設計データを事前に

作らなければいけない負担を軽減している。 

 

図-3 ソフトウェア画面 
 
3.4 測位用プリズム 

測位用プリズムは，専用ブラケットを用いるこ

とで簡単に建機に取り付けが可能である。GNSS
型の ICT 建機の場合 2 個のアンテナを保持するポ

ールなどが必要になるが，本システムの場合は 1
本の固定ポールでよく，小型の建機にも後付けで

取り付けが可能となる。（図-４）又，プリズム追尾

型のシステムの為，GNSS システムで必要なロー

カライズ作業が不要であり，上空視界が悪い都市

部，橋脚の下，山岳部等でも利用が可能である。 

 
図-4 追尾用測量機とプリズム 

以上の開発要素より，本システムは中小規模の

現場で ICT 建機を使用するためのハードルを下げ

ることを実現している。 
 
４．本システムの説明 
4.1 システム構成 

本システムは，自動追尾機能に特化した望遠鏡

の無い TS である LN-150 を核とし，測量システム

と 3D マシンガイダンス(MG)システム兼用のソフ

トウェアがインストールされたタブレットを用い

て，現場の生産性の向上を図るシステムである。

測量業務では，ワンマンで効率的に測量業務が実

施でき，施工業務では，測量業務で活用した LN-
150 をそのまま活用し，タブレットを建機にセッ

トすることで ICT 建機化が可能になる。システム

構成は，LN-150，タブレット，360°プリズム，角

度情報検出用の 4 個の IMU チルトセンサ，コント

ローラの機器構成からなる（図-５）。 

 
図-5 システム構成 

 

4.2 ソフトウェア機能説明 
タブレットに表示される画面には設計値との相

対位置関係を数値及びグラフィックによって表示

することにより視覚的にもわかりやすいインター

フェースとなっている。設計面との高低差表示だ

けでなく，グレードインジケーターで視覚的にわ

かりやすく設計面にオペレータを誘導できる。（図

-６）更に，バケットの横断勾配も表示され，確認

しながら作業を進めることができる。また，誘導音

によって誘導する機能も備えており，画面を見ず

に音でバケットをコントロールすることができる。

これにより，オペレータは，バケットの動きに集中

し，周囲の状況も把握しながら施工することが可

能となる。 
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図-6 ソフトウェア画面 

4.3 簡易設計作成機能 
本システムでは，ショベルに乗ったままバケッ

トを使って設計を作成できる機能や，側溝などの

高さを測量機で数点計測することにより，その場

で設計データを作成することを可能としている。

特に小規模土工においては設計データを持たず現

地合わせで施工する例も多く，そのような現場に

おいても ICT 建機の導入を本システムでは活用で

きる。

4.3.1 水平平面設計データの作成 
高さの基準としたい位置にバケット刃先をタッ

チして計測，タッチした点の高さを基準に平面設

計データ作成機能で勾配無しの無限平面設計デー

タを作成可能。任意のスパンのグリッド線設置や

高さのオフセット値も画面から簡単に入力できる。

（図-７）

図-7 無限水平面作成方法 

4.3.2 傾斜平面設計データの作成 
水平面だけではなく水勾配等の傾斜面作成のた

め，傾斜の基準とする２点の位置をバケット刃先

で計測，傾斜平面設計データ作成機能で２点の座

標から得られる傾斜に応じた無限傾斜平面設計デ

ータを作成できる。（図-８） 

図-8 傾斜平面作成方法 

4.3.3 簡易 TIN データの作成 
現地施工エリアの外周を LN-150 でワンマン計

測，TIN データ作成機能で計測点を元にした面デ

ータを簡単に作成できる。（図-９） 

図-9 簡易 TIN データ作成方法 

５．システムの刃先精度検証 
本システムで得られる刃先座標の精度の検証を

行った。検証方法としては，刃先の座標を別の TS
で直接測定して得られる座標値(N,E,H)と，ディス

プレイ上に表示されるショベルシステムの刃先座

標値(N,E,H)とを比較する方法である。機体を水平

に設置しバケット刃先を機体に近い場所に置いた

場合，アーム，ブームを伸ばしバケット刃先を遠

くに置いた場合の２通りを東西南北のそれぞれの

方角で実施した。（図-１０）また，同様な方法で

車体を 8 度傾斜させた状態での精度検証も合わせ

て実施した。（写真-１） 

図-10 精度検証計測ポイント 
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写真-1 車体傾斜時の計測状況 

表-１に刃先座標の表示値とTSで測定した座標値

との差を示す。最大-41mm の誤差があったものの，

標準偏差は，13 ㎜（N），17mm（E），4 ㎜（H）に

収まっており，特に H（標高）方向の誤差の小ささ

は TS で追尾するシステムならではのものであり，

GNSS システムと比較すると特筆すべき精度の良

さと言える。 
表-1 車体傾斜時の計測状況 

６．小規模現場での活用検証 
実際に小規模現場をシミュレーションした検証

を行った。検証は，通常施工に慣れたオペレータに

長さ１０ｍ，深さ４０ｃｍの側溝掘削を想定した

施工をおこなってもらい，通常施工と，3D 設計を

用いて施工する 3D 施工及び高さだけを管理する

2D 施工の 3 つのパターンにおいて，それぞれ作業

にかかった時間を比較検証した。検証の様子を写

真-２に示す。 

写真-2 小規模現場を想定した活用検証の様子 

検証結果として，それぞれにかかった時間を表

-２に示す。この結果からは 3D 施工では通常施工

に比べて約 4%時間が多くかかった。この理由を

オペレータに聞くと，3D 設計を使った施工ではデ

ィスプレイに表示される情報量が多いため，その

情報を一度頭の中で整理するための時間が入った

ためとのコメントだった。これは 3D 施工に慣れ

ていないことが主な要因であり，使いこなしてい

けば時間は短くなると予想される。一方，高さの

情報しかない 2D 施工では通常施工に比べて時間

は短くなった。

表-2 施工にかかった時間 

７．まとめ 
中小規模の現場での ICT 施工に適した ICT ショ

ベルシステムの開発を行った。本システムは，汎

用タブレットを採用し，測量装置に現場での位置

出しや検測に普段使いされている LN-150 を活用

し，小型ショベルにも装着可能なマシンガイダン

スシステムを実現した。又，本システムは ICT 施

工に必要な精度を有していることと，施工の生産

性も向上することを確認した。小規模土工に対応

でき，初期投資を抑えることが出来る本システム

を土木市場に提供することで，i-Construction 推進

だけではなく，下水工事，農業土木，建築工事に

至るまでの多様な工事の更なるステップアップの

一助になれることを期待したい。

重機向き ﾊﾞｹｯﾄ位置 重機姿勢 N E H

近い -0.011 -0.022 -0.004

遠い -0.007 -0.027 0.002

近い -0.009 -0.001 -0.001

遠い -0.016 0.006 0.002

近い -0.026 -0.021 -0.001

遠い -0.034 -0.041 0.001

近い -0.001 -0.022 -0.011

遠い 0.008 -0.006 -0.002

西 近い -0.006 -0.027 -0.006

東 近い -0.002 0.018 -0.004

南 近い -0.023 -0.006 0.006

北 近い 0.010 -0.024 -0.002

標準偏差 0.013 0.017 0.004

8度勾配

TSとの差（ｍ）

西

東

南

北

水平

手法 時間

通常施工 25分16秒

３D施工 26分14秒

２D施工 23分42秒
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18．振動ローラとタイヤローラによる締固め後の 

平坦性の点群による評価 

国土交通省国土技術政策総合研究所 ○古明地 隆浩

国土交通省国土技術政策総合研究所 大槻 崇

国立研究開発法人土木研究所  橋本 毅

１．背景と目的 

1.1 ICT活用工事の実現に向けた近年の取り組み 

国土交通省では，平成 28 年度より，i-Construction

のトップランナー施策の 1 つとして「ICT の全面

的な活用」を打ち出し，ICT 土工を皮切りに ICT 舗

装工等へと年々その適用工種を広げている。 

この取り組みは，建設現場の生産性向上に向け

て，建設生産プロセスの各段階において 3 次元デ

ータや ICT 等を活用する施策であり，国内に広く

ICT を普及させることで災害等の非常時における

迅速な復旧復興作業での活用も期待されている。 

図-1 は ICT 活用工事件数 1)を示している。ICT

活用工事は直轄，都道府県政令市のいずれにおい

ても実施件数に大きな伸びが見られ，全体として

ICT 活用工事が普及拡大している様子が伺える。 

図-1 ICT 活用工事実施状況 

1.2 3 次元点群データの普及 

近年の技術革新により，レーザースキャナや

UAV(Unmanned Aerial Vehicle)で撮影した画像デー

タから 3 次元点群データを容易に取得できるよう

になってきた。日本国内においては i-Construction

が普及したこともあり，建設現場の現状把握や設

計，検査において 3 次元点群データの活用が進ん

でいる。その他にも，土砂災害等の状況把握におい

ても利用が急速に進んでいる。また，2023 年まで

に BIM/CIM(Building/ Construction Information 

Modeling, Management)の原則適用という方針が示

されており，今後更に 3 次元点群データの活用が

期待される。 

ICT 活用工事における 3 次元点群データの活用

事例の１つとして，ICT 舗装工では「表層の厚さ」

の出来形管理のために取得する 3 次元点群データ

に着目し，平成３１年度からこのデータを「表層の

平坦性」という品質評価への活用が認められ，従前

のプロフィルメータによる現地計測作業の省力化

が実現可能となり，現在の出来形管理要領(案) 2)に

記載されている。なお，著者が所属する社会資本施

工高度化研究室では，点群から平坦性を算出する

プログラムを開発している。 

1.3 締固め施工における振動ローラの活用に関

する既往研究及び議論 

盛土の品質に関しては，近年の大規模災害（豪

雨・地震）により，道路盛土等の崩壊が発生してお

り，盛土施工時の締固めの重要性が再認識されて

いる。既往の研究では，締固め機械と盛土材料との

締固めの関係が調査されている。その中で，振動ロ

ーラは礫質土の締固めに適していると示されてい

る。3)舗装工における路盤への適用が想起されるが，

国土交通省土木工事積算基準 令和 3年度版 4)に基

づくと，下層路盤(車道・路肩部)の締固め作業に使

用する代表施工機械としてはロードローラ，タイ

ヤ―ローラが挙げられている。その背景には，振動

ローラは進行方向にうねりが発生するという懸念

が存在するとされている。

振動ローラの活用に関する動向としては，路盤

工の品質管理において，振動ローラの振動鉄輪に

加速度計を設置して振動波形を解析する加速度応

答法を用いた面的管理による品質向上と作業効率

化に向けた取り組み 5)が推進している。 

1.4 研究目的 

本稿では，普及の広まる 3 次元点群データの活
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用法の一つとして，締固め機械の種類による路盤

材の転圧後の平坦性の比較を 3 次元点群データを

使用することで面的に評価する手法の有効性を検

証した。具体的には上記の通り，舗装工におけるア

スファルトの表層の出来形を評価する平坦性とい

う指標値の路盤材への適用を試みた。

２．検証方法 

2.1 計測条件 

検証実験は，土木研究所構内の実験ピット（図-

2）にて，基礎地盤を造成後に路盤材(C-40)を敷均

し後，締固め機械を用いて締固めを実施した。検証

施工に用いた締固め機械は，振動ローラとタイヤ

ローラである。実験ピット内を 2 種類の締固め機

械を並走させた。締固め回数(0,2,4,6 回)に伴う密

度・地盤反力係数変化を計測するとともに，地上型

レーザースキャナを使用して地形データを計測し

て，その点群データから平坦性等の変化を検証し

た。なお，検証における初期状態(締固め回数 0 回)

は，人力敷均し後に，0.1 ㎥級の油圧ショベルのク

ローラにて締め固めた状態とした。

図-2 実験ピットと締固め機械 

密度と含水比の計測は， RI 計器を使用して

0,2,4,6 回の締固め完了時に 10 ヶ所で計測した。

地盤反力係数の計測は，小型 FWD（Falling Weight 

Deflectometer）を使用して，3 ヶ所で計測した。重

錘を試験地盤に自由落下させた時の生じた荷重と

変位を測定して，地盤反力係数相当値を算出した。 

平坦性については，レーザースキャナで取得し

た点群データから当室で開発のプログラムを用い

て算出し，2.2 で示す方法で評価する。3 次元点群

データは，実験ピット内の 3 ヶ所からレーザース

キャナを用いて計測し，レジストレーションによ

って合成した後に各種処理に利用した。

2.2 計測結果の評価方法について 

計測した 3 次元点群データからは，下記の項目

について検証できるようにデータ処理を行う。 

① ヒートマップの作成

② 縦断方向のプロファイル取得

③ 平坦性の算出

これらの項目の考察する上で，既存ベンダーが供

給するソフトウェアだけでは様々な条件で得られ

る結果を同時に確認することは困難である。色々

な条件の数値データを試行錯誤して比較する手間

を減らすために，簡易的な解析処理と表示機能を

搭載した図-3 に示す評価用ツールを開発した。3 次

元点群データの読み込み後，画面左側にヒートマ

ップ，画面右側にプロファイルの選択機能とグラ

フ化機能が搭載されており，平坦性を表す数値の

出力が可能となっている。平坦性を算出するアル

ゴリズムは，現在の 3 次元計測技術を用いた出来

形管理要領(案) 2)における平坦性の算出アルゴリ

ズムを踏襲している。後述する試験結果は，この評

価用ツールから得られた結果を使用する。ただし，

3 次元的に地形形状等を確認するために点群ビュ

ーワも併用した。

図-3 データ評価用アプリケーション 

３．試験結果と考察 

3.1 ヒートマップによる比較 

 図-4～7 は，0,2,4,6 回の締固め完了後の 3 次元

点群データから作成したヒートマップである。各

画像の上段が振動ローラで転圧した領域，下段が

タイヤローラで転圧した領域を示している。図-4

～7 におけるヒートマップの色の範囲を定義して

いる高さ情報の上限値と下限値は固定値とした。

 図-4 と図-5 から 2 回締固めた後の試験地盤を比

較すると，全体的に振動ローラで締固めた領域の

方が高さ方向で大きな沈下量を確認することがで

きる。 

また，タイヤローラは前輪が 3 輪，後輪が 4 輪

で構成されているが，図-5,6,7 を見ると轍のような

車輪の跡が残り，高さ方向にばらつきが発生して

いるという傾向が見受けられる。 

その他にも，図-5 のタイヤローラで締固めた領

域を見ると，高さ情報が高い領域と低い領域が存

在した。この領域において高低差を 3 次元点群ビ

ューワ上で確認すると，41 ㎜であった。それに対

して，振動ローラで締固めた領域における高低差

が大きい部分は 15 ㎜であった。このタイヤローラ

による進行方向における高さの大きなばらつきは，

締固め回数を重ねるごとに小さくなるが，6 回締固

めた後も若干その差が残っており，締固め機械に

よる傾向の違いと見受けられた。 

今回の土質に対しては，振動ローラを用いた手

法は沈下量が大きく，うねりが小さいという傾向

を確認することができた。 
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図-4 締固め前(0 回)のヒートマップ 

 

 
図-5 2 回締固めた後のヒートマップ 

 

 
図-6 4 回締固めた後のヒートマップ 

 

 
図-7 6 回締固めた後のヒートマップ 

 

3.2 縦断方向のプロファイルによる比較 

 締固め機械の進行方向の縦断プロファイルを計

測する計測線は，図-8 の左側のように 10 ㎝間隔で

選択可能とした。また，プロファイルデータはプロ

ファイル計測線を中心に 2 ㎝×10cm のグリッドに

含まれる点群データから代表点(高さ情報の最低

値・最高値・平均値・中央値)を抽出するものとし

た。 

 
図-8 縦断方向のプロファイル選択機能 

 

各締固め機械により 0,2,4,6 回締固めた後のプロ

ファイルを図-9 に示す。この結果から得られる平

均値と標準偏差を表-1 にまとめた。2,4,6 回締固め

た後の標準偏差に注目すると，振動ローラの標準

偏差の方が小さいという結果となり，締固め後の

進行方向に対する高さ情報のばらつきが小さいこ

とが確認できる。つまり，進行方向に対して滑らか

な仕上がりが期待できると言うことができる。 

 
図-9 各締固め機械によるプロファイル 

 

表-1 締固め回数と高さ情報の関係 

 
 

次に各締固め機械による路盤材の沈下量を比較

するために，0 回と 2 回,2 回と 4 回,4 回と 6 回の

締固め後のプロファイルの高さ情報の差分値から

得られる情報を表-2 にまとめた。 
 

表-2 締固め回数間の高さ情報の差分 

 
 

表-2 を見ると，振動ローラの方が差分値の平均

値が大きいことから，各転圧時に大きな沈下量が

見込めることが分かる。次に，標準偏差については，

表-1 における 0 回転圧(締固め前の初期状態)の標

準偏差が振動ローラの領域が大きかったことが影

響するため，0-2 回の標準偏差が比較的大きいが，

その後の標準偏差は振動ローラの方が小さいこと

が分かる。3.1 と同様に振動ローラがより締固めの

収束が早いことが分かった。 

 

3.3 平坦性の考察 

一般的に平坦性の評価は，道路の縦断方向に発

生する凹凸の度合を評価するために舗装の表層で

実施されている。ICT 舗装工においては， 計測ラ

イン上にて延長 1.5m 毎に直径 200mm の円形範囲

内に含まれる点群データを抽出し，点群データの

平均標高値をもとに数式(1)から平坦性を算出す

る。 

 
本稿では，路盤への適用を検討すべく，舗装と同様

な手法を踏襲して点群データから平坦性を算出す

る。ちなみに，平坦性の数値は，0 に近い程より平

坦な仕上がりであることを意味する。 

プロファイル計測線によって結果にばらつきが

出てしまうことを防ぐために，各締固め機械の締

固め領域の中央付近の複数のプロファイル計測線

について平坦性を算出し平均値を求めた結果を表

-3 及び図-10 に示す。 
表-3 平坦性の平均値の比較 
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図-10 各締固め機械による平坦性 

6 回の締固めた後と転圧前の状態の平坦性を比

較すると両者に平坦性の向上が見られる。その比

率は，タイヤローラが約 83%，振動ローラは約 68%

と平坦性が減少(向上)している。この比較結果から，

今回使用した路盤材に対しては，振動ローラが良

い平坦性，つまり縦断方向に凹凸が発生しにくい

締固め手法であることが分かった。 

3.4 乾燥密度・地盤反力係数との関係 

 RI 計器による乾燥密度及び小型 FWD による地

盤反力係数相当値の計測結果を図-11, 12 及び表-

4,5 に示す。 

図-11 締固め回数と乾燥密度の関係 

表-4 締固め回数と乾燥密度の平均値 

図-12 締固め回数と地盤反力係数の関係 

表-5 締固め回数と地盤反力係数の平均値 

どちらの締固め機械も締固め回数の増加に伴い，

乾燥密度及び地盤反力係数相当値が増加する傾向

を確認することができた。このことは，点群データ

から考察した路盤材の沈下量増加，平坦性向上の

傾向と相関が得られることから，点群データから

締固めの傾向を把握する手法の有効性は示せた。

一方で，地盤反力係数相当値に着目するとタイ

ヤローラがより高い数値を示す傾向が見られた。

点群データの解析から得られた，沈下量や平坦性

との関係性については，今後も検証を継続する必

要がある。

４．結論 

 本稿では，3 次元点群データを用いた締固め機械

の締固め特性を評価することで，以下のことを明

らかにした。 

(1) 面的に3次元点群データを取得することで，締

固め後であっても当時の状況を確認すること

ができるため，品質管理手法等の向上に期待

できる技術であることを再認識することがで

きた。

(2) レーザースキャナで計測した3次元点群デー

タからヒートマップやプロファイル等の視覚

化により，締固め特性の傾向を掴むことが可

能であることが確認できた。

(3) プロファイルデータを検証することで，振動

ローラを使用した締固めによる効果は，タイ

ヤローラと比較して，大きな沈下量とうねり

が小さい出来形が期待できることが確認でき

た。うねりついては，ICT舗装工で用いられ

ている道路の縦断方向に発生する凹凸の度合

を評価する指標である平坦性からも同様の結

果を確認することができた。

(4) 地盤反力係数との関係については，十分な検

証結果を得ることはできず，今後の課題とし

て，点群データの解析から得られる結果との

違いの考察や確認検証試験の実施が必要であ

る。その上で，異なる土質やロードローラ等

の使用など条件を多様化させた評価試験に取

り組み，ICT活用を含めた施工手法・品質管

理手法を改善する提案を図りたい。
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19．転圧ローラのコーン指数と締固め性能について 

酒井重工業株式会社 ○ 内山 恵一

同上 眞壁 淳

１．はじめに 

細粒分が多く最適含水比より湿潤側で施工する

場合，敷き均しおよび締固め施工に使うブルドー

ザおよび転圧ローラの走破性（トラフィカビリテ

ィ）に注意するとともに，転圧ローラで締固め後、

密度といった盛土の締固め性能についても注意を

払う必要がある。走破性の判定基準には，コーン指

数が使われている。文献 1)には各種ブルドーザ，

ダンプおよびタイヤローラなどが記載されている

が，土質条件や機械仕様は不明である。一方，河川

土工や道路土工は通常，締固め度による品質管理

が行われているが，細粒分の多い砂質土または粘

性土については，空気間隙率または飽和度が規定

されている。

最近の振動ローラは，上記文献発行当時の機械

に比べて締固め性能と走行性能が大幅に改良され

ているので，改めて試験を計画した。本試験では，

文献資料（湿地ブルドーザおよびタイヤローラ）と

の比較ベンチマークとして湿地ブルドーザ（14t）
およびタイヤローラ（12t）を使用した。試験場は

当社締固め研究センターの専用ピットで，供試土

には上記文献で推奨される細粒分の多い土を使い，

最適含水比より湿潤側に 3 条件の含水比を設定し

た。各含水比に加水調整後，コーン指数を求め，連

続 8 回走破完了した機種の締固め密度と沈下量を

測定した。本結果に基づいて，ブルドーザのコーン

指数と締固め度および沈下量に対して，各種ロー

ラの結果を比較検討したので，ここに報告する。

２．供試機械とその仕様 

供試機械は土工用振動ローラ 3 機種，タイヤロ

ーラ 1 機種，コンバインド振動ローラ 1 機種，お

よび湿地ブルドーザである。表-1 に供試機械の仕

様を示す。土工用振動ローラ SV900DV-1（以降 SV-
20t と称す）および SV514D（以降 SV-12t）は，前

輪が鉄製平滑振動輪，後輪がトレッドパターン付

き空気タイヤを装備する機種で，SV204T（以降 SV-
5t）は，前輪がパッドフット付き鉄製振動輪，後輪

がトレッドパターン付き空気タイヤを装備する機

種である。コンバインド振動ローラ TW504（以降

TW-4t）は，前輪に鉄製平滑振動輪，後輪に平滑な

空気タイヤを装備する。タイヤローラ TZ704（以

降 TZ-12t）は，前後輪に平滑な空気タイヤを有す

る。後輪のみ駆動するタイヤローラ（TZ-12t）を除

く他機種は，両輪駆動式である。湿地ブルドーザ

D51PX-24（以降 D51-14t）は，両輪に三角型断面の

幅広い履帯を装備する。

表-1 供試機械の仕様

機種名 運転

質量

kg 

締固め幅/ 
履帯幅

mm 

起振力

(試験時) 
kN 

土工用振動ローラ（両輪駆動）

SV900DV-1(SAKAI) 19,980 2,130 343 
SV514D(SAKAI) 12,000 2,130 255 
SV204T(SAKAI) 4,770 1,370 72 

コンバインド振動ローラ（両輪駆動）

TW504(SAKAI) 3,500 1,300 34.3 
タイヤローラ（後輪のみ駆動）

TZ704(SAKAI) 12,330 2,275 －

ブルドーザ

D51PX-24(KOMATSU) 13,820 710×2 －

３．実験方法

3.1 実験概要

複数の供試機種を対象に3段階のコーン指数の

地盤を正確に設定するため，弊社締固め研究セン

ターの試験ピットで実施した。コーン指数は，供

試機械が所要区間を8回（往復4回）連続で走行し

た場合，予備転圧後の測定値を採用した。

3.2 試験ピット

試験ピットは，長さ20m，幅3m，深さ0.95mのコ

ンクリート製で，予めピットの底部に厚さ44cmの

土地盤を締固めて造成した。1回の試験終了後，敷

き均し用ブレード付スタビライザ（写真-1，以降ス

タビ）で加水攪拌しながら含水比を調整し，厚さ

約50cmに敷き均した。
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写真-1 敷き均し用ブレード付スタビライザ

3.3 供試土

供試土は，文献 1)の「堤体材料として望ましい

土（p.66）：細粒分15%以上（不透水性確保），50%
以下（乾燥時のクラック抑制）の土質材料で，分

類名では｛GF｝・｛SF｝・｛M｝・｛C｝に相当する材料」

を参考に選定した。

供試土の土質分類は，細粒分まじり砂｛SF｝で

あり，粒度成分は礫分4.8%，砂分52.6%，細粒分 
42.6%である。JIS A 1210のA-a法の突き固めによる

最大乾燥密度は1.955g/cm3，最適含水比は13.1%で

ある。本供試土の場合，河川土工における品質管

理規定は，締固め度（Dc）90%以上となる。 
3.4 供試土のコーン指数と含水比の関係

供試土のコーン指数と含水比の関係を捉える

ために，「JIS A 1228：締固めた土のコーン指数試

験方法」に則って供試土の突き固め試験を行った。

図-2に，締固め曲線および目標コーン指数と含水

比の関係を示す。河川土工における含水比の決定

は，「トラフィカビリティを確保しうる範囲」と記

載されているが，本試験目的でもあるため，締固

め度（Dc）90 %以上を確保できること，かつ最適

含水比から湿潤側にあることに配慮した。更に，

文献  1)の建設機械の走向に必要なコーン指数

（p.160）：タイヤローラ800～1,000kN/m2以上，普

通ブルドーザ（15t級程度）500kn/m2以上，超湿地

ブルドーザ200kn/m2以上を想定し，3種類の目標含

水比を「w1=13.5%」，「w2=15.5%」および「w3=17.5%」

に設定した。

3.5 予備転圧と測定項目

供試土の敷き均し後，静的ローラ（質量900kg，
輪径550mm，締固め幅2800mm）により予備転圧を

行った。これは，施工現場でのブルドーザによる敷

均し時の締固め効果を想定している。

予備転圧の終了後，各供試機械で試験を実施し

た。コーン指数，締固め密度および沈下量は，予備

転圧後「P0」と転圧ローラの偶数回（往復）転圧後

「P2，P4，P6，P8」に測定した。コーン指数は地

盤工学会基準（JGS 1431）のポータブルコーン貫入 

図-2 供試土のコーン指数と含水比の関係

試験器を用い，締固め密度は砂置換法（JIS A 1214）
で測定した。

3.6 予備転圧後のコーン指数 

図-3に，予備転圧後におけるコーン指数と貫入

深さの関係を示す。含水比と深さに応じて変化す

るため，代表値は各貫入深さの値を平均して求め

た。すなわち，w1で359kN/m2，w2で319kN/m2，w3
で243kN/m2である。 

図-3 コーン指数と貫入深さの関係

４．実験結果

4.1 コーン指数と走破性

表-2に，3種類の含水比に調整された地盤上にお

ける転圧ローラとブルドーザの走破性判定結果を

示す。表中の「○」は走破可能，「△」は走破可能

であるが，走行速度が1km/h以下と遅く実施工に適

さない，「×」は走破不能を意味する。

土工用振動ローラ3機種（SV-5t，SV-12t，SV-20t）
には，土工現場における軟弱および不陸な地盤で

のけん引力を確保するため前後輪に駆動装置が装

備されている。3機種は，SV-20tのw3（コーン指数 
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表-2 走破性判定結果 

機種 
W1 

コーン指数 

359 kN/m2 

W2 

コーン指数 

319 kN/m2 

W3 

コーン指数 

243 kN/m2 

TW-4t ○ ○ ○ 
SV-5t ○ ○ ○ 
SV-12t ○ ○ ○ 
SV-20t ○ ○ × 
TZ-12t ○ △ × 
D51-14t ○ ○ ○ 

 

 
写真-2  SV-12t (条件；w3) 【走破性判定：○】 

 
写真-3  SV-20t (条件；w3) 【走破性判定：×】 

 
写真-4  TZ-12t (条件；w2) 【走破性判定：△】 

 
243kN/m2）を除き，全条件で走破可能であった。

SV-12tとSV-20t（写真-2と3参照）の走行開始直後

（P1）の沈下量を比べると，SV-12tは約5cm（P2で
は5.1cm）に対し，SV-20tは約15cm（P2測定値は

14.5cm）と約3倍も大きい。SV-20tが走破不能にな

った原因は，約2倍の前輪荷重により沈下量と走行

抵抗が増大したためと考えられる。駆動方式が同

じ場合，走破性は輪荷重および沈下量に依存する

と言える。 
次に，駆動方式の違いが走破性に与える影響に

ついて検討する。含水比w2（コーン指数319kN/m2)

において，SV-12tとTZ-12t（写真-4参照）を比較す

ると，同等の運転質量であるSV-12tが「〇」で，TZ-
12tが「△」であった。P2での沈下量はSV-12tが約

11cmに対し，TZ-12tが約12cmとほぼ同等で，走行

抵抗も同等と考えられるが，SV-12tの方が優れる

結果となった。これは，SV-20tが両輪駆動に対して

TZ-12tは後輪駆動のためと考えられる。 
4.2 締固め性能 

(1) 締固め度 

締固め度と含水比の関係を，図-4に示す。締固め

度は転圧8回（P8）後の測定値で，w3で走破不能で

あったSV-20tとTZ-12tは除外した。転圧ローラの締

固め度は，w1で98.6～101.2%，w2で95.1～98.7%，

w3で90.6～93.2%と全条件において締固め度90%
を満足した。特にw1では，SV-12tとSV-5tが約100%
と非常に高い。SV-5tについては，パッドフット（タ

ンピング）の効果と考える。TW-4tは，w2およびw3
とも最大である。これは空気タイヤのニーディン

グ効果と考えられるが，密度測定の範囲外（深さ

10cm以下）の密度は低いと推察する。その要因は，

次節(2)沈下量で述べる。一方，ブルドーザD51-14t
の締固め度は，w1で89.0%，w2で95.1%，w3で89.4%
となり，w2を除き90%を満足していない。また転

圧ローラの締固め度より低く，特にw1ではSV-12t
やSV-5tと比べて約10%も低い。 

 
図-4 各締固め機械の締固め度（P8後） 

 

(2) 沈下量 

図-5は，沈下量と締固め回数の関係で，w1を(a)，
w2を(b)，w3を(c)に各々示す。w1の沈下量はSV-5t
が最大（18cm）で，SV-12tとSV-20tはTZ-12tとほ 
ぼ同等（約15cm），さらにTW-4tとブルドーザは共

に約8cm以下で，SV-5tの約半分である。前項でTW-
4tの締固め度が下層では低いと述べた理由は，本

結果に示す通り沈下量が少ないからである。また，

TW-4tの輪荷重と起振力は他機種に比べ低いので，

締固め能力も低い。w2の沈下量は，SV-5tが最大で，
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SV-20tとTZ-12tが同等，SV-12tが続き，TW-4tとブ

ルドーザはほぼ同等（約10cm）である。w3におい

てもSV-5tが最大で，その他の機種は約5cmと同等

である。TW-4tとブルドーザの沈下量は含水比3条
件において5～10cmの範囲に留まることから，締

固め能力は低いといえる。SV-5tは，総じて沈下量

が大きい傾向にあるが、これはパッドフットの締

固め痕底部の沈下量を測定しているためであり，

走行抵抗の増大は少なかったと考えられる。

(a) 含水比条件：w1

(b) 含水比条件：w2

(b) 含水比条件：w3

図-5 各含水比条件での沈下量と締固め回数の関係

５．考察

走破性では，SV-5t，SV-12t，TW-4tおよびブルド

ーザが3条件を満足した。転圧ローラの走破性は，

平滑振動輪の場合，駆動方式（両輪駆動，後輪の

み駆動）と輪荷重（沈下量と走行抵抗）に影響さ

れることが明らかになった。

締固め度では，転圧ローラがw1で98.6～101.2%，

w2で95.1～98.7%，w3で90.6～93.2%と基準締固め

度90%を満足し，特にw1ではSV-12tとSV-5tが約

100%と非常に高い。ブルドーザはw1とw3で基準

値を満足せず，w1では土工用振動ローラより約

10%も低い。 
沈下量では，w1（13.5%）において土工用振動

ローラが約18cmで最大，次いでTZ-12t，TW-4tとブ

ルドーザはほぼ同等（約8cm）で土工用振動ローラ

の約半分である。SV-5tは全含水比で最大であるが，

パッドフットによるところが大きい。TW-4tとブル

ドーザは最低（5～10cm）に留まるため締固め能力

は低いといえる。

本結果より，走破性と締固め性能（締固め度と

沈下量）の両面から評価してSV-5tおよびSV-12tが
優れているといえる。

本試験で得られたコーン指数と文献 1)に記さ

れた値との差について比較する。図-7の上段に本

結果，下段に文献値を示す。本試験で得られたタ

イヤローラのコーン指数は文献値に対して約半分

と低く，下限値は不明であるが湿地ブルドーザに

ついても文献値に対して低いことがわかる。文献

値が得られた際の条件は不明であるが，土質や施

工条件および機械仕様によっては，文献値を超え

る走破性を得られる場合があることがわかった。

今後，さらに試験データを収集・蓄積しながら検

討を進める予定である。

図-7 各建設機械の走破可能なコーン指数範囲

６．おわりに

最近の転圧ローラおよびブルドーザの走破性

（コーン指数）と締固め性能（締固め度と沈下量）

の関係を試験評価した結果，12t以下の土工用振動

ローラ（SV-5tおよびSV-12t）が両性能面において

優れることが明らかになった。今後，盛土施工の

生産性と品質向上に資すれば幸甚である。

参考文献 

1) (財)国土技術センター，「河川土工マニュアル」，2009
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20．拡張現実(AR)を用いた船舶航行ナビゲーションシステムの開発

東亜建設工業株式会社 ○ 宮本 憲都

１．はじめに 

近年，建設業就業者の高齢化と入職者の減少に

よる，次世代への技術承継が課題となっている。港

湾工事における作業船においても熟練技術者が減

少しており，土運船などの運航に関して，工事を円

滑かつ安全に施工するため，自船舶の運航状況や

他船舶の動静を正しく把握することが重要である。

当社は，位置情報発信端末，AIS(自動船舶識別装

置)，船舶レーダー等を利用した独自の船舶運航監

視システムを開発し運用を続けてきたが，更なる

航行の安全性を向上させるため，拡張現実（AR：

Augmented Reality）を用いた船舶航行ナビゲーショ

ンシステム（以下 AR ナビという。）の開発を行っ

た。

２．AR ナビについて 

2.1 システム概要 

AR ナビは，カメラで撮影した映像上に，航行経

路や危険区域を AR として表示し，視覚情報と音

声情報により，分かり易くナビゲーションするシ

ステムである。これにより航路の誤認，浅瀬など進

入禁止区域への接近や進入を操船者が早期に認識

できるため，船舶の運航において安全性の向上が

期待できる。

AR ナビの最大の特長は，航路を示すものや標識

の無い海上において，仮想的に前方カメラで取得

した映像上に航路エリア，警戒ライン，船上から目

視確認が難しい浅瀬などの危険箇所を分かりやす

く表示することで，操船者の安全確認をサポート

できることである。陸上の現場でも使用可能で，工

事用車両などに本システムを搭載することにより，

日々変化する現場の通行ルートを視覚情報として

分かり易く表示することができる。災害発生時な

ど，新たな危険箇所が発生した場合，AR ナビへ危

険区域の設定を随時追加することによって，船舶

や車両の安全を確保しつつ，迅速な対応を行なう

ことができる。図-1 にシステムイメージを示す。 

2.2 システム構成 

AR ナビは，前方の映像を取得するカメラ，自船

の位置及び方位を計測する GNSS 方位計，情報表

示及びデータ管理を行なう管理パソコンから構成

されている。また，オプションとして AIS 受信機

や監視レーダーを搭載することで，AIS 搭載船舶

の情報や小型船舶の位置が表示可能となる。更に，

腕時計型アラート受信機，LED 表示板，回転灯，

警報器など，警報装置を併用することにより，様々

な形で警報を発信することができる。図-2 に AR

ナビの船舶用機器構成図を示す。

図-1 システムイメージ 

図-2 船舶用機器構成図 

2.3 適用範囲 

 本システムは，操船者に対するナビゲーション

支援として開発したものであり，工事用車両にも

適用可能である。特に一般船舶の往来が多い海域，

航行距離が長くなる海域，浅瀬など警戒するべき

箇所が多く存在する海域，また，工事の進捗に伴っ

て日々の航路，危険箇所が変化する現場などに効

果的である。なお，GNSS 測位が使用できない橋脚

下，トンネル内や，カメラの視界が確保できない夜

間，濃霧などは適用できない。表-1 に AR ナビの

運用条件と表示精度を示す。 
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表-1 ARナビの運用条件と表示精度 

３．基礎実験 

 基礎実験として，陸上での車両搭載試験と海上

での船舶搭載試験を行った。 

3.1 陸上試験 

カメラと GNSS 方位計のデータを取り込んでシ

ステム画面上で航路などを表示するライン（以下

AR ライン）が正確に描画できるか検証するために，

車のルーフキャリアに機材を設置し，実験を行な

った。図-3 に機材の設置状況を示す。なお GNSS

方位計の測位精度や車両の動揺（傾斜）が AR ライ

ンの描画に与える影響を検証するため，「①精度±

1m の D-GNSS 方位計とカメラを使ったパターン」

と，「②精度±2cm の RTK-GNSS とカメラを使用

し精度 0.1°の 2軸傾斜計を補正情報として追加し

たパターン」の2つのパターンで実験を行なった。

図-3 機材設置状況 

 ARラインの描画の確認として，時速20kmで走行

しながらARラインと設定した航路が一致するか

目視で確認した。D-GNSS方位計とカメラで走行し

たパターンでは，設定した航路に対して最大1mの

ズレが確認されたが，航行に支障を来す大きなズ

レは発生せずに良好な描画が可能であった。また，

RTK-GNSS受信機とカメラを使用し2軸傾斜計の

データで補正したパターンでは，表示した航路と

設定した航路はほぼ一致した。図-4にD-GNSS方位

計とカメラ使用時のARラインの描画状況を，図-5

にRTK-GNSS受信機とカメラを使用し2軸傾斜計

で補正した際のARラインの描画状況を示す。

設置時間，機材の耐久性，ソフトウェアの操作性

についても検証を行なったが，設置時間について

は，D-GNSS方位計とカメラを使用する場合で約1

時間，RTK-GNSS，カメラと2軸傾斜計を使用する

場合で3時間～4時間必要であった。また，2日間実

験を行ったが，走行中の振動による機材の破損や

ズレは発生せず，機材の耐久性に問題はないこと

が確認できた。更に，ソフトウェアの操作性では，

ARラインを事前に設定することによって，操船者

は特別な操作を必要とせず，画面に従って運用す

ることができた。 

図-4 ARライン描画状況(D-GNSS方位計使用) 

図-5 ARライン描画状況(RTK-GNSS方位計使用) 

図-5 AR ライン描画状況(RTK-GNSS 方位計使用) 

3.2 海上試験 

 試験対象工事の交通船は，工事期間中，基地港か

ら施工区域まで往復16kmを航行しており，航行中

に付近を航行する他船舶の動静監視が重要であっ

た。また，現場周辺は浅瀬となっており，付近を航

行する際，座礁しないように十分注意する必要が

あった。そこで，航路及びAIS搭載船舶，危険区域

の情報をARとして表示し，操船者に視覚情報と音

声情報で注意喚起することで安全性が向上するか

を検証した。交通船の船速は約10knotとして，施工

区域までの航路を10往復航行し検証を行なった。

その結果，航路や危険区域，浅瀬の位置，進行方向

制限速度 
船舶：10knot 以下 

車両：20km/h 以下 

遅 延 速 度

（理論値） 
GNSS 更新間隔 10Hz(0.1 秒) 

表 示 誤 差

（理論値） 

GNSS 方位計精度±0.75°より算出 

100m 地点：±1.3m  

500m 地点： 6.5m 
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をシステム画面上へリアルタイムに表示可能であ

ることを確認した。AIS搭載船舶の表示に関しては

，AIS情報の更新間隔が不規則であり，画面上の船

舶位置とAR表示名が多少ずれる場合があったが，

運用上問題ない程度であった。更に，危険区域に侵

入した際には画面上のメッセージ表示と音声で操

船者に注意喚起が可能である事も確認した。図-6

に現場の施工区域と航路についての上空写真，図-

7に使用した交通船への機材の設置状況，図-8に本

試験中のシステム画面，図-9に浅瀬区域を航行中

のシステム画面を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-6 施工場所および航行経路 

(画像提供元:Google Map) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-7 交通船への機材設置状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-8 システム画面(海上試験時) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-9 システム画面（浅瀬区域) 

 

４．工事への適用 

 AR ナビを土運船の土砂運搬工事に導入し，効果

を確認した。一般的な土運船の土砂運搬は，操船者

が灯浮標を目視で確認し，航路の位置をおおよそ

把握して航行する。この工事において土運船は，大

型船舶が航行する航路（-14m）の端部を片道 4km

にわたって針路を保持し，一定の速度で航行する

必要があった。運搬経路には，航路を明示する灯浮

標がないため，航路を正確に把握し航行すること

が難しい状況であった。そこで，AR ナビで航路や

危険エリアを AR で表示させ，航行ナビゲーショ

ンを行い，航路を外れた際は警報により操船者へ

注意喚起を行うようにした。また，土運船のリアル

タイムの航行位置は事務所の PC に共有され，現場

職員がいつでも土運船の航行状況を把握すること

が可能である事を確認した。図-10 に土運船運搬時

のシステム画面を示す。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

図-10 システム画面(土運船運搬時) 

 

５．今後の展望 

ARナビは上述の通り，カメラ映像内に映る船舶

の認識は，大型船はAIS情報，小型船は船舶レーダ

ーで実施している。しかし，AISは500t未満の船舶

には搭載義務がないため，全ての船舶を検知する
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ことはできない。更に，情報の更新間隔が不規則で

あり，最新情報を入手できないことや，船舶レーダ

ーは検出した陰影から船種の区別がつかないため

，監視業務の効率化と安全性向上を図るためにも

更なる機能向上が必要である。そこで，人工知能

(AI)の画像認識技術を利用した船舶検知機能（以

下AI船舶検知機能という。）を追加することで，船

舶検知精度向上を試行中である。このAI画像認識

技 術 は ， 画 像 解 析 に 特 化 し た CNN モ デ ル

(Convolutional Neural Network)を使用しており，カ

メラで撮影された一般船舶の船種（大型船・小型船

）を高精度に識別することができる。これに，当社

の港湾工事で撮影した映像を教師データとして追

加学習し，一般船舶のほか，作業船や潜水士船，警

戒船等の工事用船舶の識別も可能としている。AR

ナビにAI船舶検知機能を追加するには，従来の

USBカメラをより高画質な4Kカメラに換え，管理

パソコン内にAIモデルを組み込むことで簡単に構

築が可能である。なお，画像解析による検知船舶の

距離推定や接近警報機能などを今後追加する予定

である。図-11にAIモデルの概要図，図-12に小型船

の検知状況，図-13に大型船の検知状況を示す。

図-11 AIモデル概要図 

図-12 小型船の検知状況 

図-13 大型船の検知状況 

６．終わりに 

ARナビは既に10件以上の導入実績があり，土運

船の運航管理の他にも，作業船の回航管理やケー

ソンの曳航などへ導入されており，様々な海域や

シチュエーションにおいての安全管理へ寄与して

いる。今後もシステムの改良や機能追加により，更

なる性能の向上を目指す所存である。

参考文献 

1) 水木啓陽・田中孝行・藤山映：航行（運航）支援システ

ム「ARナビ」の開発，会誌「電力土木」，402号，pp.114

～116, 2019年発行
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21．バランスアームを用いたコンクリート二次製品の敷設機械 

鹿島道路（株） 伊藤 圭祐 

〇 中渡瀬 圭吾 

岩田 真幸 

１．はじめに 

建設現場において歩車道ブロックや U字溝など

のコンクリート二次製品の敷設・間配りはクレー

ン機能付き油圧ショベルを用いた設置作業で行う

ことが多い。しかし，油圧ショベルは機械の構造

上，設置作業に求められる精細な垂直上下の作業

は難しく，オペレータの技量が求められる。ま

た，このような作業時にはヒューマンエラーによ

る挟まれ等の接触事故が多発していた。歩車道ブ

ロック敷設時の機械作業については設置場所への

間配り作業が主であり，実際の設置は人力で行っ

ている。そのため重量物取扱いによる作業員の身

体的負担が大きい。建設業界では高齢化や，人手

不足が深刻化しており，作業全体の省力・省人

化，身体的負担の軽減，安全性の向上が求められ

ている。

そこで，不整地運搬車の走行部をベース車両と

して荷役工場などで使用されているマテリアルハ

ンドの一種であるバランスアームを搭載し，誰で

も簡単で安全にコンクリート二次製品を運搬・設

置することが可能な敷設専用機械（当社名称：パ

ワーアシストセッタ）を開発した。本稿は当該敷

設機械（写真-1）を報告するものである。

写真-1 パワーアシストセッタ 

２．従来のコンクリート二次製品の敷設方法 

前述の通り，従来の敷設作業においてはクレー

ン機能付き油圧ショベルを用いて作業（写真-2）

する場合が多い。この場合，オペレータとコンク

リート二次製品を敷設する作業員が必要であり，

重機と人の近接混在作業となり安全上問題であ

る。また重量物であるコンクリート二次製品の運

搬・間配り方法についても作業員の身体的負担を

考慮する必要があった。

写真-2 油圧ショベルを用いた設置作業 

３．パワーアシストセッタ概要 

3.1 ベース車両の選定 

 車両の選定については，コンクリート二次製品

をパレット搬入状態のままで車両荷台に積載で

き，且つ運搬能力を有したもので検討を進めた。

また現場での使用を想定し，舗装面や十分に整地

されていないような場所でも運用できるようゴム

クローラで，8tセルフローダーでも回送できるよ

うに小型の不整地運搬車の走行部を採用すること

とした。

3.2 バランスアーム特徴

図-1 にマテリアルハンドの一種であるバランス

アームの構成を示す。平行リンク機構と電動モー
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タによるパワーアシストにより，アーム先端部の

動きが本体部内の水平及び垂直ガイドレール内の

ローラに支えられているため，水平（前後），垂

直（昇降）の動作を作業員の腕の力だけで無理な

く操作することが可能である。

図-1 バランスアーム構成 

3.3 操作部特徴 

コンクリート二次製品の荷降ろし，据え付けは

設置する作業員が操作レバー（写真-3）を操作

し，垂直水平動作を行いながら作業する。操作レ

バーのグリップ部ブレーキボタン（写真-3 黒い

部分）を押し続けることで任意の位置に水平（前

後）動作させることができ，左右に回転させるこ

とでアームが垂直動作（昇降）し，回転量によっ

て昇降速度の調整が可能なので，設置操作する際

の微調整を容易に行うことが出来る。また主旋回

部は自由回転することができるので，片手で全て

の作業を行うことができるように設計されてい

る。垂直動作は電動アシストモータの制御方式に

サーボ制御を採用しており，負荷の変動があって

も自動的にバランスを保ち，0kgから 120kg(最大

負荷)まで同じ感覚で安定した無段階操作が可能

である。操作レバーから手を離すと旋回を含めア

ームの動きすべてにブレーキが掛かる構造となっ

ており，掴んだコンクリート二次製品をその状態

で保持することができるので，作業員の感覚通り

に操作することができ，安全に作業を行うことが

できる。

写真-3 バランスアーム操作レバー 

3.4 独自開発した自動水平維持装置 

バランスアームの，主旋回部は作業員の意のま

まに旋回できるようになっているので，現場の傾

きに対して荷の重さによっては意図しない方へ回

転してしまう事がある。そこで，自動水平維持装

置を搭載した支持台（写真-4）を独自に開発し

た。荷重によりバランスアームが勝手に動かない

よう，常に水平を維持する機能を備えている。支

持台は 3 本のシリンダにより支えられており，こ

れらシリンダの伸縮によって水平を保つよう制御

されている。その際，制御するべきシリンダ伸縮

量は，バランスアーム支持台に固定されているス

ロープセンサが支持台の傾きを検知し，制御ユニ

ット（写真-5）がその傾き量から各シリンダの最

適な伸縮量を計算することによって決定される。

実際の各シリンダの伸縮量は各シリンダに装備さ

れているストロークセンサによって常に計測され

ている。この自動水平維持装置の一連の制御によ

り不陸による傾きがある場所でもバランスアーム

支持部を常に水平に保つことができ，安定した作

業を行える構造となっている。

写真-4 バランスアーム支持台 

支持台 シリンダ

ストロークセンサ

ブレーキ 

ボタン 

操作部旋回部 

アーム部

主旋回部 

モータ

アシスト

グリップ部 

本体部 
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写真-5 自動水平維持装置制御ユニット 

3.5 操作電源 

 バランスアームの動作電源として AC200Vが必

要なため，車体に単相発電機を積載し，使用して

いない油圧回路を動力として利用している。発電

機の主な仕様を表-1に示す。 

表-1 発電機の主な仕様 

駆動源 油圧モータ 

出力 5KVA 

形式 回転界磁型交流発電機 

極数 4 極 

周波数 50Hz 

定格回転数 1,500/min 

電圧 AC200V 

重量 90kg 

3.6 仕様 

パワーアシストセッタとバランスアームの主な

仕様を表-2，表-3にそれぞれ示す。また車体正面

から見た作業可能範囲を表したものを図-2に示

す。 

表-2 パワーアシストセッタ主な仕様 

機械寸法 

全高 2,780mm 

全長 3,860mm 

全幅 2,000mm 

重量 3,310kg 

走行速度 

変速 HST(2 段切り替) 

高速 0~11km/h 

低速 0~6km/h 

最小回転半径 約 2.3m 

登坂能力 25 度 

動力伝達装置 

主変速形式 HST(2 連モータ) 

操向装置型式 2 ポンプ 2 モータ 

ブレーキ型式 油圧式 

クローラ 320×58×90 

表-3 バランスアーム主な仕様 

動力伝達 ラック＆ピニオン

駆動方式 電動モータ 

持上荷重 120kg 

旋回半径 2.8m 

上下移動速度 0~18m/min 

電源電圧 AC200V 

図-2 ハンドリング範囲図 

3.7 運用方法 

不整地運搬車の走行部をベースとして使用して

いるため，現場での移動走行は不整地運搬車の有

資格者が行っている。設置作業においては、マテ

リアルハンドを使用した 100kg以下のコンクリー

ト二次製品の取り扱いのみであるため小型クレー

ンには該当せず、移動式クレーンの資格を有して

いない者でも操作することが可能である。また，

作業者が一人で操作作業出来る為、作業の省人化

に大きく寄与している。

現場運用においては，機械構造で転倒の安全率

は 5倍以上確保されているが，軟弱地盤や急勾配 

の場所では安全のため使用を禁止している。 

4．現場事例紹介 

2021年 3月から同年 6月までに 3現場でコンク

リート二次製品の間配り・据え付けを試験的に行

った。表 4に工事概要とコンクリート二次製品の

種類と寸法を示す。
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表-4  コンクリート二次製品の設置を行った工事概要 

場所 千葉県 石川県 埼玉県

工事概要
道路改良

工事
ショッピング

モール新築工事
野球グラウンド

移転工事

二次製品種類
両面歩車道
ブロックA

片面歩車道
ブロックA

U字溝

高さ 200mm 200mm 200mm

 寸法  長さ 600mm 1000mm 600mm

重量 49kg 73kg 55kg

写真-6，写真-7，写真-8はそれぞれの現場にお

いてコンクリート二次製品の設置・間配りを行っ

た状況である。操縦未経験者に操作を行ってもら

い，スムーズに設置できることを確認でき，取扱

の容易性を実証することができた。重量物の取り

扱いも身体的負担の軽減・省力化となり，設置微

調整を行う作業が追われるほどの効果が得られ

た。また現場内の不陸のある場所（写真-9）にお

いても自動水平維持装置によってバランスアーム

を水平に保つことができ，クレーン機能付き油圧

ショベルと比べ安定して安全に作業できることを

確認した。

写真-6 両面歩車道Aブロック設置状況 

写真-7 片面歩車道ブロックA設置状況 

写真-8 U字溝設置状況写真 

写真-9 不陸のある場所においての使用状況 

５．おわりに 

本稿では，コンクリート二次製品の運搬・設置

専用機械パワーアシストセッタの開発を報告した

。これまでこれらの重量物施設はクレーン機能付

き油圧ショベルを用いた作業で設置個所付近まで

間配りを行い，実際の設置は人力作業にて行って

いたが，当該敷設機械の開発により身体的負担の

軽減，省力・省人化，安全性の向上に絶大な効果

が発揮出来る。今後は，情報化施工技術を取り入

れて設置位置・高さのガイダンス機能を導入する

など，現場の意見を考慮した改良を進めていく所

存である。 

参考文献 

1)元田技研株式会社：

http://www.motoda-giken.co.jp/wp-

content/uploads/2018/05/YmantokucyouR1.pdf 

2)1台で運搬と敷設作業が可能に新作業車・パワーアシス

トセッタ誕生， 鹿島道路社内報 KIT PLUS，  Vol2

p.10 ， 2021
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22．油圧アタッチメントの交換容易化による 

解体現場の安全性・環境性・生産性の向上 

株式会社小松製作所 ○ 山本 宏

１．はじめに 

解体現場（図-1）の安全・環境課題解決と生産性

の向上を目的として、コマツは新たに油圧オート

カプラ(図-2)を市場導入し、油圧ショベルの先端

アタッチメント交換作業の容易化に取り組んでい

る。本論文では、現場で作業者がアタッチメントに

触れず、作動油をまき散らさずにアタッチメント

交換ができる新技術、油圧オートカプラの特長を

説明し効果の検証結果を報告する。

図-1 解体現場 

図-2 油圧ショベルへ装着した油圧オートカプラ 

1.1 社会的背景 

1971 年に建設業法にて建設業が登録制から許可

制に変わったが、解体工事は「とび・土工 工事業」

に含まれることとなり、独立した業種として扱わ

れることが無くなった。そのため解体工事現場特

有の安全・環境・労働条件の改善への取り組みが十

分ではなく現在も課題となったままである。 

2016 年 6 月の改正法（建設業法等の一部を改正

する法律）の施行により、建設業許可に係る業務区

分として「解体工事業」が「とび・土工 工事業」

から独立した。また経過処置期間が終了した 2021

年 6 月以降、事業者が「解体工事業」の許可を取

得し、専門の資格や実務経験を持つ技術者を配置

することが求められることとなった。 

1.2 解体工事業の課題 

国土交通省の推計によると、解体工事件数は今

後も増加傾向で推移する見通しで、鉄骨造、鉄筋コ

ンクリート造の民間建築物解体工事は2028年頃に

ピークを迎えると予測されている。一方、解体業を

含む建設技能者の数は、1997 年の 464 万人をピー

クに減少が続いている。2018 年には 331 万人で、

ピーク時の 7 割に減少した。この間に建設技能者

の高齢化も進み、今後 10 年以内にさらに離職が加

速すると考えられる。(図-3)こうした背景により、

業界内では解体工事業における安全な施工体制の

確立に対する要求が非常に高まっている。担い手

不足を軽減し今後の工事量に対応するために、就

業先としての解体業の魅力を高め技能者数を確保

することと生産性向上は業界の喫緊の課題である。 

図-3 建設技能者登録数の推移 
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また、今回の建設業許可区分の見直しは、解体現

場における環境負荷低減に対する社会的な関心の

高まりを背景としている。これに対応して解体工

事では徐々に周辺環境に配慮し騒音、振動を低減

し、瓦礫の飛散や落下物等を防ぐ工法を採用して

きた。同時に廃棄物の適切な管理も進められてい

る。しかしながら工事の特性上、作動油散布などの

環境負荷を抜本的に低減するのが困難な現場があ

るのも事実である。 

２．油圧アタッチメントの交換作業の実情と課題 

2.1 解体現場における作業概要

解体現場では、解体する躯体や工程により、大割

圧砕具、小割圧砕具、鉄骨カッター、ブレーカ、フ

ォーク、など様々な油圧アタッチメントを油圧シ

ョベルに装着して工事を行っている。（図-4）これ

らは各々使用目的が異なり躯体や工程に応じた選

定が必要で、各アタッチメントの使用時には他ア

タッチメントからの交換作業が発生する。解体躯

体の大きさや施工現場の広さ、油圧ショベルの配

車台数により異なるが、油圧アタッチメントの交

換作業は１現場で工期を通じては数十回、１日に

数回交換することもある。

図-4 各種油圧アタッチメントの一部 

2.2 交換作業工程

油圧アタッチメント直付け（カプラを使用せず

に油圧ショベルに直接取り付ける）の場合、交換

は油圧ショベルのバケット取付ピンの着脱を大

ハンマーによる打撃で行っている。次に油圧ホ

ースの着脱も、工具を使用し手作業で行ってい

る。オペレータ１名と作業員２名の共同作業で

行う交換作業時間は約 60 分を要す。取付ピン等

重量物の取扱や大ハンマー使用時についてアタ

ッチメント交換作業の安全性向上が課題である。

また油圧ホースの着脱前に圧抜きが必要で、油

圧ホース内に残った高温・高圧の作動油を現場

に撒き散らすことが環境配慮の課題でもある。

(図-5) 

図-5 カプラを使用しない場合の 

油圧アタッチメント交換作業 

３．油圧アタッチメント交換技術の変遷 

3.1 直付け（カプラ無し）

油圧アタッチメント交換を取付ピンの着脱によ

り行う技術。オペレータ１名と作業員２名の共同

作業。交換作業時間約 60 分(2.2 参照) 
3.2 機械式カプラ

油圧アタッチメント交換では取付ピンの着脱不

要。カプラのキャッチブラケットをアタッチメン

ト側取付ピンの位置に手動で合わせロックする技

術。取付ピンの着脱は不要となるが、作業員が工具

を使いカプラの近くで操作をしなければならない。

油圧ホースの着脱も作業員が手動で行う。オペレ

ータ１名と作業員２名の共同作業。交換作業時間

約 30 分

3.3 油圧式カプラ

油圧アタッチメント交換では取付ピンの着脱不

要。カプラのキャッチブラケットをアタッチメン

ト側取付ピンの位置に油圧で合わせる技術。カプ

ラの操作はオペレータキャビンより行う。但し保

持は作業員がカプラ側の保持機構の操作を行わな

ければならない。油圧ホースの着脱も作業員が手

動で行う。オペレータ１名と作業員２名の共同作

業。交換作業時間約 10 分

3.4 油圧オートカプラ

油圧アタッチメント交換では取付ピンの着脱不
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要。カプラのキャッチブラケットをアタッチメン

ト側取付ピンの位置に油圧で合わせる技術で、自

動保持機能も含んでいる。且つ油圧ホースの着脱

もカプラに内蔵された油圧接続機構により、オペ

レータキャビンから操作出来る新技術。一切アタ

ッチメントに近づくことなく交換作業が出来る。

オペレータ１名作業。交換作業時間約 1 分。作業

員の削減・交換作業時間の大幅な短縮と生産性の

向上が見込める。(図-6) 

４．油圧オートカプラの特長 

油圧オートカプラは、安全性、環境性を改善する

とともに、省人化と作業時間の大幅短縮を実現し

飛躍的に生産性を向上させる新たなソリューショ

ンである。

4.1 オペレータ１名での交換

油圧オートカプラによる油圧アタッチメント

の交換は、オペレータキャビン内のオペレータ１

人でカプラ操作スイッチ・作業機レバーで操作出

来、油圧アタッチメントに近づくことなく交換作

業を行うことが出来る。(図-7) 

図-7 油圧オートカプラによる交換作業 

4.1.1 油圧アタッチメントの取付ピンに油圧オ

ートカプラのキャッチブラケットを合わせる。 

4.1.2 カプラ操作スイッチのロックを解除し、操

作レバーのカプラ操作ボタンを押して 油圧

オートカプラ本体のロックピンを引き込む。

スイッチは誤操作を防ぐために、ダブルアク

ションスイッチを採用。(図-8)

図-8 カプラ操作スイッチ 

4.1.3 油圧アタッチメントにカプラを合わせて、

カプラ操作ボタンを離して油圧オートカプラ

本体のロックピンを張り出し装着。

4.1.4 オペレータキャビンよりオペレータによ

るロック確認ピン(図-9)が引っ込んでいる事

を確認しカプラ操作スイッチのロック解除を

元の位置にもどす。

3.1直付け（カプラ無） 3.2　機械式カプラ 3.3　油圧式カプラ 3.4　油圧オートカプラ

取付ピンの着脱の為
打撃作業

必要 不必要 不必要 不必要

アタッチメント周辺での
作業

必要 必要 必要（ロック作業のみ） 不必要

油圧ホース着脱 必要 必要 必要 不必要

安全性 低 中 高 最高

必要作業員
OP１名

作業員２名
計３名

OP１名
作業員２名
計３名

OP１名
作業員２名
計３名

OP１名
計１名

作業時間 約60分 約30分 約10分 約１分

生産性 低 中 高 最高

図-6　交換技術の変遷と油圧オートカプラによる安全性・生産性の期待効果
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図-9 ロック確認ピン 

4.2 構造・機能

4.2.1 油圧バルブ

油圧オートカプラに内蔵されている油圧バルブ

(図-10)は、圧力損失を抑えた構造となっており、装

着する油圧アタッチメントの本来の性能を損なわ

ない。加えて作動油の油温上昇を抑えることもで

きる為、油圧ショベルの効率・性能も維持している。

(図-11) 

図-10 油圧バルブ 

図-11 圧力損失の少ない油圧バルブ 

4.2.2 安全装置

油圧オートカプラ自身に安全装置機構をそなえ

ている。

1）常時油圧をかけ続ける事によりロック状態を 
維持している。

2）油圧が切れても内蔵チェック弁により油圧回 
路内の油圧が保持されロック状態を維持してい

る。

3）オペレータキャビン内よりロック状態が目視 
可能のロック確認ピンを装備している。

尚、一部の機種にはさらに内臓チェック弁が破

損しても機械式ロック機構によりロック状態が

保持出来る。

ロック後、保持状態維持のための手動によるピ

ン装着などは不要である。これらの安全措置は国

際標準化機構 ISO13031 に準拠し、交換作業の向上

だけでなく装着後の安全性にも十分配慮したカプ

ラである。(図-12)
【ISO13031】クイックカプラ（抜粋）

・ロックし続けること。

・油圧が切れてもアタッチメントを保持し続け

る装置があること。

・ロック後の手動保持装置ではないこと。

・ロックされていることをオペレータキャビン

から確認できること

図-12 機械式ロック機構付き 

油圧オートカプラ安全装置の例 

4.3 NETIS 登録 
国土交通省の新技術情報提供システム NETIS に

も現場の安全性及び生産性を飛躍的に向上する新

技術として 21 年 6 月に登録が出来た。(図-13) 

図-13 NETIS 登録 

５．本技術による効果 

 5.1 安全性 

油圧オートカプラでは、油圧アタッチメントの

交換をオペレータ１人で行える。油圧ショベルや
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油圧アタッチメントに作業員が近づく事もなけれ

ば、作業員が重量物を運搬することもない為安全

に作業が出来る。さらに野外での大ハンマーを使

用する作業を必要としない為、作業員の熱中症対

策としても効果が期待できる。 

5.2 環境性 

油圧ホースの着脱も油圧オートカプラ内の油圧

バルブで行われる。油圧ホース着脱作業不要の為、

油圧ホース内の作動油の現場への油漏れや撒き散

らしのリスクを回避し環境汚染の抑制も期待でき

る。 

5.3 生産性 

解体現場では約 60 分掛かっている直付けの油

圧アタッチメント交換作業を極力省くため、各ア

タッチメント毎に油圧ショベルを配置している。

現場によっては、オペレータの人数以上の油圧シ

ョベルを配置する事もある。油圧オートカプラを

使用する事で交換の容易化と交換時間の約 1 分へ

の短縮により、油圧ショベル台数の適正化と現場

コストの改善が期待できる。また極狭地で配置す

る機械の台数が制約される現場では、より効果が

期待できる。

６．効果の検証と評価 

6.1 検証条件と効果仮説 

 効果を検証する事を目的として、施工計画時は

工期４か月、中型油圧ショベル PC210LC-11 を 4 台

使用する予定であった３階建ての鉄筋コンクリー

トビル解体現場を選定。油圧オートカプラ装着機

導入により１台減の３台で施工が出来る事を仮説

とした。４台中1台に油圧オートカプラを装着し、

なお解体用アタッチメントとして、大割圧砕具、小

割圧砕具、スケルトンバケット、スタンダードバケ

ットの４種類を準備。(図-14) 

図-14 油圧オートカプラを装着した油圧ショベル 

6.2 検証結果 

安全性・環境性・生産性の検証結果を報告する。

また当社試算であるが経済性についても検証結

果を報告する。 

6.2.1 安全性 

 施工期間中、アタッチメント交換作業を 1 日

平均 4～5 回行うも、作業員に交換作業時の事故

ケガも無く施工を終える事が出来た。

6.2.2 環境性

アタッチメント交換時に作動油の漏れや現場

への撒き散らしも無く、中型油圧ショベル

PC210LC-11 本体への作動油の追加もなかった。 

6.2.3 生産性 
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 現場でのアタッチメント交換作業が約１分で

行われる為、１日平均４～5 回の交換を行う事が

出来、スムーズな解体施工が出来た。コンクリー

ト解体とコンクリートガラの搬出の両作業を、

アタッチメントをスピーディに切り替えながら

作業が行うことが出来、結果搬出用トラックの

待ち時間も短縮できた。(図-15)

6.2.4 経済性 

油圧オートカプラと必要な油圧アタッチメントを

新規に導入したとしても 6.2.3 記述の生産性大幅

改善による効果で経済性が 48％向上することが出

来た。（図-16） 

図-16 NETIS 登録番号 KT-210010-A より抜粋 

6.3 評価 

 検証した現場では、作業員の事故も無く安全性

は立証出来た。見込み工期４ヶ月施工を検証の３

台で完了し、生産性の向上が立証出来た。検証に

協力いただいた施工会社からは、「安全にスピーデ

ィにアタッチメント交換が出来、現場での作業効

率が大幅に改善された。導入台数を削減でき生産

性を大幅に向上できる技術である」と評価をいた

だいた。加えて経済性についても「投資以上の回

収が見込める技術である」と評価いただいた。 

また、現場作業者からは、「アタッチメント交換

作業に力仕事が無くなり、高温作動油や汚れたグ

リースに触れることも無く、作業環境が良くなっ

た」と評価いただいた。

７．まとめ 

油圧オートカプラは、油圧アタッチメントを使

用する解体現場で、油圧アタッチメント交換時の

安全性向上、環境配慮、生産性向上を可能にする

技術である。油圧アタッチメントの交換容易化に

より、必要な人員と時間を大幅に削減して、お客

様の現場改善を支援し、環境・社会・ガバナンス

などＥＳＧに関連する諸課題解決に貢献できるこ

とを実証した。  

さらに解体現場のみならず一般土木も含めた

様々な現場に油圧オートカプラの活用を広げ、機

械化・ICT 化・マシンコントロール・無人化等、更

なるお客様現場の進化に貢献していく所存である。 

参考文献 

１）コマツ季刊誌「大地 Vol.130」
2020 年 5 月発行

２）新技術情報提供システム NETIS
登録番号 「KT-210010-A」

登録技術名「油圧ショベル用

油圧式クイックカプラ」
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23．モータグレーダのブレーキアシストシステム

高速走行可能な建機のブレーキ補助システム開発 

鹿島道路株式会社 機械部 鈴木 泰 

○野田 哲也

伊藤 圭祐

１．はじめに 

モータグレーダ(以下，グレーダ)は，前後の車輪

間にブレードを持ち，機械の前進動作によって路

盤等を整地する建設機械である(写真-1)。グレー

ダによる路盤整地作業は，敷き均した面を作業員

が検測しながら行うのが一般的であり，常にグレ

ーダ周辺に作業員が存在している。そのためグレ

ーダ運転員は整正作業を行いながら，作業員や転

圧ローラとの接触に注意を払う必要がある。 

写真-1 グレーダ全景 

グレーダの路盤整正作業は前後進を繰り返しな

がら行い(図-1)，後進する際は距離にもよるが 20

～30km/h の速度で走行するのが一般的である。こ

れは単位時間当たりの生産性を確保するためには

後進速度を高く設定しなければならないからであ

る。 

 
図-1 グレーダの前後進繰返し作業 

ハンドルを握る運転員は整正作業時には前方を

向いて運転するので，前方向の視認性は阻害され

ない。しかし後退する時は，後ろを振り返って後方

の安全を確認しつつハンドル操作を行わなければ

ならない。その際，運転員は後退操作を振り返って

の後方視認という無理な姿勢になるため，危険を

察知し回避行動をとるのに操作の遅れや，判断ミ

スを招きかねない。さらに，グレーダはキャビン後

方に大きなエンジンフードを備えた構造ゆえ，後

方視界が極端に悪いレイアウトになっている。

これらのグレーダの特性を考慮し，グレーダと

グレーダの周囲にいる作業員や共同で作業してい

る転圧ローラなどとの接触事故を防ぐための補助

装置として，運転員への作業負荷も考慮した自動

ブレーキ(ブレーキアシスト)システムの開発を行

った。本報は，国内で初めてグレーダに実用化した

自動ブレーキシステムの開発に関して報告するも

のである。 

２．背景 

後進時の安全対策として車両に後方監視センサ

が装備されたグレーダは以前から現場導入されて

いた。これは，後方監視センサが作業員や転圧ロー

ラ等を障害物として検知した場合に警報などを発

して，注意を喚起する装置である。しかしレンタル

会社保有機やユーザが工夫を凝らして装着するレ

ベルでの導入にとどまっているのが現状である。

リアビューカメラを備えた機種もありカメラ映像

をモニタにより確認することが出来るが，モニタ

を注視しながら後進すると周囲の安全確認が疎か

になるため，決定的な安全対策とはいえない。この

ように，運転員の制動操作に代わりグレーダの動

きを自動的に止めて確実な安全を確保する装置は

現場導入するには至っていないのが現状であった。 

2.1 グレーダ後方の死角 

運転員からモータグレーダ後方を目視確認した

状況を図-2 に示す。後方の安全を確認しつつ後進

するが，死角となる部分が広く，後進時に検測を行

う作業員がいたとしても目視で確認することが困

難なため特に注意が必要である。 

前進による整正作業 

後進によるレーン変更 
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図-2 3.7ｍクラスのグレーダの後方死角範囲 

また，グレーダ後方の死角について，運転員と作

業員で認識にズレが生じる傾向にある。作業員は

運転員から見えているだろうと思い込み，運転員

は作業員がグレーダの死角に入り込むわけがない

と思い込む。このような認識のズレが生じないよ

う安全教育を行うが，時間経過とともに作業員が

グレーダに不用意に接近した作業になってしまう。

そのために監視員を配置するなどして，安全な作

業環境を確保しなければならない。 

2.2 グレーダの制動距離 

3.7ｍクラスの社有グレーダを用いて急ブレー

キ操作(フットブレーキを一気に目一杯踏み込む)

により車体が完全に停止するまでの制動距離の測

定を行った。現場の作業条件を再現するために，路

盤面上で行った。後進速度と急ブレーキ操作によ

る制動距離の関係を図-3に示す。

後進時の最大速度36km/h(4速，1900rpm)の場合，

運転員が危険を察知して急ブレーキ操作をしても

停止するまでに 10ｍ以上必要だということが分か

った。またこの急ブレーキによる減速加速度が大

きいため，グレーダ運転員にも大きな負荷が掛か

り，それにより負傷する可能性がある。従って，運

転員の安全確保のためにも一様に急制動を掛ける

のではなく，状況に応じて段階的なブレーキ操作

を行うよう検討した。 

図-3 急ブレーキ操作による各速度における制動距離 

３．ブレーキアシストシステム開発の方針 

監視対象物を検知するセンサの設置場所により，

前後進どちらでも自動ブレーキの作動設定は可能

だが，死角の多い後進走行時のみ自動的にブレー

キを作動させ，運転員のブレーキ操作を支援する

システムとした。グレーダのような高速走行で作

業する建機を急停止させることは，前述のように

運転員に与える負荷が大きい。そのため検知エリ

アを複数設けることが可能な長距離用センサを採

用し，センサの識別エリアごとの出力信号により

段階的にブレーキを効かせ，確実かつ柔軟なブレ

ーキ動作を確保し，運転員が被るブレーキ時の衝

撃を緩和することとした。また，車検適用にも問題

が無いシステムとするため，グレーダのブレーキ

装置を改造することなく，既存のブレーキ装置に

アクチュエータを取付けてブレーキを作動させる

仕組みとした。開発対象となるシステムが備える

機能は自動ブレーキであるが，運転員の補助とし

ての位置付けを明確にするためにブレーキアシス

トシステムという名称を採用した。

４．ブレーキアシストシステムの構成 

後進時の後方物体検知用センサとして赤外線セ

ンサとミリ波レーダ(写真-2)を採用した。

写真-2 赤外線センサとミリ波レーダ 

社有の転圧ローラは既に，ステレオカメラセン

サを採用したブレーキアシストシステムを搭載し

ているが，グレーダはローラと比較して現場内で

も高速走行をする建機であることから，対象物を

長距離で検知可能な赤外線センサを採用すること

とした。この赤外線センサは作業員が着用してい

る安全ベストのリフレクタとそれ以外の物体の反

射率の違いを検知する機能を備えており，安全ベ

ストのリフレクタを人と見なすよう設定している。

また複数の識別エリアを構成可能で，識別エリア

ごとに出力信号を設定することが出来る。対象物

を検知した際の出力信号を用いて，段階別にブレ

ーキを作動させるとともに，警告メッセージを周

囲の作業員へ発することで危機行動をとらせる。

同時に，車内に設置した積層灯とスピーカにより

運転員に停止行動を促す。

□1 速

■2 速

▧3 速

■4 速

赤外線センサ 

ミリ波レーダ
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この赤外線センサとは別系統でミリ波レーダセ

ンサを装備した。これは，グレーダ後方の直近にあ

る全ての対象物を検知することが可能で，万一赤

外線センサに不具合が生じた場合でも全ての物体

を対象としてブレーキ操作を行うよう設定されて

いる。ミリ波レーダセンサは，赤外線センサのバッ

クアップ装置として機能する役割を与えている。

このように二重の検知機構を備えることにより安

全性を高めている。 

作動したブレーキの解除は，運転員がシフトレ

バーを中立に戻すことによりなされるため，物体

検知信号が解除されても車体は中立状態にあり停

止状態を維持する機構となっている。これらセン

サの識別エリア及びエリアごとの出力信号を設定

する制御盤をグレーダキャビン内に配置し，各セ

ンサの検知状況を運転員が確認できるようにした

(写真-3)。 

 

 
写真-3 ブレーキアシストシステム制御盤 

 

５．センサを用いた制動距離測定試験と課題 

ブレーキアシストシステムを搭載した 3.7ｍク

ラスのグレーダを用いて制動距離測定試験を実施

した。制動の制御方法としては，赤外線センサの出

力を検知範囲内で遠距離，中距離，近距離の 3 つ

の識別エリアに分け，エリアごとに異なる出力信

号に応じて段階的にブレーキ操作を行い，減速さ

せる方法とした。 

 

5.1 制動距離試験結果 

グレーダ後進時の速度段ごとに 1 速の 3km/h か

ら 4速の 36km/hの最高速度まで測定を行った結果

を図-4に示す。低速後進時はどの速度でも 25ｍ先

にある対象物に対して 7ｍ程度手前で停止するこ

とが可能だったのに対し，高速走行では低速走行

と比較してやや長めの制動距離となったが，対象

物に接触する手前で停止できることが確認できた。 

 
図-4 センサを用いた制動距離 

 

5.2 ブレーキアシストシステムの課題 

ブレーキアシストシステムを搭載したグレーダ

による自動ブレーキの性能を確認することができ

たが，遠距離エリアからフットブレーキ操作を行

うと，離れた対象物を検知した場合，ブレーキを掛

けるタイミングが早過ぎ，後方の安全を確保でき

ている状況でも常に自動ブレーキが作動してしま

い作業効率が低下する懸念が生じた。このことか

ら速度変化に応じてどの速度域でも，対象物まで

一定の距離を置いて停止できるようエンジンブレ

ーキで減速を行い，次の段階としてフットブレー

キ操作で停止行動をとる必要がある，という課題

が残る結果となった。 

 

６．課題への対策と制御方法の確立 

6.1 課題への対策 

停止距離測定試験の課題から，赤外線センサで

設定可能な 3 つの識別エリアの範囲設定の見直し

を行った。 

もっとも遠い「遠距離エリア」ではミッションの

後進速度段を 3 速あるいは 4 速としていた場合は

2 速へ機械的にシフトダウンし減速させる(写真-

4)と同時に警報装置を作動させ運転員と周囲の作

業員へ音と光で警告する設定とした。次の「中距離

エリア」では遠距離エリアで作動させた状態を保

ちながら，エンジン回転数をアイドリングに下げ，

エンジンブレーキを効かせることによりさらに減

速させる。もっとも接近した「近距離エリア」では

遠距離，中距離エリアで作動した装置を自己保持

した状態でフットブレーキを作動させる(写真-5)。

このようにエリアごと段階的なブレーキ操作の設

定を見直すことにより，安全且つ柔軟なブレーキ

操作を確実に行い，どの速度域でも対象物まで安

全な距離を保って，停止できるよう改良を施した。 

□1 速 

■2 速 

▨3 速 

■4 速 

-　97　-



写真-4 速度段シフトダウン装置 

写真-5 フットブレーキ作動装置 

6.2 改良後の制動距離測定結果 

改良を行ったブレーキアシストシステムで再度，

制動距離測定試験を行った。この結果から全ての

速度段，速度域にかかわらず段階的なブレーキ操

作を設定することで，図-6の通り 25ｍ先にある対

象物に対して一定の距離を保って確実に停止する

ことが確認された。制動初期に車速を減速させる

ことで運転員や周囲の作業員へ危機回避行動を促

すこともでき，その段階で対象となる物体が除か

れれば，後進を再開することもできる。作業効率を

低下させないことも重要であり，運転員にストレ

スなく作業を継続させることも考慮した。

図-6 改良後の制動距離測定試験結果 

７．おわりに 

今回開発したブレーキアシストシステムは，グ

レーダを安全かつ柔軟なブレーキ動作で確実に停

止させることができる装置としての機能を有して

いることを確認することができた。まずは社有グ

レーダに装備し，引続きシステムの改良を進め，安

全性・機能性の向上を図っていく所存である。

建機の安全性向上を目的としたシステムとして，

今後その応用の場を広げ，転圧ローラ，グレーダに

続き，ブルドーザへの展開も検討したい。その結果

として，建機と人・モノとの接触による災害を減ら

すことに貢献できれば幸いである。 

１速で後進 ２速で後進 ３速で後進 ４速で後進

0～5km/h 0～11km/h 0～22km/h 0～36kmh

遠距離エリア

・赤外線センサ

・１速を維持
・音と光による警告

・２速を維持
・音と光による警告

・２速へシフトダウン
・音と光による警告

・２速へシフトダウン
・音と光による警告

中距離エリア

・赤外線センサ

・１速を維持
・音と光による警告

＋エンジンブレーキ作動

・２速を維持
・音と光による警告

＋エンジンブレーキ作動

・２速を維持
・音と光による警告

＋エンジンブレーキ作動

・２速を維持
・音と光による警告

＋エンジンブレーキ作動

近距離エリア

・赤外線センサ
＋

・ミリ波センサ

・１速を維持
・音と光による警告
・エンジンブレーキ作動

＋インチングペダル作動
＋フットブレーキ作動

・２速を維持
・音と光による警告
・エンジンブレーキ作動

＋インチングペダル作動
＋フットブレーキ作動

・２速を維持
・音と光による警告
・エンジンブレーキ作動

＋インチングペダル作動
＋フットブレーキ作動

・２速を維持
・音と光による警告
・エンジンブレーキ作動

＋インチングペダル作動
＋フットブレーキ作動

図-5 検知エリアごとのブレーキ自動制御フロー 

□1 速

■2 速

▧3 速

■4 速
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24．トンネル覆工コンクリートの補修工事に適用する曲面天井用研掃システム 

株式会社 奥村組 ○ 石井 敏之

株式会社 奥村組 西山 宏一

株式会社 奥村組 田中 寛大

１．はじめに 

高度経済成長期から約 50 年が経過し，当時建設

されたインフラ施設の多くに経年劣化の進行や耐

震強度の不足が指摘され，補修・補強工事が行われ

ている。そのうち，都市高速道路のトンネル等を対

象とした補修・補強工事は，写真-1に示すように，

片側車線供用下で，通行車両への粉塵等の飛散抑

止を行いながら限られた時間内での人力作業とな

っている。人力作業では，コンクリート天井面の表

層脆弱部や劣化した塗膜の除去および目荒しを行

う研掃作業は，高所作業車上で，ディスクサンダー

等による粉塵が飛散する環境下での天井を見上げ

た姿勢で行われている。そのため，天井面の研掃作

業は，①作業員の技量差からの研掃面のばらつき

による品質低下，②発生した粉塵による作業環境

の悪化，③高所で無理な姿勢による安全性と作業

効率の低下，が問題となっている。 
このような状況から，筆者らは，研掃作業を自動

化運転し，同時に発生した粉塵の飛散抑止ができ

るウォータージェットを用いた湿式の天井，壁・柱，

床用の研掃装置 1）と，研削ビットを用いた乾式の

天井用の研掃装置 2）を開発した。写真-2に示すよ

うに，開発した研掃装置を，道路トンネルや上下水

道施設および地下鉄施設の工事に適用してきた。

しかし，これらの装置の適用範囲は平面のコンク

リート表面に限られ，曲面を有する表面の研掃作

業には適用できなかった。

そこで，トンネル覆工コンクリート等の曲面を

有する表面の研掃作業を自動化運転した「曲面天

井用研掃システム」を開発した。本報では，曲面天

井用研掃システムの概要と実大模擬トンネルを用

いた性能確認実験の結果について報告する。 

２．曲面天井用研掃システムの概要 

曲面天井用研掃システム（以下，研掃システム）

の概観を図-1，仕様を表-1に示す。 
本研掃システムは，地上からの入力操作で曲面

を有するコンクリート表面の研掃作業を自動化運

転し，同時に発生した粉塵等の飛散を抑止するも

のである。対象とする構造物は，道路トンネル等の

曲面を有する覆工コンクリートである。なお，本研

掃システムは，ボックスカルバートのような平面

を有する天井面にも適用できる。運搬・移動には，

作業帯のスムーズな設置・撤去が行えるように3台
の車両を使用し，現地でホースやケーブル類の接

続・切離のみで作業の開始・終了が行えるようにし

た。また，研掃方法には，曲面の研掃を対象とする

ことから，小型で研掃面に非接触で研掃作業が行

えるバキュームブラスト工法を採用した。 
本研掃システムは，次の 4 つの装置から構成さ

れる。 

写真-1 人力によるトンネル天井面の研掃作業 

高所作業車 

作業帯 
通行車両 

人力作業 

写真-2 自動化運転によるトンネル天井面の研掃作業 

（研削ビットを用いた乾式の天井用研掃装置） 

研掃装置 

荷台昇降車 

自動化運転 
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ⅰ． 噴射機を曲面の研掃面に一定圧で押付けな

がら一定速度で移動させる「研掃装置」 
ⅱ． 噴射機からブラスト材を噴射して研掃し，

同時に発生した粉塵やブラスト材を吸引す

る「バキュームブラスト装置」 
ⅲ． 研掃装置を運搬し，現地で昇降機として利

用できる「荷台昇降車」 
ⅳ． 発電機やコンプレッサ等の「付帯装置」 

2.1 研掃装置 

研掃装置の外観を写真-3，研掃ヘッドの外観を

写真-4，5に示す。 
研掃装置は，3 層のフレーム上に，研掃ヘッドを

上部に配した研掃機が配置された構造となってい

る。この 3 層のフレームは，下段に研掃装置を荷

台昇降車に固定する固定フレーム，研掃面積を広

くするため，中段にトンネル軸方向（以下，走行方

向）と研掃機を平行にする回転フレームと，上段に

トンネル軸直角方向（以下，横行方向）の研掃機の

移動量を大きくするスライドフレームからなる。

研掃機は，スライドフレーム上を一定速度で走行

方向と横行方向に移動可能で，上部に配した研掃

ヘッドをエアーシリンダとボールネジで上下方向

に昇降させることができる。研掃ヘッドには，写真

-5 に示すように，回転機構が設けられ，4 隅にキ

ャスターを取付けた荷重計（以下，キャスター付き

荷重計）と，傾斜計およびロータリアクチュエータ

が取り付けられている。更に，曲面に一定荷重で押

し付けて研掃を行う噴射機が2台設置されている。 
研掃装置は，地上のタッチパネルから研掃条件

を入力することによって，噴射機を研掃面に一定

荷重で押し付けながら一定速度で移動させること

で，研掃作業の自動化運転を行う。 
ａ．研掃ヘッドを曲面に接触させる方法 

写真-3 に示すスライドフレーム上の 3 隅に設置

された水平・鉛直距離計（トンネル表面までの距離

を測定）より研掃角度を算出し，傾斜計とロータリ

アクチュエータで研掃ヘッドを研掃角度に設定す

る。その状態で研掃ヘッドを研掃面の約 10cm 直下

の位置に移動させ，エアーシリンダとボールネジ

の押し上げによって研掃面に接触させる。研掃ヘ

ッドの 4 隅のキャスター付き荷重計によって接触

判定を行い，接触確認後ロータリアクチュエータ

のブレーキを解放する。これによって，研掃ヘッド

は曲面の研掃面に接触した状態で，走行方向と周

方向に自由に移動できるようになる。なお，これら

の操作は，全てタッチパネルで行える。 
ｂ．研掃面のばらつきを小さくする方法 

研掃ヘッドを曲面の研掃面に接触させた後，研

掃ヘッドに設けた小型エアーシリンダで噴射機を

研掃面に対して垂直に一定荷重で押し付け，リニ

表－１ 曲面天井用研掃システムの仕様 

装置名 項 目 仕  様 

研掃装置 

寸  法 L 3.0×W 1.75×H 1.954 m 

重  量 10.7 kN 

回転角度 0～±5 deg 

走行範囲 2.16 m 

横行範囲 1.9 m 

上昇範囲 0.8 m 

走行速度 0～10.0 m/min 

施工高さ 4.0～7.5 m 

研 掃 幅 90～100 mm （噴射機 2 台） 

バキューム 

ブラスト 

装置 

ブラストタンク 容量：330 L （研削材貯留） 

ホッパータンク 容量：300 L （研削材回収） 

回 収 機 サイクロン，バグフィルタ

ノ ズ ル 長方形ノズル 穴径 9.5 mm 

研 削 材 フェロニッケルスラグ材

荷台昇降車 昇降範囲 1.6～5.0m 積載荷重 12 kN 

付帯装置 
コンプレッサ 100 馬力

発 電 機 50/60 kVA 

荷台昇降車 

研掃装置 コンプレッサ ホッパータンク 発電機 粉塵回収機 

4 ﾄﾝ車 A 4 ﾄﾝ車 B 

ブラストタンク 

バキュームブラスト装置 

図-1 曲面天井用研掃システムの概観 

写真-3 研掃装置の外観 

研掃機 

研掃ヘッド 

スライドフレーム

水平･鉛直距離計 
上下 

走行 

横行 

回転フレーム 固定フレーム 

タッチパネル
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アーブッシュによって研掃面の不陸に追随できる

ようにした。更に，一定荷重で押し付けた状態の噴

射機を一定速度で移動させている。これらにより，

研掃面と噴射機の距離が一定となり，研掃作業が

常時同じ条件で行われるため，研掃面のばらつき

を小さくすることができる。なお，研掃作業中は，

噴射機の押付け荷重と押付け変位を測定し，研掃

条件が保たれているかの制御を行っている。 
2.2 バキュームブラスト装置 

バキュームブラスト装置の構成を図-2 に示す。

同装置は，ブラスト材による研掃を行うブラスト

装置（噴射機，ブラストタンク，エアータンク，ア

フタークーラ）と，発生した粉塵等を吸引し分別す

る回収装置（ホッパータンク，回収機）からなる。 
バキュームブラスト装置は，ブラストタンクへ

送られてきた高圧圧縮空気と同タンク内の研削材

を混合させたブラスト材を，噴射機内のノズルか

ら噴射することによってコンクリート表面を研掃

し，同時に発生した粉塵や研掃後の研削材等をバ

キューム吸引する。なお，発生した粉塵等の飛散防

止は，このバキューム吸引と，写真-4 に示す研掃

ヘッドの周囲のブラシ枠 1 と噴射機の先端に取り

付けたブラシ枠 2 によって行われている。 
2.3 荷台昇降車 

荷台昇降車の外観を写真-6 に示す。荷台昇降車

は，12kN までの重量物を積載して一般道路の運行

が行え，現地では作業床の拡幅・昇降ができ，更に

移動用ローラを装備したローラジャッキにより，

作業床を上げたまま車両移動が行える。 
本研掃システムでは，研掃装置を積載して運搬

し，現地で研掃装置の昇降機および作業床を上昇

させた状態での車両移動による研掃装置の位置変

更の手段として使用している。 
 
３．曲面天井用研掃システムの研掃作業制御手順 

本研掃システムでは，任意の曲面での研掃作業

の自動化運転を行うため，研掃作業の手順を設定

し制御を行っている。トンネルと研掃システムの

全体座標系は，図-3 に示すように，トンネルのス

プリングライン（以下，SL）上の円形部の中心を

原点とし，走行方向を X 軸（車両進行方向を正），

横行方向を Y 軸（壁面方向を正），上下方向を Z 軸

（天井方向を正）とした。研掃作業の順序は，研掃

ヘッドを研掃開始走行ラインの走行方向に，次に

周方向に研掃幅だけ移動後，再度走行方向への移

動の繰り返しとなる。以下に，研掃作業の制御手順

を示す。 
① 図-3に示す SL からの離れ距離を入力 
② 研掃装置のスライドフレームの 3 隅に設置さ

れた水平・鉛直距離計で，コンクリート表面

までの距離を計測 

③ 研掃装置と走行方向とのずれ角の算出と補正 
④ トンネル形状（半径，SL 高）の算出 
⑤ 研掃装置の寸法やトンネル半径等から，現在

コンプレッサブラストタンク 
エアータンク アフター 

クーラ 

圧縮空気 
発電機   

  
 

 

ホッパータンク 

吸引 

ブロワー サイクロン＆ 
バグィルター 

噴射機 

噴射 吸引 電気 

噴射 

回収機 

図-2 バキュームブラスト装置の構成 

研掃装置 

ローラジャッキ 

写真-6 荷台昇降車の外観（研掃装置積載） 

写真-5 研掃ヘッドの外観（研掃背面側） 

ロータリ 
アクチュエータ 

キャスター付き荷重計 

回転機構 
変位計 

噴射機 

小型エアーシリンダ 

キャスター付き荷重計 

ブラシ枠１ ブラシ枠 2 

ノズル  噴射機 

写真-4 研掃ヘッドの外観（研掃面側） 
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の研掃装置の位置を全体座標系で算出 
⑥ 研掃開始ラインとトンネル半径から研掃開始

角度の算出

⑦ 研掃開始走行ラインの天井高さと荷台昇降車

の作業床（研掃装置）の上昇量の算出と操作

⑧ 研掃角度，研掃装置の横行範囲，上昇範囲お

よび研掃幅から，研掃機の走行毎に研掃角度，

横行移動量（横行量+スライドフレーム移動

量）・上昇量の算出と自動化運転の継続判定

 この研掃作業の制御手順によって，各ステップ

の自動化運転の継続・終了判定を行っている。また，

荷台昇降車が次ステップの研掃作業域に移動して

も研掃開始走行ラインが記憶されているため，次

ステップにおいても，前ステップの研掃開始走行

ラインとずれることなく揃った状態で研掃できる。 

４．実大模擬トンネル用いた性能確認実験 

性能確認実験は，一般社団法人日本建設機械施

工協会 施工技術総合研究所が所有する実大模擬

トンネル（断面積 66m2，高さ 7.1m，最大幅 11.2m，

延長 80m ）において，1 車線を規制し，作業帯に

車載した研掃システムを設置後，走行方向に壁部

から天井部までの曲面の研掃作業を行った。確認

項目は，自動化運転の状況，施工能力，研掃面の状

況および粉塵等の吸引状況とした。

4.1 実験手順

実験状況を写真-7，8，実験手順を図-4 に示す。 
手順は，写真-7 に示すように，作業帯に車両を

荷台昇降車から順に進入させ，所定の位置に荷台

昇降車を設置し，車両間の制御・電源ケーブルやブ

ラスト・吸引ホースを接続した。次に，発電機，コ

ンプレッサおよび研掃装置を起動させた。タッチ

パネルから，図-4 の着色したプロセスに示す研掃

条件の入力を行い，研掃作業の自動化運転を実施

した。また，研掃準備から研掃終了まで，荷重計，

変位計，距離計，圧力計，傾斜計等の計測データお

よび算出された研掃ヘッドの位置座標等を，自動

計測（サンプリング間隔 10Hz）により保存した。 
研掃条件は，予備実験より定めていた，ブラスト

噴射圧 0.3MPa，研掃ヘッド押上げ圧 0.5MPa，噴射

機の押付け荷重 200N/2 台，研掃ヘッドの走行速度

6m/min とした。研掃作業は，図-5に示す走行方向

に，壁部（1 ライン），肩部（2 ライン），天井部（3
ライン）の 3 つのラインに分けて実施した。

研掃作業の人員は 3 名で，車両 3 台の運転手が，

研掃作業時にタッチパネルの操作とホース類の補

助や引き回しを行った。 
4.2 性能確認実験の結果 

ａ．自動化運転の状況 

(1) 自動化運転

天井部の研掃作業の自動化運転による研掃ヘッ

ドの走行位置と横行位置の時刻歴を図-6，研掃ヘ

ッドの上下位置と研掃角度の時刻歴を図-7 に示す。 
研掃ヘッドは，走行方向に 0.0～2.16m を 10 往

復の計 20 回，横行方向に 0.90～-0.43m へと 1.33m
移動し，上下方向に 0.52m 上昇した。横行と上下

方向の移動は走行が反転する時に行われ，反転ご

とに，横行移動は 65～72mm，上昇は 21～32mm ず

つであった。研掃ヘッドは，走行時には横行位置と

上下位置および研掃角度に変化がなく，走行方向

写真-7 性能確認実験全景 

写真-8 自動化運転による研掃作業状況 

研置ヘッド 

図-3 トンネルと荷台昇降車の全体座標系 
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と平行に移動し，反転時には曲面に沿って天井部

方向へ移動することを確認した。なお，上下位置は，

エアーシリンダ（500mm）とボールネジ（300mm）

の和である。横行時の上昇はエアーシリンダのみ

で行っているが，走行移動中に横行時の上昇量を

5：3 の割合でエアーシリンダとボールネジに再配

分し直す制御を行っている。

研掃ヘッドの 4 隅のキャスター付き荷重計の出

力値を荷重 1～荷重 4，その総和を研掃ヘッドの押

付け荷重とする。自動化運転時の研掃ヘッドの押

付け荷重の変動を確認するため，天井部での研掃

ヘッドの押付け荷重の時刻歴を図-8 に示す。走行

時の研掃ヘッドの押付け荷重は約 1300N で，荷重

1～荷重 4 の平均が 200～400N であった。研掃ヘッ

ドに作用する荷重は変動が少なく安定しており，

研掃ヘッドは曲面に安定した状態で押し付けなが

ら移動していることが確認できた。

(2) 研掃ヘッドの接触判定

研掃ヘッドの研掃面への接触判定は，荷重 1～荷

重 4 を用いて，①ロータリアクチュエータによる

研掃ヘッドのブレーキの開放，②研掃ヘッドの確

実な曲面への接触，の 2 種類により行っている。 
研掃ヘッドの曲面への接触状況を確認するため，

図-8 において研掃ヘッドが接触する時間 255～
260sec 間の時刻歴を図-9 に示す。初めに，荷重 1
が研掃面に接触し，0.6 秒後に荷重 2，その 0.4 秒

後に荷重 3 と 4 が同時に接触している。最初にブ

レーキ解放条件の 5N 以上の荷重になったのは荷

重 1 で，接触の 0.1 秒後に 77N と増加し，ロータ

リアクチュエータのブレーキが解放され，研掃ヘ

ッドが回転できる状態になったことを示している。

次に，荷重 2 と荷重 3 の対角の荷重が 1.2 秒後に

ともに 200Ｎを超え，同時に押付け荷重が 600N 以

上（接触条件）となっている。このことから，研掃

ヘッドが確実に接触したと判断できる。

(3) 噴射機と研掃面の距離（研掃面のばらつき）

天井部の噴射機の研掃面への押付け荷重と押付

け変位の時刻歴を図-10に示す。 

開　　始

作業帯への進入

研掃システムの準備（配線他）

研掃装置の原点移動（確認）

研掃装置の回転補正

荷台昇降車の作業床高の設定

研掃ヘッドの移動

研掃ヘッドの押し付け

研掃作業の実施

研掃システムの片付け

作業帯からの退出

終　　了

次
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【自動研掃の操作】

図-4 性能確認実験の手順 
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図-8 研掃ヘッドの押付け荷重 
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押付け荷重は 200N としていたが，370N 程度と 
大きく押し付ける結果を示した。これは，噴射機を

押し付ける小型エアーシリンダの設定圧が0.3MPa
と高く設定したことによる。一方，押付け変位は，

設定の押付け荷重で 60～70mm 程度となるが，今

回の実験では押付け荷重が大きかったため，押付

け変位が 80mm 程度と大きくなりブラシを少し押

し潰す状態になった。しかし，押付け荷重と押付け

変位ともに研掃時にはほぼ一定となっており，ノ

ズルから研掃面までの距離が一定に保たれている

ことが分かる。これらより，自動化運転によって安

定した研掃作業が行われていることが分かる。 
ｂ．施工能力 

 研掃システムの施工能力を確認するため，時間

当たりの研掃面積を求めた。研掃システムが作業

帯に入り配管・配線等を行う時間を準備時間，タッ

チパネルによる研掃作業の自動化運転と次ステッ

プへの車両移動を合わせた時間を研掃時間，研掃

作業が終了し配管・配線の切り離しを行い作業帯

から退出するまでの時間を撤去時間とした。なお，

施工能力実験では，各ラインの施工長を 16m（1 ス

テップの施工長 2m，研掃装置移動を 8 ステップ）

として，研掃を行った。研掃作業後の次ステップへ

の移動は，荷台昇降車の作業床の高さを変えずに，

荷台昇降車を運転しながらローラジャッキを使っ

て前方に約 2m 移動させた。

各ラインの施工時間を表-2 に示す。研掃システ

ムの１時間当たりの研掃面積は 10.9～14.3m2/時間

で，平均 12.1m2/時間であった。また，施工能力は

天井部が壁部に比して高い結果になった。これは，

研掃ヘッドの走行回数が，壁部で 13 回，肩部で 16
回，天井部で 20 回となっており，天井部に近づく

ほど走行回数が多くなったためと考えられる。壁

部で走行回数が少ないのは，研掃ヘッドの横行移

動量が最大の 1.9m になる前に，鉛直移動量の限界

値 0.8ｍに達するためである。

ｃ．処理面の状況

 研掃面は，写真-9 示すように一様に研掃されて

いるが，研掃走行間の一部には未研掃の部分が見

られた。これは，研掃ヘッドに取り付けている 2 台

の噴射機の間隔を少し広く設定したことが原因と

考えられる。 
ｄ．粉塵等の吸引状況 

粉塵の漏れを確認するため，実験では，研掃ヘッ

ドに取り付けてあったブラシ枠 2 を取り外し，噴

射機のブラシ枠１からの漏れを目視で確認した。 
今回実施した研掃条件のブラスト噴射圧0.3MPa，

走行速度 4～8m/min では漏れを視認できず，確実

に粉塵等が吸引されることを確認した。 

５．あとがき 

性能確認実験より，以下のことを確認し，本研掃

システムを現場に適用できる見通しが得られた。

ⅰ．実大模擬トンネルにおける曲面コンクリー

ト表面の研掃作業を自動化運転で行える

ⅱ．発生した粉塵の飛散を防止できる 
ⅲ．処理面のばらつきを非常に少なくできる 
ⅳ．研掃作業人数は一般の作業員 3 名で行える 
今後は，現場への適用を図り，安全性の向上や操

作性の向上等，システムの完成度を高めたい。 

参考文献 

1）石井敏之：ウォータージェットを用いたコンク

リート表面処理機の開発と現場適用，平成26年
度新技術・新工法に関する講習会，pp.35～38，
2015.2

2）丸山八大・津村匡洋・石井敏之：天井用車載型

乾式研掃装置の自動化運転による地下鉄補修

工事への適用ついて，令和元年度建設施工と建

設機械シンポジウム，pp.167～172，2019.12 

表-2 施工時間と施工能力 

項 目 1 ライン 2 ライン 3 ライン 

施工時間（時間） 

準備 0.25 0.28 0.23 

研掃 1.27 1.27 1.55 

撤去 0.20 0.25 0.25 

合計 1.72 1.80 2.03 

研掃面積（m2） 18.7 22.5 29.2 

単位時間当たり（m2/時間） 10.9 12.5 14.3 

1 人時間当たり（m2/人･時間） 3.6 4.2 4.8 

写真-9 自動化運転後の研掃面 

3 ライン 

1 ステップ 2 ステップ

2 ライン 

1 ライン 

図-10 噴射機の押付け荷重と押付け変位 

- 104　-



25．打音検査を用いたアスファルト内部欠陥検出への AI 手法導入に 

関する実験報告 

立命館大学  〇佐々木 優一 

立命館大学   横山 隆明 

大林道路株式会社  光谷 修平 

1. はじめに

道路維持管理の課題の一つにアスファルト舗装

のポットホール対策がある。雨水の浸透等により

進行する舗装内部の損傷は，路面上から発見する

ことが困難であり，ある日突然，表層の一部が崩壊

してポットホールとなり，騒音振動や水はねの原

因となるほか，通行車両の走行安全性を著しく低

下させる 1)，2)。このため，舗装内部の損傷をなるべ

く早期に，できればポットホール化する前に非破

壊で検知する方法が求められている。この損傷検

知方法として，簡便かつ低コストで実施可能な非

破壊試験法である打音検査が用いられている。し

かし，打音検査はハンマーの使用方法や打撃音の

判断に熟練を要するという短所を有しており，ま

た近年では人口減少に伴う建設技術者の不足も問

題となっている。そのため，検査員の経験や感覚に

依存せず，経験の浅い者でも実施可能な打音診断

システムの構築が必要であると考える。

本研究では，打音検査結果の判定を AI で分析す

ることにより，損傷有無の判断をサポートする打

音診断システムを構築し，表層下に模擬的に損傷

部を配置した実験舗装に対して打音試験を行い，

その妥当性を検証した。 

2. 実験概要

2.1 供試体・打音収録器具

実験では，コンクリート床版上の舗装を念頭に

大林道路株式会社技術研究所にて供試体を作成し

た。供試体の寸法・構成は，コンクリート平板

（300mm×300mm×50mm）に損傷を模擬した円形

の窪み（d：φ0，50，100，150mm×h：5mm）を設

け，その上部に阪神高速道路仕様の基層用アスコ

ン 35mm で構成した。実際の舗装にはこの上に厚

さ約 40mm の表層があるが，本研究試験では省く

ものとした。使用したコンクリート及びアスコン

の配合表を表-1，表-2 に示す。

表-1 コンクリートの配合 

表-2 アスコンの配合 

C W S1 S2 G1 G2 AS AE

55.0 45.0 304 167 242 575 507 504 3435 5.3

単位量(kg/m³) 混和剤量(g/m³)W/C

(％)

s/a

(％)

単位 ％

6号砕石 7号砕石 SCR 砕石 細砂 石粉 As

34.9 18.9 8.5 14.2 13.2 4.7 5.6

図-1 供試体概要図 
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打音データは，重量 133.5g，頭口径 18mm のハ

ンマーで打撃し，周波数範囲：20Hz～20kHz，正面

感度：-34dB±30％（1kHz） ,負荷インピーダンス：

≧1000Ω，S/N 比：78dB の単一指向性コンデンサ

ーマイクロフォンにより収録した。

2.2 損傷検出システム構築手法

損傷検出システムを構築するために， 打音検査

結果の Deep Leaning（DL）を行った。DL は，人工

知能の要素技術の一つで，人間が自然に行うタス

クをコンピュータに学習させる機械学習の手法の

一つである。人間の神経細胞の仕組みを模したシ

ステムであるニューラルネットワーク（NN）の隠

れ層（図-2 参照）を多層にして用いることで，デ

ータに含まれる特徴を段階的により深く学習する

ことが可能となる。多層構造の NN に大量の音声

データを入力することで，コンピュータのモデル

はデータに含まれる特徴を各層で自動的に学習す

る。これにより DL のモデルは極めて高い精度を

誇り，近年の進歩により人間の認識精度を超える

までとなっている 3)。

本実験で実施する DL の流れを図-3 に示す。そ

れぞれについて，以下に順に説明する。 

（1）正常箇所，異常箇所，背景音の取得 

サンプリング周波数 fs は 8820Hz で行い，判定

に使用する信号長を 0.25s，検出する最少のピーク

の高さを 0.05（max は 1）とした。正常箇所を図-1

の d=0mm の供試体，異常箇所を d=50，100，150mm

の供試体とし，背景音は打撃を行わない状態とし

た。  

（2）学習の前処理 

取得した各々のデータ数に隔たりがある場合，

正常に学習されないことがあるため，各々のデー

タが均一になるようにランダムに抽出した。次に，

学習用（70％），検証用（10％），テスト用（20％）

にデータセットを分割し，各々のデータセットか

らスペクトログラムを取得した。さらに，ネットワ

ークの定義，学習のオプションの設定を行った。

（3）データの学習

学習の進行状況は，横軸：学習の反復，縦軸：精

度（％）で表される。学習が正確に進行する場合，

図-3 に示すように学習反復が進行するにつれて精

度が 100％に近づく。一方で精度が上昇しない場合

や減少する場合には，学習データだけに最適化さ

れてしまい汎用性がない状態に陥る過学習となり，

実験方法やネットワークの見直しが必要となる。 

（4）ネットワークの評価 

3 値分類以上の機械学習モデル性能を測る指標

として使用される多クラス混同行列を可視化し，

評価を行った。混同行列は，図-5 に示すように列

と行の要約を使用し，モデルがどの程度の精度で

分類し，どこで問題が発生した可能性があるか判

別する。解析の都合上，図-5 では正常箇所を normal，

異常箇所を abnormal，背景音を background として

いる。最左端は取得音声データを表し，横方向にそ

れぞれのデータごとに判別した数を示している。

これらを基に正解率および図-6 で定義する再現率，

適合率，F 値の 4 指標による比較を行った。正解率

は全データのうち正解したデータ数の割合，再現

率は判別したいデータ数のうち実際に判別できた

割合，適合率は判別対象のデータを判別した数の

うち，それが正解している割合を示し，F 値は適合

率と再現率の調和平均であり，一般的な性能評価

の指針となる。 

図-4 データの学習状況 

図-2 DL の概念図 

図-3 本研究で実施する DL の流れ 
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本実験では，上記の手順に沿って以下 2 点の手

法用いて評価を行った。 

（a）損傷大きさおよびデータ数の増加による学習

精度の比較 

損傷直径 d=50，100，150mm について，各異常

音をそれぞれ学習・評価することで，模擬損傷大き

さの違いによる学習精度を比較した。また，データ

数の増加による精度向上を検討するため，正常箇

所，異常箇所，背景音それぞれ 200 個および 2000

個のデータを取得した。 

（b）学習対象の増加に伴う精度比較 

実際の道路では，ポットホール発生段階の様々

な状態を検知する必要があるため，一度に複数の

対象を学習させることで，精度がどの程度変動す

るか評価を行った。ここでは，初めにデータ数を正

常音 1000 個，背景音 1000 個，異常音 d=50 を 1000

個取得し，以降 d=100，150mm それぞれ 1000 個ず

つ順に追加し，その際の F 値をそれぞれ比較した。 

なお，ハンマーは図-1 に示す供試体の中心部付

近を 1 秒に 1 回の間隔で打撃し，マイクロフォン

の位置は打撃位置より 50mm 離れた位置に配置し

た。打音データ取得の様子を写真-1 に示す。 

3. 実験結果および考察

（a）損傷大きさおよびデータ数の増加による学習

精度の比較

表-3 に 200 個のデータ数を取得した結果の平均

値を示す。損傷直径が大きくなるにつれて，再現率，

適合率はともに上昇している。F 値は，d=50mm の

結果は良好であり，d=150mm では d=50mm と比較

して 2.4％高く，更に精度が上がっている。これは，

損傷内に含まれる空気の量が打音の周波数特性に

何らかの影響を及ぼしているためだと考えられる。

図-7 は，取得データから算出した振幅スペクトル

を示す。d=50，100mm のピーク値は，2.5～3.0kHz

であるのに対し，d=150mm のピーク値は約 4.0kHz

であり，最大振幅値が大きく，高周波であることが

わかる 5)。なお，0.5kHz 以下の低周波数領域は計

測時に近くにあった室外機の影響と考え，打音と

は無関係であるとした。このことから，損傷直径が

大きい程音声の判別が容易であり，学習精度が上

がると考えられる。次に，表-4 に 2000 個のデータ

数を取得した結果の平均値を示す。データ数200個

の結果と比較して，全体的に精度が上がっており，

損傷直径が大きくなるにつれて，再現率，適合率は

ともに上昇している。d=50mm は，学習の出来が良

好だったためか，飛躍的に精度が上がっており，

d=150mm よりも高い精度を示した。反対に，

d=100mmは微々たる増加となった。原因としては，

マイクの位置がずれたことで生じた音を誤認した

ためではないかと考える。これらより，データ数は

多い程，精度は上昇することが確認できた。ただし，

打撃の仕方や雑音等により精度が変動することが

確認できたため，変動範囲を明らかにすることが

今後の課題として挙げられる。また，データ数の増

加に比例して学習時間も長くなるため，適切なデ

ータ数の取得を行う必要があると考える。

abnormal

と判断した数

background

と判断した数

normal

と判断した数

abnormal a b c

background d e f

normal g h i

再現率(％) 適合率(％) F値(％)

abnormal a/(a+b+c) a/(a+d+g)
再現率と適合率

の調和平均

background e/(d+e+f) e/(b+e+h) 〃

normal i/(g+h+i) i/(c+f+i) 〃

図-5 多クラス分類の混同行列 

図-6 各指標の定義 3) 

写真-1 打音データ取得の様子 

表-3 損傷直径ごとの各指標における比較 

（データ数 200 個時） 

表-4 損傷直径ごとの各指標における比較 

（データ数 2000 個時） 

d(mm)
 指標

50 100 150

正解率(％) 99.1 95.3 98.3

再現率(％) 99.1 95.4 98.3

適合率(％) 99.1 95.3 98.4

F値(％) 99.1 95.3 98.3

 d(mm)
 指標

50 100 150

正解率(％) 93.3 95.0 95.8

再現率(％) 93.3 95.1 95.8

適合率(％) 93.5 95.1 96.1

F値(％) 93.3 95.0 95.7
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（b）学習対象の増加に伴う精度比較 

 表-5 に，各異常音を順に追加した結果の平均値

を示す。d=50mm 時点での精度は良好であり，

d=100mm のデータを追加して得られた結果は，全

体的に減少しており，特に適合率が 4.3％減少して

いる。さらに d=150mm を追加した際には，精度は

上がっているが，d=50mm だけの結果と比べると

やはり減少している。この結果から，学習対象を複

数にすることで精度は減少することが確認できた。

ただし，d=50，100mm のような小さな損傷を追加

することで精度は下がるが，d=150mm を追加した

際に精度が上がったことから，損傷が大きいもの

や破壊が進行しているものは判別が比較的容易な

ため，精度が引き上げられているのではないかと

考える。そのため，今後損傷直径の種類を広げ，対

象をさらに増やすことで，精度の変動が損傷大き

さによるものであるかを確認するとともに，損傷

の大きさに区分を設けることで学習の正確性を上

げることが課題として挙げられる。 

以上より，いくつか課題点が挙がったが，舗装内

部損傷の判定に AI 手法の一つである Deep Leaning

を用いた打音検査は有効であり，損傷の大きさを

複数にした場合の検知も可能であることがわかっ

た。この手法は実際の舗装にも適用できる可能性

があると考える。 

4. まとめ

本研究は，打音検査の舗装内部損傷判定に AI を

適用する際の有効性を検討したものであり，以下

の知見が得られた。 

1）個別データを取得した際，模擬損傷直径が大き

い程，F 値は高くなり，損傷の判定精度が上が

ることが確認できた。  

2）取得データ数を増やすことで，損傷判定の精度

は高くなることがわかった。データ数の増加に

比例して学習時間も長くなるため，精度が上昇

しなくなる範囲を明らかにする必要がある。 

3）測定対象を複数にした際，対象を増やすほど F

値は減少するが，約 92～95％と高く，実際の道

路におけるポットホール発生段階の様々な状

態を認識することが可能ではないかと考える。 

今後の予定を以下に述べる。本研究では試行回

数を増加することで各指標による精度向上および

精度の変動範囲を把握することで正確性向上を図

る。また，今回は模擬損傷を 3 種類用意したが，

幅広い範囲の大きさを増やすことで，より実際の

舗装に近づけた実験を行う。そして，本研究ではハ

ンマーを用いて打音データを取得したが，実道下

におけるハンマーの点検は，広範囲を点検するに

は多大な労力や時間を要することが問題として挙

げられるため，回転式打音検査器具を導入する予

定である。同検査器を移動・回転させた際に発生す

る連続打音の変化によるポットホールの評価を行

うことで，その有効性の検証および点検効率の解

決を試みる。
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図-7 各損傷直径の振幅スペクトル 

表-5 学習対象の追加に伴う各指標の比較 

d(mm)
指標

50 50,100 50,100,150

正解率(％) 95.8 92.8 95.3

再現率(％) 95.8 93.8 95.7

適合率(％) 95.9 91.6 93.1

F値(％) 95.8 92.4 94.3
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26．地中探査結果を搭載したＩＣＴ建設機械の活用による地下埋設物

の保護 

(一社)日本建設機械施工協会 施工技術総合研究所 ○ 八木橋 宏和 

コベルコ建機 株式会社  関口 伸吾 

ジオ・サーチ 株式会社 神代 晃治 

１．はじめに 

国土交通省が推進する i-Construction の取り組み

の内,ICT の全面的な活用（ICT 活用工事）では 3

次元設計データを施工現場へ利用し,正確な施工

数量の把握や,ICT建設機械に搭載される電子丁張

としての活用など,従来施工より効率の良い施工

が行われている。しかし, ICT による効率化の事例

は少なく,市街地での維持管理による掘削作業で

は,既存地中埋設管の位置を把握し,破損させるこ

となく保護することが急務である。 

市街地における従来施工の維持管理では,地中

探査の実施後,配管経路図等を２次元の図面とし

て図化を行い,埋設管設置位置を把握する。施工現

場では丁張設置,試掘を行いながら,人力と併用し

て慎重に作業をする必要がある。 

そこで筆者らは，上記作業に ICT を活用し,地中

埋設管の探査結果と ICT バックホウを連携させ,

施工現場の生産性向上および既存埋設管の保護を

目的とした実験をおこなった。 

２．目的 

本稿は，市街地での維持管理による掘削作業に

おいて,施工現場の生産性向上および既存埋設管

の保護の向上を目的としたマシンガイダンスシス

テムについて，検証し，評価したものである。

３．実証実験 

地中埋設管の探査結果とICTバックホウを連携

させ，施工現場の生産性向上を調査するために表

-1に示す現場条件にて検証を行った。

表-1 現場検証条件 

時期 2021年3月15～18日 

期間 4日間 

場所 施工技術総合研究所 構内 

実験範囲対象 W2m×L4m×(H1.4) 

管径 50A～200A 

材質 VU，SGP-W

市街地の維持管理を想定するため，50A～200A

の管および障害物を想定したアルミ板を埋設した。 

図-1 埋設管配置平面図 

図-2 埋設管配置状況 探査結果3D表示 

埋設管の設置には，レーキによる敷き均し，タ

ンパによる締固めを実施し，土の密度が一定にな

るように留意しながら，実験準備を行った。

写真-1 検証に利用した埋設管 
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写真-2 埋設管設置完了状況 

検証を行った手順について表-2に示す。 

表-2 検証手順 

手順 実施内容 

1 
地中探査の実施後，地中埋設管データを解析

し3Dモデル化する 

2 

3Dモデル化された埋設管の上部より，15cm

オフセットした3次元設計データを，埋設管

の保護データとして作成

3 
埋設管の保護データをLandXml化し，ICTバ

ックホウに搭載する 

4 
ICTバックホウにて床掘り作業を行い，作業

時間を計測する 

5 
再度埋戻しを行い，通常床掘り作業時間を計

測する 

6 上記4と5の作業時間を比較する 

3.1 地下探査の実施 

埋設管位置の把握を行うため，地下探査を行っ

た。地下部の非破壊探査技術として，電磁波地中

レーダ法と電磁誘導法がある。電磁誘導法では磁

性体が磁界に影響を与える現象を利用するため，

金属系の埋設物しか検知できない。

しかし，実際の掘削作業には材質を問わず埋設

物を検知する必要があるため，媒質内の電磁波伝

播と反射を利用する電磁波地中レーダ法を使用し

た。使用した多配列地中レーダシステムの仕様を

表-3に示す。地中探査の実施状況においては写真-3

に示す。 

表-3 多配列地中レーダシステムの仕様 

探査能力 探査深度：1.5m程度 

探査精度 

水平位置：±10cm 

深度位置：±10cm （GL-1m以浅） 

±10%程度（GL-1m以深） 

施工能力 500m2～1,000m2程度／日 

適用条件 気象条件：雨天不可 

写真-3 地中探査の実施状況 

多配列地中レーダシステムから取得された地中

レーダ平面処理データを解析することにより，地

中埋設物の位置を把握した(図-3)。また，横断デー

タおよび縦断データを処理・解析を行う事により

3Dモデル化を行った。

図-3 地中レーダ平面処理データ 

3.2 地中計測データのレジストレーション作業 

地下探査結果の3Dモデルは，現場の座標系では

なくローカル座標となる。そのため，絶対座標の

現場基準点を計測し，相対座標となっている地下

探査結果の3Dモデルの基準点をTS測量および

GNSS測量にて統合し現場座標に変換した。(図-4) 

また，埋設管保護データを作成するために，標

高値が必要となるため，地上型レーザースキャナ

ーを用いて点群の計測を行った。また，デジタル

処理中に周囲の状況を把握しやすくするため，取

得した点群を用いて埋設管位置の可視化を行った。 

図-4 地上の基準点配置状況 

測点：T1 

測点：T2 

測点：T3 
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3.3 埋設管保護データの作成 

地中の埋設管保護データに関しては，通常のICT

土工にて利用されるデータ形式と変わらない。 

そのため，深さ方向での3次元設計データではな

く高さ方向（標高値）を利用して不整三角網（TIN）

データを作成する必要がある。前述の地中計測デ

ータのレジストレーション作業にて取得した3Dモ

デルは現場座標に変換するとともに探査誤差を考

慮するため，3Dモデルの15cm上部へとオフセット

した高さの3次元座標を算出し，それらを結線した

不整三角網データを作成した。 

利用したソフトウェアは一般的に広く利用され

ているシステムを用いて作成した。作成した埋設

管保護データは図-5，配置状況は図-6に示す。 

図-5 埋設管保護データの作成 

図-6 埋設管保護データの配置状況 

3.4 ICT活用による掘削作業計測 

本検証における4m×2m(深さ約1.2m)のICT活用

による準備作業および掘削作業を実施した。検証

作業においては写真-4，作業時間においては表-4

に示す。ICT活用による床掘は，マシンガイダンス

機能を搭載したバックホウ0.25m3を用いた。ガイ

ダンス画面に表示される埋設管保護データと，バ

ケット位置をリアルタイムに確認し作業を実施し

た。本検証においては，マシンガイダンスシステ

ムを利用したため，作業を実施するオペレータの

技量によって掘削時間は異なる。本検証における

バックホウのオペレータは，日ごろからバックホ

ウの操作に長けている人材にて実証実験を行った。 

写真-4 ICT建機による掘削作業 

表-4 ICT活用による準備作業と必要時間 

区分 実施内容 時間 

探査 
地中探査 10分 

3Dモデル化(解析・図化) 40分 

準備 
埋設管保護データ作成 

60分 
3D設計データ作成 

施工 ICTバックホウを床掘 45分 

合計 155分 

3.5 従来施工での掘削作業計測 

本検証における4m×2m(深さ約1.2m)の従来施工

による準備作業および掘削作業を実施し，マシン

ガイダンス機能を利用しないバックホウ0.25m3を

用いた。検証作業においては写真-5，作業時間に

おいては表-5に示す。 

埋設管を保護する目的から，従来施工による床

掘作業においては以下の作業を頻繁に行いながら

行った。 

・平面位置をコンベックス等にて計測

・深さをレベルにて計測

・埋設管の有無を手元作業員に確認及び指示

・確認のための手掘り試掘

写真-5 従来建機による掘削作業 
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表-5 従来施工による準備作業と必要時間 

区分 実施内容 時間 

探査 

地中探査 10分 

地中探査結果報告書 
120分 

配管経路図 

準備 
丁張計算

20分 
丁張設置

施工 
試掘・埋設管確認 

130分 
人力を併用した床掘 

合計 280分 

3.7 埋設管の保護状況 

埋設管の保護状況について，ICT活用と従来施工

での違いを表-6に示す。 

ICT施工では埋設管への破損はなく，試掘して

管までの距離を計測するとデータ通りに15㎝上ま

での掘削結果であった。(写真-6) 

従来施工では，バケット刃先が埋設管へ接触す

ることがあり，損傷が2箇所,破損が1箇所であった。

(写真-7) 

表-6 従来施工とICT施工による埋設管接触箇所 

施工区分 埋設管の状況 個所数 

ICT施工 
損傷 0 箇所 

破損 0 箇所 

従来施工 
損傷 2 箇所 

破損 1 箇所 

写真-6 ICT施工実施時の掘削結果 

写真-7 従来施工時のバケット接触による破損個所 

４．まとめ 

従来施工時間とICT施工時間を比較すると，

45%程度の縮減効果が得られた。その要因として

丁張設置に関する手間の縮減，地中の状態が把握

できる事によるオペレータの生産性の向上，埋設

物破損のリスクが低減できるため，埋設管破損後

の修復作業等が不要になるなどの効果が見られた。 

また，本検証現場では4m×2m(深さ約1.2m)の狭

隘環境であるため，丁張計算，丁張設置の作業が

20分と少ない。実施工ではより多くの丁張設置お

よび測量計算作業も時間がかかると想定されるた

め，更なる時間の縮減効果が期待できる。 

安全面では，コンベックスによる平面位置の測

定やバケット爪先を施工箇所近くにて目視しなが

ら作業を進める必要があるが，ICTの活用により人

員が施工箇所付近に立ち入る必要が無くなるため，

安全面による効果も期待できる。 

しかし，3次元設計データが不可欠なことや，

ICT建設機械の導入が必須であるため，費用面では

施工者の負担が大きくなってしまうという課題や，

細かな埋設管の保護や，狭隘環境での施工では，

バックホウのバケットサイズに合わせて埋設管保

護データを作成する必要がある等の課題がある。 

小型建設機械に取り付け可能なICTシステムが

市場に出回り，中小規模の施工現場に導入されや

すくなることを期待したい。 

５．おわりに 

本稿では，市街地での維持管理による掘削作業

における施工現場の生産性向上および既存埋設管

の保護の向上を目的とし，3次元設計データを用い

たマシンガイダンスの活用についての研究を行っ

た。ICT建設機械を利用するためには，地中探査結

果より3次元設計データを作成することが必要不

可欠であるが，人工数の削減および作業時間の短

縮効果が大きいと同時に,地下埋設管の保護に効

果的である事が分かった。埋設管の保護において

は，埋設管破損時の復旧作業の短縮,オペレータに

よる作業の容易さなど,様々な波及効果が得られ

ると考えられる。今後もICTを利用した活用方法や

小規模土工におけるICTの現場適用性および効果

に関する研究に取り組んで参りたい。 
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27．河川機械設備におけるパラダイムシフト型更新の取組について 

国土交通省 総合政策局 公共事業企画調整課  〇東山 遼 

門屋  博行 

 宮下  学 

1. はじめに

昨今の地球温暖化に伴う風水害の激甚化,頻発

化による浸水被害の増加から,内水排水ポンプを

はじめとした河川機械設備の重要性が増している。

「社会資本整備審議会河川分科会気候変動を踏ま

えた水災害対策検討小委員会」において答申され

た「気候変動をを踏まえた水災害対策のあり方に

ついて」では,「2℃上昇に至る前に耐用期間を迎

えるポンプ等の施設については,その施設の耐用

期間経過時点の気候変動の影響を考慮して設計を

することが望ましい。」とされている。また,自治

体からの排水ポンプ増強などの要請が高まってい

るところである。一方で,気候変動に伴う水害の激

甚化・頻発化,老朽化に伴う故障リスクの増大,従

事技術者の減少・高齢化等の課題に対応する必要

がある。（表-1） 

表-1 河川機械設備の課題 

① 気候変動への対応

近年,毎年のように日本各地で,これまで経

験したことのないような豪雨により,深刻な水

害が発生しており,計画規模を上回る洪水の発

生地点数は,国管理河川,都道府県管理河川と

もに近年増加傾向である。浸水被害の増加か

ら,自治体からの排水ポンプ増強など要請が高

まっている。(図-1) 

② 老朽化に伴う故障リスクの増大

河川排水ポンプ施設は,昭和期に整備された

ものが大半で,設置後４０年を経過しているも

のが約３割であり,１０年度には約５割にな

る。(図-2)機械設備は高い信頼性を前提に設計

されているため,冗長性（予備機等）を持って

いない。今後,老朽化に伴う故障リスクが高ま

るが,機械設備は施設毎に設計された一品生産

品であることが多く,故障時の部品供給に時間

を要することもある。 

③ 従事技術者の減少・高齢化

適切な機能を長期的に確保するためには,河

川機械設備に従事する技術者の確保が重要な

要素の一つになる。ところが,河川ポンプ事業

に従事する技術者は,現在40～50歳代が大半を

占め,30 歳代以下が少ない人員構成になってい

る。（図-3）このままでは,10～20 年後に,技術

者が大きく減少し人手不足が想定される。その

ため,技術者の確保,人材育成の仕組み作り,企

業を発展させるための仕組み作り,メンテナン

スの効率化,ゲートをはじめとした河川機械設

備の遠隔操作,自動化を検討することが必要で

ある。

図-1.1 気候変動に伴う降雨量の増加 

図-1.2 自治体からの排水ポンプ増強の要望例 
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図-2  施設設置数の推移 

図-3  河川ポンプ事業従事技術者の年齢構成 

池内幸司 東京大学大学院工学系研究科 教授

有働恵子 東北大学災害科学国際研究所 准教授

喜田明裕  一般社団法人河川ポンプ施設技術協会会長

戸田祐嗣  名古屋大学大学院工学科研究科 教授

野口貴公美 一橋大学大学院法学研究科 教授

平山朋子 京都大学大学院工学研究科 教授

◎松井純 横浜国立大学大学院工学研究院 教授

（五十音順、敬称略）

◎：委員長

表-2 河川機械設備小委員会 委員名簿 

2. 河川機械設備小委員会

この様な課題の解決を目指するため,河川機械

設備のあり方について従来の考え方からパラダイ

ムシフトを図った上で，更新・整備を加速化する

ことが求められており令和3年 2月 18日に社会資

本整備審議会に対し「河川機械設備のあり方」に

ついて諮問しこれを受けて同審議会において「河

川機械設備小委員会」(委員長：松井純 横浜国立

大学大学院工学研究院 教授)が設立された。

(表-2)令和 3 年 7 月末までに 4 回開催（第 1 回令

和 3 年 3 月 22 日,第 2 回令和 3 年 5 月 21 日,第 3

回令和 3年 6月 29 日,第 4回令和 3年 7月 30 日）

され,中間とりまとめを行った。（図-4） 

図-4  開催状況 

３．中間とりまとめ 

４回の審議を経て,令和３年８月に中間報告が

とりまとめられた。今回の中間とりまとめでは,河

川機械設備においてシステム全体として,より高

い信頼性を確保するため,新たに「総合信頼性」(表

-3)の概念の導入を提示するとともに,排水ポンプ

のマスプロダクツ化の実証試験の開始を端緒に,

リダンダンシーを確保する「冗長化保全」といっ

た新たな保全手法の提示を行った。さらに,気候変

動のシナリオへの対応について,新設・更新の機会

に取り組むことを提示した。

これら新たな概念の導入等により,河川機械設

備のあり方のパラダイムシフトを図るべきであり,

今後,最終的なとりまとめに向け,議論の深化を図

ることした。なお,マスプロダクツ型排水ポンプの

導入は,導入コストの低減,維持管理性・信頼性の

向上などの効果が期待できることから,既存のポ

ンプの更新だけではなく,今後,水害の激甚化・頻

発化に対するポンプ新設の手段としても期待でき

るとしている。

「冗長化保全」とは、マスプロダクツ化されたサ

ブシステムのストックによる迅速な復旧体制確保

（「交換保全」）や、排水システムにＮ＋１を組み

込むことによる故障時の排水機能確保（「Ｎ＋１保

全」）により、リダンダンシーを確保する新たな保

全手法である。（図-5） 

現在は、マスプロダクツ化された自動車用ディ

ーゼルエンジンを動力源として考えているが,カ

ーボンニュートラルの対応についても検討してい

く。今後,さらなる議論の深化を図り,最終的には

令和４年度夏頃にとりまとめを行う予定である。 

なお,マスプロダクツ型排水ポンプの導入は、導

入コストの低減、維持管理性・信頼性の向上など

- 114　-



の効果が期待できることから,既存のポンプの更

新だけではなく,今後,水害の激甚化・頻発化に対

するポンプ新設の手段としても期待できる。 

表-3 総合信頼性 

評価手法 評価結果 対応方策

総合信頼

性 

dependab

ility

信頼性 

reliabil

ity 

故障によ

り稼働し

ない期待

値及び排

水規模別

の確率分

布

総排水規

模に対し

ては故障

確率ｐに

より決

定、 小口

の方が機

能損失の

可能性が

低い 

小口化に

よる機能

損失回避 

Ｎ＋１に

よる増強

保全性 

maintain

ability 

定性的に

評価 

マスプロ

ダクツ化

した方が

保全性に

は優れる

が、台数

（保全対

象）が増

加するこ

とも留意

台数の増

加も含め

総合的に

判断

保全支援

性能 

maintena

nce supp

ort perf

ormance 

定性的に

評価

マスプロ

ダクツ化

した方が

支援体制

は充実す

る 

できるだ

けマスプ

ロダクツ

化を図る

４．マスプロダクツ型排水ポンプ開発の取り組み 

マスプロダクツ型排水ポンプの開発のため，主

要な構成機器のポンプ，主原動機（車両エンジン） 

及び主配管（ポリエチレン管等）の技術動向を把 

握し，技術開発を行うための実証試験の仕様につ 

いて検討する「マスプロダクツ型排水ポンプ技術 

研究会（以下，「研究会」という）」に参画する企 

業の公募を行い，延べ 23 社（ポンプ 13 社，エン

ジン 8 社，配管 2 社）が参画した。研究会は計 3

回開催した。研究会では，参画した各メーカーの

製品仕様，適用範囲，組み合わせの留意点等の共

有や実証試験機の仕様，試験方法等の共有を行っ

た。この中で,実証試験での課題（表-4）が挙げら

れ,試験装置設計の中で検討することとした。 

図-5.1  冗長化保全 

図-5.2 排水ポンプのパラダイム型更新イメージ 

エンジン
のマスプロ
ダクツ化

ポンプ駆動用エンジン
(特注)

車両用エンジン
(量産品)

図-5.3  排水ポンプの検討イメージ 

表-4 実証試験での課題 

①車両用エンジン制御の ECU との接続方法を各社

ごとに確認が必要

②車両用エンジン，減速機，ポンプの慣性モーメ

ントや軸のねじり特性を踏まえた設計検討が必要

③車両用エンジンの冷却方式が各社ごとに異なる

ことや走行風を期待できない定置状態での使用と

なるため個別に設計検討が必要

また，実証試験での主要な機器（ポンプ，車両

エンジン）を技術公募するにあたり，実証試験機

の仕様決定の妥当性の確認を行うとともに，公募

された機器の評価項目及び評価基準について審議

する有識者・官・オブザーバーで構成された「マ

スプロダクツ型排水ポンプワーキンググループ

（以下，「ワーキンググループ」という）」を計 3

回開催した。ワーキンググループでは，実証試験

機の仕様決定，技術公募の評価基準等の決定，公

- 115　-



募技術審査等の決定について技術的助言をいただ

いた。これら研究会，ワーキンググループで検討

した結果，ポンプ形式については，実証試験を目

的とするため試験装置に組み込みやすい形式とす

ること，また主原動機については，研究会参加者

の提案仕様からマスプロダクツ型を基本としエン

ジン仕様を決定した。なお，主配管へのポリエチ

レン管等の新素材適用は，コストメリットがない

ことから今回の実証試験での採用は見送ることと

なった。この仕様を基に，令和 3 年 1 月「マスプ

ロダクツ型排水ポンプ技術の開発・導入・活用に

関するプロジェクト公募実施」において，ポンプ

とエンジンが技術公募され，技術的優位性（技術

開発における課題への着目点とその対応案），経済

性（実装化するにあたっての経済性），維持管理性

（維持管理の簡素化，効率）を審査し，令和 3年 3

月 10 日にポンプメーカー2 社，自動車エンジンメ

ーカー3社が選定された。(図-6)

本実証試験にあたり,今回協力企業と協定を締

結し,本協定締結にあたり調印式を令和３年４月

１９日に開催した。(図-7) 

図-6 マスプロダクツ型排水ポンプの開発体制 

図-7  調印式 

５．PRSIM（マスプロダクツ型排水ポンプの開発の

横展開） 

河川機械設備のパラダイムシフトの実現に向け

て,マスプロダクツ型排水ポンプの開発の横展開

を行うために官民研究開発投資拡大プログラム

（PRSIM）を活用し検討を行っている。 官民研究

開発投資拡大プログラム（PRISM）は,平成 28 年

12 月に総合科学技術・イノベーション会議と経済

財政諮問会議が合同で取りまとめた「科学技術イ

ノベーション官民投資拡大イニシアティブ」に基

づき,600 兆円経済の実現に向けた最大のエンジ

ンである科学技術イノベーションの創出に向け,

官民の研究開発投資の拡大等を目指して,平成 30

年度に創設された制度です。マスプロダクツ型排

水ポンプの成果をもとに他施設（例えば,水門,樋

門,樋管等）への横展開を図る。(図-8)

令和3年度においては,他施設におけるニーズ主導

型異業種連携による更新手法を検討,フィージビ

リティスタディを実施し,導入可能性を判断する。

来年度以降に技術研究会において実証試験の内容

を検討し,実証試験参加者の公募を行い,実証試験

を実施する予定である。

６. おわりに

本取り組みにおきましては,委員の皆様,現場試

行参加者等の皆様にご協力を頂き,感謝申し上げ

るとともに,マスプロダクツ型の河川機械設備の

社会実装に向けて,引き続きご指導の程,よろしく

お願いいたします。 

図-8  横展開のイメージ 
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28．誘導電動機電流徴候解析による 

救急排水機場ポンプの状態監視手法について 

(国研)土木研究所寒地土木研究所 ○ 小林 勇一 

(国研)土木研究所寒地土木研究所  永長 哲也 

１．はじめに 

国や自治体などが管理する河川には，大雨や融

雪などの出水による内水被害を軽減するため，河

川ポンプ施設や水門などの河川管理施設が設置さ

れている。近年の大雨や集中豪雨の頻発により 1)，

これらの施設の重要性は非常に高まっているが，

高度経済成長期以降の 1970 年から 1990 年頃にか

けて集中的に設置されたことから，老朽化の急激

な進行が課題となっている 2)。浸水被害を軽減し地

域の安全を守るためには，これらの設備が非常時

に確実に機能するよう，故障を未然に防ぐための

対策が必要である。 

救急排水機場は，河川ポンプ施設の一つであり，

可搬式のコラム形着脱式縦軸斜流水中モータポン

プ 3)（以下，「コラム形水中ポンプ」という。）によ

り，支川の水を本川へ排水することで，支川（堤内）

の水位上昇を軽減する施設である（写真-1）。 

コラム形水中ポンプは，非常時に確実に稼働さ

せるため，異常や故障の兆候を的確に把握し，適切

な整備や更新を行う必要がある。しかし，定置式の

パイプ（以下，「コラムパイプ」という。）の内部に

設置するため，直接目視や触診ができず，稼働中の

異音や変調などの確認が困難である（図-1）。その

ため，コラム形水中ポンプの稼働状態を的確に把

握できる状態監視技術が求められている。 

電動機や減速機などの回転機械に使用されてい

る状態監視技術としては，振動診断，潤滑油診断，

AE 診断，サーモグラフィーなどがある 4)。しかし，

これらの技術を適用するためには，ポンプ本体へ

のセンサーの設置や，クレーン車等によるコラム

パイプからの引き上げなどが必要となり，容易で

はない。 

一方，誘導電動機電流徴候解析（Motor Current 
Signature Analysis; 以下，「MCSA」という。）は，

使用する電流センサーがクランプ式であり，コラ

ム形水中ポンプの動力配線への取り付けが非常に

容易である（図-2）。また，ポンプを引き上げる必

要もないため，適用しやすい技術である。

そこで，コラム形水中ポンプの稼働状態を的確 

に判断できる技術の提案を目的として，MCSA に

よる計測試験を実施し，適用性を検証した。 

写真-1 救急排水機場外観（北海道滝川市） 

図-1 コラム形水中ポンプ設置概要図 

図-2 MCSA による計測方法 
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２．MCSA による状態監視手法 

MCSA とは，三相誘導電動機に発生する逆起電

力を解析することで，機械の異常を検出する技術

である 5)。逆起電力の解析は，電流波形を周波数分

析することにより行う。

三相誘導電動機の模式図を図-3 に示す。固定子

に三相交流電流が流れると，位相差により回転磁

界が発生し，回転子バーに電流が誘起され，回転子

が回転する。そのため，回転子軸の回転速度は回転

磁界よりやや遅くなる。この差をすべり周波数と

いう。

また，回転子バーが回転磁界を通過すると，発電

機と同じ原理（フレミングの右手の法則）で固定子

に電流が誘起される。これを逆起電力という。

仮に，回転子バーの 1 本が損傷した場合，その

回転子バーには電流が誘起されにくくなり，固定

子への電流誘起に影響を及ぼす。この影響を受け

る周波数は，回転子バーが磁極を通過する周波数

であり，すべり周波数と電動機極数の積となる。こ

の場合の電流波形を周波数分析すると，図-4 に示

すとおり，電源周波数の両端に側帯波 Lpole が現れ

る 5)6)。 
また，回転子軸に異常な負荷が生じた場合，電源

周波数の両端に側帯波 Lshaft が現れる 7)。Lshaft は，

回転子軸につながる被駆動装置の異常に起因した

異常負荷にも影響を受けるため，軸受やインペラ

などの異常を検知できる可能性がある。

以上より，側帯波 Lpole 及び Lshaft の大きさを監視

することで，状態監視を行うことができる。 

図-3 三相誘導電動機（かご形）模式図 

図-4 電流波形の周波数分析結果 模式図 

３．計測試験 

計測試験は，モーターキット，救急排水機場，ポ

ンプメーカー工場での計測試験，及び小型水中ポ

ンプによる異常模擬試験を実施した。

3.1 モーターキットによる計測試験

 実験用のモーターキットを製作し，計測試験を

実施した（写真-2）。

 試験条件は，フライホイールにボルトを取り付

けない状態，ボルトを 1 本及び 2 本取り付けた状

態の 3 条件とした（図-5）。 
 ボルトを取り付けない状態で計測した電流波形

を周波数分析し，側帯波を解析したものを図-6 に

示す。側帯波 Lpole 及び Lshaft はそれぞれ緑及び赤色

で着色している。ボルトを取り付けない状態にお

いても，側帯波は検出されることがわかった。

各条件の側帯波の大きさを図-7 に示す。Lpole に

大きな変動は見られないが，Lshaft はボルトを取り

付けることで上昇した。これは，ボルトによりフラ

イホイールが偏芯し，振れ回りが生じ回転子軸へ

異常な負荷が発生するためと考えられる。

写真-2 実験用モーターキット 

図-5 フライホイールへのボルト取り付け状況 

図-6 側帯波の解析結果（ボルト無し） 

図-7 側帯波の大きさ 

回転子バ 固定
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3.2 救急排水機場における現地計測試験 

国土交通省北海道開発局が管理する救急排水機

場において，定期点検時に行われる試運転にあわ

せ，現地計測試験を実施した。 
試験の概要を表-1 に示す。試験は 5 機場で計 6

台のコラム形水中ポンプについて実施した。コラ

ム形水中ポンプの仕様は全て「救急排水ポンプ設

備技術指針」3)に規定されている「高揚程型」であ

り，製作メーカーに違いはあるが，口径，吐出量，

全揚程等の仕様は同一である。試運転は 1 台ごと

の単独運転で行われ，ポンプ吸水槽の水位が低か

った救急排水機場 B，C 及び D では，吐出弁開度

を 5～15%に絞り実施された。 

 

表-1 現地計測試験の概要 

救急排水ポンプ設備 試験条件 
機場 
名称 電源 

ｺﾗﾑ形水中ﾎﾟﾝﾌﾟ 計測 
台数 

ﾎﾟﾝﾌﾟ 
呼称 

吐出弁 
開度 仕様 設置数 

A ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ式 
発動発電機 

3 相交流
400V 
50Hz 

高揚程型 
口径：700mm 
吐出量：1m3/s
全揚程：9m 
定格回転数 

：980rpm

5 台 1 台 A1 50% 
B 7 台 1 台 B1 10% 
C 1 台 1 台 C1 5% 
D 3 台 1 台 D1 15% 

E 5 台 2 台 
E1 100% 
E2 100% 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計測に使用した機器は，株式会社高田工業所製

の電流情報量診断システム T-MCMA である。計測

設定は，サンプリング周波数を 16,384Hz，サンプ

リングデータ数を 131,072，1 回あたりの計測時間

は 8 秒，計測間隔を 1 分とし，計測回数は試運転

の状況にあわせ 5～10 回とした。 

計測した電流波形を周波数分析し，側帯波を解

析した結果を図-8に示す。側帯波 Lpole 及び Lshaft は

それぞれ緑及び赤色で着色している。なお，グラフ

はアベレージングによりノイズを除去したもので

ある。 
まず，Lpole は，視認に注意を要したが，すべての

計測結果で側帯波が認められた。 
次に，Lshaft は，A1，E1 及び E2 では卓越した側

帯波が現れたが，その一方で，B1，C1 及び D1 で

は卓越した側帯波は認められなかった。これらの

救急排水機場では，吐出弁開度を絞って試運転を

実施したことから，吐出弁による吐出量の調整が

周波数分析結果に影響を及ぼす可能性があること

がわかった。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図-8 側帯波解析結果（救急排水機場） 
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3.3 ポンプメーカー工場における現地計測試験 

ポンプメーカー工場で行われた性能試験にあわ

せ，計測試験を実施した。

試験条件を表-2 に示す。電源は商用電源，コラ

ム形水中ポンプの規格は高揚程型である。計測条

件は，計画吐出量 1m3/s（60 m3/min）を基準とし，

吐出量割合 30%，60%，100%及び 120%の 4 条件と

した。吐出量及び全揚程は，性能試験による測定結

果である。

表-2 試験条件（ポンプメーカー工場） 

電源

コラム形

水中ポンプ

規格

吐出量 
割合 

吐出量 
(m3/min) 

全揚程 
(m) 

吐出弁 
開度 
※参考

商用電源 
3 相交流 

400V 
50Hz 

高揚程型 30% 18.73 14.641 16% 
60% 37.71 12.772 27% 

100% 60.24 9.139 45% 
120% 72.99 4.335 56% 

周波数分析結果より側帯波を解析した結果を図

-9 に示す。アベレージングによりノイズを除去し

たものである。

まず，Lpole は，すべての条件で卓越した周波数成

分が現れており，吐出量を調整した影響は確認で

きなかった。また，前項の救急排水機場に比べ明瞭

に現れており，これは，発動発電機に比べて商用電

源の電源周波数が安定していたことが，要因の一

つとして考えられる。

次に，Lshaft は，吐出量割合 30%ではほぼ現れな

いが，吐出量割合 60%では小さく現れ，吐出量割

合 100%及び 120%では，大きく卓越した側帯波が

現れた。吐出弁により吐出量を絞るほど，管内の水

圧が上昇することから，この水圧がインペラに作

用し，正常な回転を妨げ，実回転数が細かく変動し

た可能性がある。

このことから，吐出弁を開放した状態では，側帯

波の検出が可能となり，MCSA による状態監視を

適用できる可能性が高いことがわかった。

 

 

 

 

図-9 側帯波解析結果（ポンプメーカー工場）
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3.4．小型水中ポンプによる異常模擬試験 

 ポンプの異常が解析結果に及ぼす影響を確認す

るため，小型水中ポンプによる異常模擬試験を実

施した。

(1) 試験の概要

試験状況を写真-3 に示す。試験は実験用水槽で

実施し，使用したポンプはステンレス製水中渦巻

きポンプ（出力 0.4kW）である。配管は延長 7.0m
とし，吐出量を確認するため流量計を取り付けた。 

計測条件を表-3 に示す。今回の試験では，イン

ペラの損傷による吐出量の低下を想定し，損傷を

加えたインペラによる計測試験を実施した。損傷

の種類は切損と圧潰の 2 種類とし，損傷の程度は

それぞれ 3 段階とした（図-10）。また，流量計に

より吐出量を計測し，損傷の種類ごとに，損傷の程

度に伴う吐出量の変化を確認した。

ポンプはインペラ交換後に 60 分間運転し，最終

10 分間（50～60 分）の電流波形を解析した。 
(2) 解析結果

各条件の側帯波の大きさを図-11 に示す。左はイ

ンペラを切損した場合，右は圧壊した場合のもの

で，10 分間の最大値である。

解析の結果，インペラを切損した場合には Lshaft

が上昇したが，圧潰した場合は Lpole，Lshaft 共にほ

ぼ変化は見られなかった。

次に，電流の RMS 値（以下，「電流値」という。）

及びポンプの実回転数について確認した。ここで，

実回転数は，ポンプ主軸がケーシングで覆われて

おり実測が困難であるため，Lpole が検出された周

波数からの逆算により求めた。

電流値は，インペラを切損した場合は上昇し，圧

潰した場合はやや低下した。また，実回転数は，イ

ンペラを切損した場合は低下し，圧潰した場合は

やや上昇した。

(3) 解析結果の考察

インペラを切損した場合，電流値が上昇したこ

とから，ポンプ電動機の負荷は上昇したとみられ

るが，吐出量は低下しており，ポンプ効率は低下し

たと考えられる。電動機の負荷の上昇は，インペラ

切断面へかかる水圧や，アンバランスによる振れ

回りなどが要因と考えられ，この振れ回りにより

Lshaft が上昇したと考えられる。また，吐出量の低

下は，羽根車の欠損のほか，ポンプ回転数の低下も

要因になっていると考えられる。

一方，圧潰の場合，電流値が低下したことから，

ポンプ電動機の負荷が低下したとみられる。これ

は，インペラの吐出口が潰れ正常に吐出できなく

なったことで，吐出量が低下し，ポンプ効率が低下

したためと考えられる。また，実回転数は微増して

いることから，インペラはほぼ正常に回転してお

り，アンバランス等による異常負荷はほぼ発生し

ていないと考えられる。

写真-3 異常模擬試験状況 

表-3 試験条件（異常模擬試験） 

電源
小型水中

ポンプ規格 
損傷の 
種類

損傷の 
程度

吐出量
(L/min) 

商用電源 
3 相交流 

200V 
50Hz 

ステンレス製 
水中渦巻き 
ポンプ 
0.4kW 

200V 3.2A 2P 
口径 32mm 

正常 － 183 

切損 
1/6 157 
2/6 138 
3/6 125 

圧潰 
1/5 168 
2/5 160 
3/5 145 

切損(1/6) 切損(2/6） 切損(3/6) 

圧潰(1/5) 圧潰(2/5) 圧潰(3/5) 

図-10 インペラの損傷状況 

 

 

 

 

 

 

図-11 側帯波の大きさ（左：切損，右：圧潰） 

 

 

図-12 電流値(RMS)及び実回転数 
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(4) 決定木による解析 

状態監視を行うにあたり，側帯波 Lpole，Lshaft の

大きさ，電流値及びポンプの実回転数から，インペ

ラの状態を判別する手法を検討するため，「決定木

（Decision Tree）」による解析を試行した。 
「決定木」とは機械学習の手法の一つであり，解

析結果を図表化することで，学習結果の分析を行

うことが可能である。 
 機械学習の方法は教師あり学習とし，教師デー

タは，異常模擬試験で取得した 70 データ（正常 10
データ，圧潰 30 データ及び切損 30 データ）とし

た。 
 決定木による教師データの解析結果を図-13 に

示す。出力結果から，今回の試験データは，電流値，

実回転数及び Lshaft により順次分類することで，イ

ンペラの状態ごとに分類できることがわかった。 
 

４．まとめ 

 コラム形水中ポンプの稼働状態を的確に把握で

きる技術を提案するため，MCSA による計測試験

を実施した。得られた知見を以下に示す。 
１）救急排水機場及びポンプメーカー工場での計

測試験の結果，吐出弁を開放した状態で電流波形

を計測することで，側帯波の検出が可能となり，

MCSA による状態監視を適用できる可能性が高い

ことがわかった。 
２）小型水中ポンプによる異常模擬試験の結果，イ

ンペラに損傷を加えた場合，側帯波 Lpole，Lshaft の

大きさのほか，電流値及びポンプの実回転数に影

響が現れることがわかった。また，「決定木」によ

る解析を試行し，インペラの状態を判別できるこ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

とがわかった。 
今後は，コラム形水中ポンプの実機による異常

模擬試験を実施し，ポンプ異常時のデータについ

て検証するほか，機械学習による解析手法につい

て，他手法との比較などの精査を行い，より精度の

高い診断手法について検討する予定である。 
 
謝辞：MCSA に関してご協力いただいた株式会社

高田工業所 劉信芳氏，山本英明氏，救急排水機場

における現地計測試験にご協力いただいた国土交

通省北海道開発局，工場における計測試験にご協

力いただいた株式会社電業社機械製作所，及び小

型水中ポンプ試験にご協力いただいた株式会社荏

原製作所に感謝する。 
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図-13 決定木による教師データの解析結果
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29．排水機場の状態監視モニタリングシステム構築と異常データ検知

AI 手法に関する研究(第 2 報) 

国土交通省 黒田 浩章

(国研)土木研究所 上野 仁士

株式会社ニュージェック  ○ 長谷 東子

１．はじめに

本論文では, 排水機場の状態監視モニタリング

システムの蓄積データを活用した異常データ検知

AI手法に関する研究1)について, 続報としての観

点で, その進捗について述べる。

ここで, モニタリングシステムとはテストベッ

トとなる表-1に示す排水機場機械設備の状態監視

のために原動機他に加速度計等のセンサを装着し,
AIに入力することで常時監視できるようにしたも

のである。

２．教師データについて

2.1 目的 
国土交通省各地方整備局等が管理する排水機場

のように通常は稼働していない, 「非」常用設備

を対象とした異常データ検知AI手法について, AI
処理する前のデータ長の設定などのパラメータ設

定に関する知見が確立されておらず, これらの設

定値によっては異常検知AI性能評価に大きく影響

するものと考えられた。

また, 国土交通省の排水機場は適切な維持管理

がなされているため, 排水等運転時も適切な教師

(異常兆候)データが得られないのが課題である。

従って, 異常データ検知AI手法に関するパラメー

タ設定値について, 必要な知見を得ることを目的

とした。

2.2 パラメータ検討 
パラメータ検討に当たり, モニタリングシステ

ム設置機場ではないが, 意図的に異常を発生させ

ることが可能であった排水機場のディーゼル機関

を対象に振動加速度等を計測した。計測値に対し

て, 以下の通りパラメータの検証を行い, 異常デ

ータ検知AI支援ツールの最適な設定を検討した。 
① 前処理FFT(基本データ長)
疑似異常値または, 異常によって検出される対

象周波数帯を設定する必要があった。前処理FFT
では, 対象周波数帯の逆数(秒)を設定する。  

データ量を考えると, より小さな領域を対象と

する方が良いため, 疑似異常の周波数に応じた検

討を行う必要があるが, 本研究では1秒を基本長さ

(秒)として設定した。 
②重複

基本データにおいて正常データと疑似異常デー

タを組み合わせた教師データでの時間領域での重

なりを重複としている。本検討では, 正常データ

と疑似異常入力データを結合させた結果を出力す

る。連続データを対象とした場合は, 重複領域を

0.5や0.9と設定しても, 前後の因果律が守られるた

め, 結果への影響はない。本研究のように, 評価

の際にデータの切り出しを行う際には, 結合の際

に因果律が守られず, ノイズが混入するため, 重
複を考慮しない(重複領域0)ものとして検討を行う

必要がある。重複領域を増やすメリットとしては, 
少ない観測時間でデータ量を増やすことができる

という点であるが, 本研究のように膨大な観測デ

ータを対象とする際は, 重複領域を0としても問題

はないと考えた。

③Pooling
特徴的な情報の抽出をPoolingとしているが,

Poolingによって情報(特徴)を際立たせている一方

で, 有用な情報をカットしている可能性がある。

そのため, 1Hz若しくは10Hzでの検討を行った。 
2.3 パラメータ検討の結果・考察 

K排水機場の振動データをもとにパラメータに

関する検討を行い, 異常データ検知AI支援ツール

の性能評価に対する影響を把握した。既往検討で

判定精度の高かったLOF,MT,OCSVMに加えて, 

表-1 対象ポンプ設備概要 
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文献調査で高い判定精度が期待されるKDE3)の4方
式で検証し, パラメータ検討の一覧表を表-2に, 
パラメータ検討の判定精度一覧表を表-3に, 考察

を以下に示す。 
① 加速度1(異常気筒側端部)のX, Y方向のF値は, 

一部を除き1.0に近い数値を示した。 
② 加速度1のZ方向, ならびに加速度2(正常気筒

側端部)の判定精度(F値)は低い数値となった。

加速度2は正常気筒側であるため, 異常振動を

正確に捉えられなかった可能性が考えられ

る。  
③ 前処理FFTにおける重複に関して, Case01と

Case02, Case04とCase05で比較を行った。重複

を0としたCase02, Case05において, 全体的にF
値が上昇した。重複を0とすることにより, 異
常値(外れ値)となるスコアを正常値領域の最

大値または最小値として設定することができ

たためであると考えられる。  
④ 抽出する学習データ(学習データ量)に関して, 

Case02とCase03, Case05とCase06で比較を行っ

た。一般的に機械学習をするうえで, 学習デ

ータ量は多い方がF値は向上するが, 本検討に

おいても全体的にF値は向上し, KDE法に関し

ては顕著であった。ただ, 5分データに関して, 
10分と比較して大きく精度が下がっているわ

けではないため, データ量が膨大となった際

には, 変化パラメータとして考慮してもいい

と示唆される。 
⑤ Poolingに関して, Case01とCase04, Case 02と

Case05, Case03とCase06で比較を行った。

Poolingを行ったCase01, Case02, Case03のケー

スにおいて, F値が向上した。Poolingが1Hzの
ケースでは, 比較対象の微小な変化に敏感に

反応したためであると考えられる。ただし, 
Poolingを増加させる際は, 比較対象の変化に

鈍感になるため, 注意が必要である。 

 

pooling データ群 次元数
秒 重複 Hz Hz 秒 分 Hz 個 1データ

Case01 1 0.5 0 600 30 5 10 299 60
Case02 1 0 0 600 60 5 10 300 60
Case03 1 0 0 600 60 10 10 600 60
Case04 1 0.5 0 600 30 5 1 299 600
Case05 1 0 0 600 60 5 1 300 600
Case06 1 0 0 600 60 10 1 600 600

前処理FFT 対象周波数帯 学習データ

表-3 パラメータ検討の判定精度一覧表(K排水機場)Case03(F値) 

表-2 パラメータ検討の一覧表(K排水機場) 

 
 
 

F値 エンジン据付部

X方向 Y方向 Z方向 X方向 Y方向 Z方向
01 無負荷正常運転(開始)  -  02 バルブクリアランス異常(軽微) KDE 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000
01 無負荷正常運転(開始)  -  03 バルブクリアランス異常(重度) KDE 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 0.000
01 無負荷正常運転(開始)  -  04 燃料噴射ポンプ異常 KDE 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000
01 無負荷正常運転(開始)  -  05 燃料噴射ノズル異常(軽微) KDE 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000
01 無負荷正常運転(開始)  -  06 燃料噴射ノズル異常(重度) KDE 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000
01 無負荷正常運転(開始)  -  07 過給機異常(重度) KDE 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000
01 無負荷正常運転(開始)  -  08 過給機異常(軽度) KDE 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000
01 無負荷正常運転(開始)  -  09 負荷正常運転 KDE 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000
01 無負荷正常運転(開始)  -  10 無負荷正常運転(終了) KDE 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000
01 無負荷正常運転(開始)  -  02 バルブクリアランス異常(軽微) LOF 1.000 1.000 0.156 0.217 1.000 0.606
01 無負荷正常運転(開始)  -  03 バルブクリアランス異常(重度) LOF 1.000 1.000 0.626 0.113 1.000 0.000
01 無負荷正常運転(開始)  -  04 燃料噴射ポンプ異常 LOF 1.000 1.000 0.480 0.402 1.000 0.326
01 無負荷正常運転(開始)  -  05 燃料噴射ノズル異常(軽微) LOF 1.000 1.000 0.098 0.083 0.990 0.793
01 無負荷正常運転(開始)  -  06 燃料噴射ノズル異常(重度) LOF 1.000 1.000 0.068 0.125 0.977 0.836
01 無負荷正常運転(開始)  -  07 過給機異常(重度) LOF 1.000 1.000 0.119 0.988 0.256 0.280
01 無負荷正常運転(開始)  -  08 過給機異常(軽度) LOF 1.000 1.000 0.328 0.746 0.345 0.933
01 無負荷正常運転(開始)  -  09 負荷正常運転 LOF 1.000 1.000 0.275 0.520 0.370 0.933
01 無負荷正常運転(開始)  -  10 無負荷正常運転(終了) LOF 1.000 1.000 0.203 0.003 0.240 0.999
01 無負荷正常運転(開始)  -  02 バルブクリアランス異常(軽微) MT 1.000 1.000 0.593 0.650 1.000 0.333
01 無負荷正常運転(開始)  -  03 バルブクリアランス異常(重度) MT 1.000 1.000 0.923 0.531 1.000 0.010
01 無負荷正常運転(開始)  -  04 燃料噴射ポンプ異常 MT 1.000 1.000 0.774 0.807 1.000 0.402
01 無負荷正常運転(開始)  -  05 燃料噴射ノズル異常(軽微) MT 1.000 1.000 0.452 0.551 0.997 0.303
01 無負荷正常運転(開始)  -  06 燃料噴射ノズル異常(重度) MT 1.000 1.000 0.440 0.565 0.992 0.358
01 無負荷正常運転(開始)  -  07 過給機異常(重度) MT 1.000 1.000 0.370 1.000 0.492 0.128
01 無負荷正常運転(開始)  -  08 過給機異常(軽度) MT 1.000 1.000 0.703 0.917 0.583 0.460
01 無負荷正常運転(開始)  -  09 負荷正常運転 MT 1.000 1.000 0.687 0.785 0.664 0.402
01 無負荷正常運転(開始)  -  10 無負荷正常運転(終了) MT 1.000 1.000 0.670 0.145 0.408 0.950
01 無負荷正常運転(開始)  -  02 バルブクリアランス異常(軽微) OCSVM 1.000 1.000 0.979 0.846 1.000 1.000
01 無負荷正常運転(開始)  -  03 バルブクリアランス異常(重度) OCSVM 1.000 1.000 0.997 0.741 1.000 0.000
01 無負荷正常運転(開始)  -  04 燃料噴射ポンプ異常 OCSVM 1.000 1.000 0.977 0.861 1.000 0.994
01 無負荷正常運転(開始)  -  05 燃料噴射ノズル異常(軽微) OCSVM 1.000 1.000 0.863 0.834 1.000 1.000
01 無負荷正常運転(開始)  -  06 燃料噴射ノズル異常(重度) OCSVM 1.000 1.000 0.861 0.832 0.998 1.000
01 無負荷正常運転(開始)  -  07 過給機異常(重度) OCSVM 1.000 1.000 0.999 1.000 0.983 0.997
01 無負荷正常運転(開始)  -  08 過給機異常(軽度) OCSVM 1.000 1.000 0.988 0.992 0.966 1.000
01 無負荷正常運転(開始)  -  09 負荷正常運転 OCSVM 1.000 1.000 0.982 0.986 0.946 1.000
01 無負荷正常運転(開始)  -  10 無負荷正常運転(終了) OCSVM 1.000 1.000 0.975 0.396 0.898 1.000

応答種別の組合せ 手法
加速度1（異常気筒側端部） 加速度2（正常気筒側端部）
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2.4 パラメータの設定値 
パラメータに関する考察とパラメータ検討の結

果より, K排水機場のCASE3のパラメータ値を基本

とした以下の設定が妥当であると考えられた。

・前処理FFT ：1秒, 重複なし

・対象周波数帯 ：加速度0～600Hz
・学習データ ：60秒間1セットとした, 10分間連

続データ(計測開始1分除く)
・Pooling ：10Hz

３．AI 異常検知支援ツールの構築と検証 
3.1 対象データ及び性能評価条件 

T 排水機場, S 排水機場, R 排水機場, Y 排水機場

の 4 機場について, 本研究で設定した前述の「教師

データについて」の結果にもとづき, 異常検知 AI
支援ツールを適用することで性能評価を行った。

ここでは, R 排水機場(1 号機)教師データ及び評価

データの対象期間を以下に示し, 異常検知 AI 支援

ツールの性能評価(パラメータ一覧表)を表-４に示

す。

①教師データ：2020 年 6 月 13 日 14 時 53 分 01 秒

(排水運転)

②評価データ：2020 年 6 月 13 日 21 時 08 分 06 秒

(排水運転)

3.2 疑似異常データ 
「河川ポンプ設備状態監視ガイドライン(案)」

２)では, 管理基準値として「注意値」「予防保全

値」を設定し, 計測データの変化傾向とトレンド

グラフに示した管理基準値の比較を行うこととし

ている。また, 管理基準値は, 正常値の2.5倍を注

意値, 6.3倍を予防保全値とし, 相対値管理基準値

設定のための正常値は, 計測データの蓄積状況に

より「設置時の計測データ又は稼働初期段階にお

ける計測データの平均値」又は, 「正常と思われ

る一定期間の計測データの平均値」の値を採用す

るが, 正常値及び正常範囲の設定は, 計測対象機

器についての知見を有する専門技術者が実施する

こととなっている。

以上より, 疑似異常データは, 各機場の評価対

象データに対して基本統計量を求め, 標準偏差σ
の2倍(2σ)を平均振幅値aとして設定し, 「河川ポ

ンプ設備状態監視ガイドライン(案) 」にもとづい

て平均振幅値aの2.5倍(5.0σ)を異常データとして入

力した。

3.3 性能評価 
R排水機場(1号機)の計測値について, 試行検証

した異常検知AI支援ツールの結果(外れ値)に対し, 
ROC値, F値, 正答率(異常率＋正常率), 異常率, 正
常率による性能評価を行った。性能評価の結果を

表-５に示す。 

3.4 性能評価のまとめ 
R 排水機場を含めた 4 機場について, 本研究で

設定した「教師データについて」の結果にもとづき, 
異常検知 AI 支援ツールを適用することで性能評

価を行った結果, 次のことが明らかとなった。 
① 過年度から適用している異常検知 AI 支援ツ

ールのアルゴリズム(OCSVM, LOF, MT)と, 新
規開発したアルゴリズム(KDE)の異常検知性

能は, いずれの排水機場においても高い異常

検知判定精度を示し, 期待された結果となっ

た。

② LOF を除いて, OCSVM, MT, KDE の各アルゴ

リズムの判定精度は概ね同等で高いことが分

かった。

③ 上記の結果より, 排水機場における異常検知

AI 支援ツールの標準型のアルゴリズムとして

は, MT 法が適していると考えらえる。また,
MT 法は, 正常データが多変量正規分布に従

うと仮定し, 多変量正規分布の平均と共分散

行列をもとめ, 外れ値は異常データから求め

た多変量分布に対する尤度として定義される

といった理論的な背景も明らかである。

表-4 異常検知 AI支援ツールの性能評価(パラメータ一覧) 
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4. あとがき 
 本研究では, 計測されたデータを分析し, 生信

号の取り扱いについて, 各パラメータを整理し, 
試行検証を行った。また, 異常検知 AI 支援ツール

を構築し, 各排水機場の計測データで検証した結

果, 異常検知性能について判定精度が想定された

とおりとなった。 
 引き続き, 更なる判定精度向上に向けて, 分解

整備前後の異常検知診断と設備劣化状況との比較

を行う等, 教師データの拡充を実施する予定であ

る。 
 他方, 実装化に向けて排水機場の状態監視モニ

タリングシステムの簡素化・効率化を並行して試

行検証し, ガイドラインへの反映を目指した整理

を行う。 
 将来, 全国の排水機場に実装することで, 連続

データでのリアルタイム自動診断が可能となり, 
突然の運転停止を回避でき, 内水氾濫から住民の

生命・財産を確実に守ることが期待される。 
また, 自己学習で故障管理値を設定できるよう

になり, 技術者の負担軽減・技術者不足への貢献・

故障の予兆検知精度の向上に資することが可能と

なる。故障の早期発見による重大故障の回避・設備

修理費の低減・修理期間長期化の回避ができ, メン

テナンスコストの低減につながる。 
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検討番号 AI手法 ROC値 F値 正答率 異常率 正常率 AI手法 ROC値 F値 正答率 異常率 正常率

RB１_１ 蓮花川_1号機_ポンプ本体加速度振動X KDE 1.000 1.000 100 100 100 MT 1.000 1.000 100 100 100

RB１_１ 蓮花川_1号機_ポンプ本体加速度振動Y KDE 1.000 1.000 100 100 100 MT 1.000 1.000 100 100 100

RB１_１ 蓮花川_1号機_ポンプ本体加速度振動Z KDE 1.000 1.000 100 100 100 MT 1.000 1.000 100 100 100

RB１_２ 蓮花川_1号機_原動機本体加速度振動X KDE 1.000 1.000 100 100 100 MT 1.000 1.000 100 100 100

RB１_２ 蓮花川_1号機_原動機本体加速度振動Y KDE 1.000 1.000 100 100 100 MT 1.000 1.000 100 100 100

RB１_２ 蓮花川_1号機_原動機本体加速度振動Z KDE 1.000 1.000 100 100 100 MT 1.000 1.000 100 100 100

RB１_３ 蓮花川_1号機_各気筒温度_5% KDE 0.999 0.834 86 72 100 MT 0.997 0.000 50 0 100

RB１_１ 蓮花川_1号機_ポンプ本体加速度振動X LOF 1.000 1.000 100 100 100 OCSVM 1.000 1.000 100 100 100

RB１_１ 蓮花川_1号機_ポンプ本体加速度振動Y LOF 1.000 0.999 100 100 100 OCSVM 1.000 1.000 100 100 100

RB１_１ 蓮花川_1号機_ポンプ本体加速度振動Z LOF 1.000 0.999 100 100 100 OCSVM 1.000 1.000 100 100 100

RB１_２ 蓮花川_1号機_原動機本体加速度振動X LOF 1.000 1.000 100 100 100 OCSVM 1.000 1.000 100 100 100

RB１_２ 蓮花川_1号機_原動機本体加速度振動Y LOF 1.000 0.999 100 100 100 OCSVM 1.000 1.000 100 100 100

RB１_２ 蓮花川_1号機_原動機本体加速度振動Z LOF 1.000 1.000 100 100 100 OCSVM 1.000 1.000 100 100 100

RB１_３ 蓮花川_1号機_各気筒温度_5% LOF 0.795 0.333 60 20 100 OCSVM 0.651 0.422 64 27 100

表-5 性能評価(各アルゴリズム) 
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30．河川インフラ（水門設備）の 

維持管理シミュレーション装置の開発 

～ シミュレーション装置，AR，VR 活用による水門設備等の操作・点検体験 ～ 

国土交通省近畿地方整備局近畿技術事務所 

寺田 一秋 

１．はじめに 

社会資本ストックは集中的に高度経済成長期に

整備され,老朽化が今後急速に進行することが懸

念されている。河川インフラである水門設備等に

おいても建設後50年以上経過する施設の割合が今

後 20 年間で急速に高くなる見込みであり,老朽化

するインフラを計画的に維持管理・更新する必要

がある。 

国土交通省は「国土交通省インフラ長寿命化（行

動計画）」（現行：2014 年度～2020 年度）について,

新技術の活用や「事後保全」から「予防保全」への

転換,インフラの集約・再編の取組等を盛り込んだ

内容として改定し,持続可能なメンテナンスの実

現に向けた取組を推し進めている。 

また,2020 年 12 月 11 日に閣議決定された「防

災・減災,国土強靱化のための 5 か年加速化対策」

に従い,対策が促進されている。 

２．河川用ゲート設備の維持管理の状況について 

近畿地方整備局管内の多くの河川インフラであ

る河川用ゲート設備は，1970～1980 年代に設置さ

れているため，設置後 40 年経過している設備が多

数あり，設備の更新や大規模な修繕を要する施設

数の増加が見込まれる。これらの設備を維持管理

するには経験・知識を要するが，経験豊かな団塊世

代の退職による若手技術者への技術力継承不足の

懸念とともに，人手不足，業務の多様化により，若

手技術者が現場に赴く機会が少なくなっており，

維持管理の技術力の低下が懸念されている。 

３．河川インフラ（水門設備）の維持管理シミュレ

ーション装置の開発 

3.1 目的 

 河川用ゲート設備の維持管理についての課題を

解決するため，現地に行けず，設備の操作・点検経

験が少ない若手技術者の設備の維持管理について

の技術力を向上させ，設備を正確に操作，適切に設

備の健全性を把握することを目的とした維持管理

シミュレーション装置を開発する。

3.2 維持管理シミュレーション装置開発

のねらい 

 通常の河川用ゲート設備の維持管理は，操作に

ついては操作員（自治体職員又は地域の協力者等）

に委託，点検については点検委託業者に委託し，設

備の健全性を技術系職員が把握していることから，

維持管理シミュレーション装置を使用する対象者

として若手の技術系職員及び操作員とし，構造理

解，操作方法，点検方法，不具合対応等，それぞれ

に必要な技術力の基本的部分に関して習得するこ

とをねらいとする。 

一方，近畿地方整備局管内の河川用ゲート設備

についてゲート形式別に分類すれば，水門・樋門の

占める割合（図-1）は約 85%であり，その中でラッ

ク式開閉装置とワイヤロープウインチ式開閉装置

の割合（図-2）は，約 83%を占めている。

 

図-1 管内の河川用ゲート設備の形式区分

図-2 管内の水門・樋門の開閉装置型式の形式区分
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これらのことから維持管理シミュレーション装

置の対象設備としては，約 83%を占めるワイヤロ

ープウインチ式開閉装置の水門設備とラック式開

閉装置の樋門設備とした。 

  

４．維持管理シミュレーション装置の検討 

 ワイヤロープウインチ式開閉装置の水門設備に

ついては，開閉装置，扉体や戸当り等の構造が大き

く，様々な構造があるため，実物の設備が大掛かり

になることからシミュレーションソフトを主とし

た構築とした。また，ラック式開閉装置の樋門設備

については比較的設備が小規模なこと，概ね同様

の構造をしていることから実物大の模擬機を設置

した。また，操作経験の少ない若手の技術系職員及

び操作員が非常時に正確に操作する必要があるた

め，増水時の仮想体験が可能な AR と VR による

シミュレーション装置とした。 

４.1 ワイヤロープウインチ式開閉装置の水門 

設備シミュレーション装置 

ワイヤロープウインチ式開閉装置の水門設備シ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ミュレーションの仕様として，扉体（プレートガー

ダ式ローラーゲート），戸当り，開閉装置はシミュ

レーションソフト内構築とし,操作盤（PLC 制御方

式）は操作盤の操作及び故障復帰対応を実体験し

てもらうため実物大製作とした。また，開閉装置の

形式については多数を占める形式を網羅するため，

1M1D,1M2D,2M2D の 3 形式を切換可能とした（図-

3）。 

システム構成を図-4 に示す。操作盤を操作する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図-5 維持管理シミュレーション装置の機能についての概要 

図-3 ワイヤロープウインチ式開閉装置の 3 形式 

 ロープ過負荷・ロープ緩みの故障が発生した際に故障箇所を確認す

るためのボタンを設けた。  
通常操作として,開・閉・停止ボタンを押すこと

により動画が開閉動作する。 

動画に連動して,表示灯及び電圧計・電流計・開

度計も動作する。 

通常操作 故障時の緊急対応 

非常時操作を入にすることで,3E・接点溶着以

外の故障時の開閉操作を行う。 

 開閉のスイッチは手を離すと停止するようス

プリングターン式としている。 

操作選択スイッチを常用から休止にす

ることにより,全開から休止上限まで上昇

する。 

 無動力式の場合は,実際に撮影した動画

により動作を学ぶ。  

 ゲート傾斜異常が発生した際に同調装置が右上がり又は左上がり側に

ふれるため左岸・右岸の単独操作ができるようにした。  
休止操作 

ゲート傾斜異常時操作 

主・予備の切換を行うことで,予

備モータによる動作を行う。 

予備モータによる操作 

非常時操作 

図-4 システム構成 
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ことによってパソコン上のゲート設備が作動し, 

その映像をプロジェクターやモニターに映すこと

によって確認する。 

不具合発生時は,操作盤上の故障ランプが点灯,

警報が鳴り,パソコン上のゲートが作動停止する。 

維持管理シミュレーション装置の機能について

概要を図-5 に示す。この維持管理シミュレーショ

ン装置には，開・閉・停止ボタンを押すことにより

扉体の動画を開閉動作させる通常操作，非常時操

作を「入」にすることで，3E・接点溶着以外の故障

時の開閉操作を行う非常時操作ができる。特に通

常時では体験することができない故障時の緊急対

応について，下部の土砂堆積，扉体側面の流木のか

みこみ等により，ロープ過負荷・ロープ緩みの故障

が発生した際に故障箇所を確認するためのボタン

を設け，故障状態のイメージを確認しつつ復旧作

業を行える工夫をした。さらに，ゲート傾斜異常が

発生した際に同調装置が右上がり又は左上がり側

にふれるため，左岸・右岸の単独操作ができるよう

にした。また，主モータが故障した場合，「主」・「予

備」の切換を行うことで，予備モータによる動作を

行うこととした。

４.２ ラック式開閉装置の樋門設備シミュレー

ション装置

ラック式開閉装置の樋門設備シミュレーション

装置として，扉体，戸当り，開閉装置の部分に関す

る点検等の体験ができる実物大模擬のラック式開

閉装置（図-6）を利用する 1)。このラック式開閉装

置は，塗装の劣化状況判定，主ローラ回転の確認，

水密ゴムの損傷状況の点検評価，開閉装置自重降

下操作，自重降下ブレーキの点検等が行える。 

また，増水時の実操作の経験が少ない若手の技

術系職員や操作員は，非常時に正確な操作を行う

のが困難であるため，ラック式開閉装置に，水位が

上昇した状況等を体験することができる AR を用

いたシミュレーション機器（図-7）を活用すること

にした。 

このシミュレーション装置機器は，iPad に搭載

されている LiDAR（ライダー）スキャナでレーザ

を照射し，奥行きのある距離を計測し，増水状況を

３D で表現するものである。レーザ照射距離は 5m

程度である。

タブレットは持ち運びができるため，ラック式

開閉装置の樋門設備において増水状況を簡易に表

現でき，ラック式樋門設備の講習において有効で

ある。また，AR で増水状況を表現することで，ラ

ック式の函渠を見えなくすることができる。例え

ば，過負荷の原因究明について研修する場合，函渠

は増水して水中が見えない状況において，水中で

は流木や土砂が堆積しており全閉にすることがで

きない，といった講習に対して有効である。

タブレットを実物大模擬のラック式開閉装置に

向けた際のタブレット上の映像を図-8～図-10 に

示す。特徴として，水位を変更できるため，徐々に

水位が上昇していく様子を表現できる。また，水の

流れ方向を変更できるため，逆流も表現できる。 

図-6 ラック式開閉装置

図-7 AR を用いたシミュレーション機器

図-8 水の流れを表現した映像 
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４.３ VR を用いた樋門操作体験 

通常時では体験できない増水時の体験をするこ

とを目的とし,VR ゴーグルを装着することにより

仮想現実の世界に没入することができるVRを用い

て,増水時のラック式の映像を体験できるように

した（図-11）。ノートパソコン,VR を体験するため

の位置情報を設定するベースステーションを設置

し,ラック式樋門の増水時の状況を体験すること

ができる。特徴として，VR は当事務所の実物大樋

門を設置している場所に行かなくても樋門操作体

験が可能である。また，水位上昇，樋門の開閉，フ

ラッシングの映像を見ることができ（図-12），通常

時では体験できない内容を体験でき，緊急時に冷

静に対応することが可能である。 

 

5．まとめ 

昨今，急激な降雨となることが多くあるととも 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

に，設備の老朽化による健全性の低下が危ぶまれ 

ている。そのため，確実な水門・樋門操作，維持管

理の重要性はさらに増していく。今後，これら設備

を適切に維持管理していくためには若手技術者の

維持管理技術の習得は重要である。当事務所では

若者の技術力向上を目的として，実際に見て，触る

ことができ，危機などに対する疑似体験できるワ

イヤロープウインチ式の維持管理シミュレーショ

ン装置を開発した。ワイヤロープウインチ式開閉

装置及びARを用いたラック式開閉装置のシミュ

レーション装置は，出前講座として講習を開催す

ることが可能である。また，ARを用いたラック式

開閉装置のシミュレーションは，増水時の体験が

可能である。 

今後は研修会や講習会で活用していくことによ

り，若手技術者の技術力の向上を図るとともに，研

修会や講習会での意見をもとにシミュレーション

装置の更なる改善を行い，研修や講習を重ね，AR

やVR等の技術を活用したDX推進を行い，維持管

理の技術習得の一助としたい。 

参考文献 

1) 中安孝太：訓練用ゲート設備を用いた樋門の維持管理技

術の習得,令和元年度近畿地方整備局研究発表会論文集, 

2019年 

図-9 流木や土砂の堆積映像 

 

図-10 増水状況の映像 

 

図-11 VR を用いた樋門操作体験 

 

図-12 VR ゴーグル上に映し出される映像 
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31．ランブルストリップスを用いたラウンドアバウトエプロン構造の

被験者評価試験について 

(国研)土木研究所 寒地土木研究所 ○吉田  智 

(国研)土木研究所 寒地土木研究所 舟橋  誠 

(国研)土木研究所 寒地土木研究所 新保 貴広 

１．はじめに 

平成26年の道路交通法改正により通行方法が定

められた環状交差点のラウンドアバウトは，環道

交通流が信号機や一時停止などにより中断されな

い交差点制御方式である（図-1）。なお，一般的な

無信号交差点と比較すると，車両どうしの交錯点

が少なく，安全性に優れた交差点であることから

欧米では広く普及している。そのため，日本にお

いても，徐々に普及し，今後，更なる導入が期待

されている。しかし，国土の約 6 割以上が積雪寒

冷地域に指定されている日本でラウンドアバウト

を導入する際，道路管理者は除雪に関する課題や

その対応策について検討が必要である。 

寒地土木研究所では，ラウンドアバウトについ

て研究しており，過年度の研究では，除雪車の除

雪装置接触による損傷を抑制できる，すりつけ形

状のエプロン端部で，段差高さ及び傾斜角度を変

えた場合の通行車両の乗り上げ抑制効果について，

被験者走行による車両挙動計測及び主観評価試験

を実施してきた 1)。 

本評価試験では，環道とエプロンの境界部に段

差を生じさせない方法として，正面衝突事故を防

ぐ効果があり，北海道で広く普及しているランブ

ルストリップス（以下，「ランブル」という，図-2）

をエプロン上に施工し，乗り上げ抑制効果を確認

するため，被験者による評価試験を実施したので

報告する。

２．ラウンドアバウトのエプロン構造について 

ラウンドアバウトの幾何構造は，環道，エプロ

ン，中央島，分離島，流入部，流出部等で構成さ

れ（図-1），エプロンは環道のみの幅員では通行

が困難な牽引車両等が，環道と合わせた幅員と

して走行して良いエリアである。

エプロンにはラウンドアバウト内を通過する

車両の走行速度を抑制させる目的もあり，利用

者がエプロンと環道の違いを認識できなければ，

小型自動車等がエプロン上を走行し，ラウンド

アバウトを直線的に通行してしまう状況が生じ

る。これを制限し，通行車両の走行位置を安定

させ走行速度の抑制効果を発揮するには，環道

とエプロンの境界に段差を設けることが有効と

されている 3)。

しかし，積雪地域においてエプロン境界の段

差は，除雪作業時に除雪車の除雪装置が接触し，

エプロン境界を損傷させることが想定される 4)。

そこで段差を設けない方法として，交通事故対

策の一つであるランブル（図-2）をエプロン上

に施工し，試験を実施した。図-1 ラウンドアバウト標準図 2) 

エプロン

図-2 ランブルストリップス（寒地土木研究所 HP より）
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３．ランブルについて 

ランブルは，北海道で広く普及している正面衝

突事故を防ぐ工法で，舗装路面をカマボコ状の凹

型に連続的に削ることで，この上を車両が走行し

たときに，車両に対し不快な振動や音を発生させ，

ドライバーに車線の逸脱を警告するものである。 

平成14～16年に北海道の国道のセンターライン

上に設置した 60箇所（総延長 108㎞）の各施工箇

所における整備前 2 年間と整備後 2 年間の正面衝

突事故発生件数は，約 50％減少している 5)。 

試験に使用するランブルの規格としては，特に

施工実績が多いセンターライン上に設置する追越

禁止黄色 1 条線区間用と，追越禁止黄色 2 条線区

間用の 2つを使用した（図-3）。 

 

４．被験者評価試験について 

4.1 試験概要 

試験は，寒地土木研究所苫小牧寒地試験道路（以

下，「試験道路」という）に設けられたラウンドア

バウトに，追越禁止黄色 1 条線区間用を 5 列，追

越禁止黄色 2 条線区間用を 3 列，エプロンの円周

方向に施工した。なお，追越禁止黄色 2 条線区間

用は，ラウンドアバウトの横に模擬エプロンを作

製し，そこに施工している。また，段差形状との

比較のため，高さ 5cmで端部が鉛直形状のエプロ

ンも設置した(図-4)。 

過去のランブルの試験を参考 6)に，これらのエ

プロンの上を試験車両で走行させ，車両がエプロ

ンを走行する際の被験者の主観についてアンケー

ト方式による調査を実施した。この被験者による

評価試験のほか，「車内騒音」及び「車内振動」に

ついても測定を実施した。 

なお，試験車両はトヨタカローラフィールダー

（全長 4.4m，全幅 1.7m，車両質量 1,210kg）を使

用した。 

4.2 試験方法 

4.2.1 被験者評価試験 

20～60歳代の男女各 5人，計 10人を被験者とし， 

被験者が運転手もしくは同乗者として乗車した試

験車両を図-5 のように流入部からラウンドアバウ

トへ進入する。進入した車両は，ランブルを施工

したエプロンに右側のタイヤを乗り上げながら走

行し（往路），流出後，Uターンして，往路と同様，

鉛直形状のエプロンに右側のタイヤを乗り上げ走

行する（復路）。なお，同乗者はエプロン乗り上げ

の影響を受けやすい右側後部座席に乗車した。 

走行回数は 2回とし，1回目は走行速度を 20km/h

図-5 走行方法 

図-4 エプロン形状 

追越禁止黄色
1条線区間用

追越禁止黄色
2条線区間用

切削横幅 Ａ 150 350
切削ピッチ Ｂ 300 300
切削縦溝 Ｃ 170 150
深さ ｔ 15 12

規格値（mm）
項目

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ａ

Ｂ

Ｃ

図-3 ランブルストリップス規格 
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に指示，2回目は速度を指示せず自由速度とした。

また，エプロンに右側のタイヤだけが乗り上げる

ように誘導するため，エプロン幅が 1m となるよ

う三角コーンを設置した（図-6）。なお，試験前に

被験者には，走行方法を事前説明し，練習走行を

行った後に試験を実施した。 

ランブルと鉛直形状のエプロンへの乗り上げが，

運転者及び同乗者に与える影響について確認する

ため，1回の試験走行が終了する度，それぞれの主

観についてアンケート調査を実施した。なお，ア

ンケート内容は，運転者は 4 項目、同乗者は 2 項

目とし，11段階で評価した（表-1）。

4.2.2 「車内騒音」及び「車内振動」の測定

過年度までの試験では，エプロン端部に段差を

設け，車両が乗り上げる時の衝撃度（上下加速度

の振れ幅）を測定して評価していたが 1)，本試験

は，エプロン端部に段差が生じないランブルのた

め，乗り上げ時の衝撃度による比較は難しいと判

断した。そこでランブルのガイドライン 5)を参考

に「車内騒音」と「車内振動」を測定し比較した。 

なお,データの測定方法は，前輪がエプロン上を

走行し始めたときから，後輪がエプロン上を降り

るまでの値を測定した。また，集計方法について

は，「車内騒音」は最大値，「車内振動」は上位 10

個のデータの平均値を採用している。 

測定は，被験者による評価試験とは別に実施し

ており，試験車両が，ランブルと鉛直形状のエプ

ロンを走行するときの値を測定したほか，環道部

の通常路面についても，比較のため測定している。

なお，これらの測定時の走行速度は，全て 20km/h

で統一した。その他の測定条件について図-7 と 

表-2に示す。 

５．試験結果について 

5.1 被験者評価試験結果 

本試験における被験者による評価と，過年度に

佐藤ら 2)が形状の異なるエプロンで実施した評価

試験結果を，比較できるよう整理したものを図-8

と図-9 に示す。なお，項目別の評価点数は，被験

者による主観の平均値であり，評価点数が高いほ

ど走行に支障がなく，乗り上げ抑制効果が低いこ

とになる。 

本試験と過年度に実施した評価結果を比較する

と，ランブル（追越禁止黄色 1 条線区間用、追越

禁止黄色 2条線区間用）は「傾斜角 20°高さ 7cm」

と同程度の評価であり，「傾斜角 20°高さ 5cm」よ

り評価は低かった。なお，ランブルは「傾斜角 20°」

より走りやすさ，安全性，許容性の評価点数が低

い結果となっている。 

「傾斜角 30°」，「鉛直高さ 5cm」と比較すると，

ランブルの評価点数は高い結果となっている。そ

のため，これらに比べるとランブルの乗り上げ抑

No. 項  目

1 走りやすさ 走りにくかった(0) ⇔ 走りやすかった(10)

2 衝撃の大きさ 大きく感じた(0) ⇔ それほど感じなかった(10) 

3 安全性 危険を感じた(0) ⇔ 特に危険を感じなかった(10) 

4 許容性 通⾏したくない(0) ⇔ 通⾏しても良い(10)

1 衝撃の大きさ 大きく感じた(0) ⇔ それほど感じなかった(10) 

2 許容性 通⾏してほしくない(0) ⇔ 通⾏しても良い(10) 

段差通過時の評価

同
乗
者

運
転
者

表-1 アンケート項目と回答内容 

図-6 エプロン乗り上げ部 

車内騒音 車内振動

測定機器
精密騒音計(NL-62)
リオン社製

振動レベル計(VM-55)
リオン社製

測定方法
助手席のヘッドレストに
集音マイクを固定

運転席下後方に
ピックアップを設置

測定間隔 0.1秒 0.1秒

集計方法 最大値 上位10個の平均値

測定場所

日産セレナ4WD　1990cc

平成30年車　タイヤサイズ　195/65R15　スタッドレスタイヤ
測定車

苫小牧寒地試験道路

表-2 車内騒音・車内振動の測定条件 

図-7 車内騒音（左）・車内振動（右）の測定状況 

図-8 エプロン形状(参考) 
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制効果は低くなる。しかし，「傾斜角 20°高さ 7cm」

と同程度の評価であることから，ランブルの乗り

上げ抑制効果も期待できる。 

5.2 「車内騒音」及び「車内振動」の測定結果 

エプロン乗り上げ走行時の「車内騒音」及び「車

内振動」の測定結果を図-10及び図-11に示す。 

ランブル（追越禁止黄色 1 条線区間用、追越禁

止黄色 2条線区間用）の「車内騒音」 と「車内振

動」ともに，鉛直形状のエプロン形状と同程度の

測定値となっており，通常路面走行時の値よりも

大きい結果となった。 

このことから，ランブルをエプロンに設置した

場合,エプロン走行時にドライバーに対しての注

意喚起や警告効果は期待できる。 

 

６．まとめ 

環道とエプロンの境界部に段差が生じない方法

として，ランブルを試験道路のラウンドアバウト

のエプロンに施工し，乗り上げ抑制効果について

被験者による評価試験を実施した。その結果，以

下のことがわかった。 

被験者による主観評価試験では，エプロン端部

形状が「傾斜角 30°高さ 7cm」や「鉛直高さ 5cm」

より，ランブルの乗り上げ抑制効果は低い結果で

あった。なお，「傾斜角 20°」の走りやすさ，安全

性，許容性より評価点数が低く，「傾斜角 20°高さ

7cm」と同程度の評価であり，「傾斜角 20°高さ 5cm」

より評価点数が低かったことから，ランブルの乗

り上げ抑制効果は期待できる。 

また，エプロン乗り上げ時の「車内騒音」及び

「車内振動」は，環道走行時より大きく，エプロ

ン端部形状が「鉛直高さ 5cm」の走行時と同程度

の値であるため，ドライバーへの注意喚起や警告

効果は期待できる。 
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①すりつけ

傾斜角20°

高さ7cm【過年度】

②鉛直

高さ5cm

（①の走行後）【過年度】

③すりつけ

傾斜角30°

高さ7cm【過年度】

④鉛直

高さ5cm

(③の走行後)【過年度】

⑤すりつけ

傾斜角20°

高さ5cm【過年度】

⑥鉛直

高さ5cm

（⑤の走行後)【過年度】

⑦追越禁止黄色

1条線区間用

⑧鉛直

高さ5cm

(⑦の走行後)

⑨追越禁止黄色

2条線区間用

⑩鉛直

高さ5cm

(⑨の走行後)

図-9 被験者による評価結果 

図-10 車内騒音(dB) 

図-11 車内振動(dB) 
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32．ロータリ除雪車における投雪作業自動化の検討について

【i-Snow】 
―除雪現場の省力化による生産性・安全性の向上に関する取組― 

国土交通省 北海道開発局 事業振興部 機械課 ○白瀬  和暁 

佐藤  信吾 

国土交通省 総合政策局 公共事業企画調整課 施工安全企画室 小野寺 敬太 

１．はじめに 

積雪寒冷地に住む人々の生活にとって冬期の円

滑な道路交通確保は必要不可欠であり、冬期の道

路維持管理（除雪）については非常に高いニーズ

がある。 

一方、除雪作業の現場においては、除雪機械オ

ペレータの担い手が減少し、かつ高齢化が進んで

いる。（図-1） 

また、北海道は都市間距離が非常に長い、広域

分散型の社会を形成しているため、特に冬期間の

異常気象に伴う交通障害は住民生活、地域産業・

経済活動への影響が非常に大きい。（図-2） 

今後も継続的に冬期道路交通を確保するため、

持続可能な道路除雪の取り組みを構築し、除雪作

業の効率化を進める必要性が高まっている。 

図-1 除雪オペレータの年齢構成推移 

図-2 冬期通行止め回数、時間の変化 

２．「i-Snow」の発足 

持続可能な道路除雪の実現に向けた取り組みを

構築するにあたり、平成 29 年 3 月に除雪現場の

課題、研究開発の動向、除雪技術等に関する情報

の共有を図るほか、除雪現場の改善への取組につ

いて、産学官民が連携して取り組むプラットフォ

ーム「i-Snow」を発足させた。（図-3） 

i-Snowでは、近年の除雪現場における課題に対

応するための活動を展開し、生産性・安全性の向

上に資する除雪現場の省力化を進めている。 

３．除雪装置自動化の取組 

3.1 除雪作業省力化のイメージ 

i-Snow における除雪作業省力化の当面の目標

は、現在、2 人乗車体制で行っているロータリ除

雪車での作業を、除雪車の運転以外の操作の自動
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図-3 プラットフォームのイメージ 
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化、省力化により、熟練の技術や経験がなくても、

1 人乗車体制（ワンマン化）で作業できるように

することのほか、暴風雪時など視界不良時におい

ても安全で効率的な除雪作業を可能にすることで

ある。（図-4） 

効率化・省力化のイメージは、除雪作業に必要

な①自車位置の把握、②作業装置の操作、③安全

確認（障害物等）、④車両運転（操舵・加減速）を

最新技術を活用することによる①②③の自動化で

ある。 

3.2 i-Snow仕様ロータリ除雪車の概要 

導入した、i-Snow仕様ロータリ除雪車は【2.6m

級（MS シュート）】をベースとし、外観は、北海

道開発局の除雪機械で採用している塗装色の 

「フレッシュグリーン」と「ミッドナイトブル

ー」のツートン色で、i-Snowのロゴを強調したス

タイリッシュなロータリ除雪車とした。（図-5）

図-5 i-Snow仕様ロータリ除雪車の外観 

本ロータリ除雪車には視界不良時やセンターラ

インが見えない啓開除雪などでもオペレータが道

路線形を把握できる様に、準天頂衛星「みちびき」

と「高精度 3D マップデータ」を活用した運転支

援ガイダンスと投雪装置を自動で制御する機能を

合わせたシステムを搭載した。

また、オペレータの負担をより軽減させるため、

運転席の操作レバーの集約化（11 本→3 本）や除

雪速度制御装置（除雪負荷に応じた除雪速度自動

コントロール）など、操作の省力化を図ることが

できる装置を搭載している。（図-6）

図-6 i-Snow仕様ロータリ除雪車従来機からの変更点

3.3 一般国道知床峠における実証実験(平成 30～

令和元年度) 

(1)実験フィールドの選定

実験フィールドについて、令和元年度までは北

海道で唯一、冬期間通行止めとなる区間で、一般

通行車両に影響を与えずに実証実験ができる一般

国道 334号知床峠を選定した。（図-7） 

知床峠では、場所によっては積雪深が 5m を超

えることから、春先の啓開除雪では複数台のバッ

図-4 除雪作業省力化のイメージ 
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クホウとロータリ除雪車による除雪が行われ、後

方のセンターラインを確認しながら前進して除雪

作業を行うなど、熟練オペレータの感覚と経験が

必要となっている。

図-7 知床峠実証実験箇所 

(2)実証実験

自動化にあたり、知床峠頂上を含む約 24km の

間を対象にMMS（モービルマッピングシステム）

測量し、このうち啓開除雪の際に人力で見出しポ

ールを設置している 5km の区間について高精度

3Dマップを作成した。（図-8） 

ロータリ除雪車の運転支援用に点群データから、

道路形状を表す中央線、外側線、導水縁石（内側）

を抽出することで 3D道路データを作成した。（図

-9）

図-8 高精度 3Dマップ例 

図-9 3D道路データ例 

その道路データ内にブロワ投雪方向変更点を設

定することで、準天頂衛星みちびき等からの衛星

信号から自車位置を判断し、ブロワ装置の自動化

を図った。 

実証実験では「運転支援ガイダンスシステム」

と「ブロワ投雪の自動化」、「みちびきの受信状況

調査」等を行った。 

主要な実験結果として、運転支援ガイダンスシ

ステムについては、視界を遮蔽してガイダンス機

能のみでの走行試験を実施したが、システム上に

リアルタイムの舵角が表示されず、必要以上にス

テアリング操作を行い、蛇行する結果となったた

め、さらなる改良が必要であることが確認された。 

ブロワ投雪の自動化においては、予め設定され

た投雪方向の変化点において、ブロワ装置の旋回

を自動制御し投雪方向を変更できることを確認し

た。（図-10） 

みちびき受信状況調査について、平成 30 年 11

月から本格運用を開始した「みちびき」だが、一

部不安定な状況があり、受信機のアップデートが

複数回あったため、今後も継続調査を実施する。 

図-10 ブロワ装置の投雪方向自動制御 
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3.3 一般道での実証実験(令和 2年度) 

知床峠での実証実験の結果をもとに、準天頂衛

星（みちびき）の受信状況が良好かつ一般交通の

影響を受ける一般国道 38 号狩勝峠において、令

和 2年度から実証実験を開始した。 

この実証実験では投雪距離、方向を変更するシ

ュート装置についての検証を行った。（図-11） 

図-11 シュート装置及びシュートキャップの開閉

(1) シュート自動制御安定性試験

雪堤の高さが日々変化する中、一般車両や障害

物を避けながら高度な自動制御が可能か検証を行

った。（図-12） 

図-12 シュート自動制御動作概要図 

結果として、予め 3D マップに登録した操作ど

おりに、シュート方向、キャップ角度の自動制御

（習い制御）が可能なことが確認された。 

しかし、自動制御と手動操作の切替におけるガ

イダンス装置からの指示が画面表示のみのため、

オペレータが常時画面を注視出来ずシステムと連

携した動作を取ることが出来ないことや、雪質や

風の影響等で、投雪距離や方向が変わり、微調整

のため手動操作を行った際、自動制御が解除され

るため、改善が必要なことが判明した。

(2)3D-LiDAR による雪堤高さ検知シュート制御実

験

3D-LiDAR により雪提高さを計測し、その雪提

高さの変化に合わせて、造成の目標線上に投雪す

るに『シュート投雪角度（キャップ）』の制御機能

を実際の雪堤にて検証し、雪堤の起伏に合わせ、

雪提造成目標線の目印に沿った投雪がされ良好な

結果を得られた。（図-13） 

図-13 雪堤高さ検知シュート制御試験 

しかし、車両の姿勢データから、キャップの制

御動作が、1 秒間に複数回行われていることが確

認され、これは、機械寿命が短くなる程の頻度で

あるため、対応について検討を行う必要がある。 

４．今後の展開（令和 3年度予定） 

実証実験の重要課題の一つ、準天頂衛星「みち

びき」の精度について、除雪区間には樹木、ビル、

高架、トンネル等が影響し、様々な不感地帯が存

在することから、加速度センサー等を用いた車両

慣性航法システム(INS)、路車間通信、磁気マーカ

ーなど、現場条件、施工性、コスト、メンテナン

ス性を考慮した不感地帯対策方法を検討し、自動

制御装置安定性の向上を図る。

また、シュート自動制御時に雪質や風等の現場

条件に合わせ、手動操作で微調整を行うことが出

来るよう機能を追加する。 

今後も、維持及び除雪作業の効率化・高度化に

向け、様々な最新技術動向を調査し、各種自動化

のセンサー類が苦手としている使用条件の厳しい

積雪寒冷地での実証を行ったうえで、必要な仕様

を見極め、積極的に活用を図るなど令和 4年度の

実働配備を目標に更なる技術向上を目指す。 
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33．遠隔臨場ドローンシステムの開発 

リアルタイム映像で遠隔臨場を高度化・効率化

(株)フジタ  松岡 祐仁 

〇林  秀晃 

(株)センシンロボティクス  吉井 太郎 

１．はじめに 

建設 DX が掲げる生産性や安全性向上およびウ

ィルス感染症対策を契機とした非接触・リモート

型業務への転換を目指すため，2020 年度から施行

を開始した遠隔臨場の推進に資する映像コミュニ

ケーション技術の確立が急務となっている。

遠隔臨場とは，ウェアラブルカメラやタブレッ

トなどを利用して，建設現場において段階確認・材

料確認・立会の作業を行うものである。発注者が現

場で実施していた監督業務がリモート化されるこ

とで移動時間の削減，非接触による新型コロナウ

ィルス感染症拡大防止といった建設現場における

生産性向上などの効果が期待できる。

図-1 ウェアラブルカメラなど使用の遠隔臨場 

現在の遠隔臨場は図-1 の通りウェアラブルカメ

ラやネットワークカメラを使用しての運用が主流

となっている。しかし，以下のような課題も抱えて

いる。

・ 必要機材を担当職員が準備し，発注者の指示で

カメラの向きや撮影場所を移動する必要があ

る

・ 撮影者やカメラの配置により撮影範囲が制限

されてしまう。

1 つ目の課題に対しては，発注者自らがカメラの向

きをリモート操作できるなど，対話性に優れたイ

ンタフェースが必要という点で双方向での通信性

能の向上が求められると同時に安定した通信環境

を必要とする。 

2 つ目の課題に対しては，機動性の高いドローンを

活用することで撮影範囲を飛躍的に拡大できる可

能性がある。その反面，カメラの性能および操作性

の向上が求められる。 

近年，モバイル技術の進歩やバッテリーの小型

化によって，ドローンの活用が急速に進んでいる。

とくに測量分野やインフラ設備点検，災害調査の

用途では，ドローンの高機能化とともに，益々需要

の拡大が見込まれている。 

これらを踏まえ，本報では，現在のウェアラブル

カメラなどを活用した遠隔臨場の更なる効率向上

と高度化を目指し開発した「遠隔臨場ドローンシ

ステム」（(株)センシンロボティクスと共同開発）

の概要と，本システムを実現場の遠隔臨場で試行

した際の課題解決について報告する。

２．システムについて 

2.1 使用機器 

検証では，14 倍ズームカメラ（1200 万画素）を

搭載したドローン（SENSYN Mark-2）（図-2）を用

いた。表-1，表-2 に仕様表を示す。 

表-1 ドローン（ SENSYN Mark-2）の仕様表 

表-2 ドローン（SENSYN Mark-2）搭載カメラ 

サイズ 対角0.888m

重量 7.5kg

入力電源 25分

動作保証温度 -10℃ ~ +40℃

防水・粉塵性能 IP54相当

耐風性能 10.0m/s

充電時間 空の状態から約1時間で満充電

カメラ 14倍ズームカメラ

センサー CMOS 1/2.3′′

サイズ
4000 (H) x 3000 (V)

1,200万画素

レンズ
HFOV= 92 or 50

EFL : 2.3mm
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本機は， 25 分間飛行可能な機体となっており，ド

ローンの機動力と併せて，高倍率ズームカメラに

より，広範囲の俯瞰とピンポイントな詳細確認を

両立できることを期待し選定した。 

 

2.2 システム構成  

本システム（図-3）は，遠隔監視システムであ

る SENSYN CORE Monitor(以下，SC モニタ)を基

に建設現場の遠隔臨場向けに改良したシステムで

あり，ドローンが現場を撮影したデータや飛行時

のテレメトリ情報は，4G-LTE 回線を通して，ク

ラウドにアップロード，蓄積し，一括管理され

る。これらの情報は，遠隔会議室や現場事務所と

いった様々な場所からシステムに接続して映像の

確認が可能となっている。 

 

 

図-4 SC モニタ  

SC モニタの操作画面は，図-4 のようにドロー

ンの撮影映像と右下にあるコントローラなどで構

成されている。コントローラでは，左部の方向ス

ティックでドローンの旋回とカメラ角度の調整が

でき，写真撮影やその他にもズームやジンバルピ

ッチの調整が可能である。また，外部関係者には

URL 共有機能を用いることで簡単に情報共有でき

る。本システムで取得した映像は，リアルタイム

で確認することはもちろん，過去に撮影した画

像・映像をクラウドより読み込み，比較・参照す 

 

 

ることも可能である。 

なお，音声通信は，近年 Web 会議システムと

して普及している Microsoft teams を併用した。 

 

3．本システムの現場試行 

3.1 現場試行の概要 

工事名 :令和元-4 年度横断道羽ノ浦トンネル工

事 

場所  ：徳島県小松島市 

工期  ：2020/2/26～2022/7/29 

発注者 ：国土交通省四国地方整備局 

試行期間：2021/3/9～2021/8/4 

 

3.2 通信システムの改善 

 テスト飛行の際，クラウドに保存された映像デ

ータには問題が生じていなかったものの，通信遅

延によりライブ映像にブロックノイズが生じる場

面が多発した。 

 
図-5 改善前 

 
図-6 改善後 

図-2 ドローン機体

（Mark-2） 

 

図-3 システム全体図 
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図-5 は，ドローンの旋回を行った際のライブ映像

を切り出したものであるが，映像伝送の遅延が原

因と考えられるアーチ状の残像ノイズが現れ，旋

回終了後に正常の映像に戻った。調査・検証を行

った結果，この現象は高精細な映像品質と通信遅

延がトレードオフの関係であることに起因してい

ることが判明した。そこで最適化を図り，改善を

行った。図-6 に改善後の撮影映像を示す。 

図-6 は以下の設定を変更したものである。 

・解像度：1280×960（HD）⇒960×720

・フレームレート：20 コマ/s ⇒10 コマ/s

また，映像のエンコード処理には，映像伝送上，

限られた帯域を使う LTE 回線で当初「H.264H」

を使用していた。しかし，調査の結果エンコーデ

ィングの負荷が想定よりも高く、画質にも影響し

ていたため、負荷の低い「H.264B」を選択した。

これらの設定を変更したことでライブ映像の遅延

や配信の途絶といった現象が解消され，映像のス

ムーズな更新が行えるようになった。

3.3 遠隔臨場ドローンシステムの現場試行 

図-7 試行概要 

本システムの試行概念を図-7 に示す。試行の目

的は，従来のウェアラブルカメラやタブレットを

用いた遠隔臨場を補助する形で広範囲に渡って発

注者が見たい映像をすぐに確認できることである。 

現場試行では，ドローンによる機動性のある映

像提供検証と同時に，盛土箇所にリボンロッドを

設置し，ピンポールで指した 1cm ピッチのリボン

ロッドの目盛りが現場詰所の PC モニタで視認で

きるかを検証した。条件は高度 20m・30m にて，

各々カメラの倍率が 1 倍，7 倍，14 倍の計 6 通り

で実施した。

3.4 遠隔臨場の試行結果

 3.3 で述べた検証条件のもと，法面の法長検尺の

遠隔臨場を実施した。その結果を表-3 に示す。 

表-3 飛行結果 

高度 20m・30m のケースにおいて，倍率 14 倍

のみ視認できる結果となった。高度 30m，倍率 14

倍の確認画映像を図-8 に，リボンロッド部の拡大

映像を図-9 に示す。 

図-8 リボンロッド視認（モニタ映像） 

図-9 リボンロッド(1cm ピッチの視認） 

 本検証を通して，従来の遠隔臨場にドローンに

よる映像を提供することが有意であることを確認

できた。図-9 の通り，カメラ倍率 14 倍で 1cm の視

認ができたため，ドローンは遠隔臨場に必要な仕

様に耐えうると考えられる。 

ここで，法面検尺の検査で，従来の現場臨場とド

ローンを活用した遠隔臨場の比較を行う。

図-10 従来の法長検尺状況 

　倍率[倍]

高度[m]
1 7 14

30 × × 〇

20 × × 〇
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図-11 本システムでの法長検尺 

 

従来は，図-10 のように，検査の際，発注者が現地

に赴いていたが，現在運用されている遠隔臨場で

は，パソコンやタブレットといったデバイスでの

検査や，現場臨場・対面協議の削減が可能となった。 

更に，本システムにより，図-11 に示すような検

査状況の空撮映像を追加提供することのメリット

と特徴をあげる。 

① 地上からでは，撮影者の移動やカメラの段取

り替えが必要な場合でも，ドローンにより検

査対象全域の概況から，cm 単位のピンポイン

トな詳細確認までを短時間でカバーすること

が可能である。 

② リアルタイムかつ複数映像の表示とクラウド

に保存された過去の遠隔臨場記録の再現・比

較閲覧が可能である。 

③ 複数拠点から Web ブラウザでアクセスするこ

とでドローンの遠隔操作が可能である。 

④ リアルタイム映像を確認しながら，機体の向

きやカメラのズーム（最大 14 倍）を自由に操

作可能である。 

 

4．本システムを用いた Web現場見学会 

 遠隔臨場ドローンを試行した作業所と発注者の

間で，建設 DX 技術を活用した「Web 現場見学会」を

開催した（図-12）。本見学会は，現場に赴くことな

く施工現場の臨場体験を目的として試行したもの

で，本システム以外の技術として 360°カメラ遠隔

臨場システムとVRゴーグルなどを活用し，Web会

議方式で実施した。成果として，工事概要の説明に

全体を俯瞰でき，高精細画質を提供できるドロー

ンの生映像とトンネルの坑内作業を臨場体験でき

る 360°カメラを利用したライブ VR 体験が高評価

であった。 

コロナ禍における現場見学など研修の 1 つの手

法として有効な手段となることが期待される。 

 

 
図-12 Web と VR ゴーグルを用いた見学 

 

5．おわりに 

本システムは，スムーズな操作と映像配信を実

現し，検査時に使用するリボンロッドの 1cm ピッ

チの目盛りをモニタで視認できるほど高画質なも

のとなっている。これにより，現在工数がかかり過

ぎている発注者の現場臨場業務を大幅に削減でき，

遠隔臨場の更なる効率化，高度化を図ることが可

能である。 

そして，普及機である phantom でも試行した結

果，実装されていないズーム機能以外は，全く問題

なく利用でき，現場活用に有効な組み合わせであ

ることが判明した。 

 また，本システムのリアルタイム映像配信とそ

の映像を遠隔で操作できる特徴を活かし，昨今頻

発する土石流などの災害発生時に，早期に災害現

場の被災状況を把握することや，遠隔拠点からの

経験豊かな担当者による現場内遠隔監視としての

活用も期待できる。 

 今後は，より安定した映像品質が確保できるよ

う，場所・時間に応じた最適なキャリア通信網が選

択できるシステムの検討が必要であると考える。

また，ドローンの制御・通信に普及段階に入った

5G を活用し，さらなる映像の高画質化を推進すべ

く技術開発を継続する所存である。 
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34．距離計カメラを搭載した小断面積込機械の開発 

トンネル機械の遠隔操作に向けた取り組み

株式会社熊谷組 ○ 坂西 孝仁

株式会社熊谷組 宮川 克己

株式会社熊谷組 手塚 仁

１．はじめに 

近年 FIT（固定価格買取制度）により水力発電所

導水路トンネル改修や新規構築の需要は高まって

いる。水力発電所導水路トンネルは幅員や高さが 3

ｍ以下の小断面が多数を占め,タイヤ工法機械で

は施工が難しく,レール工法機械が使用される。し

かしここ数十年間，レール工法機械は勾配の制約

や付帯設備の煩雑等で採用されず，新規機械製作

が見送られている。現在トンネル機械の進展は目

覚ましく自動化や省力化等の新技術が導入されて

おり,タイヤ工法機械と比較して見劣りしている

のが現状である。 

そこで当社では，新技術を取り入れた削孔,積込,

吹付の各工程に対応した小断面レール工法機械を

同時開発している。遠隔操作を基本に２段階に分

けてシステム開発を進めている。掘削機と吹付機

は自動化を推進し，積込機は距離計カメラを搭載

した遠近距離可視化システム開発を進めている。 

通常のディスプレイを使用した遠隔操作では奥

行き感補填のために多くのカメラを必要とするが,

当機では距離計カメラを使用して距離を色で表示

することにより,少ないカメラ台数で直感的な距

離把握を可能にした。本稿は遠隔操作に向けた各

小断面開発機械概略，積込機に付属する距離計カ

メラを使用した遠近距離ガイダンスシステムにつ

いて述べる。

２．小断面新規機械開発について 

2.1 基本的開発方針 

当社では以下の 小断面レール工法機械の新規

同時開発を進めている。開発した機械は現在施工

中の現場に投入して,技術的な実験検証を行い,改

良を進めていく予定である。基本的な開発方針は

以下のとおりとした。 

削孔機,吹付機には自動作業機能を搭載し,遠隔

操作を行う際に，この自動システムで操作を補完

する方式にした。ただし積込機の自動運転システ

ム導入は現状では技術対応が難しいので,遠隔操

作が可能な仕様で開発を進めた。

開発方針は第１段階として最初の導入現場では,

操作作業員が切羽で従来の使用位置より後方の安

全な位置から機械を遠隔操作して，問題がないこ

とを確認する。次に問題点の改良を進めた上,操作

室で遠隔操作の環境を整えて，第２段階への移行

を考えている。(図-1) 

図-1 小断面トンネル機械の開発方針 

2.2 各開発機械の概要 

前述した開発方針に基づいて，以下の機械群の

開発を進めた。 

(1) 削孔機械

1 ブーム式レールジャンボで,2.5ｍの長孔発破に

対応かつ削孔効率を向上するため,ドリフターは

Epiroc 社製 COP1838HD を搭載し高速施工に対応

する。また長孔発破実現に対応するため,削孔精度

の確保が必要になることから自動削孔機構も搭載

している。(図-2) 

図-2 削孔機械の概要 

また削孔機の後部に遠隔爆薬装填装置が連結さ

れている。「山岳トンネル工事の切羽における肌落

ち災害防止対策に係るガイドライン」に基づき，当

社では爆薬装填は遠隔装填を基本としている。  

写真-1 遠隔爆薬装填装置 
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既に運用され実績のある通常断面向け装填装置

の技術ノウハウを踏襲しつつ，全く新たな仕様で

開発中である。(写真-1) 

(2) 吹付機械 

 写真-2 吹付機 

 

吹付機械はコンプレッサー37kW×3 台を搭載し

た 2 両編成の一体型吹付機で，吹付区間が 2.5m と

なることを想定して,吹付が可能な構造になってい

る。また吹付ポンプは乾式，湿式どちらにも対応可

能となっており，現在は乾式仕様のアリバ 285 を

搭載している。載せ替えてコンクリートポンプの

搭載が可能で,最新の液体急結剤の対応も考慮して

いる。(写真-2)また吹付自動化に対応した既開発の

教示式の自動吹付機システム機能やリアルタイム

モニター(写真-3)も搭載している。 

写真-3 リアルタイムモニター 

 

(4) 積込機＋トレンローダー 

 積込機は掘削バケットとチェーンコンベアによ

る移送方式である。掘削効率向上を目指しコンベ

ア処理能力は 150 ㎥/H で，この断面に適合する同

クラス機械のシャフローダーKL-7 と比較して倍

以上の能力がある。操作は遠隔操作を前提とした

リモコン方式とし,視認はカメラモニターと新規開

発の距離計カメラを搭載した遠近距離可視化シス

テムを使用して操作をする。(写真-4)積込機の仕様

は以下のとおりである。 

全長   7407mm 

全幅   2000mm 

全高   2202mm 

 ﾎﾟﾆｰﾄﾗｯｸ走行時 1822mm 

全重量      9.8t 

ブームリーチ    4016mm 

最大掘削高さ  2993mm 

コンベア能力  150m3/H 

コンベア幅   700mm 

電動機   37kW 4P 400V 

操作器   ﾜｲﾔﾚｽﾘﾓｺﾝ(429MHz) 

 ﾚｰﾙｹﾞｰｼﾞ  914，762mm 

 その他   ブレーカ用配管付  

写真-4 積込機 

 

また積込機からずり鋼車へ土砂を中継積み込み

こむ機械，トレンローダーも開発した。土砂搬送す

るベルトコンベアは専用のずり鋼車に搭載される

形となっている。搬送能力は積込機に合わせて 150

㎥/H 以上で,曲線半径 200m に対応できるように本

体フレームが 5m 毎のヒンジ構造で，折れ角 2 度

まで屈曲可能としている。(写真-5) 

写真-5 トレンローダー 

 

３．遠近距離可視化システムの開発 

積込機の遠隔操作を実現すべく，今回のシステ

ムは以下の問題点の解決を主眼して開発を進めた。 

3.1 トンネル施工における遠隔操作の問題点 

この遠隔操作システムをトンネル作業機械に導

入した場合,以下の問題の発生が考えられる。 

(1) モニター映像の奥行き感の欠如 

図-3 通常の遠隔操作カメラ配置 
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カメラ映像における最大の問題点は奥行き感で

ある。2 次元映像カメラを使用した通常の遠隔操

作では奥行き感の把握は難しく,車両本体車載カ

メラに加えて，周囲の固定カメラを後方と横方向

に配置して，奥行き感を把握して作業する方法が

とられる。(図-3)

トンネルの遠隔操作となれば,発破作業や空間

の狭さの制約により複数方向からのカメラ設置自

体が難しく,車載カメラが主体となり奥行き感の

担保が難しい。小断面トンネルになれば更に制約

を受ける。今回の開発の主眼になった問題である。 

(2)ジャイロ,GNSS 等の使用できない環境

無人化施工における GNSS や 9 軸ジャイロセン

サー等を使用したガイダンスシステムは,映像デ

ータを補完する技術として大変有効であるが,ト

ンネル内ではこうしたデバイスが使用できない環

境である。通常トンネル内でこれを補完する手段

として,機体センサーと,TS(レーザー測量機)を組

み合わせ絶対位置を特定する方法等が採用されて

いる

3.2 積込機の遠隔操作システム

今回積込機の開発では機体後方からの操作であ

るが,最終的に操作室での操作を考慮してリモコ

ンによる操作システムの導入となった。(図-4)

図-4 積込機の操作位置 

また能力増強により車体が大型になり,開発方

針第１段階での切羽から少し離れた機械後方部で

操作する場合において,前方の積込状況が確認し

辛く,映像視認による遠隔操作になる。従ってどの

ように切羽目視に対応するか問題となった。基本

的には機械前方に車載カメラを取り付け,操作位

置付近に映像モニターを設置する。

しかし,機器配置から考えるとカメラを多数取

り付けることは前述したとおり難しく,スペース

も十分ではない。また通常の GNSS や 9 軸ジャイ

ロセンサーの使用したガイダンスシステム導入は

難しい。機械後方で操作する場合と今後の操作室

における操作も考慮すると,このような状況でど

のようにして映像により奥行き感を担保する方法

があるか,検討する必要があった。

3.3 距離カメラを使用した距離可視化の実験

遠隔操作を前提に奥行きの担保する方法を数案

検討し,予備実験を実施して有効性を確認した。 

(1)距離計カメラシステムの選定

①高精細映像使用（４Ｋ）による距離認識

②俯瞰カメラ使用の上空視点による距離認識

③距離計カメラを使用の色による距離認識

以上のとおり数案を文献等(1)により検討した結

果,①高精細映像の使用でも奥行き感の担保は十

分ではない。③俯瞰カメラ映像は移動の際に周囲

の状況の把握は容易であるが,操作作業者目線で

ないので操作性向上にはつながらない。この中で

③距離計カメラを使用した色による距離認識は遠

隔操作用として実用化されていないが,操作作業

者が直感的に状況判断できるので有効ではないか

という結論になった。

(2)システム構成と予備実験

距離計カメラを使用した色認識システムの有効

性を確認するために,開発機と同等能力の機械に

距離計カメラと色認識が可能なシステムを搭載し,

現場で視認実験を実施した。 

①実験場所 国道 103 号線青ぶな山トンネル避

難坑工事

②実験内容 積込み作業における距離計カメラ

を使用した距離の色認識映像による操作作業

者の視認感覚実験

③使用機材 ITDLab 製ステレオカメラ ISC-

100XC （100 万画素 有効画角：83°）

ノートＰＣ CF-SZ5 (Windows10)

レーザー距離計 BOSCH 製(GLM500)

照度計 TRUSCO 製(TLX-204)

④搭載機械 積込機 KL-15（コトブキ技研）

⑤機器取付 （図-5）のとおり操作席前方にカメ

ラ表示システムを設置

⑥色の設定 色を 40cm 間隔で設定

⑦実験確認方法 複数操作者からのヒアリング

図-5 距離計カメラによる視認実験状況 

本距離計ステレオカメラの映像は白黒出力であ

る。一眼は映像表示用,もう一眼は計測用のカメラ

となっており,映像出力は距離を色で表す視差映

像,白黒生映像を合成した合成映像を採用した。 

(3)実験方法

以下の条件で実験を実施した。

①積込みバケットと積込み部付近が視認できる

ようにカメラを設置。

②最初,操作作業者は目視で通常の積込み作業。

③次に操作作業者は,ノートＰＣのモニターに表

示されている合成画面を見ながら 1 分程度作業
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を続け,この動作を 3 回繰り返す。 

(4)操作作業者のモニター結果 

操作作業者からの意見は以下のとおりであった。 

② 色の認識による位置確認は大変容易で使い

やすい。 

②あまり色が多くない方が良い。 

③積込みブレード部の境界で段差があるので,こ

こで色が変わると作業がしやすい。 

(5)映像分析結果 

図-6 画像分析画面(上:シーン１ 下:シーン２) 

 

シーン 1,シーン 2 共に両方ショベルと岩石が接

しているように見えるが,ステレオカメラで測距

をするとシーン１は 1m 以上離れ,シーン２では 10

～40cm 程度の近距離にあることが判った。また合

成画像の色を見比べると,シーン２のバケットは

岩石と近い黄色に着色され,より岩石に近い位置

関係にあることが分かる。（図-6） 

(6)実験のまとめ 

実験結果より距離計カメラを使用した色による

距離表示は,直感的かつ容易に視覚アシストが可

能であると認識できた。ただ表示色に関しては掘

削範囲の限界距離,積込みブレード境界等のポイ

ントになる距離で色分けし,色を少なくする方が

認識しやすかった。この実験結果を基にシステム

開発を進めた。 
 

４．遠近距離可視化システムの開発 

今回の積込機用のシステム開発では左右積込ブ

レード境界部の認識及び機体中心にブームが配置

されているため,左右２か所に距離計カメラを設

置したが,画面を左右均等に表示すると画面認識

に迷いが出ることがわかり,今回は左側カメラ映

像を中心に全体表示をし,右側カメラ映像は右側

境界部を中心に映像補完をする合成画面とした。

(図-7) 

図-7 システム表示画面と距離計カメラ 

 
またカメラ位置,角度入力によって積込みブレ

ードの位置を平行に色表示できるように,微調整

が可能なカスタム設定ができるようにした。今回

は積込みブレード面エリア,積込み可能エリア,そ

れ以外のエリアと３色に色分けし,どこまで積込

みが可能か認識でき,少ないカメラ視点で奥行き

感の担保が可能になることが確認できた。これに

より操作作業者は直感的に奥行感が把握でき,操

作性が改善されると考えられる。 
 

５．今後について  

今回完成した遠近距離可視化システムは小断面

トンネル積込機に試験的に搭載するが,現場使用

で視認性の検証を加えて,実際の遠隔操作を目指

してブラッシュアップを図りたいと考えている。

また実映像との違いの違和感をいかに低減するか

が今後の課題である。 
 

参考文献 

(1) 建設機械の遠隔操作技術向上に関する共同研究報告書 

平成２８年１２月 （国立研究開発法人土木研究所 

国立研究開発法人情報通信研究機構） 
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35．「全自動ドローン」で測量と安全巡視を無人化 

～目視外補助者なし飛行（レベル 3）による測量と安全巡視を実現～ 

株式会社フジタ ○ 上原 広行

株式会社フジタ 松岡 祐仁

(株)センシンロボティクス 長尾 建

１．はじめに 

 建設業の固有の課題として，就労者数の減少，低

い労働生産性，長時間労働への対応などを抱えて

いる。とくに建設現場で働く現場監督は，工程管

理・原価管理・品質管理・安全管理などを含む施工

管理の業務が多岐にわたり非常に多忙である。ま

た，現場の進捗確認や安全管理のため，日常業務と

して現場職員が現地に赴き場内を巡視する必要が

ある。 

 そうした中，近年の建設現場では，ドローン（無

人航空機，UAV，Unmanned Aerial Vehicle）の活用

が急速に進んでいる。その用途は，工事の進捗管理

や構造物の点検をはじめ，空撮写真を利用した現

場の 3Dモデルの作成，出来高管理などの活用事例

が増えている。ただし，ドローンを飛行する場合，

操縦者と監視人が最低 2 名必要（図-1）で，とく

に測量に多くの時間がかかる土木現場ではドロー

ン運転業務の省力化が課題となっている。

そこで，現場オペレータの介在なしに，現場内の

安全巡視と測量業務を行う建設現場向け「全自動

ドローンシステム」を㈱センシンロボティクスと

共同で開発し，建設現場において国内初となる目

視外補助者なしレベル 3 飛行（図-2，無人地帯で

補助者なしで飛行できるレベル，現場内はドロー

ン飛行を認知している者のみで，無人地帯として

認定される）を実現した。

 本技術の開発は，建設現場における省力化・省人

化を目標とし，2年前に開発に着手し，複数現場で

の実証試験による改良を繰り返し現場に対応でき

るよう機能性の向上に取り組んできた。 

 本論文では，「北陸新幹線，敦賀車両基地路盤他

工事」（福井県敦賀市）と「令和元－4 年度横断道

羽ノ浦トンネル工事」（徳島県小松島市）における

現場試行の検証結果について述べる。そして，全自

動ドローンを運用し，日々安全巡視 2 回，写真測

量 1 回の作業を 1 カ月間実施した結果，出来高管

理（測量から土量算出）に必要な時間を従来の 1/4

に短縮するとともに，従来は必要だったドローン

の操作，補助に携わる人員 2 名の省力化を達成し

た成果について報告する（図-3）。 

図-2 ドローンの飛行形態 

※国土交通省「無人航空機の飛行形態」より抜粋

図-3 全自動ドローンによる測量・安全巡視

本システム 

実施 

2020 年度 

実現目標 

図-1 ドローンの飛行における 

人員について 
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２．システムの概要 

 本システムは，自動離着陸，自動充電，開閉式ハ

ッチなどを備えたドローン基地（「SENSYN Drone 
Hub」：㈱センシンロボティクス提供）と，当社の

建設現場での安全巡視ノウハウや，簡易ドローン

測量が可能な「デイリードローン®（2018 年 2 月発

表の簡易ドローン測量技術）」，標定点と呼ばれる

測量用の目印を設置せず，高精度な出来形計測が

可能な「斜め往復撮影ドローン（2020 年 12 月発表

のドローン測量手法）」の技術を組み合わせたシス

テムである。指定時刻に基地からドローンが自動

的に離陸し，事前に指定したルートを通り，測量と

安全巡視を実施後，自動で着陸し，充電を実行する

機能を現場運用レベルまで向上させた。 

2.1 ドローン基地 

 ドローン基地には，風速・気温・相対湿度・雨量・

気圧を測る気象計が搭載され，飛行中に風速など

設定条件の閾値が超えた場合，自動で基地へリタ

ーンする機能が搭載している。 
 また，自動離発着警報機搭載により，ドローンが

離発着する際には回転灯とブザーで周囲に周知す

ることができ，外部監視カメラによりドローンの

離発着状況や飛行状況を常に監視することができ

る。このような補助システムの対応により，過酷な

建設現場の環境に耐えうる堅牢性の高いシステム

となった。 
 着陸精度向上の工夫として，ドローン基地に，機

体の着陸誘導のため赤外線センサーを搭載し，機

体がドローン基地の上空に来た際に機体の赤外線

赤外線を認識，この情報を元に機体制御しドロー

ン基地から位置がずれないよう飛行制御を行う仕

組みである。 
 機体の充電については，機体の脚部とドローン

基地の金属面が接触することで充電を開始する。

充電時間は 1時間で満充電（40分で 80％）である。 
 また，本システムには FlightAware(航空便リアル

タイム追跡)機能が搭載され，周囲の航空機飛行状

況をネット上で確認でき，より安全な飛行が可能

である。 
 ドローン基地の仕様を表-1，システム構成図を

図-4 に示す。 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2.2 ドローン機体 

 ドローン機体は，SENSYN Mark-2 を使用した。

仕様は表-2 に示す。搭載カメラの仕様を表-3，表-
4 に示す。 
ドローン機体には，カメラを 2 台搭載できるもの

であり，1st ジンバルには，RGB カメラと赤外線カ

メラ，2nd ジンバルは用途に応じて，ズームカメラ

と写真測量用カメラに切り替えることができる

（図-5）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表-1 ドローン基地 仕様 

サイズ 1.89m(縦)*1.77m(横)*0.8m(高さ) 
重量 149kg 
入力 100V~240V AC / 16A 
動作保証温度 -10℃ ~ +40℃ 
防水・防塵性能 IP54 相当 
耐久性能 100,000 回以上の開閉テスト済み 

 

サイズ 対角 88.8cm 
重量 7.5kg（1st ジンバルのみ） 
入力電源 25 分（ホバリング時） 
動作保証温度 -10℃ ~ +40℃ 
防水・防塵性能 IP54 相当 
耐風性能 10.0m/s 
充電時間 （空の状態から）約 40 分で 80％ 

約 1 時間で満充電 
 

表-2 ドローン機体(SENSYN Mark-2)仕様 

表-3 搭載カメラ仕様（1stジンバル） 

表-4 搭載カメラ仕様（2ndジンバル） 

全自動ドローン機体

ドローン格納基地
気象計

自動離発着
警報機

接触式充電部

2000万画素
カメラ

気象計 計測項目
・風速 ・気温 ・相対湿度
・雨量 ・気圧

図-4 全自動ドローンシステム構成図 
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３．本システムの現場試行 

3.1 現場試行の概要

 建設現場において，全自動ドローンの検証を前

章の適応現場 1 と 2 の現場で行った。 
① 試行現場 1（図-6）
工事名称 ：北陸新幹線，敦賀車両基地路盤他

工事場所 ：福井県敦賀市地内

発 注 者：独立行政法人鉄道建設・

 運輸施設整備支援機構大阪支社

検証期間 ：2019 年 3 月，12 月 造成工にて試行 

② 試行現場 2（図-7）
工事名称 ：令和元－４年度横断道

  羽ノ浦トンネル工事

工事場所 ：徳島県小松島市櫛渕町久ヶ谷

発 注 者：国土交通省四国地方整備局

検証期間 ：2021 年 3 月～4 月 盛土工にて試行 

3.2 検証結果 

3.2.1 全自動飛行について

 ドローン基地は，接触式の自動充電を実施する

ため，開閉式ハッチを備えた全天候仕様となって

いる。しかし，当初の試行現場１において，建設現

場内の限られた設置条件（強風の影響を受けやす

い裸地など）により，まれに自動着陸をミスするケ

ース（手動に切替えて着陸）が発生し，成功率は

90%程度となった。突発的な強風と，着陸時の誘導

センサーに起因するシステム上の問題であったが，

すぐに基地近傍におけるドローン高精度誘導の手

法と赤外線センサーに改良を加え，1 年後の試行現

場２においては，1 ヶ月の連続運行（119 回飛行）

において成功率を 100%まで向上させ，頑強性と実

用レベルの高さを証明した。

また，試行現場１では，超長距離におけるシステ

ム運行管理の信頼性を検証するため，東京本社と

現場福井県の約 350km 間での映像通信試験を実施

し，遠隔拠点からでも本システムの運用に問題が

ないことを確認した（図-8）。 

3.2.2 目視外飛行の検証

目視外飛行の必要条件は，操縦者がいないため，

運行監視者にドローンの位置情報や電波状態，バ

ッテリ残状態などを常時映し出すモニタと，さら

にＧＰＳ機能に不具合が発生した場合に自動帰還

システムが装備されていること，この安全が 100%
担保されないと運行は承認されない。

 そこで，本システムは，これらの安全機能の不具

合に対し，すぐにマニュアル操作に切り替えるバ

ックアップ体制を装備していたが，今回の目視外

検証において，飛行中のトラブルは一切発生せず，

目視外飛行の安全は確保された。

また，近隣に対する安全を考慮して，現場内エリ

アでレベル 3 飛行を実施中であることを工事看板

や説明会をとおして周知徹底することで注意喚起

を行った。

図-7 試行現場全景（トンネル工事盛土）

図-6 試行現場全景（車両基地造成）

図-5 ドローン機体 

図-8 全自動ドローンの運用状況(超長距離) 

1st ジンバル 
カメラ

（赤外線+RGB カメラ） 

2nd ジンバル 

カメラ

（ズームカメラ） 

ドローンカメラのリアルタイム映像

本社（東京）と現場（福井）の映像伝送の様子
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3.2.3 安全巡視機能の検証 
 現場事務所や遠隔拠点から現場内の様子をリア

ルタイムに把握可能である（図 9）。また，AI（人

工知能）で対象物を自動抽出する機能（図 10）も

備え，撮影日の異なる同じ場所の画像を比較して

現場の変化を把握できるメニューも搭載し，安全

巡視業務の高度化を実現した。 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

3.2.4 写真測量について 
 写真測量については，簡易ドローン測量が可能

な「デイリードローン®」，標定点と呼ばれる測量用

の目印を設置せず，高精度な出来形計測が可能な

「斜め往復撮影ドローン」の技術を全自動ドロー

ンシステムに組み合わせて，高精度な写真測量技

術を可能にした。 
 全自動ドローンの写真測量の作業時間（準備～

測量～解析）については，上記 2 つの技術を組み

合わせたものであり，簡易ドローン測量と標定点

不要なドローン測量手法により，測量面積 2ha の

エリアにおいて，9 時間から 2 時間（従来比 1/4）
と時短となった（表-6）。 
 全自動ドローンによる出来高測量の精度につい

ては，試行現場 2 において路体盛土工の土量算出

の推移で評価した結果，ダンプ積載量からの地山

換算で比較したところ，土量算出の較差は概ね 1％
程度におさまった。図-11 の（a）に盛土施工箇所全

景写真，（b）に Sfm 処理にて 3D 点群データを点

群処理ソフト（福井コンピューター：TREND-
POINT）で重ね合わせた結果の一例を示す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

４．おわりに  
 本システムは，建設現場では初の目視外飛行・補

助者なし飛行レベル 3 を可能にしたことにより，

省人化に加え，作業効率も比較的向上した。以下に

5 点の特徴を示す。 
 
〇ドローン飛行の操縦者と補助者（2 名）が不要で

100％の省人化 
〇現場の出来高測量と安全巡視業務の時短で効率

が 50％アップ 
〇独自ドローン技術を導入した自動写真測量で出

来高測量業務の時間を従来の 1/4 に短縮 
〇日々の出来高を土量推移で把握でき工事原価を

適正管理 
〇空撮により日々の施工進捗が可視化されるため，

施工計画の変更などにも即時対応可能 
 

 今後は，大規模造成現場などでの導入を進め，ト

ンネル坑内など衛星利用測位システム（GNSS）の

利用が難しい条件での導入も検討を進める所存で

ある。 

図-10 自動安全巡視 AI 変状比較 

図-9 全自動ドローンの運用状況 

AI抽出変状比較

車輛抽出

カラーコーン抽出

ドローン離発着充電基地 

表-6 写真測量の作業時間比較 

ドローン安全巡視飛行 

安全監視モニタ 

■事前準備～測量～解析時間比較（測量面積2haで検証）

手順 適用機器 従来 デイリー
ドローン＊1

斜め往復
撮影ドローン

事前
準備 ① 標定点

計測
標定点 /

GNSS搭載標定点 4時間 1時間 設定点なし

測量 ② UAV
飛行

ドローン /
RTK-GNSS
搭載ドローン

(0.5時間) (0.5時間)
RTK-GNSS
搭載ドローン＊2

(0.5時間)

解析

③ 標識
紐付け SfM / MVS

解析ソフト
5時間 2時間 2時間④ 点群処理

⑤ 点群編集 点群編集ソフト
⑥ 3D処理 3次元CAD

時間合計 9時間 3時間
(従来比1/3)

2時間
(従来比1/4)

＊1. 2018年2月に当社が発表した簡易ドローン測量技術
＊2. RTK-GNSS測位：高精度GNSS測位技術

本システム測量 

図-11 盛土工 土量算出状況 

b. 土量算出画面（一例） 

  3D 点群データ 
a. 盛土箇所全景  
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36．四足歩行ロボットによる建設現場の生産性や安全性の 

向上に関する開発 

鹿島建設株式会社 ○ 三室 恵史

鹿島建設株式会社 大浜 大

鹿島建設株式会社 村瀬 諒介

１．はじめに 

近年建設業界では、生産年齢人口の減少や技能

労働者の高齢化に伴う将来的な就業者不足に対応

するため、新規入場者の確保や生産性の向上は喫

緊の課題となっている。このような背景のもと、IT

技術の導入や自動化など DＸ（デジタルトランス

フォーメーション）への取組みを加速させ、現場や

施設の巡回・点検、工事の進捗管理や安全管理など

の業務に対してロボット技術の導入を進めている。

2018 年から四足歩行ロボットの建築・土木現場へ

の適用性に関する開発に着手し、2020年からは（株）

竹中工務店、（株）竹中土木、弊社の３社による共

同研究を開始して実用化に向けた検討を加速させ

ている。

本稿では、四足歩行ロボット「Spot」について、

建設現場への適用性の検証を行うために、以下３

件の POC（Proof Of Concept：概念実証）を行った。 

・「Spot」の建設現場での適用 

・トンネル坑内における自動計測

・施設の自動巡回・点検

上記 POCの実施によって得られた知見や課題を

報告する。 

２．「Spot」の建設現場での適用 

四足歩行ロボット「Spot」を導入するにあたり、

ロボット製作会社の Boston Dynamics 社（以下：BD

社）に依頼し、2018 年 11 月にトンネル現場を検証

場所として、土木現場における「Spot」適用の実現

性について検証を行った（写真-1）。

写真-1 現場適用性の検証 

2.1 検証内容 

トンネル現場における検証内容を以下に示す。

① 自律歩行の特性を活かして、予めマッピング

情報を基に設定したルートに沿って、自動巡

回・点検を実施。

② 標準ペイロードである PTZ（パン・チルト・

ズーム）カメラおよび 360°カメラを装備し

た「Spot」を遠隔操作により、切羽の写真撮

影やトンネル設備等の点検を実施。

2.2 検証結果と課題 

検証結果と課題を以下に示す。 

① 自律歩行は、標準装備のステレオカメラを用

いた Visual SLAM により行っている。予めマ

ッピングを基に設定したルート通りに自律

歩行できることを確認し、ルート設定時には

無かった障害物も自動回避して、再びルート

に戻ることも確認できた（写真-2）。

写真-2 自律歩行によるトンネル坑内の巡視 

② 遠隔操作の「Spot」によって撮影したトンネ

ル切羽の写真は、切羽より 30ｍ程度離れた場

所からでも切羽の状況を鮮明に捕えること

を確認。光学 30 倍のズームカメラによる撮

影では、切羽の漏水やクラック等の詳細状況

を更に鮮明に捉えていることを確認した（写

真-3、写真-4）。

写真-3 切羽写真(30ｍ離隔)  写真-4 切羽接写(30倍) 
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課題としては、建設現場特有の悪路やぬかる

み、階段等における歩行性能の向上、また、雨

天、粉塵等の悪環境下においても適用できる機体

として、耐環境性能を向上させることが必要であ

る。 

2.3 課題への対応 

歩行性能の向上や悪環境下における適用を可

能にするため、歩行性能に関しては歩幅を任意に

変えられる機能の追加、悪環境下における対応に

ついては、各部材の防水性、防塵性の性能向上を

BD 社にて実施して、現場適用の実現性が有ると

判断した。（写真-5、写真-6）。 

  

 

 

 

 

写真-5 悪路走行   写真-6 悪環境下での適用  

 

３．トンネル坑内における自動計測 

通常、トンネル現場においては工事職員による

変位計測を２回/日程度行っている。この計測作業

は、昼夜の作業交代時間など切羽作業を止めてい

るタイミングに行うことが多いため、工事職員へ

の負担は大きく、残業時間増加の要因となってい

る。また、計測機器の頻繁な盛替え、重機の移動な

ど生産性や安全性を阻害する要因ともなっている。

そこで工事職員による計測作業を、「Spot」に計測

機器を搭載して、トンネル坑内において自動計測

を行う実現性について検証を行った。 

3.1 自動計測の概要 

 自動計測の概要は、事務所等からの遠隔操作に

よる指示により、計測機器を搭載した「Spot」を自

律歩行させ、トンネル坑内の計測を自動に行うも

のである。自動計測を行う為には事前に歩行ルー

トと計測地点を、マッピング情報を基に設定し、さ

らに各計測地点において、計測点および後視点の

位置と座標データを、計測器（トータルステーショ

ン、以下：TS）にティーチングする。 

計測方法は、スタート地点から計測地点へ移動

後、後方交会法により自己位置を認識し、その後計

測を行う。計測はプリズムを視準する坑内変位計

測と、ノンプリズムによる断面計測を行い、計測終

了後に自動で次の計測地点へ移動する。この計測

作業を繰り返し行い、最後に開始地点に戻る（図-

1）。 

 今回の POC においては、開始地点での「Spot」

の起動とバッテリーの充電・交換については、人手

作業により行った。 

 

 

 図-1 トンネル坑内自動計測システムの概要図 

3.2 システムの構成 

本システムは、自動計測と計測データの収集・管

理を行う（株）演算工房の CyberNATM（以下：CN）

システムと、計測機器の移動・据付を自律歩行によ

り行う「Spot」の機能から構成されている。また、

「Spot」への指示は CN システムから行う。 

使用する計測機器を以下に示す（図-2）。 

・計測器（TS） 

・自動整準台 

 ±4°まで計測器（TS）を自動で水平にする 

・CN タブレット 

 遠隔よりCNシステムへの指示と操作を行う。 

・ZigBee 受信機 

 CN タブレットとの通信に使用。 

・モバイルバッテリー 

 ZigBee 受信機へ給電を行う。 

図-2 計測機器構成 

「Spot」は起立時も常に安定した姿勢（水平）を

保とうとするため、目視では確認できない程度で

はあるが常に微動している。微動している状態で

は計測できないため、計測時は「Spot」を安定した

姿勢で静止させる機能の追加を行い、計測を可能

とした。 

3.3 ＰＯＣの内容と結果 

計測地点において行う後方交会は、ティーチン

グ時に設定した TS の向きにあわせて「Spot」の向

©Boston Dynamics ©Boston Dynamics 
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きも精度良く停止できれば、エラーを発生させる

ことは無い。ただし本システムでは、自律歩行によ

り計測地点へ移動した「Spot」の向きは、繰返し精

度が良くないため、ティーチング時に設定した TS

の向きとのずれが生じ、後視点が TS のサーチ範囲

から外れてエラーを発生させてしまう。そこで、計

測地点に QR コードを設置し、その QR コードと

「Spot」との相対距離をステレオカメラによって

確認して、ティーチング時に設定した TS の向きに

あわせて「Spot」の向きを補正できるようにソフト

ウェアを改良した（写真-7）。

写真-7 計測地点で QR コードによる補正状況 

POC は、初めにトンネル坑内に開始地点、計測

点１、計測点２を定め、マッピングとティーチング

で自動計測の設定を行いその後、後方交会の繰返

し精度や所要時間の検証を行った（図-3）。 

後方交会については、QR コードによる補正を行

うことによってエラーは大幅に減少した。エラー

が発生した場合でも、再度 QR コードによる補正

を行う機能を追加したことによって、後方交会が

必ず成立することを確認できた。 

図-3 POC 実施状況図（平面図） 

写真-8 後方交会状況 

所要時間については、図-3 に示したルートでは

２断面を計測するのに、人手（測量士）では 14 分

かかったのに対し、「Spot」による自動計測では 8

分で完了した。人手により行った場合、計測器の移

動と据付けの時間が「Spot」よりかかっているのが

所要時間の差となっている。 

3.4 今後の展開 

 今回の POC で、「Spot」によるトンネル坑内の自

動計測が可能であることが確認できた。今後は自

動計測に加え、切羽の観察、坑内巡回、設備の点検

等も含めて実施できるように機能拡充を行い、ト

ンネル現場での実適用を目指す。

４．施設の自動巡回・点検 

「Spot」による施設の自動巡回・点検の実現性に

ついての検証を、弊社の関連会社が維持管理を行

っているメガソーラー施設で行った。 

図-4 メガソーラー施設の巡回・点検 

4.1 ＰＯＣの内容 

メガソーラー施設の定期点検の一つに、ソーラ

ーパネル裏面の点検がある。この点検は赤外線サ

ーモカメラ（以下：サーモカメラ）を使用して、ソ

ーラーパネル裏面のジャンクションボックスおよ

び接続部の不具合や損傷を、周囲の正常部との温

度差より判別する。ただし、斜めに設置されてい

るソーラーパネルの裏面の撮影は、かがんだ姿勢

で長時間行うため苦渋作業となっている。そこで

今回「Spot」にサーモカメラを搭載して、ソーラー

パネル裏面を自律歩行で自動撮影することによる、

巡回・点検の実現性につ

いて検証を行った。今回

使用したサーモカメラ

は、FLIR 社製の C5（写

真-9）である。特徴はサー

モカメラによる映像に、

カメラの映像を反映さ

せて記録することができる。これにより、サーモカ

メラで撮影した映像に、ソーラーパネル番号や柱

番号を記録できるため、サーモカメラで判別した

異常部分の場所を後から特定することができる。

併せてコントローラーによる遠隔操作で、キュ

ービクル等の電気設備の点検の実現性についても

検証を行った。 

QR コード 

写真-9 サーモカメラ 
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写真-10 ソーラーパネル裏面   写真-11 裏面状況 

4.2 ＰＯＣの結果 

 自律歩行の「Spot」で、ソーラーパネル裏面が撮

影できることを確認した。また撮影した映像から、

ジャンクションボックスや接続部の異常の判別が

可能なことも確認できた。 

 

 

 

 

 

 

 
写真-12 ソーラーパネル裏の自動点検状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-13 赤外線サーモカメラの映像 

ただし、ステレオカメラを用いた Visual SLAM

での自律歩行だと、光や影の影響より自己位置を

見失い自律歩行が不能となるケースがあった。そ

こで別途搭載した LiDAR を用いた LiDAR SLAM

で自律歩行を試したところ、自己位置を見失うこ

となく自律歩行が可能であることを確認した。自

律歩行を行う時は、使用場所の環境や状況に応じ

て用いる SLAM 技術を選定する必要があることが

分かった。 

またコントローラーによる遠隔操作で、キュー

ビクル等の電気設備の点検は、「Spot」のカメラを

通じて設備の外観を、目視による点検が可能であ

ることを確認した。 

4.3 今後の展開 

 今回の POC ではメガソーラー施設での自動巡

回・点検の実現性について検証を行い、ソーラーパ

ネル裏面の点検への適用が可能なことを確認した。

今後は今回得られた知見を活かし、他の施設での

自動巡回・点検の実適用に向けた検証を進める予

定である。 

 

 

５．おわりに 

 建設業の担い手不足への対策、生産性や安全性

の向上を目的に、2018 年より四足歩行ロボット

「Spot」の建設現場での適用を目指して実現性に

ついて検証を行い、ユースケースの探索を行って

きた。今回行った POC によって、トンネル坑内

の自動計測とメガソーラー施設の自動巡回・点検

が実現可能であることを確認できた。また、他の

ユースケースの探索も引き続き行い、適宜 POC

を実施して、現場へ早期に適用できるように開発

を進めていく。 

しかし現状は、実際にロボットを現場で適用す

るには、いくつもの課題がある。以下に課題を示す。 

・バッテリーの充電、交換をする人手がいる 

・バッテリーの容量によって稼働時間が制限さ  

 れる（容量が大きくなれば、重量も重くなる） 

・ロボットを遠隔操作するために、通信環境の 

整備が必要 

・建設現場や各種施設がロボットを適用する前 

提で計画されていないため、ロボットを適用

させるのが難しい環境となっている 

・費用対効果（コスト面） 

・使用する人のロボットへの理解 

バッテリーの充電に関しては、自動充電装置

「Spot  DOCK」（写真-14）を導入することにより、

人手を介さない完全自動での運用が可能となる。 

 更に、ロボットによる作業も想定し、ものを掴

んだりドアを開けたりすることが可能になる

「Spot Arm」（写真-15）を導入して、作業の実現性

の検証も進める予定である。 

 建設業でのロボットの普及には、まだまだ時間

が掛かる。ただ建設業の担い不足への対策、生産性

や安全性の向上を進めるためには、ロボットの適

用が不可欠になると考える。そのために先ずは四

足歩行ロボット「Spot」の様々なユースケースでの

実現性についての検証と現場適用を進め、また（株）

竹中工務店、（株）竹中土木と共同で建設業での普

及活動を引続き継続していく所存である。 

 

参考文献 

1) Boston Dynamics： 

https://www.bostondynamics.com （閲覧日：2021.8） 

ジャンクションボックス 

©Boston Dynamics 

写真-15 Spot Arm 

©Boston Dynamics 

写真-14 Spot DOCK 
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37．四足歩行ロボットによる現場管理業務の 

遠隔化・自動化に関する研究 

(株)竹中工務店  技術研究所 ○錦古里 洋介

戸田 武

(株)竹中土木 技術・生産本部 千葉 力

１．はじめに 

1.1 背景 

建築・土木業界は，投資額と建設就業者の推移

（図-1）が示す通り，近年，投資額は顕著に増加す

るも,就業者数は微減している。高齢者が占める割

合も微増しており,就労状況は依然厳しいといえ

る。一方で WLB 向上や残業時間低減が強く求め

られており，その解決策として,デジタル技術やロ

ボット技術の導入が各所で盛んに進められている。 

1.2 目的 

現場管理には,「現地現物現時」という言葉があ

る。これはしかるべきタイミングで現地に赴き，現

物を前にして管理することが肝要であることを言

い表しているが,往復が頻繁になるなど移動時間

が大きな負担になっている。そこで,現場管理に伴

う移動時間の縮減を目的にロボットの導入を試み

た。本論文では，前述の目的に適したロボットを選

定し, 

・ロボットの遠隔操縦と自律移動機能

・現場管理業務を遂行するためのテレプレゼン

ス機能

について，実現場での活用を想定したときの確

認事項を抽出し，検証した結果を報告する。 

図-1 投資額と建設就業者の推移 1) 

２．四足歩行ロボットによる現場管理業務の遠隔

化と自動化 

2.1 現場管理業務の選定 

移動時間縮減に直結する現場管理業務を調査し

たところ、汎用性および導入効果の観点から以下

を実現性・有用性が高い業務と想定した。 

(1)現地確認や意思疎通を伴う管理業務

現地現物現時で行う業務には，主に現地を目視

確認すること，現地にいる同僚や協力会社社員と

コミュニケーションを取ることの頻度が高い。こ

れを自席にいたまま遠隔で実施できれば，時間削

減に直結すると考えた。

(2)進捗管理業務

現場の進捗管理は通常目視確認で行うが，自動

で撮影した写真を活用して進捗管理を行う方法も

考えられる。写真を後日活用できるという副次効

果も期待できる。ただし本件についての検証実験

結果は本報告の対象外とさせていただく。

2.2 現場管理業務に適したロボット 

前述した現場管理業務をロボットで対応するた

めには，現場の階段・段差や状況変化などに対応で

きる,高度な走破性能を持つロボットが必要とな

る。我々は数あるロボットから,特に階段の走破性

能を重視し四足歩行ロボットを導入した。 

写真-1 四足歩行ロボット「Spot」外観 

(1)四足歩行ロボットの仕様

四足歩行ロボットは,Boston Dynamics 社（アメリ

カ,以下 BD 社という）製の「Spot」を採用した。

「Spot」は,高い走破性能と障害物回避能力を有し

ており，かつ背面にユーザーが任意の機能を付加

できる設計になっているため,我々の構想にきわめ
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て近いロボットといえた。外観を写真-1 に，主要

諸元を表-1 に示す。 
 

表-1 四足歩行ロボット「Spot」の主要諸元 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 遠隔操縦機能と自律移動機能 
「Spot」は２種類の方法で動かすことができる。

ひとつは,操作者がコントローラを持ち，離れた場

所から操縦する方法で，これを「遠隔操縦」機能と

呼称する。インターネット回線を通信手段として

用いることで,遥か遠く離れたところからの操縦も

可能になる。他方は開始時に指示をするのみで,以
後は「Spot」が自律的に歩行する方法で，これを「自

律移動」機能と呼称する。これらは BD 社の開発範

囲であり，将来の実運用のために，建築・土木現場

においても十分に性能を発揮できるかを検証する

ことが，今回の実験目的となる。 
(3)テレプレゼンス機能 
現場管理業務を遠隔化メニューとして，「テレプ

レゼンス」機能のロボットへの実装を考える。「テ

レプレゼンス」とは,遠隔地にいながらまるで現地

にいるかのように感じられる技術の総称である。

今回においては，没入感ではなく現地との情報交

信を不足なくできることが重視される。今回報告

する技術を，「テレプレゼンス」機能と呼称する。 
 

３．確認事項の抽出と検証実験 
前述した各機能の現場での検証実験にあたり，

個々の確認事項を抽出する。 

3.1 遠隔操縦機能の確認事項 

ロボットを建築・土木現場で利活用するための

環境や制約条件に特に規定はない。そのため，想定

される懸念事項を実現場にて再現し，成否を確認

する必要がある。確認事項の抽出結果を表-2 に示

す。なお,確認項目の多くは,走破性能に関する事項

であり，これは自律移動にも直結する。 
3.2 自律移動機能の確認事項 

「Spot」に搭載されている自律移動機能は，ティ

ーチングプレイバック方式である。自律移動（プレ

イバック）の際，ロボットは事前のマッピングデー

タと現状を重ね合わせて自己位置を把握するが，

認識範囲が広いほど，特徴的であるほど成功しや

すい。土木現場の開けた外部空間，建築現場での無

柱空間などでも自律移動が成功するかは，様々な

現場を歩かせてみないとわからない。表-3 に自律

移動機能の確認事項を示す。 
 

表-2 遠隔操縦機能の確認事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
表-3 自律移動機能の確認事項 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

3.3 テレプレゼンス機能と確認事項 

「テレプレゼンス」は，人間の視覚・聴覚・発話

機能を備えることが最低限必要である。また図面

や指示を明確に相手に伝える方法があるとよいと

考えた。表-4 に我々が必要と考える機能および実

験での確認事項を示す。 
表-4 テレプレゼンス機能と確認事項 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

４ 検証実験と結果 

4.1 実験実施現場 
3.1~3.3 に示す確認事項を現場実験にて評価した，

実験実施現場の概要と実施時期を表-5 に示す。な
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お、表-1 に示す自律移動用オプションは，実験 A・
B では使用せず，本体の赤外線を使用したデプス

カメラのみ，実験 C~E にて＋LiDAR を採用した。 

表-5 実験実施現場一覧 

4.2 遠隔操縦実験と結果 

(1)通常移動，不安定・不陸か所の通行

実際に各現場に設営されている設備を用い表-2
に示す項目を確認した。実験状況を写真-2 に示す。 

写真-2 走破性能の実験状況 

(2)操作感

「Spot」を直接視認できない場所から操作を行

うことで，実運用時の操作感を実験した。実施状

況を写真-3 に示す。 
(3)遠隔操縦機能の実験結果

いずれの実験においても「Spot」の仕様範囲内

に限っているが，特に実験 C 以降において，安定

した良好な結果を得た。これは「Spot」の歩行に

関するソフトウェアが大幅に更新されたことが主

因だが，十分な性能は実用化に向けての大きな安

心材料となった。また，各実験では多くの被験者

にも操作していただいたが，操作が直感的である

こともあり全員が問題なく操作できた。一方，コ

ントローラの画面越しに見るロボット周辺の視認

性には不安を覚えるものもいた。特にロボット自

体が障害物回避行動したときが顕著であった。た

とえ不慣れな操作者でも安心して使用できるよう

な操作画面の改善を考えていく必要がある。

写真-3 遠隔操縦時の操作感実験 

4.3 自律移動実験と結果

(1)周辺環境

自律移動における周辺環境側の課題は，搭載機

器の性能と自己位置認識処理のアルゴリズムに依

存している。そこで相当規模の空間で，無事に自

律移動を完遂できるかの実験を行った。表-6 に各

現場での実験概要を示す。デプスカメラのみか

LiDAR 使用かは、4.1 記載による。 

表-6 自律移動の実験概要 

(2)周囲の変化

ティーチング時とプレイバック時の周囲の差異

が大きいとロボットは自己位置を見失ってしまう。

そこで実験Dでは区画壁工事の進捗が著しいか所

を選定し，自律移動実験を行った。自律移動時の

状況を写真-4 に示す。 
(3)自律移動機能の実験結果

デプスカメラのみを使用していた実験では、仕

上げが進みロボットの近くに特徴点が多くみられ

る実験 A でこそ成功したが，実験 B では失敗に終

わった。赤外線とデプスカメラでは日照の影響・視

認距離不足から，広範な建築・土木現場での活用は

困難であることが分かった。

一方実験 C 以後は屋内外問わず，広範な空間で

も長距離の自律移動を無事に完遂できた。デプス

カメラに比べ，レーザー光は長距離に適応し,日射

の影響にも強いためと考えられる。実験 D で行っ

た周囲の変化へも適応できたことから，相当量の

- 157　-



変化にも対応できることが分かった。LiDAR 使用

の場合，遠方もマッピング対象となるため，重ね

合せに成功しやすいと考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
写真-4 自律移動時の環境変化 

 
4.4 テレプレゼンス機能の実験結果 

(1)会話・図示説明の機能 
テレプレゼンス機能は独自に開発実装を進める

こととした。検証用としてタブレット端末と通話

機構および，プロジェクターのみを搭載して実験

を行った。写真-5 に実施状況を示す。 
(2)周囲の確認 

現場管理業務において目標物を高精細に視認で

きることは重要である。これには表-1 に示す標準

オプション＋INSPECTION に搭載された，PTZ
（パン・チルト・ズーム）カメラを用いた。写真-
6 に鉄骨のハイテンションボルト締込み後のマー

キングのズレをチェックする業務を想定したとき

の,操作者から見えているモニターの画像を示す。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
写真-5 テレプレゼンス機能の実験 

 

(3)テレプレゼンス機能の実験結果 

実験 C・D にて，使用感を広く体験してもらっ

たところ両者ともに良好な意見が得られた。ただ

し，屋内用のマイク・スピーカでは現場の喧噪にか

き消されてしまい，正確なコミュニケーションは

難しい。これはヘッドセットと併用することで解

決した。プロジェクターを用いた資料投影は屋内

では十分認識でき，多くの期待が寄せられた。 
PTZ カメラによる現場管理は，目視確認として

は十分精細であった。一方，人間の様に体を動かし

て，見えないか所をのぞき込むといった動作はで

きないため，すべての目視が可能ではないことも

改めて感じた。今後，今回の知見を導入した開発モ

デルを製作実装し，機能検証と短中期間程度の

PoC を行う計画としている。 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真-6 操作者から見えているモニター画面 

 
５．実験結果まとめと期待される効果 

5.1 実験結果のまとめ 

 4 章に示す一連の実験によって、建築・土木現場

を対象とした遠隔操縦，自律移動機能と現場管理

業務の将来の実運用に向けて，良好な結果を得る

ことができた。一方，ロボットを日常的に使用する

には，専門技術者が適時サポートする体制が必要

であるとの結論を改めて得た。 
5.2 期待される効果 

一連の実験を通じ，四足歩行ロボットの導入に

よる現場管理業務時間の削減量を期待される効果

として試算したところ，現場管理業務の内 25%程

度を削減できる見込みとなった。これは業務全体

の 10%程度の削減に相当する。 
 

６．おわりに 

 四足歩行ロボットを用いた現場管理業務の遠隔

化・自動化について，遠隔操縦・自律移動・テレプ

レゼンス機能のそれぞれについての検証実験を行

い，多くの知見と新たな課題を得ることができた。

今後も背面に搭載させる業務機能の開発改善と実

現場での実験を繰返し，実運用に耐えられるレベ

ルを目指す。また，削減効果を最大化するために，

ロボット運用体制構想を具体化していく。 
また，2020 年からは同じ目的を持つ鹿島建設（株）

と竹中グループ２社との３社共同研究 2)を開始し

ている。本報告に示す知見をより詳細に共有し，実

用化の加速を図る。 
 最後に，現場実験にあたり現場のスペースと時

間を貸していただいた関係各位，建築主の皆様に

誌面を借りてお礼を申し上げます。 
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2) 竹中工務店ホームページ：https://www.takenaka.co.jp 

/news/2020/12/01/index.html, 2020年 
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38．無人移動体画像伝送システムの性能調査 

及び汎用型 Wi-Fi との比較検証 

大成建設株式会社 ○ 遠藤 亮雄，青木 浩章 

田村 道生，後藤 洸一 

ハイテクインター株式会社  松井 仁志 

新井 隆弘 

１．はじめに 

近年，IoT（Internet of Things）の活用により，イ

ンターネットとあらゆるモノが繋がり，円滑な情

報の授受が可能となっている。また，内閣府はサイ

バー空間とフィジカル空間を高度に融合させたシ

ステムにより経済発展と社会的課題の解決を両立

する社会として「Society5.0」を提唱しており，そ

の実現に向けて，スマートシティやスマートホス

ピタルといった取組みも実施されている。これは，

フィジカル空間の情報をデジタルデータ化してサ

イバー空間に集積することで，必要な情報に常時

アクセスすることが可能となり，さらに，集積した

情報を解析し，フィジカル空間にフィードバック

することで，生産性向上につながる環境改善や諸

問題の解決による利便性の向上や省力化の実現を

目指すものである。

このように，データを活用した取組みが活発に

行われている中，建設業でも「建設 DX（デジタル

トランスフォーメーション）」として，データ活用

による建設現場のスマート化が試行され始めてい

る。そこで，建設現場における各種データの円滑な

利活用を行うためには高品質な通信インフラが展

開されている必要がある。しかしながら，実際の建

設現場は短期間のうちに目的物の完成物にむけて

時々刻々と姿や環境が変化するため，通信インフ

ラを整備しにくいという背景がある．そのため，多

くの建設現場では安価で申請等を必要としない

Wi-Fi 規格の無線 LAN（以下，Wi-Fi と称す）を用

いた通信インフラを構築するケースが多いが，Wi-

Fi は誰でも特別な許可なく使用可能であるため，

電波干渉が起きやすいというデメリットがある。

また，Wi-Fi は 1997 年に標準規格化された

IEEE802.11 から約 20 年経過した現在まで規格化

のたびに図-1 のように高速化しており，実用的な

通信可能距離や通信容量等は規格毎に把握し，建

設現場の様々な通信条件に合わせて通信インフラ

を選択する準備が必要である。

そこで筆者らは，建設現場で採用実績のある汎

用型 Wi-Fi 3 種類（11g，11n，11ac）と，ドローン

/UAV やロボット等の無線伝送システムとして近

年普及し始めている無人移動体画像伝送システム

（5.7 GHz）（以下，「ロボット無線機器」と称す）

の合計 4 機種について屋外にて無線通信比較実験

を行い比較検証した。本稿では，これらの比較実験

結果について報告する。 

図-1 規格制定年と最大伝送速度 

２．実験概要 

2.1 比較対象機器 

2.2.1 ロボット無線機器の概要 

今回使用したロボット無線機器の仕様を表-1 に

示す。このロボット無線機器はドローン/UAV 等の

操縦や画像伝送を想定したものであり，伝送する

内容は画像に限定されない。また，海外製であるが

工事設計認証を得たものであり，日本国内でも総

務省への免許申請及び第三級陸上特殊無線技士以

上の資格が有れば使用が可能である。なお，操縦者

側も移動して使用することが前提であるため，免

許申請時に設置場所を限定する必要が無い。 

実際の運用に際しては，日本無人機運行管理コ

ンソーシアム（JUTM）の会員であれば，Web 上で

運用調整システムに使用する無線機の搬送周波数

等の仕様・使用日時・使用場所を登録することで，
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干渉調整を簡単に行うことができ，同じエリア内

に他の利用者がいなければ機材準備と有資格者の

配置で即時利用することも可能である。干渉の可

能性がある場合にはシステムから通知され，当事

者同士で調整を行う方式となっている。また，海外

では軍事用としても利用実績があるため，屋外の

ロバストな環境においても性能が期待できる機器

である。

表-1 ロボット無線機器の仕様 

2.1.2 汎用型 Wi-Fi 機器 

無線通信の比較実験には汎用型 Wi-Fi である 3

機種を用いた。使用した汎用型 Wi-Fi の仕様を表-

2 に示す。比較のため，ロボット無線機器も合わせ

て表記している。以下，ロボット無線機器も含めて

A 機～D 機と記載する。A～C 機のいずれも屋外対

応であり，Wi-Fi の規格は，それぞれ 11g，11n，11ac

である。A および B 機は 2.4 GHz の周波数帯であ

る。C 機は 2.4 GHz と 5 GHz の周波数帯を選択で

きる仕様となっているが，本実験では 5 GHz の周

波数帯を用いた。 

表-2 汎用型 Wi-Fi 及びロボット無線機器の性能仕様 

2.2 実験内容 

ロボット無線機器と汎用型 Wi-Fi 機器に対して，

通信速度測定実験，ホッピング実験及びハンドオ

ーバー実験を行った。実験場所は三重県桑名市に

ある実験場にて行い，いずれも気象条件は晴れの

環境で実験を行った。 

3.1 通信速度測定実験 

各種の無線機に対して，使用可能な範囲とその

時の通信容量を把握するために親機と子機の間の

距離を変化させてスループットの測定を行った。 

図-2 に測定実験の概略を，図-3 に計測位置を示

す。基地局として設置した親機には PC1 を，移動

局として乗用車に設置した子機には PC2 を接続し，

構築したサーバとクライアント間の通信トラヒッ

クを確認するツールである「iperf」を用いてスルー

プットの測定を行った。そして PC1 をクライアン

ト（送信側），PC2 をサーバ（受信側）としたダウ

ンリンク（以下，DL と称す）及びその逆のアップ

リンク（以下，UL と称す）の 2 種類のスループッ

トの測定を行った。親子の無線機は相互に見通し

が利き，間に遮るものが無い環境とし，無線間の距

離は 10，50，100，150，200，320，420 m の間隔で

変化させ，それぞれの距離で同様に計測を行った。 

図-2 通信速度測定実験概要 

図-3 計測位置 

周波数幅 10 MHz , 20 MHz
5655~5750 (10 MHz、10ch）
5660~5745 (20 MHz、5ch）

変調方式 OFDM
最大送信出力 1 W

最大通信速度
150 Mbps  (MIMO×3)
50 Mbps  (SISO)

通信ｲﾝﾀｰﾌｪｲｽ Ethernet/USB/Serial/SDI
防水防塵特性 IP68

アンテナ 無指向性（MIMO×3）
GPS 搭載

動作温度 -40 ℃ 〜 +85 ℃

寸法
重量

3.8cm×6.7cm×20cm
886g（362g電池含）

工事設計認証 R209-J00294

周波数(MHz)

A (11g) B (11n) C (11ac) D(ロボット無線)

2.4 GHz 2.4 GHz
2.4 GHz
 5 GHz

5.7 GHz

10 mW以下 10 mW以下 10 mW以下 1000 mW

54 Mbps 600 Mbps 6.9 Gbps 150 Mbps

2015年8月 2015年8月 2019年3月 2018年2月

Wi-Fi Wi-Fi Wi-Fi

免許申請およ
び第3級陸上
特殊無線技士
以上の資格が
必要

記号

発売日

備考

周波数帯

最大
送信出力

最大
通信速度
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2.2.2 ホッピング実験 

1 台の無線機でカバーできる範囲以上のエリア

に通信インフラを構築する場合は，中継局を設置

することが多い。その場合，中継局は有線接続が望

ましいが，それが困難な場合は無線マルチホップ

機能を使用することで，通信用配線を行うことな

く中継局の設置が可能である。一般的に無線マル

チホップ機能を使用した場合，通信速度がどの程

度低下するかを把握するために，無線マルチホッ

プ機能を有した C 機および D 機に対して，ホッピ

ングさせた場合の通信速度の変化の測定を行った。 

図-4 にホッピング実験の概要及び図-5 に無線機

の配置位置を示す。無線機は C 機および D 機それ

ぞれに対して，親機・子機 1・子機 2 の計 3 台を使

用し，親機と子機 1 間および子機 1 と子機 2 間の

通信が可能であり，かつ親機と子機 2 間の通信が

不可となるように配置を行い，親機と子機 1 間の

経路①，子機 1 と子機 2 間の経路②及び子機 1 を

経由した親機と子機 2 間の経路③に対して，通信

速度および応答速度を「ipref」および「ping」を用

いて測定を行った。なお，無線間の距離については，

機器によって通信可能および不可となる距離が異

なるために任意とし，ホッピングによる通信速度

の変化はそれぞれの機器での比較とした。 

2.2.3 ハンドオーバー実験 

中継局を設置して通信インフラを構築した場合，

基地局がカバーしている範囲①，中継局がカバー

している範囲②，範囲①と範囲②が重なり，基地局

と中継局からの電波の両方が届く範囲③の 3 種類

のエリアに分けることができる。移動局が範囲①

から範囲②に移動する場合，通信経路の切替えが

必要となり，その挙動を把握するため，C 機および

D 機に対してハンドオーバー実験を行った。 

図-6 にハンドオーバー実験の概要を示す。基地

局として親機を設置し，その親機との通信が可能

な位置に中継局として子機 2 を設置することで，

無線マルチホップ機能によるネットワークエリア

を構築した。移動局として子機 1 とネットワーク

カメラを車に設置し，基地局から直接通信が可能

なエリアからホッピングによる中継が必要なエリ

アへの走行を行った。その時に，基地局に繋いだ

PC1 から車載しているネットワークカメラにアク

セスし，カメラ映像と「ping」の応答の確認を行っ

た。また，中継局側からの走行も行い，中継局を経

由した接続から直接基地局との接続への切替りの

確認も行った。走行速度は 15 km/h および 30 km/h

の 2 種類で行った。

図-4 ホッピング実験概要 図-6 ハンドオーバー実験概要 

図-5 無線機配置位置 図-7 走行コースおよび無線機配置位置 
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３．実験結果 

3.1 通信速度測定結果 

図-8 に通信速度測定結果を示す。無線間距離が

420 m 地点では A,B,C 機は繋がらなかったため，

D 機の結果のみとなっている。UL・DL に限らず，

すべての無線機のスループットは無線間距離が離

れるほど低下していく傾向がみられ，汎用型 Wi-

Fi である A～C 機においては，200 m 地点になる

と近距離に比べて半分以下に減少するという結果

となった。これに対して他と比べて出力の高い D

機は，420 m 地点においても安定した通信トラヒ

ックが確認できた。 

 
3.2 ホッピング実験結果 

表-3 および表-4 に各通信経路における通信速度

と応答速度の測定結果を示す。表-3 における D 機

①と D 機②は，子機 1 と子機 2 間の距離を変化さ

せた結果である。通信速度において，ホッピングを

行っている通信経路である経路③は，個別の通信

経路である経路①と経路②の最小の通信速度との

相関がみられ，C 機は約 60 %，D 機は約 45 %とい

う結果となった。応答速度に関しては，どの経路に

おいても大差はなく，ホッピングの影響は考慮し

なくても良いことが分かった。 

3.3 ハンドオーバー実験結果 

表-5 に通信経路切替え時に生じた通信途絶時間

を示す。C 機は経路切替え時に 10 秒程度の通信途

絶が確認されたが，D 機は通信の途絶が無いか，

あっても数秒程度の途絶であった。また，カメラ

映像を確認していても，C 機は切替え時に映像が

途切れてしまっていたが，D 機はほぼシームレス

に映像を確認することができた。 

図-9 に通信切替地点を示す。C 機は通信が繋が

っている無線機がカバーしている範囲外に出てか

ら通信の切替えを行っていたが，D 機は基地局に

優先して接続するように切替えを行っていた。 

４．まとめ 

ロボット無線機器と汎用型 Wi-Fi の 4 種類の無

線機に対して，各々の距離における通信速度の計

測を行った結果，基地局からの距離が 150 m 程度

の近いエリア内で使用する場合は許可や申請の必

要がない Wi-Fi 規格の無線機であっても十分に使

用可能であることが分かった。そして，それ以上広

いエリアとなると，基地局の数を増やすか，ロボッ

ト無線機器のような高出力の無線機を使用する必

要があるものと考えられる。また，ロボット無線機

器と汎用型 Wi-Fi の 2 種類の無線機に対して，ホ

ッピング時の通信速度測定及びハンドオーバー時

の挙動確認を行った結果，無線マルチホップ機能

を用いると通信速度が低下し，低下率も機種によ

って異なることが分かった。さらに，通信経路の切

替えには通信途絶時間が発生し，その時間の長さ

や挙動も機種によって異なるため，使用する用途

に合わせて機種の選択をする必要があるものと考

えられる。今回の測定結果が適切なネットワーク

環境を構築する参考になれば幸いである。 

(a) アップリンク 

(b) ダウンリンク 

図-8 通信速度測定結果 
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図-9 通信経路切替地点 

表-4 ホッピング実験応答速度測定結果 

車速 往路 復路 往路 復路

15 km/h 8 s 10 s 以上 3 s 0 s

30 km/h 10 s 以上 10 s 以上 0 s 0 s

C機 D機

表-5 通信経路切替え時の通信途絶時間 

経路① 経路② 経路③

C機 1 ms 1 ms 2 ms

D機 2 ms 2 ms 3 ms

経路① 経路② 経路③

C機 94.2 Mbps 82.8 Mbps 50.0 Mbps

D機① 41.1 Mbps 40.6 Mbps 18.5 Mbps

D機② 40.5 Mbps 23.9 Mbps 10.9 Mbps

表-3 ホッピング実験通信速度測定結果 
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39．無人化施工における生体情報を活用した

　　分析評価システム構築による作業定量化 

立命館大学 ○児玉 耕太，橋口 伸樹，小林 泰三、林 永周、

曹 剣飛 

株式会社熊谷組 黒石 真一，畑本 浩伸，飛鳥馬 翼，竹下 嘉人，

宮崎 康弘，北原 成郎 

東京工業大学 仙石 慎太郎 

東京工業高等専門学校 松林 勝志 

１ はじめに

大規模地震や風水害、火山災害といった自然災

害が多い日本において、土石流などによる二次災

害の危険が想定される建設土木工事では、安全な

場所から建設機械を遠隔操作によって操作する工

事施工が着目されている1)。遠隔操作は実際の機

械操作と比較して、建設機械および作業環境の状

態を把握しにくいため、慎重で丁寧な機械操作が

必要であり、操作者にとっては心理的負荷が大き

い傾向にある。この施工において、操作者はモニ

タ映像と建設機械の振動を通じて、建設機械の実

際の状況（傾きや揺れ）を認識する。操作の精神

的負荷を高めることなく確実で効率的な操作する

ことが重要な課題となる。典型的な建設工事で

は、労働者の身体的な危険性を回避する優先度が

高いため、心理的な負荷が注目された報告は少な

い2)。よって、本研究では建設機械の操作技能者

の精神負荷およびストレスに着目して、効率的で

適切な操作を検証する。

あらゆる仕事における身体的および心理的負荷

によるストレスは、満足感や幸福感を低下させて

仕事の効率を低下させる可能性がある。ストレス

の分析において、心臓の心拍間隔の変動を観測

は、ストレッサーに反応する心臓血管系の自律神

経調節の定量的な尺度となる3)。精神作業の負荷

において、作業者は常に多くの注意を払う必要が

あり、もし精神作業の負荷リソースのバランスが

崩れると、安全上の危険が生じる可能性がある。

多くの職務上のタスクにおいて、心理的な負荷の

評価は非常に重要となっている4)。そのため、精

神作業負荷に対する心拍変動（HRV）およびMSEと

の関係については、多くの文献で研究されている
4)5)。

最近のウェアラブル技術の進歩は、対象者の生

体情報や身体状況を簡単にモニタリングできる機

会を提供する。ウェアラブルデバイスを使用し

て、心拍数 (HR) の観測 を通じて自律神経系の

活動を監視することは、データへのアクセスが容

易で経済的である6)。日々の心拍数の変化に関す

る評価は、労働力の負荷7)、精神状態8)、身体状況 
9)に関する心臓の健康状態を理解するのに役立つ

情報を提供する。従来の研究において5分間のHRV

測定により、精度の良い解析が行えることが報告

されている10)。

2 本研究の特徴 

労働者の安全と健康を犠牲にすることなく期待

される生産性を維持するためには，建設作業員の

物理的な身体負荷を可視化し，許容限界内で管理

することが重要である。一方で，バイオセンサシ

ステム（例えば，心拍センサ）を装備したウェア

ラブル健康機器の近年の進歩により，現場労働者

の様々な負荷を継続的に測定するのに十分な機能

を有している。

開発した IoT システムでは，ウェアラブルデバ

イス（下着型のセンサ搭載ウェア：以下，スマー

トウェア）を用いて，生体情報をモニタリング

し，労働者の仕事を妨げることなく継続的に心拍

変動から物理的な身体負荷を測定する。労働者の

安全と健康を把握し，期待される生産性を管理が

可能である。被験者の身体活動量，労働時間や休

憩時間といった行動パターン，および心拍数の変

動などの生体情報を記録し，被験者である作業者

ごとに分析を行なうことによって，建設現場にお

ける作業にどのような影響を及ぼすのかを明らか

にすることができる。

3 研究方法 

実験の全体概要を図-1 に示す。 

3．1 研究目的 

 この研究の主な目的は次のとおりである。 

・操作におけるストレスと身体振動が HR に及ぼ

す影響を調査すること。

・心拍情報に現れる特徴から、搭乗操作と遠隔操

作における労働状態を明らかにし、機械操作にお

ける作業効率の向上を図ること。
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  この分析の結果は、広く採用されているスマー

トウェアと心拍センサ、3軸加速度センサを使用

して収集されるバイタルサインに従って、操作ス

トレスと運転時間の新しい計算モデルを導くこと

ができる。 

3．2 被験者 

2020年7月29日、7月30日、2021年2月18日の日

程で、建設会社の熊谷組（株式会社熊谷組、東京

都千代田区）の筑波技術研究所においてデータを

収集しました。建設会社より、遠隔操作の訓練を

積んだ建設技能者9名を選出した。（年齢: 35.6 

[SD 12.8] 歳; 身長: 168.7 [SD 4.1] cm; 体重: 

71.1 [SD 13.2] kg; BMI: 24.9 [SD 4.4]）実験

の被験者の選択基準は、18歳から50歳までの健康

な成人として、現在の神経疾患、心血管疾患の参

加者は除外基準とした。1周400mの工事現場に似

せた試験コースにおいて、参加者はウェアラブル

デバイスを装着しながら、建設機械である

CRAWLER CARRIER (IC120-2, KATO WORKS Co., 

Ltd.）を走行させた。すべての参加者は遠隔操作

に慣れており、実験手順に精通していた。

 

3．3 実験プロトコル 

データ収集の前に、我々の研究グループは、被

験者の潜在的なリスクと不快感、およびデータ収

集によるプライバシーの問題を調査した。センシ

ング衣服は非侵襲的な装置であり、機械操作に支

障がないことが確認された。ヘルシンキ宣言、ヒ

トゲノム、世界人権宣言に従い、被験者の心拍

数、身体活動、プライバシー条件などのデータ収

集プロトコルが、立命館大学研究倫理審査番号：

BKC-2019-038のプロトコルが承認された。さら

に、データ収集前に全ての被験者に配布されたイ

ンフォームド・コンセントの中で参加者の権利の

説明が含まれ、参加者のデータの秘匿性が確保さ

れた。プライバシーに関する懸念については、従

業員の個人情報が開示されるリスクを最小限に抑

えるために、実験とデータ分析においては従業員

の名前は使用しなかった。代わりに、データの収

集と分析のために、個人識別コードが各被験者 

(識別子) に割り当てられた。 

3．4 データの収集方法と分析 

測定時間は午前9時から午後4時までとし、いず

れかの時間帯で操作者の心拍情報と身体振動のデ

ータを収集した。参加者は全員男性で、年齢、身

長、体重などの情報提供を求めた。心肺機能は、

不健康な被験者を測定から除外することを目的と

しているため、参加者には心血管疾患の既往歴の

有無や現在の健康状態（例えば 、心血管疾患の

既往の有無、現在の健康状態など）についても質

問した。9人の参加者から集められた42個のデー

タセットは、データ収集の準備時間および休憩時

間は除いて、いずれも約5分間程度の計測時間と

なった。 

この実験において、測定者は被験者の活動を直

接監視せず、遠隔操作席のエリアから離れて待機

し、操作エリアに設置された 2 台のカメラの助

けによって作業の記録を撮影した。我々の研究

は、日常の建設機械の操作業務において生じる精

神負荷に注目するため、測定を開始する前に、こ

の研究は個人の操作スキルを計測するのではな

く、操作時の負荷を測定することを意図している

ことを被験者に説明し、日常の操作意識から逸脱

しないように指示した。 

3．4．1  HRV 

HRVは、自己調節能力や、心理的および生理学

的ストレスなどの自律神経機能によって直接影響

を受ける健康以外の側面にも関連している。HRV

が低くなると、交感神経系と副交感神経系の間の

不適切な調整を示し、将来の心血管疾患の十分に

確立された予測因子となる。したがって、HRVの

測定は、身体機能の評価に重要な情報を示し、身

体的な疲労および衰弱のリスクを特定するのに役

立つ可能性がある。 

心拍数（HR）および心拍変動（HRV）のメトリ

ックは、医療提供者への複数のアプリケーション

で最近有望なことが示されている11)。HRV分析の

利用した報告は古くからあるが、改善された技術

と多くの研究者と医師らの関心の高まりが、この

新しい調査分野に注目が集まっている。交感神経

バランスを測定するためのHRVデータの特定のメ

トリックスの有効性に関する懸念（たとえば、

HRVの低周波[LF]パワーおよびLFと高周波[HF]パ

ワーの比率）はあるが、多くの先行研究が、HRV

分析が身体の交感神経と副交感神経の緊張のバラ

ンスを明らかできるという概念を支持している。

HRVを使用することにより、心理的なストレスに

対する自律神経反応が研究されている。HRVに関

する注目すべき研究では、医療従事者のストレス

の客観的測定値の価値を強調されており、Joseph 

ら12)は、自己申告によるストレスに比例して上昇
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した生理学的ストレスのレベルを示したと報告し

ている。これらの結果は、医師、特に時間にタイ

トな状況で日常的に外科的な医療職務にあたって

いる医師らが、自身のストレス評価について説得

力のある証拠を提供している。客観的で生態学的

に有効なストレスの測定基準を広く使用すること

は、緊張した状況の心理的負荷を理解して軽減す

るため重要なヒントとなる可能性がある。

広く受け入れられているHRVメトリックが幾つ

かある13)。HRV計測では、時間領域メジャーと周

波数ドメインメジャーの2つのカテゴリーに分類

される。HRVのメトリックには、 連続差の二乗平

均平方根（RMSSD;時間領域）とLF/HF比（周波数

領域）が含まれる。企業の従業員を対象とした先

行研究において、RMSSD値が知覚された精神的ス

トレスと関連していることを発見されており、低

い値は高いストレスを示していた。RMSSDメトリ

ックは、欠落しているデータポイントの量に対す

る感度が低くなる。したがって、RMSSDは、デー

タ品質が低い患者にとって、より堅牢なメトリッ

クと見なすことができる。

HRVの測定値は、RRデータから導出され、時系

列の期間（データポイントの数）、時間帯、体の

向き、および実行されているアクティビティの影

響を受けることに注意することが重要である。可

能な場合、これらの要因は5分間のRRを使用し、

各アクティビティに関する値を提供することが多

いが、Troubat et al.14)は、短期間の精神的スト

レスにおいても、平均HRVの低下と関連している

ことを発見している。

3．4．2  MSE

マルチスケールエントロピー（MSE）は、時系

列の複雑さをさまざまな時間スケールで評価する

ため、ここ20年程で広まった解析アルゴリズムで

ある15)。健康と幸福のための安定した状態を維持

することに関与する生理学的システムは複雑であ

り、システムコンポーネント内およびシステムコ

ンポーネント間の複数の相互作用が影響する。解

析対象の時系列データの複雑さは、出力信号の変

動性の時間的な構造に反映されている。エントロ

ピーは、心拍数、脳波、身体の揺れなどに関する

ダイナミクスに適用して計算することにより、シ

ステムの複雑さの優れた指標として認識されてい

る。エントロピーの低下は、虚弱、疲労、加齢、

機能障害に関連していることが多く、対照的に高

いエントロピーは、変化する環境への適応能力の

高さと関連している。エントロピーは、自律神経

系および体性神経系における神経生理学的な複雑

性と適応性に対する信頼できるマーカーであると

の報告がある16)。本研究では、タスクの疲労など

によって適応能力が低下することをエントロピー

の数値によって確認しいる。

MSEアルゴリズムは、考案時からさまざまな用

途の解析に適用されて、多くの成功を納めてき

た。しかし、MSEは時間スケールファクターが増

加すると、粗視化系列のサンプルエントロピーの

統計的な信頼性が低下するという懸念が指摘され

ている。近年、この対応として数々の改善された

アルゴリズムが示されており、750ポイント以下

の比較的小規模な時系列データの分析においても

精度良く適用できるようになってきている。本研

究におけるMSEに解析ではRCMSEを利用して被験者

の心拍データの分析を行なった。

3．4．3  Physical Vibration

振動は身体に対して、内力または外力のいずれ

かに晒されたときに発生する。騒音、熱、振動、

放射などの物理的要因は、健康に有害な刺激が多

くあり、身体機能を変化させる可能性のある環境

ストレッサーとなる17)。振動は強度および/また

は曝露時間に応じて、人間の健康に有害である可

能性がある。ISO 2631-1規格（ISO2631-1、

1997）18)において、人間の振動への暴露の評価方

法の使用方法に関するガイダンスを提供する。そ

のために、振動に対する人間の反応とその効果は

振動の周波数、方向、および研究された効果（健

康、快適さ、またはタスク）に依存することが知

られているため、各評価軸の周波数加重と倍率が

適用される。

外部システムから人体への振動の伝達は、快適

性、性能、健康に大きな影響を及ぼす。建設機械

の実操作およびVRを含めた遠隔操作席は動的シス

テムであるため、それに関連する伝達は入力モー

ションの周波数と方向に依存する。振動の伝達率

は、振動にさらされるシートの特性にも依存す

る。オンロードおよびオフロード車両は、道路お

よび土壌におけるプロファイルの不均一性、機械

内の可動要素によって引き起こされる振動にさら

される。この傾向は、技術車両および車椅子シス

テムでも同様の傾向を示す。10~12Hz以下の周波

数範囲内の振動は人体全体に影響を及ぼすが、

12Hzを超える振動は局所的な影響しか及ぼさな

い。凹凸のある道路を車両のタイヤが転がるなど

の低周波（4～6 Hz）の周期的な動きは身体を共

振させる可能性がある。座ったままの状態におい

て振動にさらされると、筋肉の疲労を引き起こ

し、軟組織を弱め、操作者の背中、全身への負担

が増す。外部からの強制的な身体振動が続くと、

気怠さ、違和感といった不快な症状、ひどい場合

は嘔吐に至る場合がある。本研究において、機械

操作者が操作席に座りながら、スマートウェアに

装着した3軸加速度センサ出力から、以下の指標

を計測する。

・2乗平均加重加速度（weighted acceleration

rms、略称：Aw） 
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・４乗振動Dose法（Vibration Doses Value、

略称：VDV） 

・MSDV指標（Motion Sickness Dose Value、略

称：MSDV） 

3．4．4  作業負荷（予備心拍数、％HRR） 

Hwangら19)は、建設業者の間で30-40％HRRの継

続に注意が必要であることを示唆し、Nortonら20)

は、座りがちな人の適切な健康管理に対して、

40-60％HRRが30-60分持続は中程度の身体負荷で

あることを示唆した。40％HRRの高い許容労働負

荷制限を超える身体的負荷に晒されることが多い

建設労働者（例えば、とび職や鉄骨の運搬作業

員）に比較して、建設機械の操作者は高い心理的

負荷とストレスに晒されており、心理的要因によ

る負荷は、HRにいくらかの影響を及ぼす。HRを長

期間測定した場合の影響は無視できるが、短時間

の影響は存在する可能性がある。

HRRは、筋肉活動に関連する労働負荷、または

仕事における圧力強度の指標であり、式（1）が

推定される。 

HRR =（HRworking - HRresting) / (HRmaximum 

- HRresting）x 100 [％]            （1） 

HRworking ：作業時平均心拍数、HRresting ：安

静時平均心拍数、HRmaximum ：年齢別最大心拍数 

3．4．5  操作終了後の半構造化インタビュー 

3種類の操作方法を体験後、別室に移動して20

分程度の半構造化インタビューを行った。インタ

ビュー実施前に、インフォームド・コンセントに

則って、プライバシーの保護、回答拒否の自由、

録音・録画の許可、撮られたデータは研究のみ使

うことを確認した。インタビューでは、事前に用

意したインタビューガイドラインに基づき、仕事

に対する安全性に関する質問5項目、仕事に対す

る生産性に関する質問3項目、仕事に対する満足

度に関する質問5項目、仕事に対する期待に関す

る質問3項目の質問を行い、対象者の主観につい

て回答を得た。 

4 実証実験の分析結果 

4．1 データの正規性検定 

集されたデータの正規性に関して判定を行なっ

た。サンプルサイズが50以上である場合、正規性

の判定はKolmogrov-Smirnov testのみが使用でき

る。しかし、本研究ではサンプルは十分に大きい

とはいえず、Shapiro-Wilk testとKolmogrov-

Smirnov test において、いずれにおいても正規

性を確認できたもの正規分布のデータと考えた。

どちらの検定においても、帰無仮説はデータが

0.05のアルファ値で正規分布していることを前提

としており、p値が0.05未満の場合、帰無仮説は

棄却され、データは非正規分布に見なせる。HRV

の時間領域および周波数領域、身体の労働負荷、

操作環境の振動指標、心拍変化に関連した疲労や

ストレス指標（LF/HF、MSE）、機械の運転時間に

ついて正規性検定を実施した。それらのうち、

LF、MSE、％HRR、VDVに関するデータは正規分布

の条件を満たしていた。

4．2 記述統計学と群間比較 

記述統計、平均および標準偏差を使用して、操

作環境である、実機操作、モニタ映像のみによる

遠隔操作、VRの操作環境の3グループにおいて、

グループ毎に収集されたデータ間で有意差がある

かどうかを確認した。正規分布のデータの分析に

ついては、一次配置分散分析においてBonferroni

による多重比較が採用された。また、非正規分布

のデータの分析については、Kruskal-Wallis 

testでSteel-Dwassによる多重比較が実施され

た。 

Kruskal-Wallis testでは、母集団に関する正

規分布の要件はない。その帰無仮説（H0）は、有

意水準0.05で「３つのグループ間に差はない」と

している。p値が0.05未満の場合、H0は棄却さ

れ、平均値に統計的に有意な差があることを示

す。Bonferroni testは、Kruskal-Wallis testと

同じ仮説を持っているが、母集団の正規性と均一

性の仮定に依存する。 

HRV時間領域パラメータでは心拍数RRI、HRV周

波数領域パラメータではLFs、LFs/HFs、心拍変動

の複雑度MSE、労働負荷％HRR、身体振動のAw、

VDV、MSDV、そして、建設機械の運転時間につい

ては、２つの操作環境間において統計的有意とな

った。さらに、HRV周波数領域パラメータの

LFs/HFs、身体振動のAw、MSDV、そして、建設機

械の運転時間には３つの操作環境間において統計

的な有意差が見られた。 

建設機械の搭乗操作は、ストレス指標である

LFs/HFsと、身体振動を示すAwとMSDVが最も大き

く、運転時間が最も短縮できた。搭乗操作の運転

時間は短くなるものの、操作者のストレスは高く

なった。逆にモニタ映像による遠隔操作は

LFs/HFsと、AwとMSDVが最も小さく、運転時間は

最も長くなることが明らかになった。モニタ映像

による機械走行は操作者にとってストレスは低い

が、運転時間は長くなった。 

4．3 心理的負荷、労働負荷と身体的振動の関係 
表-1 心理負荷および労働負荷と身体振動の関係 

３つの操作環境で採取したデータを組み合わせ

て、心理負荷および労働負荷に対する影響を分析

した。重回帰分析を使用して、心理負荷および労

従属変数

独⽴変数
%HRR LFs/HFs MSE

Β s.e. P Β s.e. P Β s.e. p

指標

Aw -0.002 0.039 0.956 0.0238* 0.0093 0.0143
* -0.031 0.0175 0.367

VDV 0.0006 0.0003 0.056 0.000 0.0001 0.821 -0.0001 0.0001 0.239

MSDV 0.515 0.294 0.087 0.0983 0.0693 0.164 -0.156 0.130 0.0748
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働負荷と身体振動の有意な関係を評価した。結果

が表-1に示す。重回帰分析では、独立変数 (身体

振動の指標) に多重共線性がないことをチェック

した。その結果、３つの身体振動の指標、すなわ

ちAw、VDV、MSDVは全てVIFが10以下でした。その

後、操作時の負荷 と身体振動の分析において、

以下の関係において有意な関係があることが示唆

された。 

表-2において、労働負荷％HRRに対し、4乗振動

ドーズ法によるVDVの大きな振動は、正の影響が

見られた。この回帰式の調整済みR2乗は0.193で

した。表-3において、ストレス指標HRV LFs/HFs

に対し、2乗平均加重加速度Awの時間平均値は正

の影響が見られた。この回帰式の調整済みR2乗は

0.287でした。表-4において、心拍の複雑度から

推測される適応性の指標MSEに対し、2乗平均加重

加速度Awの時間平均値は負の影響が見られた。こ

の回帰式の調整済みR2乗は0.189でした。 
表-2 作業時の振動が労働負荷に及ぼす影響

表-3 作業時の振動がLFs/HFsに及ぼす影響

表-4 作業時の振動がMSEに及ぼす影響

これらの結果より、%HRRはVDVと有意な関係が

認められた。但し、その他の振動指標であるAwお

よびMSDVは、％HRRとの間で有意な関係は見られ

なかった。また、LFs/HFsおよびMSEは、Awとの間

において有意な関係が確認できた。操作環境にお

ける労働負荷を示す%HRR、心理負荷を示す

LFs/HFsおよびMSEに対して、いくつかの振動指標

による影響が示された。 

4．4 運転時間に対する各指標の関係性 

３つの操作環境で採取したデータを組み合わ

せ、重回帰分析を使用して、建設機械の運転時間

に対する、いくつかのHRV指標と心拍変化の複雑

度を示すMSE、心拍数RRI、身体振動のパラメータ

の関係を評価した。統計的に有意な関係が確認で

きた重回帰式は、以下の２つとなった。先ずは重

回帰分析において、独立変数 に多重共線性がな

いことをチェックした。その結果、使用された従

属変数間のパラメータ、すなわちLFs/HFs、RR間

隔、MSDV、およびMSE、RRI、MSDVはVIFが1~2の間

にあり、多重共線性の恐れはないことが確認され

た。その後の操作時の身体的および心理的な負荷 

と身体振動の分析において、以下の２つの有意な

関係があることが示唆された。 

１つ目は運転時間に対し、説明変数のストレス

指標 LFs/HFs、心拍RR間隔、振動MSDVが影響し、

その回帰式の調整済R2乗は0.449であった。次

は、運転時間に対し、説明変数の心拍変化の複雑

度MSE、心拍RR間隔、振動MSDVが影響し、回帰式

の調整済R2乗は0.400であった。 

操作環境ごとの建設機械の操作において、得ら

れたデータの重回帰分析により、運転時間は、操

作ストレスを示す LHs/HFs 、および 適応性を示

すエントロピー値MSE、心拍RRI、振動指標MSDVの

影響が示唆された。運転時間 HRVおよび運転時間 

MSEに関して得られたられた重回帰式は、以下の

(5)と(6)式となる。いずれの回帰式においても、

建設機械の走行が速まり運転時間が短くなると、

操作作業員の操作ストレスが上昇し、タスクに対

する適応性は低下し、心拍数RR間隔および振動指

標MSDVも大きくなる関係が見られた。

運転時間 HRV = -24.5 * LFs/HFs – 0.350 * 

RRI – 10.7 * MSDV + 2115   (5) 

運転時間 MSE = 10.5 * MSE – 0.259 * RRI – 

10.3 * MSDV + 1823          (6) 

4．5 操作ストレスの許容範囲 

本研究で得られた建設機械の運転時間に関する

重回帰式の(5)式を用いて、操作ストレスを抑え

つつ、建設機械の走行時間の短縮を考える。(5)

式は機械操作時の身体振動と心理負荷の関係を示

すため、操作時の身体振動を低減することによ

り、操作ストレスが低減できることが期待でき

る。2乗振動の時間平均であるAwによるストレス

を許容レベルに抑えることで、運転時間の短縮と

操作者ストレスの低減が両立できる可能性があ

る。 

ストレスレベルに対するLFs/HFsを定量的に決

定する報告はありませんが、座位姿勢における被

験者のストレスを調査した報告21)に基づき、

LFs/HFs = 2 を許容できるストレスレベルとする

と、この時のAw LFs/HFs=2は、(3)式よりVR走行

での 2乗振動加速度の平均Aw LFs/HFs=2 = 2 / 

0.0329 - 1.82 ≒ 59.0 m/s2 程となる。建設機

械の運転時間 = -24.5 * 2 - 0.35 * 742.0 - 

10.7 * 131.7 + 2115 ≒ 397.1 [sec/around]が

一周辺りの運転時間となり、走行速度 = 400 [m] 

/ 397.1 [sec] ≒ 1.01 [m/sec.] ≒ 3.63 

Model 1-1: 従属変数  %HRR

独立変数 Estimated s.e. t-value p-value 

VDV 0.0008 0.0003 3.29 0.0021** 

(Intercept) 5.469 1.07 5.11 < 0.001*** 

Multiple R2 0.213 

Adjusted R2 0.193 

F static value 10.8 0.0021** 

Model 1-2: 従属変数  LFs / HFs

独立変数 Estimated s.e. t-value p-value 

Aw 0.0329 0.0079 4.18 < 0.001*** 

(Intercept) 1.817 0.405 4.49 < 0.001*** 

Multiple R2 0.305 

Adjusted R2 0.287 

F static value 17.5 < 0.001*** 

Model 1-3: 従属変数  MSE

独立変数 Estimated s.e. t-value p-value 

Aw -0.0485 0.00149 -3.24 0.024** 

(Intercept) 10.55 0.768 13.7 < 0.001*** 

Multiple R2 0.208 

Adjusted R2 0.189 

F static value 10.5 0.0024** 
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[km/h] が、心理的負荷の許容される機械の走行

速度となることが推定された。 

4．6 半構造化インタビューの結果 

被験者1名は、最後の操作であるVRでの遠隔操

縦の規定周回数である3週を、体調不良のため回

ることができず、途中終了した。この原因とし

て、半構造化インタビューの中でVR映像とVRに付

随する振動に若干のズレがあったことが体調不良

の原因となったと発言している。この被験者は、

遠隔施工の経験がなく、また建設重機の操縦経験

も浅いこともこの体調不良の一因であることが示

唆される。加えて、比較的操縦経験の長い被験者

からは、今回対象とした建設重機であるクローラ

ー・キャリーダンプでは、VRのメリットが出づら

いため、より手先の操作が重要となるバックホウ

への適応が良いのではないか、という意見があっ

た。 

5．考察 

この研究では、建設業界における機械操作の心

理的健康に対するストレスの影響と、適切なスト

レスと建設機械の運転時間の関係を調査した。3

軸加速度計を装着したスマートウェアを用いて測

定した心拍情報から算出したHRVとMSE、ISO7631

に基づく身体振動の測定値を用いて、運転時間と

の関係を調査した。HRV LFs/HFs と心拍数の複雑

度を示すMSE と身体振動 との間に有意な関係が

観察され、我々の主な仮説は支持された。さら

に、2乗振動加速度の時間平均であるAwによる操

作ストレスを許容レベルに抑えて、操作者のスト

レスを考慮して、運転時間の短縮が図れることが

示唆された。 

6．まとめ 

本研究における理論的な貢献は次の2つであ

る。先ずは、建設機械の操作においてHRVに加え

て、MSEによる心理的負荷の関連が示され、技能

労働者の心理負荷は、心拍間隔、労働環境におけ

る振動、および建設機械の運転時間への影響が明

らかになったことである。さらに、建設機械の運

転時間に対する心拍に関する生体情報、労働環境

の振動指標を用いた関係モデルが示すことができ

た。 

実践的な貢献は次になる。機械操作の労働環境

における振動の大きさと、走行操作の心理的な労

働負荷を定量化したことである。さらに. 操作時

の心理的な負荷と振動環境の影響が明らかにな

り、このことにより建設会社は労働環境の改善と

労務管理に寄与できる可能性がある。 
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40．外部認識機能を搭載した自動運転油圧ショベルの実証実験報告 

安藤ハザマ ○ 武石 学

コベルコ建機株式会社 土井 隆行

コベルコ建機株式会社 野田 大輔

１．はじめに 

建設現場で多様な作業に使用される油圧ショベ

ルの自動運転技術について，筆者らはこれまでに

ティーチングプレイバック方式での油圧ショベル

の自動運転システム（以下，自動運転システム）の

技術開発に取り組み，現場適用性について報告し

た 1),2)。

今回筆者らは，センサで周辺状況を把握する外

部認識機能を追加し，土砂とダンプトラックの荷

台位置に応じて動作位置を調整することで効率的

な作業が可能となる自動運転システムを開発し，

現場への適用性を実証実験により検証した。本稿

では， 開発した外部認識機能と実証実験結果につ

いて報告する 3)。 

２．技術開発の内容 

 運転手が苦渋に感じる単純な繰り返し作業に着

目し，人に代わって作業を行う自動運転システム

の技術を開発してきた。このシステムでは，実際の

運転手の油圧ショベル操作を各種角度センサで記

録し，記録した操作を再現する形で運転を自動化

している。しかし，自動運転においては単純な掘

削・積み込み作業であっても，掘削対象である土砂

の位置や形状が正確に認識できていないとバケッ

トが適切に土をすくい取ることはできない。同様

に，積み込み対象であるダンプトラック荷台位置

が把握できないとダンプトラックへの接触や荷台

からの土こぼれが生じることとなる。

そこで，外部認識機能として油圧ショベルに

LiDAR とカメラを搭載して外部にある対象物の形

状と位置を計測し，その情報をもとに動作の制御

を行うことで効率的な自動運転が可能になると考

えた。このとき，制御システムの開発は MBD（モ

デルベース開発），外部認識機能の開発は ROS

（Robot Operating System）環境を適用して全体的

な開発効率の向上を図った。 

３．システム概要 

今回開発した自動運転システムの概要を以下に

示す。 

3.1 使用機械 

自動運転に使用した油圧ショベルはコベルコ建

機製の SK135SR-5 である（写真-1）。 

3.2 システム構成 

油圧ショベルには位置・姿勢情報を取得する角

度センサ，加速度計など各種センサを搭載してお

り，これらのセンサ情報は制御コントローラに集

約される（写真-2）。外部情報はLiDARとカメラか

ら取得し，その情報は周囲認識コントローラ（写真

-3）に集約され，対象物の認識を行っている。対象

物の認識情報とバケット，アーム，ブーム，旋回状

態などを把握し，それぞれの部位を制御すること

で自動運転を行っている（図-1）。

写真-1 自動運転に使用した油圧ショベル 

写真-2 制御コントローラ 

-　169　-



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.3 制御概要 

運転手の動作内容を記録（ティーチング）し，動

作を再現指示することで繰り返しの自動運転をす

る制御方法はこれまでのシステムと同様である。

動作内容の記録と再現指示は，タブレットから遠

隔で行うことができる。 

外部認識機能から対象物の形状や位置を検知す

ることで，運転手が行った動作を対象物に応じて

調整することができる。このことで，より効率的な

自動運転を可能したことが本システムの大きな特

徴となっている。 

 

3.4 外部認識機能 

LiDAR とカメラを搭載し，AI を用いて掘削対象

物と積み込み対象の位置と形状を認識，判断する

外部認識機能である（写真-4）。 

(1) 掘削対象物の認識機能 

 AI のひとつである教師なし学習のクラスタリン

グを用いて，LiDAR 点群情報から掘削対象である

土砂山を判別し，土砂山の位置と高さを精度良く

検知することができる。 

(2) 積み込み対象部の認識機能 

 積み込み対象部であるダンプトラックの運転席

背面にあらかじめARマーカを設置する（写真-5）。

AR マーカをカメラで検知してダンプトラックを

特定し，LiDAR 情報を使用することでダンプトラ

ックの荷台の位置を精度良く検知することが可能

である。 

 

3.5 安全支援装置 

 自動運転動作する油圧ショベルが許容動作範囲

を逸脱しないように，記録した動作内容と自動運

転中に計測された動作内容を表示し，自動運転の

動作が見える化できるシステムを備えている。自

動運転する範囲から逸脱した場合，監視者が非常

停止スイッチを押すことで運転を停止させるため

の安全支援装置となっている（写真-6）。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 写真-7 自動運転の状況 

 写真-4 搭載した LiDAR とカメラ 

写真-3 周囲認識コントローラ 

写真-5 ダンプトラックへの AR マーカ設置 

図-1 機器構成 

操作タブレット 油圧ショベル側

監視者側

無線
通信機①

無線通信

制御
コントローラ

カメラ
LiDAR

各種
センサ

周囲認識
コントローラ

自動運転動作
見える化装置

写真-6 自動運転動作の見える化 
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４．実験方法 

開発した外部認識機能が対象物を正しく認識・

判断でき，その内容をもとに人の運転操作と同様

に自動運転できることを実験により確認した。実

験は積み上がった土砂をダンプトラック荷台へ繰

り返し積み込む一連の動作について検証した（写

真-7）。 

自動運転の動作手順は次の通りである（図-2）。 

(1)自動運転システムで油圧ショベルの各部位の

挙動であるセンサデータの記録を開始する。

(2)運転手が油圧ショベルを操作し，バケットの刃

先位置によって掘削対象となる土砂の作業範

囲を指定する。（①）

(3)運転手が土砂の作業範囲からダンプトラック

荷台に積み込むまでのショベルの動作軌跡を

記録する。（②→③→④）

(4)自動運転システムの記録を停止する。

(5)運転手が通常の油圧ショベルを操作しながら

操作タブレットで自動運転ショベルへ記録し

た動作の再現を指示する。（⑤）

(6) AI による外部認識機能で検出，認識した掘削

対象の土砂山の形状・位置と積み込み対象のダ

ンプトラック荷台を特定する。（⑥→⑦）

(7)特定した情報と記録したセンサデータから，自

動運転システムが掘削位置と動作経路を自動

生成して自動運転の動作を実行する。（⑧→⑨

→⑩→⑪）

(8)自動運転システムの外部認識機能は，バケット

にすくい取った土砂量を計測でき，ダンプトラ

ックへの土砂積み込み量が設定値を超えると

積み込み動作を自動的に終了する。

５．実験結果 

5.1 外部認識機能の実験結果 

 

 図-3のように LiDAR で計測した情報と AI を用 

いて土砂山を認識することができた。LiDAR の点

群情報に対して，判別した土砂山の位置形状は掘

削位置の基準となる地点で±200mm 以内の差異で

あったことから，位置形状は自動運転に問題のな

い精度で認識できていると考える。 

また，LiDAR とカメラによる情報から AI が算

定したダンプトラックの荷台位置は，ショベルと

の相対位置で実測に対して±50mm以内の差異であ

ったことから，現場適用に問題のない精度で認識

できていることを確認した（図-4）。 

図-2 自動運転の動作手順 

土砂の作業範囲からダンプト
ラック荷台に積み込むまでの
動作軌跡を記録する 

自動運転システムは，土砂山位置と 
ダンプトラック荷台位置を特定する 

特定した情報と記録した動作データから 
自動運転を行う 

運転手が搭乗して操作し，土
砂の作業範囲を指定する 

操作者がタブレットで自動運転の開始
指示を出す 

図-3 土砂形状・位置の認識結果 

土砂山（上面）

土砂山（側面）

200mm以内
ショベル側
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5.2 自動運転の実験結果 

自動運転の掘削動作時と積み込み動作時のバケ

ット刃先先端の軌跡を図-5 に示す。実験では運転

手が別ショベルの運転席からタブレットを操作し，

ダンプトラックへの土砂積み込みが可能であり，1

人で 2 台の油圧ショベルを操作できることを確認

した。この時，土砂の荷こぼし，ダンプトラックへ

の接触もなく，十分に現場で適用できる積み込み

動作であった。 

(1) 掘削動作 

繰り返し作業において，自動運転システムは認

識した土砂山位置から自動的に掘削開始位置を決

定できた。また，図-5 に示したように，土砂山範

囲をバケットですくう毎に次の掘削位置を横ずら

しする一連の動作で，想定通りに土砂山全体を連

続的に掘削できた。  

(2) 積み込み動作 

自動運転システムは，認識したダンプ荷台位置

から自動的に積み込み位置を決定し，ダンプ荷台

範囲内で自動的に積み込み位置を前後にずらすこ

とで，ダンプ荷台全体に土砂を積み込むことがで

きた。バケットにすくい取った土砂量を計測し，ダ

ンプ荷台の土砂量が設定値を超えると自動的に積

み込みを終了した。その後の自動的にダンプ荷台

の土砂を整形するための均し動作も適切であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６．まとめ 

 開発した外部認識機能が対象物の形状や位置を

適用に問題ない精度で検知でき，より効率的な自

動運転が可能であることを確認した。また，外部認

知機能を用いて動作内容を自動運転することで，

運転手 1 名が通常の油圧ショベルを操作しながら

自動運転ショベルの運転管理が可能であることを

確認した。これにより，省人化，生産性の向上に繋

がる自動運転システムであることが実証できたと

考える。 

 今後の展開として，開発した外部認識機能を含

む自動運転システムを実現場で検証することで，

現場適用レベルにあることを実証する予定である。

これからも油圧ショベルの自動運転に関する開発

を行い，多様な作業に適用できる高度な自動運転

システムを開発することで，さらなる生産性向上

を実現したい。 
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図-4 ダンプ荷台位置の検出結果 

 図-5 認識結果から自動的に決定した刃先軌跡 

積み込み 
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41．遠隔操作型油圧ショベルの自動化へ向けた制御手法の開発 

(国研)土木研究所 ○ 遠藤 大輔

(国研)土木研究所 山内 元貴 

(国研)土木研究所 橋本 毅 

１．はじめに 

環太平洋造山帯に位置する我が国は，活発な地

殻活動に起因して生じる巨大地震や火山活動によ

り，甚大な被害を幾度も被ってきた。このような

被災地域では，災害復旧工事を行う為の建機とし

て，人的な二次災害を防止するため，遠隔操作型

の建機が用いられることがある。これは人が登場

して操作する通常の建機を改造し，遠隔地から無

線通信を用いて操作を可能とするものである。特

に1990年代の雲仙普賢岳噴火による被災地域の復

旧工事を契機として，開発および普及された経緯

があり，遠隔操作の効率化や操作性の向上を目的

とした研究がこれまで行われてきた。1) 

また他方，我が国が直面する社会問題として，

少子高齢化に伴う労働人口の減少が挙げられる。

中でも建設業就業者の人口推移は他業種と比較し

ても高齢化が顕著 2)であり，業界としての労働生

産性をいかに確保していくかが喫緊の課題となっ

ている。解決策の一つとして，建機の自動化があ

げられる。これを実現するため，技術的観点から

は従来機とは建機のシステムを抜本的に変更する

ことも考えられる。しかし実現には膨大な開発投

資が必要である一方で，市場規模については未知

数であり，このような建機が登場して世間に普及

するには多くの年月が必要とみられる。そこで，

従来の遠隔操作に対応した建機をハードウェアの

ベースとして流用し，自動化するためのソフトウ

ェアを開発していく，所謂レトロフィット型が当

面の主流となると考えられる。実際，大手ゼネコ

ンや建機メーカーから，建機の自動化に関する

様々な提案がなされ，実証評価が行われている状

況にあるが，これらは従来の建機をハードウェア

のベースとしている。

本稿では，このような遠隔操作型の油圧ショベ

ルの作業機を用いて，土砂の掘削動作を自動化す

る際に問題となり易い，ハードウェア上の特性で

あるむだ時間と，それに対するソフトウェア上の

解決方法の一例を紹介する。また，実際に解決法

を実装したソフトウェアを用いて，土木研究所が

所有する遠隔操作型の油圧ショベルが土砂を自動

掘削積する実験をおこなった結果について報告す

る。本発表により，建機を自動化する際の技術的

知見や課題を広く共有することを研究目的とする。

２．テストベッドのシステム 

本章では，本研究のテストベッドとして用いる，

自動化のために改造を施した遠隔操作型油圧ショ

ベルのハードウェアとソフトウェアの構成につい

て記す。

2.1 テストベッドのハードウェア構成 

 図 1 にテストベッドの駆動系のハードウェア構

成を示す。ベースとなる機体は日立建機製の

ZX120である。これは 12トンクラスの油圧ショベ 

制御PC

PLC

エンコーダ

油圧シリンダ/
油圧モータ

遠隔操作用
受信機

電磁バルブ
ドライバ

比例電磁
バルブ

メイン
コントロール

バルブ

パイロット
バルブ

搭乗席
操作レバー

遠隔操作装置
操作レバー

:従来機のコンポーネント :遠隔操作用のコンポーネント :自動化用のコンポーネント :信号の向き

図-1 自動化した遠隔操作型油圧ショベルのハードウェア構成 
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ルであり，搭乗者によって操作される通常の建機

である。この機体は，従来通りの搭乗による操作

と，遠隔操作装置からの信号を基にした操縦が共

に可能なよう改造されている。まず，メインコン

トロールバルブは，操縦席の操作レバーと繋がる

パイロットバルブと，それとは独立した比例電磁

バルブによって油圧アクチュエータを駆動できる

ようになっており，スイッチによってどちらをソ

ース信号にするかを選択できる。また，遠隔操作

装置からの信号の受信機が搭載されており，この

受信情報を，比例電磁バルブドライバへ伝え，こ

のドライバが比例電磁バルブを開閉する。このよ

うな構成によって，通常の搭乗操作と遠隔操作が

共に可能となっている。 

 加えて，上記の遠隔操作型油圧ショベルを自動

化するため，制御用のPCを搭載している。また，

各軸の角度情報を取得するため，ロータリーエン

コーダを外付けし，PC とのインターフェースとし

て PLC（Programmable Logic Controller）を搭載

している。 

 
2.2 テストベッドのソフトウェア構成 

テストベッドを自動化するためのミドルウェア

として，近年ロボットの研究開発用 OSS(Open 
Source Software)プラットフォームとして広く普及

している ROS(Robot Operating System) 3)を利用する

こととした。また，活用可能な OSS ライブラリに

ついては積極的に取り入れる方針としている。 
作業機の動作を自動化するソフトウェアの構成

を図 2 に示す。まず，バケット先端の位置と姿勢

の目標値やその軌跡を決定するタスクマネージャ

という上位プロセスが，作業機各軸の時変の角度

指令値を決定するモーションプランナへ指令を与

える。モーションプランナは，この位置と姿勢の

指令と，その時の関節角度情報を基に，角度コン

トローラへ角度指令値を発行する。更に角度コン

トローラは，角度指令値とその時の関節角度情報

を基に，PID 制御により，目標とするバルブ開度

を決定する。このバルブ開度を，操作用信号を生

成するプロセスへ発行し，操作用信号が遠隔操作

用の受信機へ伝えられる。なお，モーションプラ

ンナには MoveIt4)，角度コントローラには pid5)と

いう汎用ライブラリをそれぞれ利用している。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
３．サーボ系に内在するむだ時間 

2.2 節に記した通り，本研究ではテストベッド

を自動化するため，各軸角度の PID 制御をベース

に，作業機の動作を実現する。この制御系の応答

性が充分に良好であれば，モーションプランナが

生成する角度指令値に対して精度を高く，かつ高

速な動作が実現できる。このような手法は電動機

を用いた産業用マニピュレータ等においては一般

的と言える。一方で，油圧アクチュエータを用い

たテストベッドへ本手法を適用するには，制御系

の応答性を阻害するハードウェア由来の特性とし

て，むだ時間が大きいことが挙げられる。本稿で

扱うむだ時間とは『テストベッドのソフトウェア

が，バルブ開度の指令値を出力してから，実際に

アクチュエータが動作し，関節角度の変動として

検出されるまでにかかる時間の間隔』とする。こ

のむだ時間が大きくなるほど，制御系のゲイン余

裕を低下させることが知られている。 

図 3 に，テストベッドのバケットに対し PID 制

御を行い，指令値を2.0(rad)から0.0(rad)へ変化

させるステップ入力を与えた際の，制御出力（=

バルブ開度）と，バケット角度のプロファイルを

示す。この結果から，テストベッドでは 0.35(s)

のむだ時間が内在することが確認された。なお，

本テストベッドにおいては旋回軸，ブーム，アー

ム，バケットのいずれの軸においても，むだ時間

は一律に 0.35(s)であった。 
 
４．むだ時間への対策 

むだ時間系に対する代表的な対処方法として，

スミス法や内部モデル制御（IMC）が挙げられる。

スミス法は制御ループの内部に制御対象のモデル

とむだ時間のモデルを有し，むだ時間後の出力を

予測し，それに基づいた制御をする手法である。

他方，IMC は実モデルと設計モデルとの一致しな

い部分を，フィードバック制御によって補うもの
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図-2 自動化ソフトウェアの構成概要 

図-3 むだ時間の実機確認結果 
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図-6 むだ時間補償器の有無によるステップ応答比較

である。6)いずれの手法も，むだ時間後の状態を

予測し，予測値を入力としたフィードバック制御

系を組むことが，対策の本質であるが，モデルを

いかに構築するかが問題となる。建機メーカーで

あれば，油圧系の詳細な設計情報を有しているた

め，精密なモデルに基づいてパラメータを高精度

に同定することができる。一方で，建機メーカー

ではない，筆者を含む一般の建機ユーザーが自動

化ソフトウェアを開発するようなユースケースに

おいて，そのような精密なモデル構築ができると

は限らない。寧ろ可能な限り簡素なモデルを基に，

ユーザー側が実施可能な方法で少ないパラメータ

を同定し，高い効果を得られる方が望ましい。

 そこで本研究では，スミス法に基づき，制御対

象である油圧シリンダと油圧モータのモデルにつ

いて，極力簡易なモデルを立て制御応答を改善す

る方法を模索し，効果を検証することとした。本

章では油圧シリンダを用いるブーム，アーム，バ

ケットと，油圧モータを用いる旋回軸のそれぞれ

について記す。

4.1 油圧シリンダ（ブーム，アーム，バケット） 

まず初めに，各軸の制御系の出力であるバルブ

開度に対して，飽和後の速度(=終端速度)を予め

実測しておき，バルブ開度に対して，各軸が実現

する角速度を参照テーブルとして作成する。この

参照テーブルを基に，次の 1)～3)に記す手順でむ

だ時間後の角度を予測する。   

1) 現在の時刻t𝑐𝑐から，むだ時間𝛿𝛿だけ遡った範

囲の制御出力 (=バルブ開度 )の時間履歴

𝑒𝑒(𝑡𝑡)[𝑡𝑡𝑐𝑐 − 𝛿𝛿, 𝑡𝑡𝑐𝑐]を保持する

2) 𝑒𝑒(𝑡𝑡)[𝑡𝑡𝑐𝑐 − 𝛿𝛿, 𝑡𝑡𝑐𝑐]を基に，前述した参照テーブル

を用いて，現在の時刻t𝑐𝑐から，むだ時間𝛿𝛿だ
け遡った範囲の速度推定値の時間履歴

𝑣𝑣�(𝑡𝑡)[𝑡𝑡𝑐𝑐 − 𝛿𝛿, 𝑡𝑡𝑐𝑐]を求める

3) 現在の角度𝜃𝜃(𝑡𝑡𝑐𝑐)に対して，𝑣𝑣�(𝑡𝑡)[𝑡𝑡𝑐𝑐 − 𝛿𝛿, 𝑡𝑡𝑐𝑐]を
時間積分した値を加えて，むだ時間後の角度

の予測値𝜃𝜃�(𝑡𝑡𝑐𝑐 + 𝛿𝛿)を導出する

𝜃𝜃�(𝑡𝑡𝑐𝑐 + 𝛿𝛿) = 𝜃𝜃(𝑡𝑡𝑐𝑐) + ∫ 𝑣𝑣�(𝑡𝑡)𝑑𝑑𝑡𝑡𝑡𝑡𝑐𝑐
𝑡𝑡𝑐𝑐−𝛿𝛿

 ・・・ (1)

上記の考え方を図解したものを図4に示す。また

図5に，一般的な角度コントローラ(図5-(a))と本

補償器を角度コントローラに実装した場合(図5-

(b))との比較を示す。 

 図6はバケット軸に本むだ時間補償器を実装し

ない場合(図6-(a))と，した場合(図6-(b))との，

システムの応答の比較である。なお，制御ゲイン

については，補償器を実装した場合に適合させた

値を，両条件共に用いている。むだ時間補償がな

い場合，バケット角度が発振してしまい，整定し

難い様子が確認できる。このような場合，安定性

(a) 一般的な角度コントローラ

現在角度

PIDコントローラ角度指令値

バルブ開度

操作用信号生成器へ

現在角度

PIDコントローラ角度指令値

バルブ開度

操作用信号生成器へ

むだ時間補償器

むだ時間後の角度予測値

(b) むだ時間補償器を導入したコントローラ

:単位プロセス :プロセス間の通信データ

(a) むだ時間補償器なし
（PID入力：現在値）

(b) むだ時間補償器あり
（PID入力：予測値）

図-4 むだ時間補償器の考え方 

図-5 サーボコントローラの構成比較 
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安定性を高めるために制御ゲインを低減する等の

対策を要し，結果的に動作速度の低下を招く。他

方，補償器がある場合は約4(s)で収束している。 

 なお補足である が，図6の(a)と(b)いずれにお

いても指令値の立上がり時よりも立下り時の方が

オーバーシュート量は小さく，整定時間が短い傾

向がある。これは油圧シリンダの圧縮時と伸長時

との伝達関数の差によるものと考えられる。この

ような場合，圧縮と伸長それぞれにおいて制御の

モデルや定数を区別して用いるなどの対応が考え

られるが，本研究ではこれらの対応は実施せず，

制御ゲインについても圧縮時と伸長時で同一の値

を用いた。 

 

4.2 油圧モータ（旋回軸） 

 油圧シリンダで動作する3軸については，前節

の1)～3)に示した物理的な時定数を考慮しない単

純な補償器により，制御系のゲインを大きくする

ことができた。一方で，旋回軸について同様の方

法で予測値を算出すると，他の3軸よりも予測精

度が低く，制御ゲインを高める効果が小さいこと

が確認された。そこで旋回軸については，モデル

の細密化を検討することとした。 

 一般に，油圧回路の動特性は非線形であるもの

の，周波数特性の位相差が−𝜋𝜋/2(rad)以上の領域

では設計上，2次遅れ系として近似できることが

知られている。7)実際に，テストベッドの旋回軸

にバルブ開度指令+0.3を入力した際の角速度のプ

ロファイルを図7に示す。この結果より，旋回軸

については，次の式 (2)によって速度推定値

𝑣𝑣�(𝑡𝑡)[𝑡𝑡𝑐𝑐 − 𝛿𝛿, 𝑡𝑡𝑐𝑐]を算出できると考えられる。 

 

 (2) 

 

ここで，𝑣𝑣(𝑡𝑡𝑐𝑐)は現在の速度，𝑉𝑉𝑠𝑠𝑠𝑠𝑡𝑡はバルブ開度に

対する旋回軸の終端速度，𝜔𝜔は固有角振動数をそ

れぞれ表す。𝑉𝑉𝑠𝑠𝑠𝑠𝑡𝑡および𝜔𝜔はテストベッドの実測

結果を基に，最小二乗法を用いてフィッティング

することにより同定した。なお，固有角振動数は

旋回軸の負荷となる慣性モーメントにより変動す

るため，作業機の各軸の角度に依存する。本稿で

は，慣性モーメントが最小となる，作業機を折り

畳んだ状態の実測値を元にすることとした。その

理由は，旋回動作中は周囲との干渉を避ける為，

作業機を折り畳んだ状態にすることが多いためで

ある。また，バルブ開度に対する依存性を確認す

るため，バルブ開度の値を変更した複数の条件に

てデータを収集し，各条件毎にパラメータを同定

した。図7中の曲線は，旋回軸の角速度の実測デ

ータを基に，最小二乗法で求めたフィッティング

カーブである。実測データがフィッティングカー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ブとよく一致していることが確認できる。 

 また，図8は各バルブ開度に対して，同様に求

めた終端速度と固有角振動数の同定結果である。

この結果より，終端速度と同様に固有角振動数は

，バルブ開度に対する依存性があることが確認で

きる。以降の実験では，バルブ開度に対する速度

予測のために，バルブ開度の値に対して，図8の

実測結果を元に近接2点の直線補間によって各パ

ラメータを決定することとした。 

 図9は旋回軸に，4.1節の1)～3)の手法を実装し

た場合(図9-(a))と，本節に記した改良手法を実

装した場合(図9-(b))との，システムの応答の比

較である。なお，制御ゲインについては，改良手

法を実装した場合に適合した値を，両条件共に用

いている。角度の予測値に着目すると，(b)では

実測値と予測値の時間方向の差分がむだ時間であ

る0.35(s)に一致する割合が増えたことが確認で

きるが，信号の雑音が増大している。これは前述

した𝑉𝑉𝑠𝑠𝑠𝑠𝑡𝑡や𝜔𝜔といったパラメータの同定精度や粒

度の向上によって，改善が見込める。特に，低速

領域における角速度センサの分解能が不十分であ

り，離散化誤差の影響が作用していると考えられ

る。他方，角度の実測値に着目すると，(a)に対

し，(b)はオーバーシュート量が1/4程度まで低減 

𝑣𝑣�(𝑡𝑡) = 𝑣𝑣(𝑡𝑡𝑐𝑐) + �𝑉𝑉𝑠𝑠𝑠𝑠𝑡𝑡 − 𝑣𝑣(𝑡𝑡𝑐𝑐)�{1− exp(−𝜔𝜔𝛿𝛿)(1 + 𝜔𝜔𝛿𝛿)} 
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図-8 バルブ開度に対するパラメータ同定結果  
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されており，応答性の改善がみられる。 

以上から，現状ではパラメータ同定に改良の余

地はあるものの，制御系の応答性を向上する効果

があることが確認できた。 

５．土砂の掘削積込の実機試験

2章に記したテストベッドを用いて，4章に記し

た対策を導入しない場合と，した場合それぞれに

ついて，テストベッドに土砂の自動掘削と放土を

続けて行わせる試験を実施した。本章ではこの試

験について記す。

5.1 試験方法 

 図1に示すテストベッドを用いて，目標地点の

地面を掘削し，目標位置で放土する試験を行った。

ここでは，試験のセットアップと，この動作を実

現するソフトウェアとなる，図2中のタスクマネ

ージャの処理について記す。 

5.1.1 試験のセットアップ 

テストベッドの座標系と掘削目標位置および放

土目標位置の関係，および各軸の角度の定義を図

10に示す。テストベッドは略水平な地面上に配置 

される。場所は土木研究所の構内にある，関東ロ 

ーム質の土砂で覆われる屋外の試験場である。 

なお，図6に示した通り，むだ時間補償の有無

によって，制御応答は異なる。各軸のPID制御ゲ

インについては，むだ時間補償の有無に応じて，

制御系が収束するよう，それぞれ調整した個別の

値を用いる。なお，対策前と対策後のそれぞれの

条件において，各3回ずつ動作を繰り返し，サイ

クルタイムを比較する。

5.1.2 タスクマネージャの処理

タスクマネージャは図11に示す[1]～[9]の手順

でモーションプランナへ手先の位置又は関節角度

の指令値を与える。それぞれ次に示す指令となっ

ている。 

[1] 初期姿勢をとる

[2] 掘削目標位置へバケットの先端を合わせる

[3] バケット先端の貫入角度𝜋𝜋/6(rad)で0.5(m)の

深さまで地面へバケットを貫入させる

[4] バケットとアームを[3]の状態からそれぞれ

+0.96(rad), +0.70(rad)の姿勢へ動かす

[5] ブーム，アーム，バケットの3軸を用いて[4]

の姿勢からz方向へ姿勢を維持したまま鉛直

方向へバケットを移動させる

[1] [2] [3]

[4] [5] [6]

[9][8][7]

掘削目標位置

放土目標位置

図-11 掘削と放土繰返し動作 1 サイクル 

図-10 試験のセットアップと各座標系の定義 

x

z

放土目標位置
（3.0m, -2.5m）

掘削目標位置
(5.5m, -1.5m)

バケット先端

図-9 速度モデルの修正によるステップ応答の比較 
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図-13 対策後の動作の様子（5s 間隔連続写真） 

[6] 旋回軸を用いて，ブーム，アーム，バケット

の動作により，バケット先端の中心部を目標

位置へ向けられる角度へ旋回する

[7] 姿勢を維持したまま，バケットの先端を放土

目標位置へ合わせる

[8] バケットを-0.57(rad)まで開き，放土する

[9] バケットを2𝜋𝜋/3(rad)まで閉じる

5.2 試験結果 

 図12および図13に，それぞれ対策前後の試験時

の動作の様子を，5(s)間隔の連続写真にて示す。

各写真の左下部には，動作開始からの経過時間を

示す。本稿4章に記した対策をする前は１サイク

ル当たり64～69(s)の時間がかかった。一方で，

対策を導入することで，1サイクル当たり42～

44(s)となり，およそ2/3程度まで時間が短縮され

た(図14)。

5.3 考察 

 対策前後でサイクルタイムが減少したのは，モ

ーションプランナが計画する目標角度に対する制

御の応答性が改善していることが影響している。

むだ時間補償器によって予測値をフィードバック

としたPIDコントローラを組むことによりハイゲ

イン化が可能となり，各軸の動作速度を落とさず

に動くことができていると考えられる。また，副

次的な作用として，モーションプランナは計画し

た軌道と実際の軌道の乖離が大きくなった場合に，

計画そのものを都度修正するため，全体の挙動が

振動的になり，目標位置までの収束までに，より

多くの時間がかかることがある。4章に記した手

法はこのような悪影響を回避する効果もある。

６. まとめ

本稿では，遠隔操作型の油圧ショベルの動作を

自動化するソフトウェアを開発する際に障害とな

る，ハードウェア上の特性である，サーボ系に内

在するむだ時間について知見の共有を行った。こ

れは，通常の電動機を用いたマニピュレータのハ

ードウェアでは一般に非常に小さいが，油圧ショ

ベルではサーボ系をハイゲイン化するための阻害

要因として無視できない。このむだ時間への対処

法として，スミス法に基づいた，状態を予測する

補償器の構築方法について，現実的で簡便な対策

を紹介した。また，これらの対策を実装したソフ

トウェアを用いて，油圧ショベルが土砂の掘削と

放土を行う実験を行い，土砂の掘削放土動作のサ

イクルタイムを短縮できることを示した。
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42．自律施工における協調領域の提案と自律施工技術基盤の開発 

(国研)土木研究所 ○ 山内 元貴

(国研)土木研究所 遠藤 大輔 

(国研)土木研究所 橋本 毅 

(国研)土木研究所 山口 崇 

１．はじめに 

建設業において、高度な技能、豊富な経験を有す

る労働者の高齢化によるリタイアとともに若年労

働者の離職による人材不足の深刻化が懸念されて

いる。今後、さらなる人材不足が進み、建設業にお

ける生産性が大幅に低下することが危惧されてい

る。国土交通省においては，2016 年度より，建設

現場における生産性向上に向けて，測量・設計から

施工・管理にいたる全ての事業プロセスにおいて，

ICT の活用を前提とした「i-Construction」の導入を

進めている．「i-Construction」 における ICT 土工で

は、ドローン等を用いた写真測量による 3 次元計

測や、建設機械の位置情報と設計値を建機オペレ

ータに表示するマシンガイダンス、部分的な油圧

アクチュエータ制御が組み込まれたマシンコント

ロール等の先進的な技術が建設現場に導入され、

2018 年の生産性向上指標は 8.9%1)と向上してきて

いる。

操縦サポート、情報伝達効率を駆使した「 i-
Construcion」から、さらなる生産性向上を目指すた

めには、建設工事の自動化、無人化が必要である。

そのためには、ロボット、AI 等の先進的な技術を

積極的に導入できる環境、システム、法令等の整備

や協調領域の明確化が重要である 2) 。 
無人化施工や ICT 施工に対応するため、建設機

械に IMU や GNSS 等のセンサ、油圧系の開閉用の

電磁弁を搭載し、建設機械の電子制御が可能とな

ってきている。例えば、マシンコントロールは、基

本的な操作は建機オペレータが行いつつ、取り付

けたセンサの情報からブルドーザのブレード高さ

位置や油圧ショベルのバケットの高さ位置を推定

し、リアルタイムでそれらの動作を制御している。

しかしながら、従来のマシンコントロールなど、建

設機械の制御に関わるシステムは、建設機械メー

カや測量機器メーカにより独自に最適化されてお

り、異なるメーカ間でのセンサの相互利用は基本

的に不可能であり、システムの再利用性は乏しい。 
一方で、建設機械メーカや大学等により、ハード

ウェアの依存を減らし、ソフトウェアの再利用性

を向上させる取り組みがなされている。例えば、

CATERPILLER 社による機体全体が電子制御化さ

れた「デジタルプラットフォーム」、Baidu 社らに

よる「autonomous excavator system」3)、オウル大学

ラウノ教授らによる「SmartBooms project」4)などが

ある。

しかしながら、依然として異なる建設機械メー

カ間の機種を統合して制御するシステムは存在し

ない。大規模な建設現場が単一のメーカのみで工

事が実施されることは少なく、かつ開発したシス

テムの再利用性を考慮すると、自律施工を推し進

めるためには、異なるメーカの異なる機種を横断

的に制御できる枠組み、システム（建設機械との通

信における協調領域の設定）が必要である。

 そこで、本研究では、ハードウェアの抽象化を図

り、機体間の連携性を向上させることを可能とす

る、建設機械の共通制御信号を提案する。

さらに、研究の重複（重複投資）回避や先進的な

技術を有する大学やベンチャー企業等の新規参入

を容易とすることを目的として、土木研究所が保

有する建設機械、環境、シミュレータを含めた建設

機械自律施工プラットフォーム（以下、自律施工技

術基盤）を開発する。本稿では、油圧ショベルの共

通化した制御信号案および開発した自律施工技術

基盤を紹介する。

２．建設機械制御信号の共通化 

建設工事におけるデータ交換標準に関する規格

として ISO151435)が存在する。現時点では、Part1
から Part3 まで規定されており、Part1 では、本規

格の適用範囲およびシステム構成、システム・アー

キテクチャが定義されており、Part2 ではデータ交

換手段としてデータ辞書とスキーマが提供されて

いる。

このシステム・アーキテクチャを参考として、建

設機械を自動化する上で必要となるシステム構成、

機能ブロックおよび機能ブロックのインターフェ

ースについて検討し、油圧ショベルにおける土砂

の掘削積込動作における、制御信号案を提案する。 
2.1 検討対象システムの論理構成 

ISO15143 Part1 のシステム・アーキテクチャにお

けるオペレーションシステム、建設機械について、

車両の制御特性への依存性の観点から、機能ブロ

ックを割り当て、検討対象システムを分析した。各
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システムおよび機能ブロックの概要について、図 1
および表 1,2 に示す。

自動制御コントローラは、車両の質量や油圧系

といった制御特性に強く依存する機能ブロックと

した。一方で、施工コントローラは、作業計画から

建設機械の動作計画に変換する車両の制御特性へ

の依存性が小さい機能ブロックとした。

2.2 制御信号の整理と共通化 

各機能ブロック間のインターフェースについて，

インターフェース上で送受信する制御信号を検討

し、共通化すべき制御信号を整理した(表 3)。本研

究では、施工コントローラと自動制御コントロー

ラ間の通信 C1, C2 について、油圧ショベルの制御

信号リストを検討した。

車両動作指令の制御信号 C1 は、制御対象の装置

である作業機部、旋回部、走行部となる。これらの

装置を制御するための信号は、車両特性や構造に

強依存しないものとした。一方で、車両情報の制御

信号 C2 は、車体の作業状況を把握するために必要

となる情報である。これらの情報は、車種依存/車
体センサ―依存のデータを含まないものとした。

C1,C2 の制御信号一覧を表-4,-5 に示す。 
緊急停止機能は、搭乗者が存在しない自律施工

において非常に重要である。よって、自動で作業を

する建設機械を停止するためには、外部から無線

等による緊急停止制御信号 E1 により、確実に停止

させることが望ましい。また、通信途絶や故障時の

ふるまいを想定すると、ISO13850(機械類の安全性

－非常停止－設計原則)などの機能安全規格に準

拠した装置からの入力と、機能安全規格に準拠し

た建設機器の緊急停止機能で高信頼に実現される

べきである。

表-1 システム構成 

システム 機能概要 
オペレーション
システム

施工計画に対応した各建設機械の作業
計画に従って，各建設機械に対して，作
業指示を行う．建設機械の作業状況及
び施工結果の管理も行う． 

建設機械 動作指令に応じて稼働し、自動制御の
際に必要となる車体センサを備えた建
設機械． 

図-1 機能ブロック間の制御信号 

表-2 システムの機能割り当て 

機能ブロック 機能概要 
・オペレーションシステム
遠隔監視・ 
制御システム 

複数の建設機械を統括管理する． 
各建設機械に対して作業指示を行い，作
業状況，施工結果の管理を行う． 

施工 
コントローラ

建設機械の施工内容に応じて，建設機械
の動作計画を行い，自動制御コントロー
ラを介して建設機械の自動運転制御を行
う．

・建設機械
自動制御 
コントローラ

施工コントローラに対して，車体の制御
特性を隠蔽した自動運転制御インタフェ
ースを提供し，建設機械の油圧制御を行
う．車体センサの情報を用いた高速なフ
ィードバック制御も行う． 

油圧制御コント
ローラ

電動化した油圧弁等を、自動制御コント
ローラからの指令に基づき、油圧アクチ
ュエータを駆動する。

車体センサ 車体の位置や姿勢、油圧等を計測するセ
ンサ．

緊急停止装置 外部から建設機械を停止させる装置． 
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表-3 機能ブロック間の制御信号 

No. 送信元 送信先 制御信号の概要 

C1 ② ③ [車両動作指令]車両の構造や制御
特性を隠蔽して，一般化した車両制
御の信号． 

C2 ③ ② [車両情報]車体センサの構成やセ
ンサ固有の情報を隠蔽して，一般化
した車体情報の信号． 

D1 ③ ④ [油圧制御指令]車両の構造や特性
に応じた油圧制御が可能な信号． 

D2 ④ ③ [車体センサ情報]車体センサから
取得した車体情報の信号． 

E1 ⑤ ④ [緊急停止信号]緊急停止装置の入
力信号． 

【表中の番号の意味】 
①：遠隔監視・制御システム 
②：施工コントローラ 
③：自動制御コントローラ 
④：油圧制御コントローラ 
⑤：緊急停止装置 

 

 
図-2 油圧ショベルの座標系、位置の定義 

 
３．自律施工技術基盤の開発 

提案する自律施工技術基盤の概要を図３に示す。

共通化された制御信号に対応した建設機械、ミド

ルウェア、シミュレータ、実験フィールド（図中赤

点線内）が本基盤の対象とする領域である。本基盤

の上に、実際の施工で利用するアプリケーション

を構築することを想定している。 
ミドルウェアには、Robot Operating System(ROS)6) 

 

表-4 車両動作指令の制御信号一覧 

 

表-5 車両情報の制御信号一覧 

制御信号 制御パラメータ 制御パラメータの概要 

作業機作
業状態通
知 

ブーム角度 図-2 の①の角度 
アーム角度 図-2 の②の角度 
バケット角度 図-2 の③の角度 

作業機動
作完了通
知 

作業機操作完了 作業機操作の完了通知 

作業機停止完了 作業機停止の完了通知 

上部旋回
作業状態
通知 

上部旋回体角度 図-2 の⑥の角度 

上部旋回
動作完了
通知 

上部旋回操作完了 上部旋回操作の完了通知 

上部旋回停止完了 上部旋回停止の完了通知 

走行状態
通知 

車両速度 油圧ショベル走行速度 
車両角速度 油圧ショベル走行角速度 

車両稼働
状態通知 

燃料残量 油圧ショベルの燃料残量 
油温 作動油の温度 

エンジン回転数 
油圧ショベルのエンジン
回転数 

緊急停止状態 
緊急停止中かどうかの状
態 

 
 
を採用し、分散処理、ロボット用ライブラリの活

用を容易としている。本基盤では、ROSを管理して

いる団体や大学、研究機関等が公開しているパッ

ケージに加えて、建設機械向けに必要となる独自

のパッケージを開発した。 
2022年8月現在では、本技術基盤を、土木研究所

が保有する日立建機製ZX120(12t級油圧ショベル)

 
制御パラ
メータ 

制御パラメータの概要 

作業機操
作設定 

目標位置 図-2 ⑤の位置(X, Y, Z) 
目標姿勢 図-2 ④の姿勢(q:クォータニオン) 
移動速度 目標位置、目標姿勢への移動速度 

作業機操
作指令 

動作指示 作業機操作の開始/停止指令 

上部旋回
操作設定 

目標角度 下部走行体に対する旋回体の目標角度 
回転速度 旋回体の回転速度 

上部旋回
操作指令 

動作指示 上部旋回操作の開始/停止指令 

走行設定 
目標速度 油圧ショベル走行時の目標速度 
目標角速
度 

油圧ショベル走行時の目標角速度 

走行指令 動作指示 走行の開始/停止指令 
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に構築した（図-3左）。ZX120に設置した日立建機

製の遠隔装置の有線入力端子と組込コンピュータ

を接続し、組込コンピュータ上で操作指令から操

作信号に変換し、遠隔装置へ入力するシステムを

開発し、制御信号入力とした。また、自動運転時

は、有線端子とコンピュータを接続し操作信号が

入力されているため、遠隔操作用の非常停止回路

が無効となる。そこで、別系統の特定小電力無線

を利用した非常停止回路を機体に搭載し、想定外

の動作時にエンジン回転を停止させるシステムを

有している。機体姿勢の推定のため、ZX120のブー

ム、アーム、バケットの関節回転部にダナハー製

アブソリュートエンコーダAC58を搭載し、車体本

体にはNovatron製IMU G2を取り付けた。機体の位

置および方位角推定のため、キャビン上部に

Hemisphere製RTK-GNSSコンパスV500を搭載した。 
シミュレータ(図-3右)は、Unity上に構築し、物

理エンジンにAGX Dynamicsを利用した。AGX 
Dynamicsによる最適化された部分的な粒子計算に

より、掘削、運搬時の土砂の挙動まで含めたリア

ルタイム土砂シミュレーションが可能である。

４．まとめ

自律施工における協調領域として、建設機械の

制御インターフェースに注目し、ISO 15143をベー

スとして、施工コントローラと自動制御コントロ

ーラ間について、複数メーカ・複数機種の油圧シ

ョベルを共通化したインターフェースで施工コン

トローラから制御可能とする制御信号リストを提

案した。

今回の検討の対象外とした、自律制御コントロ

ーラと油圧コントローラ間のインターフェース定

義については、建設機械の油圧制御の機構や制御

特性を熟知している建設機械メーカ等の協力・賛

同が必須である。既に先行しているJ1939-71 等の

規格等を参考に共通化を今後検証する必要がある。 
 また、開発した自律施工技術基盤の構成につい

て紹介した。今後は、プラットフォームや土工フィ

ールドを活用し、技術の検証・評価や技術競技会な

どを行っていく予定である
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43．自律走行式土工用振動ローラの開発 

共同開発プロジェクトによる試験研究 

酒井重工業株式会社 ○ 櫛田 成基

酒井重工業株式会社 遠藤 涼平

酒井重工業株式会社 青山 雅規

JIG-SAW株式会社  志賀 太生

１．はじめに 

近年の建設業界においては建設労働人口および

熟練オペレータの激減という問題を抱えている。

その対策として国土交通省は i-Construction を推進

中で，特に建設機械の自動化関連技術は，建設現場

での早期確立が望まれる技術の一つである。同省

は「国土強靭化に関する施策のデジタル化」1)の中

で，無人化施工技術の安全性・生産性を向上させ，

2025 年度までに建設機械の自律制御・走行技術の

確立を目指している。これらに寄与すべく弊社は

JIG-SAW㈱と自律走行式振動ローラの共同開発に

着手し「Auto-Drive Synchronized Control System, 

“ASCS” for Compaction Equipment」と称する開発プ

ロジェクトを立上げ，その共同体メンバーとして

参画頂いたゼネコン各社と実証試験を行った。本

報では自律走行車両のシステムおよび試験結果

（設定走行経路との誤差）の概要について報告す

る。

２．自律走行式ローラ（研究機）の構成

2.1 システム構成

 研究機には一般的な土工用振動ローラである

10t 級の弊社 SV513D 型を選定し，自律走行に必要

な改造を行った。写真-1 に示す，RTK-GNSS シス

テム，自律走行用プログラム搭載の車両制御用 PC，

車両コントローラ，緊急ブレーキ，操舵シリンダ用

の測長センサなどを搭載した。

 

写真-1 自律走行式ローラと主な改造項目 

2.2 安全装置 

3D センサを用いた緊急（自動）ブレーキシステ

ムを初め，遠隔停止スイッチ，手動停止スイッチ等

の複数のブレーキシステムを搭載した。さらにモ

ニタカメラをCAB上部の前後左右に 4個搭載し遠

隔操作画面上で車両周辺の安全性を常時確認した。 

３．走行試験 

 試験場（幅 6m×長さ 25m）において，速度 4km/h，

無振動，前後進 1 往復×3 レーン×横方向１往復の

走行試験を実施した。RTK-GNSS データから算出

した前輪中心の走行軌跡を図-2 に示す。直線部で

は，設定経路に対する前輪中心の走行軌跡の誤差

は，平均 3.2cm，最大 16.4cm，また始点と帰着時の

終点との誤差は 3.1cm であった。 

図-2 走行実験結果 1（無振動） 

図-3 に走行軌跡の左右誤差とその発生率を示す。

＋と―は進行方向の右側および左側の各誤差で，

幅 2cm 毎（例：中央値 0 は±1cm）に示す。中央値

0 に対して正規分布し誤差±5cm 以内に全データ

の 73%，±10cm 以内に 97%が含まれる。 

図-3 走行軌跡の左右誤差とその発生率の関係 
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ここで 10cm 以上の誤差の発生率が 3%と非常に低

いのは，設定経路から外れた場合の自動復帰プロ

グラムが有効に機能しているためと考えられ，そ

の実用性を確認することができた。 

４．共同開発プロジェクト 

4.1 プロジェクト概要 

共同プロジェクト発足前から弊社は JIG-SAW㈱

と共同開発した自動操縦プログラムを用いて社内

試験を行っていた。記述のように実用化の目途が

ついたので「Auto-Drive Synchronized Control System, 

“ASCS” for Compaction Equipment」と称する開発プ

ロジェクトを立上げた。その共同体メンバーとし

て参画頂いたゼネコン各社と試験工事において試

験研究を行った。以下に試験結果の概要を紹介す

る。

4.2 総務省 5G実用化実証試験 2) 

本試験の目的は第 5 世代移動通信システム「5G」

（5G と称す）を活用し 3 種類（バックホー，キャ

リアダンプ，ブルドーザ）の建設機械（建機と称す）

の遠隔操作と弊社の自律走行式振動ローラの同時

連携に加え，工事に必要な施工管理データのリア

ルタイム伝送・解析による一般的な道路造成工事

の施工への適用性を確認することであった。遠隔

施工管理室と自律走行式振動ローラの間で，施工

開始指示データと，振動ローラの位置情報，転圧結

果，品質等がリアルタイムで伝送された（写真-3）。

ローラは幅 8m×長さ 22m の工区において，速度

4km/h，振動（低振幅），前後進 3 往復×4 レーンを

走行した。設定経路に対する前輪中心の走行軌跡

の誤差は，平均 14.2 cm，最大 39.7cm であったが，

終点での誤差は+1.2 cm に収束した。

写真-3 総務省 5G実用化実証試験 

4.3 自動建機の協調運転システム 3) 

 複数の自動運転建設機械（自動建機と称す）の協

調運転を制御するシステムによる4種類の建機（バ

ックホウ，クローラダンプ，ブルドーザ）の協調運

転性能を実証する現場において，同システムの協

調制御用プラットフォームに自律走行式振動ロー

ラの通信システムを連携して協調性を確認した

（写真-4）。現場では各自動建機の位置情報と作業

進捗を監視しながら，建機各々の自動運転の実行

および停止を指示するなど協調運転の制御を行っ

た。自律走行式振動ローラは幅 8m×長さ 20m の工

区において，速度 4km/h，無振動，前後進 4 往復×4

レーンを走行した。設定経路に対する前輪中心の

走行軌跡の誤差は，平均 16.9cm，最大で 44.2cm で

あったが，終点での誤差は+2.3cm に収束し，十分

な精度を確保できることが実証された。

写真-4 自動建機の協調運転システム 

５．おわりに 

走行経路誤差は自律走行式振動ローラの重要な

基本性能の一つであり，直線走行部での平均誤差

は社内試験（無振動）で 3.2cm，現場試験では 14.2cm

（有振，4.2 項），16.9cm（無振，4.3 項）であった

が，設定経路を維持するための自動復帰プログラ

ムにより，走行終了時の終点での左右誤差は，全て

の試験で約 3cm 以下に収束していることを確認し

た。共同体メンバーとして参画頂いたゼネコン各

社との現場実証試験を通じて，各社システム用制

御プラットフォームと容易に連携できることも確

認した。共同体メンバー会社のご厚意とご協力に

感謝する。今後も自律走行式ローラが建設業界の

抱える問題解決に資すべく，共同体メンバーと協

力して更なる改良を図る所存である。

参考文献 

1) 国土交通省, 国土強靭化に関する施策のデジタル化,

2020年12月11日発表.

2) https://www.obayashi.co.jp/news/detail/news20200214_1.

html（株式会社大林組HP,2020年2月14日参照）

3) https://www.taisei.co.jp/about_us/wn/2021/210209_5072.h

tml（大成建設株式会社HP,2021年2月9日参照）

- 184　-



44．バッテリ駆動式ミニショベルの開発 

株式会社小松製作所 永嶋 芳明 

○富澤 美帆

奈賀 宏司

１．はじめに 

 「脱炭素社会」の実現が世界的な潮流である中，

建設業界においても数々の環境に対応した取り組

みが進められている。コマツも製品稼動時を含め

た CO2 削減への取り組みを推進しており，その方

策のひとつとして建機の電動化技術の開発を進め

ている。 

コマツでは様々な建機を扱っているが，中でも

ミニショベルは街中や住宅地，屋内での稼働が多

く車体直近での人手作業もあるため，車体からの

排気ガスや騒音が問題となりやすい。また，車体が

小さくエンジンと運転席が近いためオペレーター

が排熱やエンジン振動の影響を受けてしまう。

 既存のエンジン式ミニショベルをバッテリ駆動

で電動化することによりそれらの問題が改善され，

地球環境への配慮と快適な作業環境を実現するこ

とができる。 

 しかし，ただ電動化するだけでは商品として成

り立たない。「高電圧の危険性」，「稼働時間への懸

念」，「バッテリの劣化」など電動化の課題があり，

商品とするにはこれらを克服しなければならない。 

そこでコマツでは電動化の特徴を生かし，かつ，

電動化の課題を克服し商品として成り立つ「バッ

テリ駆動式ミニショベル PC30E-5」を開発した。

本論文では，電動化の課題解決に主眼を置き

PC30E-5 の車体構造や充電方法，そしてバッテリ

駆動式ミニショベルの市場評価について報告する。 

図-1 PC30E-5 

２．車体構造 

2.1 車体概要 

 PC30E-5 は，エンジン式ミニショベル PC30MR-

5 をベースに燃料＋エンジンをバッテリ＋電動モ

ータへ置き換えた車体であり，油圧コンポーネン

トはエンジン車と共通である。

車体システム図を図-2 に示す。駆動バッテリは

イージーメンテナンスバッテリを採用した。イー

ジーメンテナンスバッテリは鉛電池ではあるが，

充電中に発生したガスを内部で水に還元するため

電解液の減少がほとんど無く面倒な補水が不要で

ある。イージーメンテナンスバッテリはコマツの

フォークリフトですでに採用しており作業用車両

での過酷な使われ方において電気的安全性，耐久

性等の実績があるため，PC30E-5 ではあえて本バ

ッテリを採用した。バッテリ 50 個を 2 並列で配列

しており，バッテリ容量は 36kWh，バッテリ総電

圧は 300V となっている。300V にしているのはハ

イブリッド建機にて培ったコマツ内製コンポーネ

図-2 車体システム図 
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ント技術を活用するためである。

バッテリの電力は，高電圧回路の切り替えを行

うパワーデリバリユニットを介しインバータで電

力変換され電動モータを駆動するのに用いられる。

電動モータの出力は，PC30MR-5 のエンジン出力

と同じ 18.2kW である。エンジン式ミニショベルで

はエンジンコントローラと車体コントローラでエ

ンジン制御とポンプ制御を行っているが，PC30E-

5 ではエンジンコントローラの代わりに高電圧系

を制御する電気コントローラと電動モータを制御

するインバータコントローラを搭載し，エンジン

式と同等性能の作業が可能となっている。

 また，稼働パターンが様々であるミニショベル

の現場に対応するため，充電方式は普通充電と急

速充電の 2 タイプを用意している。各充電器から

入力された電力はパワーデリバリユニットを介し

てバッテリを充電する。(詳細は後述) 

2.2 高電圧に対する安全性 

 電動化の課題の一つに「高電圧の危険性」がある。

高電圧のため様々な場面で感電の恐れがあるが，

PC30E-5 では以下のしくみで高電圧に対する安全

性を確保している。 

(1) 車両点検や整備時に対する安全性

車両の点検や整備を行う際，オペレーターやサ

ービス員が高電圧部品を不用意に触り感電する可

能性が考えられる。PC30E-5 では，技能資格者以外

が容易に高電圧部位に触れられない車体構造とし

ている。 

まず，普通充電器や電装部品用コンバータ，高電

圧回路の切り替えを行う高電圧制御回路などケー

ブル以外の高電圧部品をパワーデリバリユニット

の中に集約した。そのパワーバッテリユニットを

含めバッテリ，インバータ，電動モータの高電圧コ

ンポーネントはそれぞれ筐体で構成され保護等級

を確保している。そして，これら高電圧コンポーネ

ントとそれらをつなぐケーブルを車体後方に完全

集約させ右前方の日常点検領域，左前方の油圧機

器整備領域と隔離し，車両の点検や整備時に高電

図-3 車体レイアウト図 

圧領域が露出しない構造としている。(図-3) 

また，高電圧領域周辺を保護する外装は，高電圧

回路を遮断するサービスプラグを取り外したのち

後方から順番にしか取り外せない構造となってい

る。サービスプラグのカバーは特殊工具が必要な

ボルトを採用していて，特殊工具は技能資格者の

み所有するよう管理し高電圧領域へのアクセスを

制限している。(図-4) 

(2) バッテリASS’Yの安全性

高電圧コンポーネントの中でバッテリは常に電

荷をもっている。50個のバッテリで構成されるバ

ッテリASS’Yは，回路上非活線になっている状態

でも組み立てや分解の際に些細なミスで感電する

恐れがある。PC30E-5では，バッテリASS’Yを4段

構成としており段間はコネクタ式のケーブルで接

続している。組立時や分解時などバッテリ単体へ

のアクセスが必要な際は，段間ケーブルを取り外

しより少ないバッテリ数のサブASS’Y単位で扱

える構造としている。(図-5) 

図-4 高電圧領域外装取外し手順 

図-5 バッテリ ASS’Y 構成 
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(3) 異常事態に対する安全性 

ミニショベルは狭い現場での使用が大半であり，

旋回や後進時に衝突する恐れがある。また，作業に

よってはバランスを崩し転倒する恐れもある。そ

れらの衝撃により高電圧部品が損傷したり，雨や

洗車，結露などで水が高電圧部し侵入し，漏電が発

生し感電する可能性がある。 

PC30E-5 では，高電圧領域の周囲は外装取付を

兼ねたパイププロテクタで囲まれており，高電圧

コンポーネントを衝撃から保護する構造としてい

る。 

高電圧回路においては，仮に漏電しても感電し

ない構造，かつ，すぐに漏電を検出できる構造とし

ている。イメージを図-6に示す。まず，高電圧回路

は車体アースと絶縁されている。この状態で高電

圧部品に触れても閉回路ができないため感電しな

い。また，高電圧回路の一部が漏電した場合でも車

体に触れるだけでは感電しない。この状態で高電

圧部に触れると閉回路ができ感電するが，前述し

た通りケーブル以外の高電圧部品はすべて筐体の

中に入っていて機械的に囲われているため，容易

に高電圧部には触れられない。筐体内に収めるこ

とができないケーブルはシールド構造とし，ケー

ブルが損傷しても保護される。 

 そして，高電圧回路には絶縁劣化センサを組み

込み，漏電を検知したらすぐに警告を発報するよ

うにしている。 

 

３．稼働時間と充電方法 

3.1 稼働時間 

電動化の課題二つ目に「稼働時間への懸念」があ

げられる。エンジンの給油とは異なりバッテリの

充電には時間がかかるためいつでも充電すること

はできない。また，ミニショベルは多くの業種で使

用されており稼働時間も作業負荷も様々である。

そこで 1 回の充電での稼働時間をどのくらいに設

定するかが車両としてとても重要となってくる。 

そこで我々はまず，弊社の建機に標準搭載して

いるKOMTRAXを用いてエンジン式PC30MR-3の 

 

 
図-6 高電圧回路保護の考え方 

稼働状況を調査し分析した。その結果，市場での

平均稼働時間は 2.5h となり，これを一般的な使わ

れ方で達成することを PC30E-5 の車体スペックと

して設定した。 

しかし，これだと約半数の現場しかカバーでき

ないため，稼働時間の延長策として現場で短時間

で充電できる急速充電を用意した。急速充電を利

用すれば高負荷・長時間といった特殊な用途を除

く約 70%の現場をカバーすることができる。 

代表的な稼働形態とバッテリ容量のイメージを

図-7 に示す。普通充電を基本とし，稼働時間が多

い現場では急速充電を行い運用する。 

3.2 充電方法 

(1) 普通充電 

 普通充電は，夜間などの車両休車時を利用し長

時間かけてバッテリを充電する方法である。バッ

テリ残量なし（容量 20%）から満充電（容量 100%）

まで 12 時間を目安としている。 

必要な電源は工事現場の仮設電源として設置可

能な単相 200V であり，EV 用の充電コネクタで電

源と車載されている普通充電器をつなぎ充電を行

う。 

(2) 急速充電 

 急速充電は，昼休みなどの休憩時間に短時間で

バッテリ容量を 80%まで回復させる充電方法であ

る。鉛電池の特性上，急速充電のような大電流では

容量 80%までしか回復させることができない。バ

ッテリ残量なし（容量 20%）からバッテリ容量 80%

まで 1.2 時間を目安としている。 

急速充電には CHAdeMO（注 1）方式を採用した。

EV で普及している方式であり，安全性が確保され

ている。必要な電源は現場の仮設電源として設置

可能な三相 200V であり，その電源に接続した外置 

 

 

図-7 稼働パターンとバッテリ容量イメージ 

 

 

図-8 急速充電 

三相200V

柱上トランス
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き急速充電器と車両をつなぎ充電を行う。 

EV 用の急速充電器はサービスエリアや商業施

設駐車場などに固定して設置してあることが大半

であるが，ミニショベルの稼働現場は日々移動す

るため固定式急速充電器では休憩時間での急速充

電に対応できない。そこでコマツでは車両ととも

に移動可能な可搬式急速充電器を準備した。電源

は三相 200V，かつ，20kW 以下のためキュービク

ルなどの高圧受電設備は必要なく，現場に仮設電

源があれば設置可能となっている。(図-8)

４．バッテリ劣化への対応 

 電動化の課題三つ目に「バッテリの劣化」があ

る。鉛電池は充放電を繰り返すと経年劣化により

容量が低下していき寿命を迎える。コマツでは定

格容量の 80%になった時点を寿命と定義している。

この経年劣化にはバッテリの使い方が大きく影響

する。誤った使い方を続けるとバッテリは早期に

劣化が進み寿命が短くなってしまう。 

 バッテリ劣化の原因で大きなものに「サルフェ

ーション」と「活性物質や格子の劣化」がある。

サルフェーションとは，充電不足（満充電状態で

ない）や過放電の繰り返しによりバッテリ内の極

板に硫酸鉛が蓄積される現象である。充電時，硫

酸鉛で覆われた部分は化学反応をおこせないため

バッテリ容量の低下につながる。

サルフェーションの対策として，バッテリ容量

100%を超えても余分に充電を続けバッテリ内の

液を攪拌させて硫酸鉛を極板から除去する押込充

電を行う必要がある。しかし，押込充電＝過充電

を頻繁に繰り返すと活物質や格子が劣化し，こち

らもバッテリ容量の低下につながる。従って，バ

ッテリ早期劣化への対処として車体の使われ方に

合わせた適切な充電コントロールが必要となる。 

 また，鉛バッテリは充電時に発熱するが，バッ

テリ温度が高い状態で大電流による充放電を行う

と活物質や格子の劣化が促進されバッテリ容量の

低下につながる。イージーメンテナンスバッテリ

はバッテリ温度 10℃上昇で寿命が約 15%低下す

る。そして，モジュールを構成する個々のバッテ

リ温度に差があるとバッテリ内部抵抗＝充電電流

や充電率に差が発生しバッテリ間での寿命の差に

つながる。従って，バッテリ温度の監視も重要と

なる。

バッテリの早期劣化を防ぐため，PC30E-5 では

常にバッテリ状態を監視している。バッテリ回路

に組み込まれているセンサ類から算出されるバッ

テリ残量，放電量，充電量，温度などのバッテリ

状態や，充電回数，充電時間などの充電状況を取

得・解析し，異常の検知や充電パターンのコント

ロールを行っている。

充電パターンの詳細を表-1 に示す。まず通常は

普通充電 4 回に対して均等充電＝押込充電 1 回の

充電パターンで運用する。当初はサルフェーショ

ン対策の押込充電を毎回実施していたが，このパ

ターンにすることで過充電も抑制でき毎回の押込

充電に対し 40%の寿命延長が可能となる。また，

急速充電や充電の中断が続き満充電にならない状

態が多く続くと充電不足で大量のサルフェーショ

ンが発生する。満充電しない充電が 12 回続いた場

合は，押込充電時間を延長したリフレッシュ充電

を 1 回強制的に行いサルフェーションを除去しバ

ッテリ状態を改善させる。このように充電パター

ンをコントロールすることによりバッテリ早期劣

化の防止を図っている。

また， PC30E-5 では KOMTRAX で発信させる

情報(車両稼働状況や位置情報)にこれらのバッテ

リ情報や充電情報を追加した。日々のバッテリ状

況を詳しく知ることができるとともに，販売店が

それらの情報を元にバッテリの使われ方を解析し，

バッテリを長持ちさせる運用方法をユーザーに提

供したりバッテリの寿命を予測したりすることが

できる。

表-1 充電パターン 

５．バッテリ駆動式ミニショベルのメリットと評

価 

バッテリ駆動式の主なメリットは、「ゼロエミッ

ション」，「車体排熱の低減」，「騒音の低減」であ

る。これらメリットの詳細と市場での評価を報告

する。

5.1 バッテリ駆動式のメリット

(1) ゼロエミッション

バッテリ駆動式にすることにより稼働時に車体

から発生する排気ガスがゼロになる。さらに，

PC30E-5 が車体稼働で消費する電力を発電所で発

電する際の CO2 排出量は 8.8kg/h であり，エンジ

ン式 PC30MR-5稼働時のCO2排出量 14.7kg/hに対

し 40%の低減となる。これらは「脱炭素社会」に

おける市場の環境ニーズの高まりにマッチしてい

る。

 また，稼働時の排気ガスゼロはミニショベルの

現場の作業環境改善にもつながる。車体の周囲は

用途 レスキュー 短時間

種類 普通充電 均等充電 リフレッシュ充電 急速充電

目的 毎日の充電
サルフェーション

除去

大量の

サルフェーション除去

短時間で

容量回復

内容 ↑
普通充電の

5回に1回

満充電しない充電が

12回続いたら1回

CHAdeMO

充電器で行う

交流電源
単相

200V
← ←

三相

200V

充電時間比 1.0 1.2 1.4 0.2

通常
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常にクリーンなため，地下工事や屋内工事で排気

ガスがこもったり車体直近での人手作業員に排ガ

スがかかることもなく，現場作業者への負担が軽

減される。

(2)車体排熱の低減

エンジン式での車体の一番の熱源はエンジンで

ある。ミニショベルは日本ではキャノピ仕様が主

流，かつ，車体が小さくレイアウト上エンジンの上

に運転席があるのでオペレーターは熱の影響を受

けやすい。バッテリ駆動式はそのエンジンがない

ため運転席や周囲への熱の影響が少なくなる。バ

ッテリ駆動式とエンジン式についてサーモグラフ

による発熱の比較を図-9 に示す。これは外気温

10℃で作業開始 30 分後の状況である。バッテリ駆

動式の方が熱の影響が少ないことは明確である。 

オペレーターの作業環境改善はもちろん，屋内

工事での室温上昇の抑制，樹木近辺での作業で問

題となる排熱による樹木の立ち枯れがなくそのた

めの保護を施さなくて良いなどのメリットもある。 

(3)騒音の低減

バッテリ駆動式はエンジンによる騒音がないの

でエンジン式よりも圧倒的に静かな作業環境とな

っている。 

まず，オペレーター耳元の騒音についてエンジ

ン式との比較を表-2 に示す。すべて Hi アイドルで

の測定結果である。ポンプリリーフ時は油圧機器

の音の寄与が大きいため騒音の差は 1.7dB と少な

いが，作業時の騒音は 4dB，アイドリング時では

6.3dB もの差があることがわかった。アイドリング

時の騒音の差は航空機の機内(エンジン式)とバス

の車内(バッテリ駆動式)ほどの差になる。この結果

より，オペレーターの作業環境を大幅に改善でき

ていることがわかる。

次に，車体の周囲騒音や周辺作業員耳元の騒音

についてエンジン式との比較を図-10 に示す。ここ

で周囲騒音は作業時，作業員耳元騒音は Hi アイド

ルでのアイドリング時の測定結果である。10m 離

れた場所での周囲騒音では 5dB の差，作業員耳元

騒音は最大で 13dB もの差があることがわかった。

ミニショベルの現場では周辺作業員が多く，作業

指示などオペレーターと口頭でコミュニケーショ

図-9 サーモグラフによる発熱の比較 

ンをとる機会が多くある。エンジン式では声が聞

こえづらく指示が通らない場合があるので大声を

出したり作業を中断し Lo アイドルに落とす必要

があったが，バッテリ駆動式は作業中でも口頭で

コミュニケーションが取れるので作業効率を改善

でき作業者の安全も確保できる。また，ミニショベ

ルの現場は都市部や住宅地での工事が多く近隣住

民から騒音の苦情がくることも多い。バッテリ駆

動式では周囲騒音も低減するので，静粛性が求め

られる住宅や学校，病院近くでの作業，夜間工事等

に最適である。

5.2 市場での評価

PC30E-5 は発売前にユーザーテストを実施した。

その評価を図-11 に示す。5 段階評価でエンジン式

を 3 点としそれに対してバッテリ駆動式を採点し

ていただいた。点数が高いほど良い評価である。

総評として，バッテリ駆動式のメリットであるゼ

ロエミッション，車体排熱の低減，騒音の低減は

現場の安全や作業効率に寄与し，現場や業務の改

善が可能となりユーザーの懸念事項を払拭する車

両になるという評価であり，特に騒音低減と車体

排熱低減について高評価であった。騒音低減につ

いては，オペレーターと周辺作業者のストレス払

拭や周辺作業者の安全確保，工事現場近隣住民か

らの苦情対策の点を評価していただいた。車体排

熱低減については，屋内工事での室内温度抑制や

運転席環境改善の点を評価していただいた。当初

想定していた通り，ミニショベルの現場において

バッテリ駆動式のニーズは大きく現場での問題解

決に大いに貢献できることがわかった。

 ただ，一方で課題もある。車体寸法・重量，稼

働時間，電源確保である。 

表-2 オペレーター耳元騒音比較 

図-10 周囲騒音と作業員耳元騒音比較 

コマツ

①PC30E-5

コマツ

②PC30MR-5
①ー②

ダイナミック騒音 dB(A) 72.7 76.7 △ 4.0

無負荷 dB(A) 69.2 75.5 △ 6.3

ポンプリリーフ時 dB(A) 75.2 76.9 △ 1.7

項目

10m離れた場所

10m離れた場所
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 車体寸法・重量については，後方超小旋回では

ない点とエンジン式 PC30MR-5に比べ重量が増加

している点に難色を示すユーザーが多かった。こ

れに対しては技術の進歩が著しい EV 用バッテリ

の採用などで車体寸法・重量の縮小化を図ってい

く。 

次に稼働時間について，昼休みなどの休憩時間

を利用しての急速充電は稼働時間延長に有効であ

り大半の現場では PC30E-5のスペックで問題なく

使用していただけた。しかし，バッテリ駆動式の

メリットを大いに生かせる屋内解体作業やプラン

トでの産廃作業においては稼働時間が長い傾向が

あり，普段エンジン式での稼働時間が 10h を超え

る現場もあった。このような現場では数回の急速

充電を行っても 1 台ではカバーできないため，ミ

ニショベル複数台をまわして稼働させ対応した。

バッテリ駆動式のメリットを生かせる現場で安心

して使用してもらうためにはさらなる稼働時間の

延長策が求められる。

最後に電源確保について，屋内やプラントでの

稼働では急速充電器用の電源確保が比較的容易で

あるが，土木，管工事，造園など日々現場を移動

する稼働においては申請や電気工事等が課題とな

り急速充電用仮設電源の設置が困難であった。稼

働時間延長のための急速充電だが電源が取れない

ことには意味がない。このような電源を確保でき

ない稼働現場においてどのように充電を実施する

かが今後の課題である。 

図-11 ユーザーテスト評価 

６．おわりに 

 PC30E-5 の開発により，ミニショベルならでは

のバッテリ駆動式のメリットを明確にすることが

できた。また，PC30E-5 はレンタルでの限定導入

であるが，バッテリ駆動式ミニショベルを普及さ

せるための課題も明確になった。今後は，今回培

った電動化技術をベースにこれら課題の解決を図

りより多くの現場で使用できる普及型モデルを開

発し，さらなる「脱炭素社会」実現への貢献に取

り組んでいく所存である。 

注 1：CHAdeMO は CHAdeMO 協議会の登録商標 
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Ⅱ 梗概集 





１．簡易遠隔操縦装置（ロボＱＳ）の高度化について 

九州地方整備局 九州技術事務所 

技術活用・人材育成課長  福川 雅章 

技術活用・人材育成課  ○岡島 朝治 

１．はじめに 

九州技術事務所では、災害現場において汎用タイプ

のバックホウ運転席に電動式アクチュエーター等の装

置を取付けることにより、バックホウの遠隔操縦が可

能となる簡易遠隔操縦装置（以下「ロボＱＳ」という）

を保有している。 

ロボＱＳは、法面崩壊など二次災害の恐れがあり有

人施工が困難な場所での応急復旧作業等での使用を想

定しているが、対応しているのは汎用バックホウの走

行操作とブーム、アーム、旋回を含めたバケット操作

であり、ブレーカーやつかみ機等のアタッチメントの

操作には対応していなかった。 

今回はロボＱＳの適用範囲拡大を図るため、あらた

にアタッチメント操作機能の追加を行った。併せて、

緊急性が必要とされる災害現場においてアタッチメン

トの操作も含めた遠隔操縦による作業効率を低下させ

ないための補助装置の開発をおこなった。 

２．アタッチメント駆動用装置の開発 

 アタッチメントの遠隔操作を可能とするには、走行

用レバーの左右にあるアタッチメント用フットペダル

を操作するための駆動用装置の開発が必要であった。 

駆動用装置の構造はフットペダルのつま先側先端を

把持する方式とし、そこにアクチュエーターを連結し、

シリンダを伸縮させることによりフットペダルを前後

に稼働させる機構とした。 

装置の固定には特殊な工具類を使用したり、加工、

穴開け、部品の取り外しなどの手間を要しないことを

念頭に検討した結果、バックホウ操縦席のフロントガ

ラスに吸盤を取り付け、アクチュエーターを連結させ

つかみ機 

ロボＱＳ 

●アタッチメントの種類 

ブレーカー 

●アタッチメント駆動用装置 

191



 

 

 

る方式とした。ペダルの厚さや運転席の形状にあわせ

て装置の連結部をある程度自由に調整できる構造とし、

幅広い機種への取付を可能とした。 

 

３．遠隔操縦の作業効率向上のための装置開発 

予てより課題となっていた、搭乗操縦との違いによ

る遠隔操縦時の作業効率の低下をできるだけ抑制する

ことを目的に、遠隔操縦者へ視覚・音声情報を補足す

るためのカメラ・音声装置や、実際の操縦席を模した

操縦席型操作器を試作した。 

カメラ装置は、走行、掘削、つかみ、破砕の作業別

に検討を行い、以下に示す４視点のカメラによる映像

取得が効果的であると考え、これらのカメラが設置可

能な架台を製作した。オペレーターの好みにより作業

視野をある程度自由に変更できるよう、カメラの位置

を調整することが可能な構造とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

音声装置は状況把握の補助として、重機の作業音を

リアルタイムに取得することができるよう、重機側に

集音マイクを、遠隔操縦者側にスピーカーを設置した。

また、その間にグラフィックイコライザーを介し、発

生音源（周波数）別に音量調整することで不要な騒音

（エンジン音等）を除去できるようにした。 

 

 

 

 

操縦席型操作器は、いわば実際の操縦席を模した遠

隔操縦用リモコンといったものであり、実機搭乗時と

同じ感覚で遠隔操作できる装置として試作した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これらの試作機を用いて実際にバックホウの遠隔操

縦を行い、オペレーターへヒアリングしたところ、い

ずれも有効であるとの意見が多かった。 
 

４．おわりに 

遠隔操縦の作業効率向上の検討に関し、カメラ搭載

ドローンを用いた自由な視点を確保する方法も検討し、

重機の真横からの視点が特に有効であることが判明し

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

しかし、実際の災害復旧現場へのドローンの導入は

敷居が高いため、今後はドローン以外の方法で自由な

視点を確保し、バックホウの遠隔操縦を補佐すること

ができる装置について検討を予定している。 

●４視点カメラの設置位置とその映像 

●音声装置の構成 

●ドローンによる重機の真横からの視点 
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２．緊急車両等を通行させることのできる排水ホースの検討について 

 

国土交通省中国地方整備局中国技術事務所  田村 秀之 

国土交通省中国地方整備局中国技術事務所 ○山川  史 

 

 

１．はじめに 

近年の集中豪雨による大規模な自然災害の増加に伴

い排水ポンプ車による排水活動が増加している。     

一般的な排水活動では、河川堤防などの天端道路を

利用して排水ポンプ車と排水ホースを設置するため、

作業中は緊急車両等の通行が遮断される。 

そのため、緊急車両等が通行する際に市販のホース

ブリッジがない場合は、その都度、車両が通行可能な

程度まで排水量を減らし、排水ホースの膨らみを抑え

ることで排水ホースの上を通行させている。 

排水活動を止めることなく緊急車両等を通行させる

ことができる対策として、導入が行われている市販の

ホースブリッジは、運搬や設置に係る労力が大きく、

中長期間の設置には向いている一方、短期間で排水活

動を終えて別の場所へ移動するケースもあるため、運

搬や設置が容易にできる排水ホースの開発が必要であ

った。 

 

２．試作排水ホースの仕様・検討 

排水ポンプ車による排水は、水中ポンプの設置場所

から排水箇所までの延長に応じて必要となる排水ホー

スを接続金具で接続し排水している。 

試作排水ホースの基本形状は、この特徴を利用し、

接続金具で排水ホースと試作ホースが接続可能な形状

とすることとした。      

また、車両の通行に支障がない構造とすること等を

考慮し、排水時の試作排水ホース高さ90mm（車両の保

安基準）、幅1,900mm以下（普通自動車車のホイールベ

ース）、重量30kg以下（人力運搬）を満たすことを条

件とし、長さ、幅、材料厚さ等、形状の異なる試作ホ

ースを製作し現地試験を行った。 

現地試験は、排水ポンプ車(30m3/min、水中ポンプ

7.5m3/min×４台)の水中ポンプ１台に接続した排水

ホースと試作排水ホースを接続し、排水状態で試作排

水ホースの上を軽自動車、乗用車、中型貨物車、大型

貨物車を通過させ、排水状況や試作排水ホースの変状

などの確認を行った。試験状況を写真１に示す。 

写真１ 現地試験状況 

現地試験の結果、走行状態に影響なく排水できる試

作排水ホースの高さ、幅、長さ、材料厚さの仕様が確

認できた。 

また、排水作業をしながら大型貨物車による連続走

行試験を行った結果、500 回以上の走行が可能である

ことが確認できた。これは１日（8時間）当り62台に

相当する。試作排水ホースは安価なため消耗品的であ

り、また軽量なため実運用が可能であると考えている。 

 

３．おわりに 

 排水活動を止めることなく緊急車両等を通行させる

ことができる排水ホースの検討を行ったが、市販のホ

ースブリッジに比べ軽量で且つ、設置は排水ホースと

接続するだけの簡易作業のため、準備作業等の作業性

も改善され、短期間の使用では、排水作業に対する耐

久性も確認できた。 

 今後は、排水ポンプ車の携行品として配備を進める

とともに、必要に応じて改善に努めたい。 

試作排水ホース 
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３．排水ポンプ車状態監視システム（ＤＳシステム）の紹介 

－作業員の安全を確保した排水作業の継続に向けて－ 

国土交通省中部地方整備局 中部技術事務所 防災・技術課長    林   学 

国土交通省中部地方整備局 中部技術事務所 防災・技術課専門職 ○福万 敏行 

１． はじめに

 南海トラフ巨大地震の被害想定では、海抜０ｍ地帯

を抱える濃尾平野は、津波により広範囲に浸水するた

め、多数の排水ポンプ車による長期に渡る排水作業が

必要となる。東日本大震災の津波（写真－１）による

浸水被害においても、最大120台の排水ポンプ車が排

水作業を実施したが、余震による津波発生が危惧され

る状況下で、作業員の安全確保が課題となった。

その対策として、排水ポンプ車の稼働状況を遠隔監視

することで、安全で効率的な排水作業の継続を可能と

する「排水ポンプ車状態監視システム（以下「ＤＳシ

ステム※」と言う。）」を開発した。

※Drainage  pump  truck（排水ポンプ車）

Statemonitoring（状態監視）システム 

以下に、ＤＳシステムについて、開発の目的やシステ

ムの概要、改良検討について紹介する。

２． システム開発の目的

東日本大震災における緊急排水作業(写真－２)は、 

24時間体制で行われ、作業員は現場で排水状況の監視

に当たっていたが、多くの余震によりしばしば作業が

中断され、排水作業の継続や二次災害への懸念などの

課題が指摘されていた。それらの課題を解決するため

に、排水ポンプ車の稼働状況を遠隔監視することで、

ゴミ詰まりや給油等の必要な時だけ現場で作業を行い、

二次災害に被災するリスクを少なく出来る。また、多

数の車両を一括して監視することで、全体の排水状況

を把握し、効率的な配置や運用が可能となる。

このような目的から、広範囲な湛水エリアで多数の排

水ポンプ車を効率的に稼働させて、排水作業を継続す

ると共に作業員の安全性向上を図るためにＤＳシステ

ムの開発を行った。

３． システムの概要

 ＤＳシステムは、排水ポンプ車の稼働状況をＷＥＢ

上で情報端末機器から遠隔監視できるシステムで、そ

の構成は車載の通報装置、ＷＥＢサーバ及び情報端末

機器からなっている。通報装置は、排水ポンプ車の状

態信号（車両及び排水ポンプ等の稼働状態や故障信号

他）を取得・集約し、ＷＥＢサーバとの間でデータ通

信を行う装置である。通信方法は、大規模災害を想定

しているため、衛星回線を基本としているが、安価な

携帯電話回線も選択可能である。ＷＥＢサーバは、受

け取った排水ポンプ車の状態信号を蓄積・整理し、Ｗ

ＥＢ上に配信する機器である。情報端末機器はパソコ

ン、スマートフォンなどのＷＥＢ上に配信された情報

を閲覧する機器のことで、全国の排水ポンプ車全てを

写真－１ 津波襲来状況１） 

写真－２ 夜間排水状況 
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一括で監視することが可能である。 

 ＤＳシステムで監視できる内容は、車両位置情報、 

排水ポンプ車稼働状態、故障等の不具合内容、運転及

び故障の履歴などであり、地図表示画面、車両稼働監

視画面、日報等の履歴画面から確認出来る。 

(1) 排水ポンプ車の位置情報 

 車両の位置は、国土交通省で運用している「車両位

置情報共有化システム」を利用し、画面の地図上に車 

両アイコンで表示している。そのアイコンを「排水中 

・発電機ON・移動中など」の作業条件により色分け

して表示することで、広範囲に配置した多数の排水ポ

ンプ車の稼働状況を一目で把握することが可能である 

。地図表示画面の一部を図－１に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、地図上の車両アイコン等をクリックすると、

各排水ポンプ車個別の車両稼働監視画面へ移動する。 

(2) リアルタイムな運転情報 

 車両稼働監視画面では、選択した車両のエンジン・ 

発電機・各排水ポンプの運転・停止及びポンプ回転数 

、電流値等の計測値データをリアルタイムに表示して

いる。車両稼働監視画面の一部を図－２に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、故障発生時には故障内容の表示とともに、登録 

したメールアドレスに通知される。そのほかに、排水

中の燃料切れ対策として、残りの燃料が一定量を下回

った時、排水可能時間がカウントダウン形式で表示さ

れ、故障と同様にメールでも通知される。 

 なお、表示された情報は、ＷＥＢサーバに蓄積され 

、運転時間・回数・排水量などの帳票、運転及び故障

履歴を画面表示及びデータ出力できる。 

(3) 異常診断機能と遠隔停止機能 

 遠隔監視では、ゴミ詰まりやホースのねじれ等の排

水状況の変化は、故障が通知されるまで分からず、故

障を把握してもすぐにポンプを停止することもできな

い。そのため、ポンプの破損に至るような重大な事態

により排水作業を継続できない事が懸念される。それ

らの課題に対して、ＤＳシステムにはポンプが故障す

る前の異常を把握するための異常診断機能とその診断

を受けてポンプの破損を防ぐため、遠隔で停止操作を

行う遠隔停止機能を有している。 

 

４．ＤＳシステムの改良検討 

 現在、大規模災害発生時に派遣するポンプ車ごとに

災害属性を付与することで、対象地域の作業ごとに災

害属性を利用したグルーピングができるようにＤＳシ

ステムの改良検討を進めている。このことにより、複

数の災害管理が可能になり、災害名称としての運転・

稼働といった履歴の管理も可能となる。 

 また、ＤＳシステムのセキュリティー対策としてＵ

ＲＬの暗号化作業を行った。 

 

４． まとめ 

 現在、ＤＳシステムは国土交通省が所有する多数の

排水ポンプ車に設置されており、過年度の浸水被害で

の実排水におけるシステムの機能検証を行い、所定の

性能（位置情報、運転・停止等稼働状態、日報等）を

遠隔から把握することができた。また、事務所から遠

隔監視を行い、ＤＳシステムの有効性を確認した。 

 今後も作業員の安全性確保に向けてＤＳシステムの

更なる利便性や機能の向上をめざしていく予定であ

る。 

 

参考文献 

1)東日本大震災に関する写真は、東北地整HP「震災

伝承館」より引用 

排水ポンプ車の位置をアイコンで表示 

図－１ 地図表示画面（一部） 

図－２ 車両稼働監視画面（一部） 
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４．お手持ちのUAVで手軽に空中写真測量。SfMのクラウドサービス 

-「Solution Linkage Point Cloud」 を使った現況管理- 

日立建機株式会社   ○ 田中 一博 

 

 

はじめに 

日立建機は、建設現場で利用者が自社保有している

UAV（ドローン）で現場の空中写真を撮影すれば、クラ

ウド上で点群データを作成できる「Solution Linkage 

Point Cloud」（以下、SL-PC）を開発した。 

ICT 施工では、現場の点群データを使って施工土量

を計算し、施工状況を管理することが増えている。一

方で測量会社などにデータ作成を外注するとコストが

高く、納品までの時間がかかるなどの課題がある。 

このサービスは、専用の自動認識対空標識とUAV付

属の自動撮影ソフトを使って空中写真を撮影しアップ

ロードすれば、点群データを生成してユーザーがダウ

ンロードする。作成したファイルを市販の点群処理ソ

フトで開けば、現場の体積計測や距離計測が可能。約

5ha までの現場を点群化でき、利用料は月額制で5 万

5000円（税込み）としている。 

図1 Solution Linkage Point Cloudの概要 

 

サービスの利点 

一般的に UAV による写真測量を行う場合、写真から

SfM(Structure from Motion)で点群を作成する専用の

「点群生成ソフトウエア」と、高性能なパソコン（PC）

が必要となる。そのため、導入する際に高価な初期投

資が必要なほか、測量に関する基礎知識、点群生成ソ

フトウエアの操作知識が求められている。 

一方でSL-PCは、クラウド上で点群生成ソフトウエア

処理を行うため、利用者がSfMを自身で購入する必要

がなく、高性能なパソコンも不要となる。また、専用

の自動認識対空標識を利用すれば、SL-PC内で標定点・

検証点を自動判別して写真と紐づけるため、時間のか

かる標定点調整作業を省略できる。 

さらに、インターネットに接続された汎用パソコンで

作業ができるため、現場作業所のパソコンで点群生成

作業が可能になる。 

現場の3次元点群データは、最適な施工計画の立案

や、日々の施工進捗の記録・管理に活用できる。また

土木工事だけでなく、採石現場、ストックヤード、産

業廃棄物処分場の在庫管理や受け入れ容量の管理、災

害現場の現状把握などにも利用用途が期待できる。 

図2 土工だけでなく採石場など他業種でも利用可能 

 

サービスの詳細 

UAV を用いた空中写真測量の流れは、①定められた

ラップ率などを充足するUAVの飛行計画立案②対空標

識の設置と座標計測③UAV の飛行と撮影④SfM による

点群生成⑤点群ファイルの出力⑥点群データによる体

積計測などで構成される。SL-PC は、このステップの
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うち、④と⑤の部分のみを行う。 

実際に利用者がサービスを使って写真測量する場合、

①市販のUAVメーカーが提供している飛行計画アプリ

で、計測範囲の飛行プランを作成②自動認識対空標識

を適切に配置して、中心座標をトータルステーション

等の光波、GNSSローバーを使って計測、表形式（CSV）

で保存③UAV を自動航行させて写真を撮影④ブラウザ

を使ってSL-PCに、撮影写真と標定点座標をアップロ

ード⑤ブラウザを使って解析済みファイルをダウンロ

ード⑥点群処理ソフトで解析という流れとなる。 

なお、対空標識の座標計測は、日立建機がすでに提

供している、スマートフォンによる土量計測サービス

「Solution Linkage Survey Advanced版」を併用するこ

とで、GNSS（Global Navigation Satellite System／

全球測位衛星システム）情報から検証点や標定点の平

面直角座標取得（公共座標）が可能となる。これによ

り、トータルステーション、GNSSローバーなどの測量

機器がなくても計測できる。 

 

図3 サービスの範囲 

 

 

図4 サービスの画面イメージ 

 

図 5 サービスで生成した点群（市販の点群処理ソフ

トで表示した） 

 

おわりに 

最近では、現場や会社でUAVは保有しているが、実際

に使うのは現場の空撮写真を撮影しているだけ、とい

うケースが多い。一方で、20万円クラスのUAVでも画

素数が多く、地上画素寸法を指定して撮影・飛行ルー

トを設定できる機種が多く市販されている。 

SL-PCは、標定点や検証点などの座標計測ができれば、

高価なSfMソフト・PCを購入せずとも、ブラウザを経

由したクラウド契約のみで、現況点群を作成できるサ

ービスとして開発した。 

現時点でSL-PC が出力する点群は、SfM 解析時間を短

くするために、ICT 土工の起工測量や出来形計測に利

用できる密度で出力していない。想定している用途は、

現場内の仮置き土やヤードなどの仮設計画を立てるな

ど、現場全体の現況を手軽に把握するためのツールと

しての利用である。 

これから3次元計測やICT施工に取り組むような利用

者に、安価に取り組めて、点群や3次元データへの取

り組みのハードルを下げるようなツールとして利用し

てもらえることを期待する。 

 

<参考文献>国土交通省 HP：総合政策>建設施工・建設

機械>ＩＣＴの全面的な活用  

https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/constplan/sos

ei_constplan_tk_000031.html 
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５．建設現場の非接触・リモート化を実現する「遠隔協議」および「遠隔臨場」 

～データ共有クラウドサービス「CIMPHONY Plus」による施工データ一元管理～ 

福井コンピュータ株式会社 マーケティング推進課  深山 あい子 

池場 謙次 

〇谷澤 亮也 

■はじめに 

本論文では、クラウドを使用した「遠隔協議」およ

び「遠隔臨場」について紹介する。これらの技術によ

り、現地調査や施工協議、出来形検査等における移動

時間および移動費用の削減が可能になり、生産性の向

上に繋がる。また、これらの技術は非接触で行われる

ため新型コロナウイルス等の感染症対策にも有効で

ある。 

これらの２つの技術はテータ共有クラウドサービス

CIMPHONY Plus（シムフォニー プラス、NETIS 登録番

号 KK-210003-A）を使用して行われる。施工に関わる

データをクラウド上で一元的に管理することで、関係

者間でのデータ共有をスムーズにする。 

 

■技術の概要①：遠隔協議 

 遠隔協議では、VR（バーチャルリアリティ）空間に

複数人が遠隔地から参加し打ち合わせを行う。 

 

図1 - 遠隔協議のイメージ 

VRデータは、点群データをもとに作成され、現地状

況を正確に再現する。また、点群データ上に3Dモデル

を配置することで、完成後や施工中の様子を可視化す

ることができる。 

VR空間内では、施工協議を円滑に進めるための「距

離や面積、座標の計測」、「写真撮影」、「施工機械のア

ニメーション」などを実施することができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2 - VR空間内の各種機能 

遠隔協議の開催手順は次の通りである。まず主催者

がローカルPCでVRデータを作成する。次にVRデータ

をCIMPHONY Plusにアップロードする。協議の参加者

は遠隔地からこのクラウドにアクセスすることで VR

空間に参加することができる。 

 

 

 

 

 

 

 

図3 - 遠隔協議のデータフロー 

 

■技術の概要②：遠隔臨場 

従来は、受発注者が施工現場に集合して検査を行う

必要があったが、遠隔臨場により発注者は事務所にい

ながらリモートで出来形検査を実施できる。 

国土交通省は、「インフラ分野の DX」に向けた方策

の１つとしてこの遠隔臨場を積極的に推進しており、

「建設現場の遠隔臨場に関する試行要領（案）R3.3」

などの基準要領を策定している。 

以下に遠隔臨場のワークフローを示す。なお、開催

点群で現地を正確に再現 

施⼯機械のアニメーション 

データ提供：⽯⿊建設株式会社様 
データ提供：中野⼟建株式会社 
現場名：平成29年度 防災・安全交付⾦（通常砂防）⼯事 

5,058 
距離や座標の計測 

VR 内で写真撮影 

VR 用データ作成 データを 
クラウド 
にアップ 

ローカルアプリケーション 

データ管理クラウド 

クラウドシステム 

各拠点から 
データにアクセス 

（最⼤16 箇所） 

遠隔地A 
遠隔地B 
遠隔地C 
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者は事前に出来形ヒートマップをCIMPHONY Plusにア

ップロードする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4 - 遠隔検査の流れ 

遠隔臨場中、事務所側のCIMPHONY Plus上で作業員

の位置がリアルタイムに表示される。任意の映像配信

システムを組み合わせることで現地の作業の様子を映

像で確認することもできる。 

 

 

 

 

 

 

図5 - 事務所（発注者側）の画面 

また、施工現場では、Android 端末上で動作するア

プリケーション FIELD-TERRACE（フィールドテラス、

NETIS登録番号KK-200057-A ）をTSやGNSSに接続し

計測を行う。事務所がブラウザ上で計測指示を出すと、

アプリが検査点への誘導を開始する。 

 

  

 

 

 

 

 

 

図6 - 施工現場のアプリ画面 

■データ共有クラウドサービスCIMPHONY Plus 

「遠隔協議」、「遠隔臨場」の２つの技術はともに

CIMPHOHNY Plus を使用して行われる。CIMPHONY Plus

は、施工に関わる各種データを一元管理するクラウド

サービスである。（データ例：点群、3D モデル、座標

値、写真、動画、360°写真、360°動画、書類、図面、

VRデータ、出来形ヒートマップ等） 

CIMPHONY Plusの最大の特徴はデータを“位置情報”

と“時間軸”で管理することである。つまり、データ

を4D管理する点である。 

これにより関係者間でのデータの共有がスムーズに

なるだけではなく、データの作成日および取得位置が

明確になる。建設現場でよく起きる「どこの写真？」、

「いつの点群データ？」、「最新版の資料はどれ？」と

いった悩みを解決することができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図7 - CIMPHONY Plusの概要 

■おわりに 

遠隔協議・遠隔臨場は建設現場の非接触・リモート

化を実現し、生産性の向上、感染症対策に繋がる。こ

れらの技術は、クラウドサービスCIMPHONY Plusによ

り実現されている。 

遠隔協議・遠隔臨場の実施には、VR機材等のハード

面の設備や 3D モデル作成などのハードルが依然とし

て残るが、これら２つの技術が建設業の効率化にとっ

て有効であることは間違いない。 

今後も現場での施行を重ね、改善・改良を行い、少

しでも現場の皆様にとって、取り組みやすい技術にし

ていけるように努めていきたい。 

<参考文献>建設現場の遠隔臨場に関する試行要領（案）、 

国土交通省 大臣官房技術調査課、令和 3 年 3 月、 

https://www.mlit.go.jp/tec/content/001397221.pdf 

手順①：発注者が事務所から出来形ヒートマップ上で計測箇所を指示 

手順③：発注者がリアルタイムに計測結果を確認 

手順②：受注者が現場計測アプリで計測箇所を確認・計測 

事務所から検査指示が 
送られると誘導を開始 

事務所が検査を合格と 
すると、お知らせが届く 

現在のミラー位置を見える化 
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６．地盤改良工法の自動打設システムの開発 

GeoPilot®-AutoPile(ジオパイロット・オートパイル) 

株式会社不動テトラ  ○伊藤 竹史 

 株式会社不動テトラ   廣畑 憲史 

株式会社不動テトラ  今給黎 健一 

 

１．GeoPilot®-AutoPileの概要 

「GeoPilot®-AutoPile」は新たに開発した地盤改良工

法の自動打設システムである。従来、オペレータが管

理計器を見ながら行っていた打設操作を、コントロー

ルユニットが施工機を制御して自動で行う。スラリー

プラントと施工機本体は無線で交信でき、オペレータ

が操縦席に座りながらプラントの状況を把握できる。

本技術は深層混合処理工法の CI-CMC 工法に適用し

たものであり、今後対応可能な工法を拡大していく。 

 

図-1「GeoPilot�-AutoPile」構成図 
２．システムの構成 

 自動打設システム「GeoPilot®-AutoPile」の構成を

図-1に示す。地盤改良機（CI-CMC機）本体には、オ

ペレーションモニター／コントロールユニット／通信

アンテナが搭載される。オペレーションモニターのメ

イン画面は図-2の通りであり、オペレータが本体やス

ラリープラントの状況を確認できるようになっている。

コントロールユニットは本システムの頭脳に当たる部

分であり、各種センサーから送られてくるデジタル信

号を判断して、施工機とプラントの制御を行う。 

スラリープラントにはリモートユニットが取り付けら

れ、コントロールユニットから無線で送られる指示に

応じて、セメントスラリーの作液やスラリーポンプ流

量の調整などを行う。 

 

図-2 オペレーションモニター 
３．GeoPilot®-AutoPileの特長 

① 生産性向上、働き方改革への貢献 
従来オペレータが行っていた操作が、コントロール

ユニットからの制御に置き換わることで、オペレータ

の作業負担を軽減でき、安定した施工能率を提供する。 
② 働き手の確保 
従来、施工ができる

までに3年程度かかっ

ていたオペレータの

習熟期間を約 3 分の1
に短縮できる。これに

より若手オペレータ

の活躍が期待できる。 
③ 確実な品質の提供 
土層毎のスラリー添加量の切り替えや撹拌軸の昇

降速度の管理が自動となり、施工誤差やオペレータの

熟練度による品質の差異が少なくなる。 
④ 安全性の向上 
本体に取り付けた各種センサーからのデジタル情

報により、施工機の状態を監視し続ける。必要に応じ

てオペレータへ注意喚起を図ることと、コントロール

ユニットからの適切な制御を行うことで安全性が向

上する。 

図-3 操作の簡素化・

習熟期間の短縮 
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７．油圧アタッチメントの交換容易化による 

解体現場の安全性・環境性・生産性の向上 

株式会社小松製作所  〇山本 宏 

 

 

 

１.はじめに 

解体現場の安全・環境課題解決と生産性の向上を目

的として、コマツは新たに油圧オートカプラを市場導

入し、油圧ショベルの先端アタッチメント交換作業の

容易化に取り組んでいる。現場で作業者がアタッチメ

ントに触れず、作動油をまき散らさずに交換ができる

新技術、油圧オートカプラの特長を説明する。 

 
２.油圧アタッチメントの交換作業の実情と課題 

 カプラを使用せずに油圧ショベルに直接取り付ける

場合、交換は油圧ショベルのバケット取付ピンの着脱

を大ハンマー打撃で行い、油圧ホースの着脱も工具を

使用し手作業で行っている。オペレータ１名と作業員

２名の共同作業で行う交換作業時間は約60分を要す。

取付ピン等重量物の取扱や大ハンマー使用時の安全性

向上、また油圧ホースの着脱前に圧抜きが必要で、油

圧ホース内に残った高温・高圧の作動油を現場に撒き

散らすことが環境配慮の課題でもある。 

３.油圧オートカプラによる課題解決 

 １）生産性向上 

  ①交換時間６０分 → １分 

  ②作業人数 ３名 → １名（オペレータのみ） 

   オペレータキャビン内でカプラ操作スイッチ 

作業機レバーで操作出来る。 

 ２）安全性向上と環境性対応 

  ①アタッチメントに触れずにピン交換可能 

  ②ホース着脱作業不要 → 作動油散布無し。 

 ３）油圧オートカプラの特長 

  ①作動油流体効率 

   圧力損失と作動油温上昇を抑えた内臓油圧バル 

ブにより、油圧アタッチメント及び油圧ショベ 

ルの効率・性能も維持している。 

  ②安全装置は国際標準化機構ISO13031に準拠 

・常時油圧によりロック維持 

・油圧が切れても内蔵チェック弁でロック維持 

・オペレータキャビン内よりロック目視可能 

・ロック維持用の手動によるピン装着不要 

 

４.まとめ 

油圧オートカプラは、様々な解体現場で油圧アタッ

チメント交換時の安全性向上、環境配慮、生産性向上

を可能にする技術であり、大幅な交換容易化が図れる。

これにより、現場改善を支援しＥＳＧ（環境・社会・

ガバナンス）に関連する諸課題解決に貢献できる新た

なソリューションである。 
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８．AI人物検知・距離検知・クラウド録画に対応した 重機から作業員を守る 

安全システム「ドボレコJK」 

カメラによる人・距離検知 

西尾レントオール㈱ 〇荻野 裕昭 

 

 

・はじめに 

近年、様々な安全対策機器が登場しておりますが、

より精度の高い安全対策を講じようとすれば、各機能

ごとに別々の機器が必要となり、機器の設置場所や電

源の確保、配線の取り回しなどの苦労も多く、費用的

にも高価となる点が課題でした。 

 

・装置 

重機取付型セーフティカメラシステム「【ドボレコ

JK】SX-DB200」（以下、本機器）は、監視カメラ、ドラ

イブレコーダー、接触防止センサの３つの機能を１つ

にまとめた安全対策機器です。２台の後方設置カメラ

により重機後方と側面を広範囲に死角をカバーし、AI

人物検知にて人との接近をオペレーターに警告し、映

像はクラウドにより遠隔からのリアルタイムモニタリ

ングや録画映像の確認が可能です。本機器は主要な３

つの機能がオールインワンで搭載され、安価で管理し

やすい機器となります。安全性向上、生産性向上へお

役立ていただける新しい安全対策機器として、機能の

詳細および特長について発表いたします。 

図Ⓐドボレコカメラ部設置図 

      図Ⓑオペ室モニター画面 

       図Ⓒ検知エリアイメージ図 

・機能・特徴 

① 予め設定した危険範囲内での人物検知時にアラー

ト通知機能です。 

② カメラの設置高さが地表から 2ｍ以上が確保でき

る様々な重機に取付可能です。 

③ 検知エリアは２段階の設定が可能です。 

④ 作業員にタグの携行が不要で人物のみ検知しアラ

ート出すことが可能です。 

⑤ アラートを検知すると機械の緊急停止をさせる事

も可能です。 
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９．カーテンウォールをより安全により早く取付できる専用機の研究 

カーテンウォーカーEV 

株式会社レンタルのニッケン   研 次郎 

○湯島 一郎 

                                                                                     

 

 

カーテンウォール取付の現状 

従来のカーテンウォールの取付作業は、図1の上部

のようにクレーンで吊って取付フロアへ降ろすため 3

フロアの養生を撤去して取付作業を行っている。また、

運搬作業でたて積みされたカーテンウォールをクレー

ン楊重時に平置きする作業が発生しており、生産向上

に向けてカーテンウォールの平置きを無くす、施工フ

ロアを1フロアないし2フロアにすることを目指した。 

 

カーテンウォーカーEV概要 

 カーテンウォーカーEVは本体（カーテンウォーカー

E）と、本体に吊り下げられた吸盤治具（カーテンウォ

ーカーV）からなる取付マシンである。吸盤治具によっ

て外装材を専用パレットにたて積みされた状態から直

接荷取り、そのまま取付作業を行うことができるため、

材料を平置きする作業が不要となる。また、従来のよ

うにクレーンを使用する必要がないため、作業時間の

制約を少なく出来るとともに、施工フロアが減り取付

作業時の外周養生ネットの撤去範囲を限定することが

でき、作業効率および安全性の向上をはかることが可

能となった。 

図1 

 

図2 

 

今後「カーテンウォーカーEV」は様々なカーテンウォ

ール取付作業において活用が期待されているため、機

械台数の増産及び改良改善を引き続き行っていく。 
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10．高高度隊列飛行 3次元空間情報収集ドローン型 

ロボットを使用した施工現場の環境測定

株式会社カナモト 〇勝部 義之 

株式会社 e ロボティクス 皆川 好則 

株式会社カナモト 植木 良 

１．はじめに 

2012 年度の再生可能エネルギー特別措置法の施

行以降、政府主導による再生可能エネルギーの 

導入が急激に拡大し、その時流に乗り設備設置工

事も盛んにおこなわれております。また、脱炭素

社会の構築が急務となり、工事件数拡大の後押し

をしています。その中で、風力発電が世界でも急

速に導入が進んでおり、風況の安定性や陸上の設

置適地の減少から洋上風力発電が注目されてい

ます。しかし、風力発電事業の検討には、採算性

や事業リスク等を事前評価する必要があり、風車

の設計や設置計画の作成には、正確な風況調査

（平均風速・風速頻度分布・風向出現率・乱流強

度）が非常に重要で、中でも平均風速は風況の最

重要項目であり、事業採算性の把握に大きな影響

を及ぼすため、特に正確な把握が必要とされてい

ます。そこで、今回開発した高高度隊列飛行 3 次

元空間情報収集ドローン型ロボットを使用した

気象観測を御紹介します。 

２．気象観測 

 洋上における従来の気象観測は、水深 30m 以浅

の比較的浅い海域では、着床式風況観測棟を設置

し観測が行われている。また、水深の深い海域に

おいては、NEDO を中心に浮体式洋上風況観測シ

ステムの開発が進んでいる。また、風況観測は 24

時間連続で観測することが基本とされており、あ

る程度の期間を連続観測することにより、その地

点においての気象・風況の傾向を確認することが

できる。ただし、着床式・浮体式にしても常時定

点に設置することにより、そのコストから密度濃

く設置することはかなわず、付近に変化にとんだ

地形がある場合には、その予測が難しくなってく

る。また、水平 2-2000km の空域をメソスケール

と呼び、急速に発達する低気圧や台風、集中豪雨

や局地的大雨、竜巻やダウンバーストを引きおこ

す積乱雲、といった激しい現象が含まれている空

域がある。観測棟より上空のそのエリアの気象観

測は、人工衛星やＧＰＳゾンデ・飛行機等で収集

されているが、ＧＰＳゾンデは観測位置を制御で

きず、またほぼ使い捨てである。人工衛星は、衛

星軌道上より広域を観測するために、最低分解能

が低く（1㎢）、小範囲への絞込みが難しい。この

ように、気象・風況観測にはいくつもの方法があ

り（図―１）、各観測方法にて取得したデータを

組み合わせることにより、目的の地点の状況を予

測することは不可能ではない。しかし同時観測が

難しいために、傾向を掴むためにはより多くのデ

ータを集めなければならない。一定の範囲を同時

に観測することにより、特定エリアの気象・風況

の詳細な状況がつかめるようになる。 

図―１ 気象観測の種類 
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３．大型産業用ドローンによる気象観測 

大型産業用ドローンに気象センサーなどを搭

載して、その行動をプログラムし、目的の地点

にて滞空し気象・風況観測をおこなう。またド

ローンには、風速 20m/s に耐え、高度 2000m ま

で飛行できる「ALTA-X」を使用する。（写真-1）

この「ALTA-X」にウェザーステーションを搭載

し、風向・風速・気温・湿度・気圧を計測記録

する。センサーは 80 ㎝以上機体上空に離して設

置。ドローン本体のプロペラの気流の影響の及

ぼさない位置に設置する。また観測時に、気

象・風況データとともに、ドローン自体の姿

勢・位置データを取得し、風況観測データの精

度向上の判断材料としている。場合によって

は、姿勢のズレ（傾きやドリフト等）などへの

補正に使用する。また、地上での常時モニタリ

ングが出来、機体や観測データを地上にて確認

することができる。現在その姿勢や本体の挙動

からくる、実況との誤差及び補正の精度向上を

進めている段階である。 

写真-1「ALTA-X」ウェザーステーション搭載機 

４．高高度隊列飛行による三次元空間情報収集 

ドローンを使用した気象観測をさらに発展さ

せて、複数台による同時飛行を一括して飛行管

理する「カイトシステム」を開発した。これは

飛行空域ならびにルート設定及び観測行動を事

前に決め、隊列を組むドローン型ロボット（写

真-2）（最大 27 機）が安全かつ確実に航行・管

理し、安全に帰還できる飛行制御システム。ド

ローン型ロボットは、500m ～1000m の等間隔で

隊列を組みながら飛行します。各機に前述の気

象観測機器を搭載。さらに必要に応じて粉塵・

電磁波・放射線・ガス等の測定機器も積載でき

ます。到達した空間をサイコロ状に分割し（図-

2）、それぞれの位置でリアルタイムデータを取

得して地上へ送信する。現在、高度最大 2,000 

ｍ×水平距離 1,000 ｍの三次元計測に関する技

術要素を確立しました ( 特許出願中 )。 

 

写真-2 隊列飛行状況

 

図-2 隊列飛行による観測概念図 

３．終わりに 

今回開発した気象観測システムは、洋上風力

設備の気象観測から視点を広げて説明したが、

特定の施工現場だけでなく、各種施工現場の事

前の環境アセスメントや、施工中の周辺への影

響調査にも応用できると考えている。現在、観

測精度向上にむけ鋭意システム改修を進めてい

る。最後に、今後の建設現場の安全や技術の向

上と普及に期待し、ICT だけでなく他にもある

最新の技術を用いた最良の機材の提供し、現場

作業の安全を切に願うとともに、現場環境の向

上や周辺環境への影響の軽減、また更なる安全

の向上に貢献していきたいと考えております。 

以 上 
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図-1 システム構成 

図-2 計測状況 

11．建設機械搭載型レーザスキャナによる出来形管理システム 

 

前田道路株式会社  〇 若佐 和美 

法政大学    今井 龍一 

三菱電機エンジニアリング株式会社     平 謙二 

 

1.はじめに 

ICT 舗装工では、事前測量や表層の面管理に地上型

レーザスキャナや地上移動体搭載型レーザスキャナが

用いられている。しかし、路床や路盤といった舗装各

層の中間工程では、計測及び判定に時間が掛かること

からレーザスキャナ（以下、LS）を用いた面管理は積

極的に行われていない。 

今回、著者らは共同研究体制を構築し、3 次元点群

データを簡易に取得可能な建設機械搭載型 LS 出来形

管理システム（以下、本技術）を開発した。本稿では、

舗装各層の面管理の実用化に向けた取組みを詳述する

とともに、リアルタイムな出来形管理による生産性向

上や遠隔臨場への活用の可能性を報告する。 

 

2.システム構成及び性能 

 本技術（図-1）は、建機搭載型LS、制御・データ処

理装置[CPU:Corei7、メモリ:8GB]（以下、PC）、自動追

尾型トータルステーション（以下、TS）、Wi-Fiシステ

ム、クラウドシステムで構成される。建機搭載型 LS

は1回の走行で4mの幅員を計測でき、時速2.5km程度

で走行すると管理要領 1)の路盤工までの要求精度（高

さ方向で±10mm）を満足する3次元点群データを取得

できる。 

舗装工の中間工程では、施工完了後速やかに次工程

へ移行したいため、面管理においても従来の出来形管

理と同程度の所要時間で行えることが必要であった。

そこで、出来形判定及び遠隔での結果共有を計測後60

分以内に完了することを目標とした。 

 

3.計測プロセス 

本技術の計測プロセスを以下に示す。試行現場では、

各中間工程の仕上げ後に、データを計測した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①3次元点群データの取得 

 タイヤローラに建機搭載型LS を搭載し、TS で建機

搭載型LSを測位しながら走行させ、3次元点群データ

を取得する。 

②取得データを現場で点群処理 

取得した3次元点群データをWi-Fiシステムによっ

てPCに送信し、専用ソフトにより座標変換やノイズ処

理、点群密度調整などの点群処理を行い、出来形評価

用データを作成する。 

③出来形評価用データによる出来形判定 

 出来形評価用データと 3 次元設計データとの較差

（単位面積における高低差）を示したヒートマップ（出

来形分布図）を作成・表示する。 

④クラウド上で結果を共有 

作成したヒートマップをクラウドにアップロードし、

WEBブラウザにより判定結果を遠隔地と共有する。 
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図-5 WEB版ヒートマップの表示例(10cmメッシュ) 

図-4 PC版ヒートマップの表示例(1mメッシュ) 

図-3 3次元点群データ 

図-6 各LSによる面管理の所要時間の比較 

4.計測結果及び所要時間 

 本技術によって得られた結果及び各プロセスの所要

時間を以下に示す。 

①3次元点群データの取得 

試行現場における計測状況を図-2、路床面の計測結

果を図-3に示す。有効なデータ取得範囲はL=71m、W=4m

であり、計測時間は事前準備を除いて5分程度であっ

た。取得した点群データ数は0.01m2あたり平均165点

であり、管理要領で規定されている0.01m2あたり1点

以上のデータが得られたことを確認した。 

②取得データを現場で点群処理 

試行現場で取得した点群データを0.01m2あたり1点

となるよう処理し、出来形評価用データを作成した。

所要時間は5分程度であった。 

③出来形評価用データによる出来形判定 

 試行現場で作成したヒートマップを図-4に示す。作

成までの所要時間は30分程度であった。 

④クラウド上で結果を共有 

 出来形評価用データをクラウドにアップロードし、

WEBブラウザ上で可視化した結果を図-5に示す。デー

タのアップデートから可視化までの所要時間は 10 分

程度であり、現場から離れた事務所でも出来形評価結

果を閲覧できることを確認した。 

 以上のことから、計測後、WEB ブラウザで結果を確

認できるまでの所要時間は50分であり、目標とする 

60分以内を達成した。また、試行結果から、本技術は

遠隔臨場のできるリアルタイムな出来形管理システム

として有用であることを実証した。 

 

5.本技術の導入効果 

 現場試行で得られた導入効果の一例として、作業時

間の短縮効果を検証した。路床工 4,320m2（L=540m、

W=8m）を対象に面管理による出来形管理を行った場合、

従来技術の各 LS と本技術との所要時間の比較を図-6

に示す。現地作業からデータ解析に要する時間が従来

技術では約1～2日であるのに対し、本技術は約5時間

であった。このことから、本技術を中間工程に適用す

れば、当日中に次工程に移行可能なことが分かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6.おわりに 

 本技術の開発にあたり共同研究者である大阪経済大

学中村健二教授、摂南大学塚田義典准教授に多大なご

協力を頂いた。リアルタイムな出来形管理や遠隔臨場

は重要な生産性向上技術であるため今後も更なる性能

向上を図る。また、国土交通省の「建設現場の生産性

を飛躍的に向上するための革新的技術の導入・活用に

関するプロジェクト」の活用により実用化の検証を迅

速に進めることができた。ここに記して謝意を表する。 
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1） 国土交通省：3 次元計測技術を用いた出来形管理
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